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は じ め に

家畜保健衛生所が実施する事業、検査、調査等の業績は、各都道府県及びブ

ロックで毎年度開催される家畜保健衛生業績発表会で発表、討議されている。

この全国家畜保健衛生業績抄録は、各都道府県の平成24年度の発表会の抄録を

編集したものであり、発表された全ての演題が収載されている。抄録の配列は

家畜別、病因・病類別に行い、多岐にまたがるものはその主要部分の属する項

に集録されている。

本抄録が家畜保健衛生所の日常活動のより一層の活性化と、地方における家

畜衛生の向上に役立つことを期待する。
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北海道 平成24年10月18日 札幌市男女共同参画センター 18 135 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

青森県 平成25年 1月25日 県民福祉プラザ 15 83 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

岩手県 平成25年 1月16日 エスポワールいわて 19 52 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

宮城県 平成25年 1月18日 宮城県庁 13 57 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

秋田県 平成25年 1月23日 秋田市イヤタカ 7 73 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

山形県 平成25年 1月21日 山形県村山総合支庁講堂 13 52 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎

福島県 平成25年 1月22日 福島県自治会館 14 33 ◎ ◎ ◎ ◎

茨城県 平成25年 1月11日 茨城県畜産センター 16 80 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

栃木県 平成24年12月21日 栃木県庁研修館 12 87 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎

群馬県 平成24年12月20日 群馬県庁舎会議室 18 72 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

埼玉県 平成24年12月20日 さいたま商工会議所会館 13 61 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

千葉県 平成24年12月19日 千葉県文化会館 16 118 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

東京都 平成24年12月20日 東京都家畜保健衛生所研修室 11 38 ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎

神奈川県 平成25年 1月10日 海老名市文化会館小ホール 10 89 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

山梨県 平成24年12月19日 山梨県北巨摩合同庁舎 13 52 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

長野県 平成25年 1月18日 長野市NOSAI長野会館 19 86 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

新潟県 平成25年 1月 10日 新潟県庁西回廊講堂 17 76 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

静岡県 平成24年12月20･21日 静岡県男女共同参画センターあざれあ 17 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

富山県 平成25年 1月25日 富山県民会館 10 70 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

石川県 平成24年12月13日 石川県庁 11 29 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

福井県 平成25年 1月25日 福井県庁 9 60 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○

岐阜県 平成25年 1月11日 岐阜県シンクタンク庁舎 14 85 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○

愛知県 平成24年12月21日 愛知県自治センター 13 82 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

三重県 平成24年12月14日 三重農業共済会館 20 64 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎

滋賀県 平成25年 1月23日 近江八幡市人権センター 9 38 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

京都府 平成25年 1月25日 ホテル　ルビノ京都堀川 9 74 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

大阪府 平成25年 1月18日 大阪府府立大学りんくうキャンパス多目的ホール 8 39 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

兵庫県 平成25年 1月18日 兵庫県農業共済会館 11 84 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

奈良県 平成25年 1月18日 農業振興会館 8 33 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎

和歌山県 平成24年12月21日 和歌山県水産会館 10 48 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

鳥取県 平成25年 1月 11日 鳥取県庁講堂 21 89 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎

島根県 平成25年 1月 17日 島根県職員会館 16 82 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ◎

岡山県 平成25年 1月 17日 テクノサポート岡山 19 107 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

広島県 平成25年 1月 18日 県庁講堂 12 75 ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎

山口県 平成25年 1月 21日 山口県庁視聴覚室 18 70 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

徳島県 平成24年 12月19日 自治研修センター　講堂 18 41 ◎ ◎ ○ ◎ ◎

香川県 平成25年 1月17日 香川県獣医畜産会館 12 29 ◎ ◎ ◎ ○ ◎

愛媛県 平成24年 1月11日 愛媛県庁 21 73 ◎ ◎ ◎ ◎

高知県 平成24年12月26日 高知県職員能力開発センター 13 52 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎

福岡県 平成24年11月29日 吉塚合同庁舎803号会議室 15 85 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

佐賀県 平成24年11月22日 佐賀県中部家畜保健衛生所 12 31 ◎ ◎ ◎ ◎

長崎県 平成24年12月20日 長崎県市町村会館 18 82 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

熊本県 平成24年11月 30日 熊本県農業研究センター講堂 9 97 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

大分県 平成24年11月21日 県庁舎本館正庁ホール 14 95 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

宮崎県 平成24年10月11日 県総合保健センター 14 72 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

鹿児島県 平成24年12月20日 黎明館 16 96 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

沖縄県 平成24年11月22日 沖縄県庁講堂 15 129 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
計 656 3,348
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平成２４年度家畜保健衛生業績発表会一覧
参集範囲　　○：呼びかけ　　◎：実際の参加

都道府県名 開催期日 開催場所

参加者の内訳
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I 牛の衛生

Ⅰ－１ ウイルス性疾病

1.黒毛和種に発生した牛パピローマウイル
ス2型による眼腫瘍：北海道空知家保 山本
泰弘、山本慎二

平成23年1月、約50頭を飼養する黒毛和種
繁殖農場で飼育されていた8カ月齢の雄牛の
右眼結膜内側辺縁部に腫瘤を形成。切除し
た腫瘤物について病性鑑定を実施。腫瘤物
の大きさは1.2×1.0cmで柔らかく乳頭状に
発育。病理組織学的検査で、桿状・扁平な
核で細長い細胞質を有する紡錘形の腫瘍細
胞が増殖した組織像が見られ、免疫組織化
学的検査で、腫瘍細胞はビメンチンと平滑
筋アクチンが陽性、デスミン陰性であった
ことから、筋線維芽細胞腫と推察。PCR検査
で腫瘍から牛パピローマウイルス（BPV）に
特異的な遺伝子を検出。遺伝子解析で既知
のBPV2型遺伝子と98%以上の相同性を確認。
BPV2型は一般的に上皮系細胞を腫瘍化し、
主として牛の乳頭や体表皮膚に線維性乳頭
腫を形成するとされていたが、本症例はBPV
2型の関与によって間葉系細胞である筋線維
芽細胞が腫瘍化された珍しい症例と考えら
れた。

2.北海道上川管内における牛コロナウイル
ス病の疫学的考察：北海道上川家保 枝松
弘樹、藤本彩子

管内における牛コロナウイルス（BCV）病
の現状把握のため、発生状況調査、管内分
離株の遺伝子解析及び浸潤状況調査を実施。
発生状況調査は、平成22年度以降の呼吸器
病及び下痢症の病性鑑定205例で実施、疑い
例を含むBCV病は43例発生。このうち症状別
では呼吸器病型が29例、用途別では肉用牛
が32例、月齢別では1～3カ月齢が16例でそ
れぞれ最も多く発生。遺伝子解析は、平成2
2年度以降に分離した管内分離株19株につい
てRT-PCR制限酵素切断長多型解析及び分子
系統樹解析を実施。管内分離株はすべて遺
伝子型4に分類。浸潤状況調査は、平成7～2
4年度の保存血清から抽出した血清456検体
について管内分離株及び遺伝子型1の掛川株
を用いて中和試験を実施。各抽出期間の抗
体保有率は90%以上であり、両株間で一致。
平成19年度以降の血清では、管内分離株の
平均抗体価が掛川株に比べ2倍程度高く、遺
伝子型4と1との間でわずかな抗原性の違い
を確認。

3.牛白血病浸潤状況と淘汰更新による清浄
化シミュレーション：青森県つがる家保
對馬澄人、角田裕美

地方病性牛白血病の発生は全国的に増加。
管内の発症は年間1～4頭で全て放牧を経験。
浸潤状況把握のためA～E放牧場215頭の抗体
保有率(保有率)、ECの鍵、33頭の抗体陽転
率(陽転率)を調査。シミュレーションによ

り抗体陽性牛淘汰更新後の保有率を数値化。
A～E放牧場の保有率はそれぞれ、73、88、2
8、76及び77%。陽転率は60、33、0、25及び
0%。ECの鍵陽性は15頭で全頭抗体保有。シ
ミュレーションは保有率と陽転率が特徴的
なA、B及びCで実施。年間更新率を0、2、5
及び10%と設定。Aは、更新率0%で5年後に保
有率100%、更新率2、5及び10%でも保有率上
昇。Bは、更新率10%でも最終的に保有率は
横ばい。AとBでは陽転が淘汰更新を上回り
清浄化困難。最低限ECの鍵陽性牛の淘汰と
分離放牧等の業陽転率低減対策が必要。Cは、
更新率2%で14年、10%で3年後に清浄化が可
能であり、侵入防止の徹底が必要。今後、
牧場毎に実行可能な更新計画や衛生対策を
提示し清浄化を推進。

4.県内における肉用子牛及び育成牛の牛白
血病感染動態：青森県青森家保 岡本清虎、
林敏展

本県の牛白血病ウイルス（BLV）感染率は、
肉用繁殖雌牛では79.3%と高い状況にあり、
BLV感染牛とう汰による清浄化対策は困難。
未感染牛の感染防御対策が重要。そこで、
効率的な未感染牛選別を目的に、県内肉用
子牛及び育成牛の感染動態を調査。肉用子
牛66頭及び育成牛14頭、計80頭について越
夏前と越夏後に採血し、ELISA法による抗体
検査及び白血球の遺伝子検査を実施。子牛
では5頭の感染を確認。内3頭は越夏後に感
染し、内2頭は移行抗体消失後に感染。移行
抗体が消失する6か月齢以上の子牛の野外感
染を示唆。BLV感染が確認された子牛5頭の
内4頭が放牧。放牧による感染のリスクを推
察。育成牛では4頭の感染を確認。内3頭は
越夏後の感染。また、感染した4頭は全て舎
飼い。育成牛では舎飼いでも感染のリスク
があることを推察。以上から、越夏前に6か
月齢以上の子牛及び育成牛を対象に抗体及
び遺伝子検査を実施し、未感染牛を選別す
る方法が最も効率的。

5.牛白血病ウイルス遺伝子が検出された8か
月齢子牛の牛白血病：青森県十和田家保
方波見将人、牧野仁

黒毛和種8か月齢去勢子牛が元気消失、体
表リンパ節腫大を呈し、重度貧血、異型リ
ンパ球の増加(約9万個/μl)、ゲル内沈降反
応で牛白血病ウイルス（BLV）抗体強陽性。
剖検所見では全身の出血傾向と全身リンパ
節、脾臓及び副腎の腫大、大腿骨骨髄に白
色病変。組織所見で主要臓器に大型で細胞
質が少なく類円形な核を持つリンパ球様細
胞の浸潤・増殖、全身リンパ節は同様なリ
ンパ球様細胞の高度増殖により固有構造が
不明瞭。免疫染色でCD3陰性、CD79α陽性を
示しB細胞由来。ウイルス学的検査ではPCR
で白血球及び臓器等からBLV特異遺伝子を検
出。リアルタイムPCRでBLV遺伝子量が白血
球で657copy/ng、臓器等で0.32～40.1 copy
/ngと低値、腫瘍性変化とBLV遺伝子量に一



- 2 -

定の関連を認めず。若齢牛の牛白血病にお
ける腫瘍へのBLVの関連解明には、病変のBL
V遺伝子量測定とデータ集積が必要。

6.県内乳用牛の牛ウイルス性下痢ウイルス
浸潤状況調査：青森県青森家保 林敏展、
岡本清虎

牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）は、
牛の下痢や呼吸器病の原因、特に妊娠牛に
感染すると持続感染牛（PI牛）が娩出され
汚染拡大。本県では、平成22年に牛ウイル
ス性下痢・粘膜病（BVD-MD）が初発生。BVD
-MD防疫対策検討のため、県内浸潤状況を調
査。1戸3頭、計50戸150頭の6～12か月齢のB
VDVワクチン未接種乳用牛血清を用い、抗体
検査及び遺伝子検査を実施。3頭全て抗体陰
性の農場を「清浄」、3頭中1頭以上で抗体
陽性の農場を「浸潤」、3頭中2頭以上で64
倍以上の抗体価を保有する農場を「高度浸
潤」と分類。その結果、清浄が56%、浸潤、
高度浸潤がそれぞれ28%、16%。BVDV1型及び
同2型ともに抗体を確認。遺伝子検査は陰性。
今回の調査から、ほぼ半数の乳用牛農場にB
VDV1型及び同2型の浸潤が推察。また、高度
浸潤農場の存在によりPI牛の存在が推察。
本県のBVDV防疫対策は、BVDVワクチンの適
切な選択と接種及びPI牛の摘発が重要。

7.管内乳用牛哺育育成牧場の牛白血病対策
の取り組み：岩手県県南家保 中野暢彦、
関慶久

管内A乳用牛哺育育成牧場はH17、一部利
用農場はH18から分離飼育による牛白血病ウ
ィルス(BLV)感染防止対策を実施。H23、A牧
場で6ヵ月齢時BLV抗体陽性率24.4%(20/82)、
越夏後抗体陽転率27.9%(12/43)の上昇を確
認(H22:9.9%、6.1%)。36利用農場中19農場
で感染防止対策を実施しており、利用者か
ら対策強化の要請。原因検索の結果、6ヵ月
齢以下牛舎の対策未実施、対策状況による
利用農場間の陽性率のバラツキと陽性預託
牛の集中、分離体制の失宜と推察。H24、6
ヵ月齢以下牛飼養牛舎でのネット使用によ
る吸血昆虫対策、全月齢を対象とした抗体
検査、これまでの個別農場検査データを活
用した母牛のBLV抗体検査結果及び初乳給与
状況等による仮分離飼育、検査体制の変更
を実施。結果、6ヵ月齢到達後の陽転率は3.
3%(1/30)、全体では6.3%(13/205)に改善。
今回対策は有効だったが、地域陽性率低減
に向け、公共牧場、個人農場での効果的対
策が重要。

8.地方病性牛白血病の発生農場における同
病まん延防止対策：岩手県県南家保 関慶
久、中野暢彦

地方病性牛白血病の発生農場に対して、
まん延防止対策を啓発・支援。抗体陰性牛
の夏期の分離状況別に分類。屋内に配置し
た場合で、主に専用牛舎で管理(グループI)、
陽性牛と同一牛舎で並べ替えて専用牛舎又

は防虫ネットを併用(II)、陽性牛と同一牛
舎で並べ替えて開放的に管理(III)に、屋外
に配置した場合で、陽性牛を農場外に移動(I
V)、時折屋外で陽性牛と混合(V)、常時屋外
で陽性牛と隣接または数メートル隔てた区
画等で区分管理(VI)に分類。結果、グルー
プI～VIの順に、越夏後の抗体陽転率は、戸
数上、20%(1/5)、73%(8/11)、75%(3/4)、0%
(0/1)、100%(2/2)および100%(9/9)、頭数上、
3%(1/35)、9%(13/143)、17%(5/29)、0%(0/
3)、20%(2/10)および26%(35/133)。分離法
をIIIからI、VIからI、VIからIIおよびIIか
らIに変更した4戸の陽転率は、100%(2/2)か
ら0%(0/2)、62%(8/13)から5%(1/20)、30%(3
/10)から8%(1/13)および0%(0/8)から0%(0/1
1)に減少または維持。

9.牛ウイルス性下痢粘膜病の発生と疫学調
査結果から得られた課題：岩手県中央家保
藤森亜紀子、藤原洋

‘12年8月、管内A町のA乳雄肥育農場から
口腔内発赤、流涎及び慢性下痢を呈する牛1
頭（’11年8月生）の病性鑑定依頼。牛ウイ
ルス性下痢ウイルス持続感染牛(PI牛)と診
断。剖検時、粘膜病の病変を確認。疫学調
査から産地は管内B町のB酪農場と判明。B農
場の飼養牛全78頭の検査によりPI牛7頭を摘
発。5頭は’11年5月～7月に出生、他2頭は
親子(母牛3歳、子牛’11年11月生)。当該母
牛は、B町C酪農場で出生後、B農場へ’10年
11月育成牛で導入。導入時期及びPI牛群の
胎齢期から当該母牛が感染源と推定。C農場
は’12年2月に廃業。B農場のPI牛7頭は農場
の理解を得て自主淘汰。今後、導入牛検査、
育成牛のワクチン接種により清浄化を維持。
本事例から、PI牛の潜在的なまん延が懸念。
モデルケースとしてB町の地域組織を活用
し、①対策啓発、②ワクチン接種強化、③P
I牛摘発検査(導入牛を含む)の推進、④自主
淘汰促進のための助成制度の創設等を誘導
したい。

10.大規模黒毛和種一貫農場における牛ウイ
ルス性下痢ウイルス2型による流産の県内初
事例：岩手県県南家保 熊谷芳浩、阿部憲
章

平成24年4月から平均10歳の妊娠牛を導入
し、繁殖規模を拡大中の黒毛和種一貫経営
農場（繁殖250頭、肥育1,700頭）で、6月か
ら8月にかけ6頭（同一牛房5頭、他牛房1頭）
が流産（胎齢6～8か月）。1、3例目の母牛
は流産後に死亡。1例目の死亡牛BSE検査材
料から牛ウイルス性下痢ウイルス2型（BVDV
2）を分離。4～6例目の流産胎子の剖検によ
り、全身皮下組織の膠様浸潤、暗赤色腹水
と胸水の増量が確認され、流産胎子全頭の
脾臓からBVDV2遺伝子を検出。更に、母牛に
高いBVDV2抗体価を確認。以上のことから、
4～6例目をBVDV2による流産、1例目を持続
感染（PI）の疑いと診断。その他の同居牛
に高いBVDV2抗体価を確認。PI疑い牛と4～6
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例目の流産胎子から検出された遺伝子塩基
配列の相同性は100%であり、PI疑い牛の導
入が原因と推察。対策として、繁殖牛全頭
にBVDV2を含む不活化ワクチン接種を指導。
本症例は、BVDV2による流産と診断した本県
初事例。

11.一地域における牛ウイルス性下痢症清浄
化への取組み：岩手県県北家保 菅原克、
後藤満喜子

2012年8月、一地域の8酪農場(利用農場)
が預託する集団育成施設（預託施設）で、
治療に反応せず死亡した1頭の牛から牛ウイ
ルス性下痢症(BVD)ウイルスが分離され、持
続感染（PI）疑牛と診断。本病対策のため、
預託施設および利用農場対象に、説明会を
複数回実施。結果、本病への理解が深まり、
全関連農場で検査することが決定。全関連
農場検査では、預託施設で3頭、利用農場で
2頭のPI牛を摘発。分離ウイルスは、5頭由
来株が1c型、1頭由来株が2a型と型別。PI・
PI疑牛の母牛からBVDウイルス分離陰性。疫
学調査から、PI・PI疑牛6頭は、預託施設(3
頭)、利用農場(2頭)、導入元(1頭)で感染し
たことが示唆。預託施設では、1および 2型
のBVDウイルスが少なくとも2011年9月から
存在。BVD対策として、出生牛と導入牛の検
査による継続的なPI牛早期摘発・淘汰、1お
よび 2型に有効なワクチン接種、飼養衛生
管理基準の遵守の徹底を実施し、早期清浄
化を目指す。

12.若齢牛における牛白血病の抗原解析と検
査成績：岩手県中央家保 村井知恵、佐藤
千尋

県内の牛白血病（BL）診断牛のうち15%が
3歳未満だが散発型は少ない。県内で成牛型
と診断した17～34か月齢の黒毛和種及び交
雑種6例の腫瘍細胞のリンパ球表面抗原解析
を北海道大学に依頼。近年、医学領域で腫
瘍細胞の免疫学的細胞表面抗原の検索に活
用されているフローサイトメトリー法で実
施。血液生化学検査及びリアルタイムPCRに
よる遺伝子量の測定を実施。結果：成牛型
は１例（28か月）のみで、子牛型で腫瘍細
胞がB細胞由来2例（17、18か月）、T細胞由
来１例（19か月）、分類不能の混在型2例（3
2、34か月）。子牛型でもBL遺伝子量はDNA1
0nｇ当たり140-1,716copy検出。県内には多
様な型のBLが存在。過去に診断した典型的
な成牛型診断例（3～13歳、黒和）15頭と検
査値を比較しても従来の血液生化学検査で
は、成牛型との区別は困難。本病の正確な
診断のために生前に腫瘍由来細胞を検索で
きる体制整備の必要性を痛感。

13.牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）感染
要因の検討：岩手県中央家保 福成和博、
八重樫岳司

昨年度、県内死亡牛を調査し、BVDV感染
牛が2歳齢、酪農場由来及び導入牛に多いこ

とが判明。そこで今回、県内飼養牛のBVDV
感染要因を検討。平成24年5月～12月に5条
検査で得られた1,386頭(肉用牛20戸329頭、
乳用牛21戸1,057頭)及び公共乳用育成施設5
か所(88戸利用)で得られた833頭の血清を用
いBVDV検査を実施。5条検査対象牛の抗体保
有状況を年齢別、品種別、導入及び放牧経
験に基づき統計学的に解析。結果、乳用牛
のBVDV1型有効抗体保有率(33%)は、肉用牛(6
5%)に比べて有意に低く、とりわけ1歳齢(4.
3%)、放牧経験の無い牛(13%)で低率。また、
導入された肉用牛(77%)及び放牧経験のある
乳用牛(88%)で有意に高かった。検査対象牛
にPI牛は存在せず。以上から、2歳齢未満の
乳用牛でBVDV抗体保有率の低い状況が、PI
牛の拡大と農場内損耗の大きな要因と推察。
乳用育成牛へのワクチン接種と導入時検査
の推進が本病の防遏を図るうえで急務。

14.過去10年間における成牛型白血病の実態
：宮城県北部家保 平内瑞希、日野正浩

近年、成牛型白血病（EBL）病性鑑定数が
急増。過去10年間におけるEBL病性鑑定成績
を検証。臨床症状より230頭を検査し、うち
剖検は3頭、227頭は血液検査のみ。剖検は
病理組織学的検査、血液検査は抗体検査、
血球数、血球百分比および異型リンパ球数
比を測定。血液検査のみの真症は、抗体陽
性かつBendixen's keyの診断基準（Bk）を
超え、異形リンパ球数比5%以上。偽症は、
抗体陽性かつBk超えまたは抗体陽性かつ異
型リンパ球数比5%以上。結果、抗体陽性牛
は140頭であったが真症は17頭、偽症25頭で
ありこれらをEBLとした。EBLの稟告は、食
欲不振、腫瘤触知、及びリンパ節腫脹等の
典型的症状に加え繁殖障害やタール様便。
年度別では、年々増加傾向であり、23・24
年度は7頭・10頭。平均年齢、品種割合はホ
ルスタイン7.2歳38%、黒毛和種5.5歳55%、
交雑種0.5歳2%、不明5%。EBLは宮城県の届
出数を超える発生があったことを確認。

15.リンパ球増多を伴わない地方病性牛白血
病への遺伝子検査法からの一考察：宮城県
仙台家保 高森広典、曽地雄一郎

臨床的に牛白血病を疑わない黒毛和種成
牛1頭を病理解剖。心臓及び結腸リンパ節に
限局したリンパ球様腫瘍細胞の増殖を認め、
抗CD79α抗体陽性。牛白血病ウイルス(BLV)
抗体陽性。本症を地方病性牛白血病(EBL)と
診断。リアルタイムPCR法(BLV-CoCoMo-qPCR
：理化学研究所)を用いた診断法を検討。BL
V遺伝子をパラフィン切片（当該牛14検体）
及び白血球（当該牛、過去にEBLと診断した
発症牛3検体、BLV感染非発症牛34検体）よ
り定量。パラフィン切片のBLV遺伝子は腫瘍
組織、非腫瘍組織で2,622～11,439、0～505
copies/10

5
cellsと腫瘍組織で高値。白血

球のBLV遺伝子は当該牛、発症牛、非発症牛
で9,847、58,238～116,170、0～39,081copi
es/10

5
cells。以上の結果から本症例は病態
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初期であり、全身臓器にBLV感染リンパ球が
高度に浸潤していなかったと推察。同様な
症例では末梢血中BLV遺伝子量のみで診断は
困難であり、病理学的検索と併せて実施す
ることが重要。

16.搾乳牛で集団発生した牛コロナウイルス
病：秋田県中央家保 小原剛、安田有

平成24年3月下旬、乳用牛45頭を飼養する
県内酪農農場1戸で、水様～泥状・一部血便
を含む下痢症の群内蔓延と著しい乳量低下
を認める事例に遭遇。検査の結果8頭の下痢
便より牛コロナウイルス（以下BCV）遺伝子
を検出。ヒト腸管癌由来細胞を用いたウイ
ルス分離でBCVを分離。BCV抗体検査で抗体
価の有意上昇を確認し、本症例を牛コロナ
ウイルス病と診断。増幅された遺伝子産物
を制限酵素AvaⅡ、EcoO65Ⅰにて処理した結
果、分離ウイルスは遺伝子型4に分類。また
当所で過去に分離したBCV保存株も全て遺伝
子型4で、全国的に発生の多い遺伝子型と同
様であると判明。症状を呈した病性鑑定牛1
0頭の追跡BCV抗体検査では、高い抗体価を
維持。さらに、県中央・南部地域206頭の余
剰血清を用いBCV抗体浸潤状況調査を実施。
12ヶ月未満で抗体保有率（以下保有率）68.
4%、幾何平均抗体価（以下GM値）10.7、97
ヶ月齢以上で保有率100%、GM値309.3と月齢
加算につれ保有率、GM値共に上昇。

17.最上管内における牛白血病対策～発生低
減への第一歩～：山形県最上家保 本田光
平、須藤庸子

当家保の牛白血病対策は個別農場におけ
る検査及び対策指導に留まり、組織的な取
組はなされず、農場においても具体的対策
をとりにくい現状。そこで、生産者・技術
者向け研修会等で疾病情報の周知に努め、
高い関心を得た。さらに、積極的な対策要
望があったA地区7農場をモデルとし、発生
リスク低減を第一目標とした牛白血病対策
を開始。全頭ELISA検査では158頭中42頭陽
性(陽性率26.8%)。対策は農場状況を鑑み、
陽性率毎に個別指導。全頭陰性の2農場では
侵入防止対策。陽性率が低い2農場では淘汰
更新を中心とした短期的な清浄化対策、中
程度の2農場では農場内での新たな感染防止
を第一目標とし、併せて計画的な淘汰更新
を考慮。陽性率の高い1農場では子牛への感
染予防対策を重視した発生リスクの低減が
目標。これにより各農場で実施可能な対策
が実現。今後は当地区での防疫対策を継続、
効果を検証し、他の農場・地域における応
用を検討したい。

18.管内の一公共放牧場における牛白血病ウ
イルス（BLV）感染防止対策と効果検証：山
形県庄内家保 高橋斉史、守屋聖一

管内の一公共放牧場（放牧規模約200頭）
で、平成19年地方病性牛白血病の発症をき
っかけに対策協議会を開催、BLV感染防止対

策を指導。平成20年は吸血昆虫対策、人為
的感染防止の徹底、平成21年からは抗体陽
性群、陰性群、混合群に分離放牧を行い現
在も継続実施。対策の効果検証として、平
成19～24年の放牧前後の抗体検査成績を分
析。平成20年の陽転率（放牧後陽転頭数/放
牧前陰性頭数）28.8%（17/59頭）は、平成1
9年の49.4%（38/77頭）に比べ減少(p<0.05)。
平成21年～24年の陽転率11.3% （31/301頭)
は、平成20年に比べ更に減少(p<0.01)。ま
た各年、各放牧群の放牧前陽性率と放牧後
陽転率に相関（相関係数0.770）、部分的な
分離放牧による感染防止効果を示唆。陽転
率が下がった結果、全体の陽性率も徐々に
低下。可能な対策から実施していくことで
感染拡大防止に有効。今回の成績を活用し、
今後他の放牧場や農場でも感染防止対策を
啓蒙･推進。

19.生産性向上に向けた肉用牛肥育農場の呼
吸器病対策：山形県庄内家保 齋藤友佳、
細川みえ

平成18年秋、管内肉用牛肥育農場（交雑
種350頭飼養）において導入後1ヶ月以内の
呼吸器病が多発、慢性疾病等低減対策事業
（当時）を活用し衛生指導を開始。病性鑑
定によりMannheimia haemolytica、マイコ
プラズマ等の関与を確認、また抗体検査に
より牛RSウイルス、牛ウイルス性下痢・粘
膜病ウイルスの流行を確認。子牛牛房の保
温対策とともに牛呼吸器病5種混合不活化ワ
クチン（5種）の2回接種を指導。その後も
病性鑑定、マイコプラズマ薬剤感受性試験
や抗体検査を実施。畜主と診療獣医師、家
保の3者で情報共有しながら随時衛生プログ
ラムを見直したところ、呼吸器病による死
廃事故、診療頭数が減少。現在は黒毛和種
肥育に切替えたため、ワクチンは導入時5種
1回接種に変更するも、低死廃率を維持（平
成18年3.7%から平成24年0.4%）。今後も関
係機関と連携し、生産性向上のため肥育牛
の呼吸器病ワクチン接種を啓蒙。

20.山形県における牛RSウイルス(BRSV)流行
株の解析：山形県中央家保 平野かおり

過去6年間(2006-2012年)に牛呼吸器病の
病性鑑定を144件実施。牛呼吸器病ウイルス
は77件関与。そのうち牛RSウイルス(BRSV)
が58件(75%)と最も多く検出。本県ではBRSV
が牛呼吸器病の主原因の一つであることを
示唆。農場の規模拡大にあたりBRSVの発生
予防対策が重要。近年(2007-2012年)の県下
流行株の把握を目的に、抗原性に関与する
と考えられるG蛋白領域の遺伝子解析を13株
実施。全株がサブグループⅢに分類され、Y
aegashiら(2005)の報告同様、本県では2004
年以降、同サブグループの株が浸潤してい
ると推察。更に、これら野外流行株に対す
る抗原性比較のため、サブグループⅡの国
内標準株NMK7とサブグループⅥの新規ワク
チン株とのBRSV感染牛の耐過血清を用いた
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中和試験を実施。両株間の抗体価に有意差
は認められず。現在の国内流行株に対して
も新規ワクチンにおいて防御可能であるこ
とを示唆。

21.置賜管内で発生した牛ウイルス性下痢ウ
イルス持続感染牛の摘発と対応：山形県置
賜家保 宇都若菜、木口陽介

平成24年8月から11月にかけて、管内の4
戸6頭を牛ウイルス性下痢ウイルス（以下BV
DV）持続感染牛（PI牛）として摘発。遺伝
子型は1型が3頭、2型が3頭。県内で初めて
確認した2型の1頭は、慢性水様性下痢・重
度削痩・起立困難を呈し、粘膜病発症を疑
う事例。母牛が感染しPI牛を産生したのが3
頭、PI牛がPI牛を再生産したのが1頭。発生
は、導入牛並びにその産子が5頭（内県外導
入3頭）。同居牛の検査による摘発が1頭。
発生後BVDV検査依頼の増加を認め、摘発の
背景に生産現場の意識向上があったと推察。
今回対策として、摘発牛の淘汰、同居牛検
査、適切なワクチン接種を指導したが、農
家により実施可能な対策は限られていた。
県外導入によりPI牛が持ち込まれる事例が
今後も危惧される中、農場毎にきめ細やか
な指導を実施し、より効果的なBVDV対策を
検討してゆく。

22.牛コロナウイルス(BCoV)病一症例と県内
BCoVの遺伝子解析：福島県県中家保 佐藤
敦子

平成24年2月、酪農家で約8割の牛に泥状
～水様性下痢、その内2割で血便。1頭死亡
し病性鑑定を実施、剖検で結腸に暗赤色血
餅様内容物充満、鼻腔スワブ、結腸内容、
同居牛糞便で牛コロナウイルス（BCoV）の
特異遺伝子陽性、同居牛のBCoVの抗体価が
有意に上昇。BCoV病と診断。検出されたBCo
VについてKANNOらのRFLP法ではグループ2で
あったが、polymorphic region(411bp)の遺
伝子解析ではグループ4で、EcoO65Ⅰの切断
部位配列の変異と判明。さらに県内の平成1
9～24年のBCoV陽性19検体について同様に遺
伝子解析を実施し、全てグループ4、97.3～
100%相同。この内11検体が100％相同で子牛
下痢、成牛血便等様々であったことから非
常に近縁なウイルスが流行し様々な病態を
起こしていると推測。疫学的に他県からの
導入牛が原因と推定された症例も含むこと
から、全国的に近縁な株が流行しているこ
とを改めて示唆。

23.管内酪農場の牛白血病抗体保有状況推移
と本病防疫の課題：栃木県県南家保 大竹
祥紘、駒庭英夫

平成23、24年度の牛ブルセラ病等の定期
検査対象酪農家39戸の余剰血清1,622検体を
用い、牛白血病（BLV）抗体検査を実施。浸
潤状況の推移を過去2回（4年、8年前）の検
査結果と比較。また、平成23、24年度はBLV
抗体検査の希望の有無を調査するとともに、

本病に対する衛生意識の違いにより、農家
を「意識の高い・普通・低い」の3群に分け、
陽性率の推移を比較。抗体保有状況では、3
9戸中33戸(85%)でBLV抗体陽性率が上昇、一
方、6戸で陽性率が0%維持又は低下。衛生意
識の違いによる比較の結果、高い農家(19戸)
のうち、陽性率30%を超えるのは5戸(26%)、
陽性率0%の農家は3戸、一方、普通(18戸)及
び低い(2戸)では、30%を超える農家が大半
を占め、0%は1戸のみ。なお、この1戸は、
全て自家産牛を飼育。衛生意識及び自家産
牛の割合が高いほど、陽性率が低い傾向。
これらの結果を参考に農家への啓発資料を
作成し、本病清浄化対策を継続。

24.牛白血病ウイルス感染動態と分離飼育の
感染予防効果検証：栃木県県央家保 濱谷
景祐、齋藤俊哉

搾乳牛30頭、BLV抗体陽性率50%程度の2農
場で、年3回血液を採取し、ELISA抗体検査
及びリアルタイムPCR（rPCR）を実施。両検
査で陽性の個体を感染牛、rPCRで1,000コピ
ー/10ngDNA以上の個体を高コピー牛と定義。
1年目は通常飼育のまま感染動態を調査。2
年目、A農場は高コピー牛のみ、B農場は全
ての感染牛を分離飼育し、感染予防効果を
検証。陽転牛は、1年目がA農場で夏1頭、秋
2頭（9.8%）、B農場で秋2頭（22.2%）(4/5
頭は高コピー牛に隣接）。2年目はA農場で
秋5頭（35.7%）、B農場で夏2頭、秋1頭(11.
5%)で、B農場の陽転率が改善。陽転は夏及
び秋のみで、吸血昆虫を介した伝播が高率
に発生していると推測。感染動態調査から、
高コピー牛は感染源として高リスクで、rPC
Rは感染牛の優先的とう汰に有用。さらに、
本病の感染予防に、全ての感染牛の分離飼
育が効果的と推測。（平成22年度レギュラ
トリーサイエンス新技術開発事業研究成果）

25.県内3酪農家で発生した牛C群ロタウイル
スによる成牛の下痢症：埼玉県中央家保
多勢景人、福田昌治

平成23年10月から24年4月までに、県内3
戸の酪農家で乳量減少を伴う成牛の下痢が
発生。発症牛の糞便19検体（A:6、B:6、C:7）
とペア血清31頭分（A:5、B:19、C:7）を用
いて病性鑑定を実施。糞便についてウイル
ス分離（MA104細胞使用）と牛下痢症関連マ
ルチプレックスRT-PCR検査（牛A、B、C群ロ
タウイルス[GAR、GBR、GCR]、牛コロナウイ
ルス[BCV]、牛トロウイルス）を行い、ペア
血清について抗体検査（GCR、牛ウイルス性
下痢ウイルス1型・2型の中和試験、BCVのHI
試験及びGBR ELISA検査）を実施。ウイルス
は分離されなかったが、RT-PCR検査で12検
体（A:4、B:4、C:4）からGCR特異遺伝子が
検出され、GCR中和試験で22頭（A:3、B:15、
C:4）に有意な抗体上昇が認められたため、
3戸の下痢症にGCRが関与したと推察。VP6、
VP７遺伝子についてPCR産物のシークエンス
を実施したところ、各農場の流行株は異な
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っていたが、分子系統樹解析で国内既報株
と全て同じクラスターに属していた。

26.死亡牛検査余剰延髄を用いた牛ウイルス
性下痢ウイルス検出手技の検討：千葉県中
央家保 関根大介、大坪岳彦

牛ウイルス性下痢粘膜病は持続感染牛(PI
牛)が、多量のウイルスを排泄し農場を汚染
し問題となる。畜主に問題意識を持たせ、
農場清浄化の取組みに繋げるため、日常業
務で容易に入手可能な死亡牛検査の余剰延
髄を用いたRT-PCR法によるPI牛の摘発を考
え、その手技を検討した。①効率的な検査
を実施するためのプール数の検証として、
過去に摘発されたPI牛の血清を10、20、50、
100倍に希釈し、全ての希釈倍率でBVDV遺伝
子を検出した。これより、確実性を考慮し
プール数は20頭とした。②温度条件による
牛ウイルス性下痢ウイルス(BVDV)遺伝子の
保存状況の検証として、BVDVを新鮮な延髄
に接種し4、20、37℃で感作し、いずれの条
件でも5日間経過後にBVDV遺伝子が検出され
た。これより、死後5日以内は検体として適
当と考えた。以上の条件で死亡牛の余剰延
髄を検査し、現在までに陽性個体が1頭検出
されている。今後も継続した取組みを実施
していきたい。

27.21か月齢の牛にみられた非定型的成牛型
牛白血病の一例：千葉県中央家保 上林佐
智子、小川明宏

2012年7月中旬に、乳牛140頭を飼養する
管内の一酪農家で、21か月齢の育成牛に体
表リンパ節の腫大がみられた。1か月後には
骨盤腔内のリンパ節の腫大もみられたため、
病性鑑定を実施した。血液検査では、白血
球数及び血液百分率は正常で、末梢血に異
型リンパ球はみられなかった。牛白血病抗
体検査は陽性だった。剖検所見では、全身
性のリンパ節腫大、特に骨盤腔のリンパ節
が著しく腫大していた。病理組織学的検査
では、リンパ節は腫瘍細胞がび慢性に浸潤
し固有構造は消失していた。リンパ節以外
に腫瘍細胞の浸潤はみられなかった。免疫
染色では、腫瘍細胞はCD3陰性、CD79α陽性
であった。ウイルス学的検査では、コンベ
ンショナルPCRにより体表リンパ節、末梢血
から牛白血病ウイルスの特異遺伝子が検出
された。以上のことから、本症例を成牛型
牛白血病と診断した。本症例では、同病の
一般的な発症年齢より若く、腫瘍細胞の浸
潤はリンパ節に限局していた。

28.牛ウイルス性下痢ウイルス持続感染牛の
摘発及び追跡調査：東京都東京都家保 磯
田加奈子、綾部文香

平成23年に北海道より都内酪農場へ下牧
した預託帰還牛1頭から都内21例目のBVDVを
分離。その後の再検査により当該牛をPI牛
と判断、当該牛の産子もBVDV陽性であった
ため、飼養者希望により2頭とも自主淘汰。

当該牛の母（祖母牛）はBVDV検査陰性。祖
母牛は預託前にワクチン接種済みであった
が、履歴より当該牛と同じ預託先で妊娠前
期にBVDVに感染し下牧、当該牛を分娩した
と推測。本農場におけるBVDVの摘発は4例目
であったが、農場全体の検査履歴より連続
的なBVDV汚染はなく、外部からの単発的な
侵入と判断。当該牛が農場にいた期間に同
居牛が感染し新たなPI 牛を分娩する可能性
を考慮し、農場内の新生子牛についてBVDV
の追跡調査を実施したが、新たな摘発はな
かった。分離したウイルスについて遺伝子
解析を実施したところ、H21に本農場3例目
から分離されたBVDV（今回と同一の預託先
で感染した母牛が下牧後に分娩したPI牛か
ら分離）に近縁であった。

29.県下におけるBVDV関連疾病の発生例：神
奈川県県央家保 高山環、前田卓也

県内でBVDVによる粘膜病及び流産が多発。
粘膜病は初診時に下痢症状等を主訴とし、
糞便、鼻腔スワブ、発症時・前血清からPCR
法によりペスチウイルス特異遺伝子を検出
し、病性鑑定殺を実施。臓器よりBVDVを分
離、RFLP法によりBVDV2型による粘膜病発症
牛と診断。流産例は乳用牛飼養農場3戸、肉
用繁殖牛飼養農場1戸で流産が多発し、病性
鑑定を実施。胎仔臓器からPCR法によりペス
チウイルス特異遺伝子を検出し、BVDVが関
与した流産と診断。これら5農場で全頭検査
を実施、中和抗体検査結果から3戸でBVDV1
型、2戸で2型の流行があり、1戸でPI牛を摘
発。本県では以前より、県内にBVDVが広く
浸潤し、移動歴のある牛がウイルスを侵入
させている可能性が示唆されており、本事
例以外にも被害が増加していると考える。
近年スクリーニング検査によるPI牛摘発例
の報告もあり、本県でも本法を用いたPI牛
の摘発等対策強化に努めることが必要。

30.県内初のB群ロタウイルスによる搾乳牛
の伝染性下痢症：新潟県上越家保 大勝裕
子、本間裕一

平成24年5月、管内1酪農場において伝染
性下痢が発生。下痢は飼養牛(54頭)の約7割
が発症、約2週間で終息。発症牛は水様性か
ら軟便を呈し、乳量は4割減少、食欲低下や
微熱を伴うものが散見。発症牛7頭の糞便に
ついてRT-PCR法で牛コロナウイルス(BCV)、
牛トロウイルス(BToV)、A群・B群・C群ロタ
ウイルス(GAR・GBR・GCR)特異遺伝子を検
索、サルモネラ、コクシジウム検査を実施。
ペア血清10頭分について、中和試験で牛ウ
イルス性下痢･粘膜病ウイルス(BVDV)1･2型
およびBToV、HI試験でBCV、間接抗体法でGA
Rの抗体価を測定。結果、糞便中からGBR特
異遺伝子を検出(7/7)、GBR以外の下痢症関
連病原体の関与は否定。以上から本症例はG
BRによる伝染性下痢症と診断。GBRによる下
痢症は県内初事例。今回のGBRによる下痢症
は当該農場のみで終息したが、防疫対策の
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強化を目的に飼養衛生管理基準のさらなる
遵守徹底を指導。

31.一酪農場で発生したC群ロタウイルスに
よる牛ロタウイルス病：新潟県中央家保
佐藤圭介、里麻啓

平成23年12月、酪農団地内の乳用牛73頭
を飼育する酪農場で成牛4頭に下痢が発生、
数日の経過でまん延。乳量が1割低下したが、
子牛に下痢はみられず。C群ロタウイルス(G
CR)特異遺伝子を6頭中5頭で検出し、ペア血
清でGCR抗体が6頭全頭で有意に上昇。ウイ
ルスは分離されなかったものの、各種検査
でその他の下痢症ウイルス、細菌、寄生虫
の関与を否定。本症例をGCRによる牛ロタウ
イルス病と診断。県内でGCRによる伝染性下
痢の発生は確認されておらず、初発生。対
策として牛舎の定期的な清掃・消毒、農場
に立ち入る人・車両の消毒、導入牛の一定
期間の隔離を指導。また、団地内の農場に
対し下痢の有無の確認と感染防止対策を指
導。他農場での発生は確認されず。約2週間
後に下痢は終息し、乳量も回復。GCRによる
伝染性下痢の再発はなかった。伝染性疾病
の発生防止に重要な飼養衛生管理基準の遵
守、徹底が必要。

32.県内で初確認されたB群及びC群ロタウイ
ルスによる牛ロタウイルス病：新潟県中央
家保 村山和範、会田恒彦

平成23年12月、平成24年5月及び10月に県
内酪農場3戸で伝染性下痢が発生。A-C群ロ
タウイルス（GAR、GBR、GCR）、牛コロナウ
イルス及び牛トロウイルス特異遺伝子検査
で、糞便からGCR（農場1：5/6）又はGBR（農
場2：6/7、農場3：5/7）を検出。抗体検査
でGCR抗体有意上昇（農場1：6/6）。県内初
のGCR（農場1）又はGBR（農場2、3）による
牛ロタウイルス病と診断。遺伝子解析では、
GBRで農場2と農場3の塩基配列は一致せず、
異なる伝搬経路が示唆。遺伝子型はGBR・GC
Rとも既報の国内由来株と同一。臨床症状は
GBR・GCRとも搾乳牛の発症が主体で血便を
伴わない点、GCRで子牛の発症が認められな
い点で過去の国内発生例と共通。一方、発
熱、食欲低下及び乳量低下の有無等は様々
で、他のウイルス性下痢症と鑑別困難。GBR
・GCRは搾乳牛の下痢症起因ウイルスとして
監視が必要。

33.公共育成牧場における牛ウイルス性下痢
・粘膜病への対応：富山県東部家保 蓮沼
俊哉、宮本剛志

管内の公共育成牧場からの下牧牛が牛ウ
イルス性下痢ウイルス2型（BVDV2）による
持続感染（PI）牛を4頭分娩。当該牧場全頭
のRT-PCR検査の結果1頭のPI牛を摘発淘汰。
関係機関と協議の上、当該牛と同居歴のあ
る牛の産子追跡調査を実施し、ホルスタイ
ン種雌および黒毛和種55頭からPI牛1頭を摘
発。このことから当該牧場でBVDV対策を行

っていなかったためPI牛1頭の侵入を許し、
このPI牛が感染源となり新たにPI牛が5頭出
生したと考えられた。入牧時にBVDVのRT-PC
R検査の追加。当該牧場のワクチンプログラ
ムの変更を実施。ワクチンは牧場飼養牛全
頭を対象として、交配前の12カ月齢にBVDV1
およびBVDV2が含まれる牛呼吸器病6種混合
ワクチンを接種。以上より、公共育成牧場
を介したBVDVの農場間伝播を防止するには、
入牧時のPI牛侵入防止と交配前BVDV1および
BVDV2ワクチン接種が重要であると考えられ
た。

34.牛ウイルス性下痢ウイルス1型2型の同時
感染による流産の発生：富山県東部家保
宮本剛志、竹島由実子

2012年5月、県内一酪農家（A農場）にて
流産が発生。流産母牛は県内公共育成牧場
（B牧場）で預託育成され4月に下牧。病性
鑑定の結果、胎子の主要臓器から牛ウイル
ス性下痢ウイルス（BVDV）遺伝子を検出、
ウイルスを分離。制限酵素切断長多型によ
る遺伝子型別の結果、臓器から直接検出し
たBVDV遺伝子は2型（BVDV-2）、分離ウイル
スは1型（BVDV-1）とBVDV-2が混在。その後、
B牧場でBVDV-2持続感染（PI）牛1頭を摘発。
遺伝子解析の結果、A農場流産胎子由来株と
B牧場PI牛由来株は同一株と判明。流産母牛
は妊娠中にB牧場でPI牛と同居歴があったこ
とから、流産胎子はBVDV-2の持続感染牛で
あったと考察。臓器から直接検出された遺
伝子はBVDV-2のみであったことから、臓器
中のウイルス量はBVDV-2に比べBVDV-1は微
量。よってBVDV-1は急性感染と考察。

35.牛ロタウイルス病診断へのヒト用ロタウ
イルス診断キット及び次世代遺伝子検査法
の応用：石川県南部家保 福田藤子、高井光

A群ウシロタウイルス（GAR）による新生
子牛の牛ロタウイルス病は、全国で多発。G
ARを親株としたヒト用ロタウイルス生ワク
チン（ヒト用ワクチン）が販売開始。GARの
動向監視が重要で、迅速、正確な診断が必
要。GARの野外株5株、標準株2株及びヒト用
ワクチン2種でヒト用ロタウイルス診断キッ
ト（キット法）8種（A～H）、RT-PCR法及び
ウイルス分離法の検出感度を比較検討。キ
ット法では、Aの感度が最も高く、検出感度
は、ウイルス分離＞キット法A≧RT-PCR法で
あった。さらに、下痢便15検体で上記検査
と次世代シークエンス法の応用を検討。下
痢便1検体は、すべての検査でGAR陽性。別
の2検体は、次世代シークエンス法のみ陽性。
以上より、従来法はウイルス分離法が最も
検出感度が高いが、畜産現場における迅速
診断にはキット法Aが有用。次世代シークエ
ンス法はより検出感度が高く、遺伝子情報
を多く得られるため、疫学解析等への活用
で将来における有用な検査法。

36.A群ロタウイルスの持続感染が疑われた
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子牛の1例と腸間膜リンパ節でのウイルス潜
伏：福井県福井県家保 三竹博道、松田眞
紀代

A群ロタウイルス(RVA)の持続感染が疑わ
れた子牛1頭は、平成23年11月に肥育農場へ
28日齢で導入され、10日後に下痢を発症。
下痢は4日で治癒したが、平成24年2月に慢
性肺炎のため死亡したため病性鑑定を実施。
RVA感染状況を確認するため、下痢便、下痢
治癒後の平成23年12月および翌年1月の正常
便、剖検時に採取した腸間膜リンパ節（ML
N）、空回腸内容、直腸便を材料として、RT
-semi-nested-PCR法によりRVA・VP7およびV
P4遺伝子の検出を試みた。その結果、下痢
便、正常便全て、剖検時に採取したMLNおよ
び直腸便から両遺伝子を検出。全てがG10P[1
1]で、相同性は99.9%以上。従って、この子
牛は約2ヵ月の間、同じウイルスに感染して
おり、RVAの持続感染が示唆。また、MLNで
のRVA潜伏が示唆。そこで、平成24年の病性
鑑定子牛9頭から同様にRVA遺伝子の検出を
試みた。その結果、6頭のMLNから同遺伝子
が検出され、子牛のMLNに高率にRVAが潜伏
している実態が判明。

37.管内公共牧場の乳頭腫の現状と新たな治
療の試み：山梨県西部家保 北島淳子、丸
山稔

管内公共牧場では、県内農家の預託牛の
乳頭腫が問題。乳頭腫の浸潤状況を把握す
るため、放牧期間中（5月初旬～10月下旬）
に毎月1回預託牛400頭の衛生検査を実施。
乳頭腫の有無確認。肉眼による型別等を実
施。乳頭腫が重篤な乳用牛に、インターフ
ェロンα製剤投与（5頭）、ニューカッスル
病ワクチン投与（6頭）を実施し、治療効果
を検討。冬季預託期間中（3月～4月）に乳
頭へのフルメトリン製剤噴霧（預託牛全
頭）。乳用牛では、退牧（10月下旬）時の
陽性率が前年度と比較して、体表、乳頭と
もに減少。乳頭における乳頭腫の肉眼的型
別は、6型が多数。薬剤投与した群では、大
部分の牛で体表の乳頭腫は完治。乳頭の乳
頭腫は退牧時まで残存していたが、全体的
に退縮傾向（搾乳には支障なし）。自然治
癒する牛がいること、本年度の薬剤投与例
数が少数であることから、来年度以降もデ
ータの蓄積が必要。

38.牛ウイルス性下痢粘膜病対策の検討：山
梨県西部家保 二宮歌子、丸山稔

管内肉用牛牧場で、牛ウイルス性下痢粘
膜病の抗体保有状況調査、持続感染牛摘発
のためのPCR検査、BVDⅠ型Ⅱ型不活化ワク
チン接種試験を実施。抗体保有状況調査：
子牛19頭（ワクチン未接種、30～60日齢）
ではBVDⅠ型Ⅱ型共に、日齢に比例し抗体価
上昇、野外感染の可能性。繁殖牛48頭（育
成時BVDⅠ型生ワクチン2回接種。追加接種
なし）では、半数以上がBVDⅡ型抗体を保有
せず、BVDⅠ型有効抗体価以下の個体散見。

PCR検査：繁殖牛全204頭、育成牛38頭、子
牛19頭で陰性。今後も持続感染牛の早期摘
発淘汰推進。BVDⅠ型Ⅱ型不活化ワクチン接
種試験：繁殖牛8頭（分娩2及び1カ月前接種、
以後年1回）では、BVDⅡ型抗体上昇悪く、
追加接種時まで有効抗体価を保てない恐れ
あり。 この産子8頭（ワクチン未接種）で
はBVDⅠ型･Ⅱ型移行抗体価に差があり、BVD
Ⅱ型で低い傾向。 BVDⅡ型接種適期の接種
でBVDⅠ型のワクチンブレイクが起こる可能
性。今後の試験結果でプログラム検討。

39.4農場で確認された牛ウイルス性下痢ウ
イルス持続感染牛：長野県佐久家保 坂本
綾

2012年5～12月に管内の酪農家4戸におけ
る病性鑑定で牛ウイルス性下痢ウイルス(BV
DV)の持続感染(PI)牛4頭を確認。4頭に疫学
的関連は無し。4戸のバルク乳スクリーニン
グ検査で1戸がPCR陽性となり、全頭検査で
さらにPI牛1頭を確認。PI牛は全てBVDV1型
及び2型の中和抗体価2倍未満、PCR検査で特
異的な遺伝子を検出。ウイルス分離の結果5
頭全てBVDV1型のCPE(-)株を分離。5頭中1頭
は胎子期牧場感染の可能性。4戸ともBVDVワ
クチン未接種農場であり、ワクチン接種を
指導。さらに広報を作成し、管内牛飼養農
場･関係機関に配布、注意喚起。啓発・意識
向上のため研修会を開催予定。今後は発生
及びまん延防止のため、管内でのBVDVワク
チン接種状況及び浸潤状況調査を行うとと
もに、ワクチン接種の徹底、入牧前検査の
実施、スクリーニング検査によるPI牛の摘
発等、地域全体での取り組みが必要と考察。

40.管内における牛白血病の現状と対策：長
野県松本家保 中原祐輔

近年は牛白血病の発生及び検査依頼が増
加傾向。計画的な対策を進めるために、全
頭抗体検査実施農場の成績を整理。2012年
は酪農場4戸(初回検査3戸、継続検査1戸)で
計264頭の検査を実施し、農場陽性率は1.5
～26.8%。陽性牛31頭の内訳は自家産28頭(県
外預託歴有17頭、県内預託歴有6頭、移動歴
無5頭)、外部導入牛3頭。1戸の陽性牛6頭に
ついてリアルタイムPCRとリンパ球数の測定
を実施したところ、ウイルス遺伝子量とリ
ンパ球数は相関したが、年齢及びエライザS
/P値とは相関が無いことを確認。感染要因
は、陽性牛の初乳等給与、吸血昆虫、血液
付着の器具の使用の他、預託及び外部導入
牛等も示唆。対策として、年1回の全頭検査、
リンパ球数を指標とした感染リスクの高い
牛の計画的淘汰、導入時の検査、人工初乳
の利用、器具等の適切な交換・消毒、牛の
並替え及び作業動線の改善を指導。

41.防疫作業従事者参加型の口蹄疫防疫演習
：岐阜県東濃家保 伊藤一智、山崎稔

東濃地域にて口蹄疫が発生した場合「東
濃地域口蹄疫現地対応マニュアル」に基づ
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き、初動防疫に当たる。発生地班は、発生
市・関係団体・県現地機関等からの動員に
より防疫作業に従事。今回、動員予定者の
防疫作業への理解を深め、防疫作業後のウ
イルス拡散防止を目的として参加型の口蹄
疫防疫演習を開催。演習会場は、実際の発
生時に近い状態をイメージするため、屋内
を集合場所、屋外を消毒ポイント・除染テ
ントを併設したサポート基地と設定。演習
参加者のアンケートによれば、防疫作業へ
の理解が深まったとの意見が多数。また、
防護服脱衣時に、防疫作業従事者が素手で
汚染された防疫資材に触れる等の不備が認
められたことから、ウイルス拡散防止に除
染テントの使用は有効と思われ、これを迅
速に配置することが出来る体制整備を希望。
更に今後は家畜防疫員以外で、防疫作業の
指導が出来る人材を育成する必要性あり。

42.管内公共牧場の牛ウイルス性下痢粘膜病
清浄維持対策：岐阜県東濃家保 藤木省志、
山崎稔

平成23年3月から管内公共牧場で牛ウイル
ス性下痢ウイルス（BVDV）侵入防止のため、
導入子牛の遺伝子検査による、BVDV持続感
染（PI）牛摘発を開始。平成24年3月と8月
の導入子牛でそれぞれ1頭のBVDV2型PI牛を
摘発。清浄性確認のため遺伝子検査開始前
に導入されていた牛及び同居する繁殖和牛
についても同様に検査した結果、全頭陰性。
牧場内にPI牛がいないことを確認。また、1
0月譲渡牛の中和抗体価測定の結果、譲渡牛
には感染がなかったと推察。また、従来使
用していたBVDV1型生ワクチン1回接種では、
免疫は不十分であり、BVDV1型及び2型を含
む不活化ワクチンを1ヶ月間隔で2回接種す
るプログラムに変更。変更後はBVDV2型に対
しても中和抗体価の上昇を確認。今後も導
入子牛での遺伝子検査によるPI牛摘発及び
種付け前の牛への変更ワクチンプログラム
による確実な免疫付与を継続し県内酪農家
が安心して子牛を預けることができるよう
支援が必要。

43.県内における牛ウイルス性下痢ウイルス
浸潤状況について：岐阜県岐阜家保 浅野
美穂、古田淳

本県公共牧場上牧牛において平成23年3月
より実施している牛ウイルス性下痢ウイル
ス(BVDV)遺伝子検査によりBVDVタイプ2持続
感染牛(PI牛)を2頭摘発。そこで県内酪農家
におけるBVDV浸潤状況把握のため中和試験
により調査。材料には平成23年度の公共牧
場上牧時採血血清(公共牧場血清)374検体、
平成22～24年度の岐阜家保管内導入牛ヨー
ネ病検査余剰血清(導入牛血清)92検体及び
管内で公共牧場を利用する一農家の平成23
年度5条検査余剰血清(5条検査血清)34検体
を用いた。その結果感染と判断される1,024
倍以上のBVDVタイプ2抗体価を示したのは全
体で21/500(4.2%)で、公共牧場血清13/374

(3.5%)、導入牛血清2/92(2.2%)、5条検査血
清6/34(17.6%)。今回の調査でBVDVワクチン
非接種農家でも中和抗体が検出され、牛の
導入でPI牛を導入する危険性が示唆された。
今後は県内へのBVDV侵入を防ぐため遺伝子
検査等による広域かつ定期的な検査体制の
構築が望まれる。

44.牛白血病の継続的な清浄化対策を目指し
た取り組み：静岡県中部家保 杉本成子、
曽布川亜弓

平成14年度から実施の乳用牛の牛白血病
抗体調査で陽性率は上昇傾向。しかし、ほ
とんどの農場で陽性牛と共存しながら清浄
化を目指さなければならず、経時的検査結
果のデータベース化による抗体保有率を常
時把握した指導が課題。今回、酪農家4戸の
抗体検査、rPCR法によるウイルス量の測定、
飼養衛生管理等の調査をもとに継続的な清
浄化対策を目指した指導を実施。結果、4戸
の抗体陽性率は34.4%。rPCR法でウイルス量
の多い牛を高リスク牛として提示。飼養衛
生管理等の調査では、農場での清浄化対策
は不十分。そのため、牛白血病の解説、対
策事例を紹介し、農家個別の対策を指導。
更に、対策実施状況及び検査結果を、牛白
血病の解説等一括した「目指せ！牛白血病
ゼロ！ファイル」を配布し「見える化」を
図った。指導後抗体陽転牛はなし。清浄化
には長期間を要するため、家保と農家が共
通認識で経過を確認しながら指導を継続す
るために、この取り組みは有用と考えられ
た。

45.管内酪農場で発生したBRDC(牛呼吸器病
症候群)：静岡県東部家保 金森健太、大津
雪子

平成24年、酪農場2戸において呼吸器症状、
発熱を主訴とする感染症が発生。1例目は2
月初旬に47頭規模の酪農場において搾乳牛
が症状を呈し、その後感染が拡大、うち2頭
が死亡。2週間後に実施した血清・鼻腔スワ
ブの検査結果から、RSウイルス、パライン
フルエンザ3型ウイルスとManheimia haemol
yticaの複合感染によるBRDC(牛呼吸器病症
候群)と診断。2例目は5月下旬に53頭規模の
酪農場において搾乳牛が症状を呈し、その
後すぐに感染が拡大したため、発症中の10
頭と未発症1頭の計11頭の検査を実施。その
結果、RSウイルスの関与が示唆され、管理
獣医師との連携の下、早期の治療を実施し、
軽症のまま終息。この2例では、いずれもRS
ウイルスの関与が認められたが、治療時期
の違いにより症状に差が出たと推察。ワク
チンプログラムの改善と早期治療の実施を
指導したところ、現在症状は認められてい
ない。RSウイルス感染の県内発生が例年認
められるため、適切な飼養管理、ワクチン
接種に加え、早期治療を行うことがBRDCの
予防に有効。
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46.牛RSウイルス分離効率改善のための採材
条件の検討と各種迅速診断キットの性能比
較：静岡県中部家保 斉藤妙子

牛呼吸器病は寒冷期に最も病性鑑定依頼
が多く、牛RSウイルス(BRSV)の関与が大半
だがBRSVは分離が困難。今回分離できた事
例とできなかった事例について採材条件等
を検討。また分離やペア血清の抗体検査は
時間を要するため、迅速・簡便な人用RSV抗
原検出キット(市販10種類)の性能比較を実
施。併せてPCR法との検出感度の比較を実施。
結果、分離できる条件は①鼻腔スワブを材
料に、nested-PCRで1stから特異遺伝子が検
出されるウイルス量 (10

1.68
TCID50/ml以上)

②材料到着から細胞接種まで凍結させず1日
以内③発症後1日以内で採材、加えて中和抗
体価が≦2、さらに④採材時のバッファーは
PBSよりE-MEMが好ましいこと、が重要で特
に①～③は必須。キットの性能比較では、
感度、使用期限、反応時間、見易さ、価格
等を考慮した結果、A社製品が最も優れてお
り農場での判断の一助に有用。またA社製品
とPCR法との最低検出感度の比較では、106

倍以上PCR法の感度が優れていた。

47.牛ウイルス性下痢ウイルスの関与が疑わ
れた2症例：静岡県西部家保 村田結佳、戸
塚忠

平成24年10月から11月、管内の乳用牛48
頭を飼養するＡ農場で牛2頭が死亡。病性鑑
定実施。牛ウイルス性下痢ウイルス(BVDV)
の関与の疑い。10月28日、北海道より導入
した28ヶ月齢初産牛1頭が水様性の下痢を呈
し死亡。重度の発育不良と肺炎、腹膜炎確
認。ウイルス学的検査で血清と糞便からBVD
V遺伝子検出。追加検査で今回の血清と定期
検査の残余血清を用いてBVDV分離と抗体検
査を実施。いずれも、抗体は検出されず、B
VDVが分離。当該牛をBVDVのPI牛と診断。11
月5日、自家産の6ヶ月齢育成牛が死亡。1頭
目と同様に重度の発育不良と肺炎、腹膜炎
確認。病性鑑定時血清からBVDV遺伝子を検
出、抗体が検出されなかったことからBVDV
のPI牛の疑い。牛群のBVDV継続的保持が考
えられたため、全頭採血によるPI牛摘発を
実施。また、管理獣医師と相談しワクチン
接種等について指導。今後、当該牛2頭の飼
養期間と在胎期間が重なる新生子牛の検査
を実施し、農場清浄化へ取組み予定。

48.地域で取り組む和牛繁殖農家の牛白血病
清浄化：愛知県中央家保 清水健太、川本
隆之

管内一地域の黒毛和種繁殖農家11戸にお
いて、全ての繁殖雌牛と6か月齢以上の育成
牛計141頭を対象に牛白血病抗体検査を実
施。陽性率26%で動衛研が平成22年に実施し
た調査とほぼ同等。導入牛と自家産牛の陽
性率の比較では、導入牛でやや高値(29%vs2
4%）。また、母娘関係が明らかな35組の比
較では、抗体陽性母牛の娘牛は、陰性母牛

の娘牛に比べ有意に陽性率が高値（53%vs17
%、P=0.02）。感染ルート遮断のため、農家
には3か月齢までに母子分離飼育、導入牛の
受検と陽性牛の分離飼育を指導。(1)家保は
導入牛及び後継牛の抗体検査と陰性牛の経
時的モニタリング(2)和牛改良組合と市は衛
生資材を一括購入・配布(3)診療獣医師は治
療や検査手技に起因する感染防止の徹底(4)
農家は陽性牛の分離飼育、吸血昆虫の駆除
(5)関係者は意思統一を図るため農家が実施
する作業に立会し協力、の対策を推進する
ことを取り決め。農家と関係者が一体的に
問題解決を図りながら清浄化に取り組む。

49.乳肉複合農場における牛ウイルス性下痢
ウイルス持続感染牛摘発と防疫対策：三重
県中央家保 伊藤秋久、中村諒子

牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）感染
症は、下痢や肺炎、繁殖障害など様々な症
状を引き起こし、生産性を低下させる疾病
である。BVDVの流行、まん延には持続感染
（PI）牛が重要な役目を担っており、本疾
患の対策にはPI牛対策が必須。平成23年12
月、乳牛約600頭、肉牛約700頭を飼養する
乳肉複合農場で難治性の下痢を示した自家
産和牛子牛の1頭がPI牛と判明。これを受け、
平成24年4月に全頭検査を行った結果、導入
F1牛2頭をPI牛として摘発・淘汰。続いて、
PI牛と同居した妊娠牛の新生子牛の検査、
導入牛の着地検査、ワクチン接種、農場関
係者への啓発活動等を実施し、新たなPI牛
発生による農場汚染防止に努めた。平成24
年11月末現在、農場内にPI牛は存在しない
と考えられる。当該農場には検疫舎が無く、
部門ごとの意思疎通が図れていない等の課
題もあるが、今後も着地検査を継続し、清
浄化の維持に寄与していきたい。

50.黒毛和種一貫経営農場の牛白血病清浄化
に向けた取り組み：三重県中央家保伊賀支
所 若原繁樹、中尾真治

対象農場は管内黒毛和種一貫経営農場で、
肉用繁殖牛を21頭飼養。平成18年より繁殖
牛の牛白血病ウイルス(BLV)抗体検査を実
施。ゲル内沈降反応検査BLV抗体陽性率は平
成18年38.1%(8/21)、平成19年47.6%（10/2
1）、平成21年34.8%（8/23）と推移。平成1
9年より陽性牛隔離、淘汰による清浄化対策
を開始。平成21年、繁殖牛1頭の牛白血病発
症事例以降、BLV抗体陽性牛の淘汰および牛
群更新による対策を積極的に実施。平成24
年調査では新規陽性牛は平成22年県外導入
牛3頭中1頭（ELISA陽性、ゲル内沈降反応陰
性）。BLV抗体陽性率ELISA検査14.3% (3/2
1)、ゲル内沈降反応検査9.5% (2/21)まで低
下。陽性牛3頭の白血球数は正常範囲（6700
～8300/μl）。今後も白血球数・リンパ球
数等のデータも活用し、ゲル内沈降反応及
びELISA法を併用したBLV抗体検査による陽
性牛の摘発、隔離及び順次淘汰により清浄
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化を進めたい。

51.牛伝染性鼻気管炎発生農場におけるワク
チネーションの検討：三重県北勢家保 西
内紘子、齋藤亮太

2012年9月上旬、搾乳牛約90頭を飼養する
フリーストール農場において、鼻汁漏出を
主徴とする呼吸器病が発生。立入時に搾乳
牛2群のうち1群で鼻汁漏出を確認。鼻汁漏
出を確認した発症牛2頭の鼻汁から牛伝染性
鼻気管炎ウイルス（IBRV）を分離、牛伝染
性鼻気管炎（IBR）と診断。発症牛は開業獣
医師の処置により治癒。以後の対策として
ワクチン接種を指導。10月中旬に飼養牛全
頭へ呼吸器病6種混合ワクチンを接種。ワク
チンテイク確認のため、搾乳牛群2群（発症
牛同居群、別居牛群）、乾乳牛群1群からワ
クチン接種前後に採血。IBRV中和抗体価の
幾何平均（GM）値は、接種前は同居群で55.
7、別居群で128.0、乾乳牛群で45.3であっ
たが、接種後のGM値はそれぞれ194.0、256.
0、181.0と上昇し、概ねワクチンテイクし
ていると確認。接種後、呼吸器症状は確認
されず。今後は導入時や乾乳開始時等に定
期的なワクチン接種、抗体検査を継続して
いく必要がある。

52.若齢黒毛和種肥育牛に見られた牛白血病
：滋賀県滋賀県家保 森川武司、杉本みの
り

16カ月齢の黒毛和種肥育牛が平成24年6月
に死亡し、病性鑑定を実施。剖検では、脾
臓の高度腫大（11.8kg）、肝臓の軽度腫大
および腹腔・胸腔内リンパ節の腫大を認め
た。病理組織検査では、肝グリソン鞘に大
型でいびつな核を有した大小不同のリンパ
球様細胞が腫瘍性に浸潤。また、脾臓、リ
ンパ節、腎、肺、心、第四胃においても同
様の腫瘍細胞が浸潤。病原検索では、寒天
ゲル内沈降反応法で牛白血病ウイルス(BLV)
抗体陽性であり、主要臓器の乳剤を用いたP
CR検査でBLV遺伝子陽性。抗CD79α、抗CD5、
抗CD3、抗ミエロペルオキシダーゼ（MPO）
各抗体を用いた免疫組織化学的検査(IHC)で
腫瘍細胞はCD79αおよびCD5に陽性となり、
B細胞由来であることが示唆。若齢であり、
またグリソン鞘への顕著な腫瘍細胞の浸潤
が見られたが、病原検索結果およびIHCより
地方病性牛白血病と診断。牛のリンパ腫に
ついては必要に応じ、IHC等を組み合わせた
診断を実施する必要がある。

53.県外育成牧場で摘発された牛ウイルス性
下痢・粘膜病の持続感染牛とその関連調査
：滋賀県滋賀県家保 浅井素子、平澤康伸

本県の乳用牛飼養農場から県外育成牧場
に預託中の牛が、BVDVの持続感染牛(PI牛)
として摘発され、複数の農場への影響が懸
念され調査を実施。当該牛飼養農場の調査
で、当該牛の母牛は別の県外育成牧場預託

時に当該牛を妊娠し、農場へ下牧後分娩と
判明。農場全頭のBVDVに対するRT-PCR検査
では当該牛の母牛を含め全頭陰性でPI牛は
確認されず、母牛は育成牧場でBVDVに感染
したため、当該牛がPI牛となったと推察。
県内5農場の、当該牛と同時期に同育成牧場
に預託されていた牛の分娩子牛19頭のRT-PC
R検査で、4頭の子牛からBVDV2型の遺伝子が
検出。そのうちの1頭から検出されたウイル
スの遺伝子配列が、当該牛から検出された
ものと一致。このことから、子牛の母牛は
育成牧場で当該牛からウイルスに感染した
と推察。今回の事例では、牛の移動や症状
を示さないPI牛の存在により感染が拡大。
今後、牛移動時の検査、PI牛の積極的な摘
発・淘汰など、県の検査体制の整備が必要。

54.府内のアカバネ病抗体保有状況の推移と
発生予防の検討：大阪府大阪府家保 木原
祐二

アカバネ病は平成20年度に本府で流行し
大きな被害。発生予防目的で、管内乳用牛
の抗体保有状況の推移を調査。【材料と方
法】平成21年から24年まで毎年飼養牛全頭
採血を実施した5農場（ABCDE）延べ1,252検
体の中和試験を実施。【結果】全農場で流
行後の平成21年に抗体陽性牛が存在、陽性
率はABE農場で高く、CD農場で低かった。AB
農場では牛の入れ替えに伴い抗体陰性牛が
増加。CD農場では抗体を持たない牛が多く、
E農場では平成22年に抗体陽転した牛が多か
った。【まとめ】ABE農場は中山間地域に位
置し、ヌカカ等が発生しやすい環境で流行
時の抗体陽性率が高い。C農場は都市部に存
在し糞尿を下水処理、D農場は牛舎内のトン
ネル換気を実施、ヌカカ等が発生しにくい
又は吸血しにくい環境であるため流行時に
感染を免れる牛が多い。農場の環境により
発生のリスクが異なるため、リスクの高い
農場にはワクチン接種等の積極的な予防策
が必要。

55.牛白血病ウイルス（BLV）リアルタイムP
CR検査法の検討（続報）：大阪府大阪府家
保 羽岡美智代

BLVのリアルタイムPCR（rPCR）法は、多
検体の処理に時間を要する。そこで、検体
処理法について検討したところ、全血抽出D
NAも利用できる可能性が示された。今回、
検体数を増やしてさらにデータを集めると
ともに、さらなる効率化のため、検体処理
法の改良を検討。一酪農家全88頭の採血を
行い、ELISAとrPCRを実施。全血検体は、自
動血球計数器で血球数を測定後、1．全血20
0μlから直接DNA抽出（全血DNA）、2．全血
1mlを溶血処理し、残った白血球からDNA抽
出（白血球DNA）、という2通りの処理によ
りDNAを抽出、rPCRを実施。88検体中、陽性
は、ELISA；59検体、全血DNA；52検体、白
血球DNA；58検体。全血DNAと白血球DNAのウ
イルス遺伝子量に有意差はなく、相関係数0.
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957と高い相関がみられた。今後は、検査技
術の向上と検査時間の短縮に努め、牛白血
病清浄化を推進していきたい。

56.大規模肥育牛農場に発生した牛伝染性鼻
気管炎(IBR)：兵庫県姫路家保 中山卓也、
中条正樹

平成24年9月、肥育牛農場で眼病変を主徴
とするIBR(BHV-1型感染症)発生。発熱、眼
ヤニ及び充血。顕著な呼吸器症状はなし。
発症牛7頭の血液と4頭の目脂又は流涙を採
材。ウイルス、細菌、生化学検査の実施。
目ヤニ又は流涙の4/4検体からBHV-1の遺伝
子がPCR法で検出。ウイルス分離により2/4
検体からBHV-1が分離。BHV-1に対する中和
抗体は無検出。目ヤニ又は流涙の3/4検体か
らグラム陰性桿菌分離。平成24年9、10、12
月の3回、導入直後の牛6頭の血液及び鼻腔
スワブを採材。BHV-1の他、BRS、PI-3、BVD
のPCR法と中和抗体の測定。鼻腔スワブ１例
よりPCR法によりBHV-1が検出。H24年9月の
血清のみ2/6頭の割合でBHV-1に対する抗体
が陽性。遺伝子解析の結果分離株に大きな
変異無し。平成22年大規模農場での発生事
例では牛群でBHV-1の有意な抗体上昇。今回
は顕著な抗体上昇無く、呼吸器症状を伴わ
ない眼周囲の症状が特徴。BHV-1の目に限局
した局所感染と推察。

57.管内一酪農場の牛白血病清浄化に向けた
取り組み：
奈良県奈良家保 永來沙夜子、赤池勝

平成24年4月、管内一酪農場の自家育成牛
で牛白血病(BL)抗体陽性牛1頭を発見した。
疫学調査のため母牛を含む全頭検査を実施
したところ、新たに5頭の抗体陽性牛(5/69
頭)を確認した。垂直感染もしくは初乳と吸
血昆虫及び接触による水平感染が疑われた
ため、以下の清浄化対策を指示した。①防
虫ネットの設置・草刈②分離飼養（育成牛
・搾乳牛）③陰性牛の初乳給与④原則、陽
性牛よりF1生産⑥導入牛の抗体検査⑥陽性
牛の優先的淘汰⑦注射器具・直腸検査用手
袋の個別使用の徹底。結果、11月の全頭検
査で新規感染牛はなく、優先的淘汰により
陽性牛は3頭となった。次年度以降は吸血昆
虫の生息状況調査を実施し、より有効な対
策を講じることにより清浄化を達成したい。

58.牛コロナウイルス病の発生とその防除対
策の検討：和歌山県紀北家保 亀位徹、柏
木敏孝

2012年2月酪農場Aで牛を導入後に集団で
発熱、水様性血便、鼻汁漏出等の症状が発
生、飼養牛24頭中4頭斃死2頭流産。斃死牛
の下痢便等から牛コロナウイルス(BCV)を分
離。Aと近隣酪農場BとCの導入状況やワクチ
ン接種状況を調査しBCVのHI抗体価を測定。
Aは導入牛中心から自家育成牛中心に移行
中、Bは自家育成牛、Cは導入牛。ワクチン
接種はBのみで、冬季前に非妊娠牛に実施。

HI抗体価の幾何平均値と抗体陽性率はAが20
07年622倍(92%)から2011年72倍(55%)に低
下。2011年でBは72倍(63%)、Cは214倍(100
%)。Aで斃死等の重症牛は10倍(38%)、軽症
牛等は173倍(78%)。HI抗体価は導入牛で高
く、自家育成牛で低い。Bでワクチン未接種
牛は10倍未満、1回接種の牛は95倍、複数年
接種の牛は485倍。自家育成でワクチン未接
種牛はBCVの感染リスクが高く重症となるこ
とから、これらの牛を中心に計画的なワク
チン接種し発症予防に努める。

59.「ECの鍵」を活用した牛白血病高リスク
牛選定の検討：和歌山県紀北家保 山田陽
子、豊吉久美

県内7戸(A～G農場)の肉用牛計157頭の牛
白血病ウイルス(BLV)の遺伝子検査、抗体検
査に加え、今回初めて末梢血単核細胞数に
よる判定(ECの鍵)実施、牛白血病高リスク
牛選定の有効方法を比較検討。ゲル沈、ELI
SAおよびリアルタイムPCR陽性は各々14頭、
23頭、21頭で、3検査が全て陽性は2戸10頭(A
農場8頭、B農場2頭)。一方、検査牛全頭が3
検査全て陰性農場は2戸(CとD農場)。ECの鍵
判定は19頭陽性、24頭擬陽性、114頭正常。
ECの鍵陽性で、3検査全て陽性はA農場の4頭。
一方、ECの鍵陽性だが3検査全て陰性は14頭
(C農場12頭、D農場1頭、E農場1頭)。A農場
のECの鍵陽性全4頭は3検査全て陽性、C農場
のECの鍵陽性全11頭は3検査全て陰性。C農
場は放牧飼養等の影響が考えられ、ECの鍵
判定のみで高リスク牛選定を行うべきでな
い。一方、A農場のように抗体・遺伝子陽性
率が高い農場は、抗体・遺伝子検査のみで
は選定順位の絞り込みが困難、ECの鍵判定
を加えることが有用とされた。

60.管内農家における牛白血病対策の現状と
課題：和歌山県紀南家保 岩尾基、尾畑勝
吉

平成21年度の牛白血病スクリーニング検
査で高い陽性率を示した農家において、継
続して定期的検査、陽性牛の淘汰、吸血昆
虫対策、初乳対策を実施。今回、これらの
取り組み効果の検証と今後の課題を検討す
るため、子牛を含む乳用牛･繁殖和牛計41頭
を採血、ゲル沈、ELISA、r-PCR、ECの鍵を
実施。結果、乳用牛に比べ繁殖和牛の抗体
陽性率が高く、r-PCRで乳用牛3頭、繁殖和
牛3頭の陽転を認めた。また、繁殖和牛でEC
の鍵陽性4頭が認められ、抗体検査、遺伝子
検査の結果を踏まえ、この4頭をハイリスク
牛と特定。これらのことから、当農場の感
染の拡大は、繁殖和牛を中心とした水平感
染によるものと考えられ、吸血昆虫対策が
不十分であることを畜主に認識させること
が出来た。一方、初乳対策は一定の効果が
みられ、より確実なものにするため人工初
乳へ切り替えを実施。今後も定期的検査を
継続的に実施すると共に、ハイリスク牛の
淘汰、吸血昆虫対策の強化等を指導してい
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きたい。

61.牛ウイルス性下痢ウイルス2型が関与し
た肉用牛哺育育成農場の事故多発事例：鳥
取県倉吉家保 岡田綾子、増田恒幸

平成24年2月から4月にかけて、管内の肉
用牛哺育育成農場で子牛の死亡・淘汰が多
発。家保にて15頭の剖検と、同居牛の下痢
及び呼吸器病検査等を実施。牛群内でのク
リプトスポリジウム症や牛RSウイルス病の
流行を確認。死亡子牛のウイルス学的検索
では3頭から牛ウイルス性下痢ウイルス2型
（BVDV2）を分離。追跡調査により、同居牛
1頭を持続感染(PI)牛として摘発。死亡子牛
とPI牛から分離されたBVDV2の塩基配列の相
同性は非常に高く、弱毒株であるKZ-91CP株
と近縁。死亡子牛4頭の病理組織学的検索で
は、いずれも粘膜病の特徴病変はなく、リ
ンパ系組織の萎縮、真菌性第一胃及び四胃
炎、真菌を伴う壊死性気管支炎、化膿性気
管支肺炎等を認めた。当該農場では導入牛
増加のため哺乳子牛を堆肥舎で群飼。今回
の事故多発には不適な飼養環境とBVDV2急性
感染が関与したと考察。

62.牛ウイルス性下痢ウイルス2型の発生と
その予防対策：鳥取県倉吉家保 増田恒幸、
森本一隆

管内肉用牛哺育育成農場（A農場）で牛ウ
イルス性下痢ウイルス2型（BVDV2）の持続
感染（PI）牛①を摘発。①の母牛は乳用牛
育成牧場へ預託時にBVDV2に感染。関係機関
で対策会議を開催、全酪農家でバルク乳検
査の実施、育成牧場でのBVDV2の流行確認、
育成牧場入牧前のBVDV2含有ワクチン接種な
どの対策を決定。バルク乳検査では1戸陽性、
1頭のBVDV2のPI牛②を摘発。昨年の保存血
清を用いた抗体検査ではBVDV2に対する高い
抗体を保有する牛が育成牧場で散見され、B
VDV2の流行を示唆。②の母牛は育成牧場預
託歴がなく①と疫学的な関連性は低いが、B
VDV2は県内へ浸潤しており育成牧場等では
注意が必要。BVDVについて関係機関、生産
者へ情報提供するとともに、今後はPI牛摘
発淘汰のためバルク乳検査を頻回実施、BVD
V関与を視野に入れた病性鑑定が重要。その
後、病性鑑定事例にて1頭のPI牛③を摘発。
③はBVDV2流行期に育成牧場預託歴がある母
牛の産子であり①、②との関連を調査中。

63.牛白血病清浄化対策の取り組み状況と課
題（第2報）:島根県出雲家保 原登志子、
藤原和隆

H20年4月から18農場が牛白血病清浄化対
策に着手したが、現在では対策取組農場は7
戸に減少。対策実施農場7戸のうち、水平及
び垂直感染対策を実施し、H24 年度に新た
にペルメトリン含有イヤータッグを装着し
た1農場では、同年度の抗体陽転を認めず、
陽性率はH21年12月の51.4%から、H24年11月
の27.6%へと低下。一方、H23年から自家育

成を開始し、垂直感染対策のみ実施した農
場では、H24年度の成牛の陽転は1頭で、成
牛の陽性率はH23年12月の54.0%から24年11
月の49.0%へと低下。陽性牛の産子で垂直感
染が認められたのは10頭中2頭であったが、
育成牛の間で水平感染が起こり、H24年11月
時点で育成牛の陽性率は42.9%（9/21頭）。
以上のことから、有効な対策を実施しても、
複数の対策を同時に実施しなければ、本病
の蔓延防止は困難と推察。また、対策実施
農場でも検査費用が負担で検査をせず、陽
性牛を把握できないため感染が拡大する農
場もある。本病の清浄化を図る上で、農家
への経済的支援も重要な課題。

64.牛丘疹性口炎の発生に係る口蹄疫類似疾
病の病性鑑定対応：島根県家畜病鑑室 石
倉洋司、安部茂樹

平成24年10月、口腔内に糜爛または瘢痕
（以下、口腔内病変）を呈した生後2カ月齢
のホルスタイン種について病性鑑定を実施
し、牛丘疹性口炎（BPS）と診断。病性鑑定
は、口腔内病変を呈した5頭とそれらの同居
牛7頭の計12頭について実施。口腔内病変を
認めた5頭中3頭の口腔スワブからBPSウイル
ス（BPSV）遺伝子を検出。更に、対象牛の
プレ・ポスト血清を用いたBPSV抗体検査に
て12頭中11頭が抗体陽性（陽転2頭、陰転1
頭、2回とも陽性8頭）。今回、口腔スワブ
採材に際し、病変部のみを綿棒で拭う方法
と、病変部辺縁の表皮をヒト用歯ブラシで
掻き取る方法についてBPSV遺伝子の検出率
を比較。歯ブラシを用いた方法が、綿棒と
比較して検出率が高かったことから、歯ブ
ラシを用いた採材は感染細胞を効率良く採
取できる有効な方法と推察。BPSを含めた口
蹄疫類似疾病の診断では、疫学調査による
同居牛への伝播状況等を確認し、迅速・的
確な病性鑑定（抗原検出）の実施が必要。

65.広島県内で流行した牛RSウイルス（BRSV）
病：広島県西部家保 清水和、桑山勝

平成24年1月から4月に県内の酪農家及び
肉用牛飼養農家計15戸で呼吸器病が発生。
鼻腔スワブ及びペア血清を材料に、ヒトRSV
抗原迅速検出キットによる簡易検査、遺伝
子検査（BRSV-PCR）、ウイルス分離、抗体
検査、BRSV分離株のG蛋白領域の遺伝子解析、
系統樹の作成及びValarcherらの報告に従い
グループ分類を実施。分離及び抗体検査に
より13/15戸での発生をBRSV病と診断、この
うち簡易検査または遺伝子検査による陽性
は11/15戸と高率に一致。分離した株7株の
株間の相同性は98.4～100%で全てgenogroup
Ⅲに属し、NMK-7株及びrs-52株(比較対照株
：genogroupⅡ)との相同性は90.4～91.0%。
所要時間は簡易検査が20分、遺伝子検査が7
時間で、両者の検査の併用が迅速診断に有
効。分離株と比較対照株との相同性は、198
0年～2006年の広島県分離株（山本ら、2010）
と比較し低下しており、引き続き本県の流
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行株の把握が必要。

66.牛エンテロウイルスの遺伝子解析と浸潤
状況調査：山口県中部家保 村田風夕子、
大谷研文

県内で牛エンテロウイルス(BEV)が検出さ
れる牛下痢症が散発。下痢との関連性検討
のため、BEV検出病性鑑定事例 (9件8戸26頭)
の成績取りまとめ、BEVの5’非翻訳領域の
遺伝子解析及び浸潤状況調査を実施。病性
鑑定では死亡例はなく鑑定殺が1件で、下痢
の経過、性状は多様。9件中6件が混合感染。
3件では複数個体からBEV遺伝子が検出され
集団発生を疑う。遺伝子解析ではBEV1が3株、
BEV2が6株で、相同性はBEV1が78.0～94.3%、
BEV2が77.5～89.1%。1農場で遺伝的に異な
る2株のBEVを検出。抗体陽性率はBEV1が22.
8%で一部の農場で陽性率が高く、BEV2は96.
5%で、全農場抗体陽性。BEV1、2両方の抗体
保有牛が22.8%。本県のBEV検出事例の多く
は子牛の下痢症。多くが混合感染だが、集
団発生を疑う事例もあり、BEVは単独での起
病性は低いが下痢の一要因であることが示
唆。本調査からBEV1、2の浸潤と、2株以上
のBEVが存在する農場を確認。BEVの病原性
や動態は不明な点が多く、症例や疫学デー
タの蓄積が必要。

67.11カ月齢の牛白血病ウイルス抗体陽性交
雑種雄子牛に発生した散発型牛白血病：山
口県西部家保 岡藤武人、中谷英嗣

管内の11カ月齢交雑種雄子牛が食欲廃絶。
診療獣医師が頚部腹側腫瘤等確認。白血球
数11,600/μl、リンパ球割合68%（うち異型
リンパ球割合9%）、寒天ゲル内沈降反応陽
性、頚部腹側腫瘤の細胞診で異型リンパ球
散見。剖検所見では、体表及び体腔内リン
パ節が左右対称性に腫大、腎臓に白色結節、
右肺前葉に腫瘤。病理組織所見は、心臓を
除く主要臓器及びリンパ節にリンパ球様細
胞の腫瘍性増殖。腫瘍細胞は免疫組織化学
的染色（免染）で CD3抗原陽性。リアルタ
イムPCR法で主要臓器及び縦隔リンパ節から
牛白血病ウイルス（BLV）遺伝子検出。以上
よりリンパ腫と診断。免染結果よりTリンパ
球由来と推察、総合的に散発型牛白血病と
診断。当初、頚部腹側腫瘤の存在から胸腺
型を疑ったが、BLV抗体陽性かつリンパ節腫
大より地方病型も否定できず、免染により
牛白血病を分類。今後、より詳細な免染等
の実施により由来細胞を明らかにすること
及び症例の蓄積が、牛白血病の病態解明に
重要。

68.管内和牛繁殖農家における牛白血病清浄
化への取組：徳島県西部家保 田上総一郎、
福見貴文

和牛繁殖農家（繁殖牛120頭、肥育牛30頭）
において、平成21年度からBLV清浄化対策開
始。年1回の抗体検査陽性率は、平成21年度
：29.7%、平成22年度：14.6%、平成23年度

：22.0%。水平感染防止対策として定期的な
抗体検査、吸血昆虫の駆除、抗体陽性牛の
分離飼育、早期摘発・淘汰を指導。今年度、
3か月毎の抗体検査実施。陽性率について、
平成24年4月：6.0%、6月：0%、9月：7.0%、
12月：1.5%。農家の衛生意識の高さ、陽性
牛と陰性牛を隔離飼育できる環境等により、
陽性牛は1頭に減少。さらに、感染拡大防止
に重点を置き、定期検査、分離飼育、早期
摘発・淘汰を引き続き実施予定。清浄化に
は、陽性牛と陰性牛の隔離飼育、陽性牛の
更新が必要不可欠だが、早期更新は経済的
負担が大きいのが現状。今後、管内農場の
清浄化を目指し、情報提供など衛生意識の
向上に努め、長期間かつ地域一体となった
対策に取り組んでいきたい。

69.管内の牛白血病の現状と清浄化に向けた
取り組み：徳島県徳島家保 森川かほり、
阿部敏晃

管内酪農家32戸について、家伝法5条検査
血清を利用した受身赤血球凝集反応(PHA)に
よる牛白血病ウイルス（BLV）抗体全頭検査
を実施。過去8年間の検査で陰性農場から2
戸の農場が陽転。また、牛群陽性率50%以上
の農場は5戸増加。この現状を改善するため、
本年度、酪農家、和牛繁殖農家各1農場(計7
7頭)を選定しBLV清浄化に向けた対策を開
始。PHAによるBLV浸潤状況把握、ECの鍵お
よびBLV遺伝子量測定によるリスク評価を実
施。BLV抗体は77頭中36頭(47%)陽性。ECの
鍵は4頭(11%）陽性。しかしいずれもBLV遺
伝子量は12.7 copy/ng以下であり、総合的
に判断してハイリスク牛の摘発なし。一般
衛生対策、初乳対策、吸血昆虫対策、陽性
・陰性牛の分離飼育等について指導。BLV感
染には垂直感染、水平感染等様々な要因が
関与しており、感染ルートの特定は困難。
今後はBLVの清浄化に向けて個々の農場に合
わせた対策を行っていきたい。

70.チミジンキナーゼとリアルタイムPCRを
用いた牛白血病診断法の検討：徳島県徳島
家保 尾川誠次郎、鈴木幹一郎

チミジンキナーゼ（TK）は造血系腫瘍の
発症マーカーであり、近年、畜産の分野で
も報告。リアルタイムPCRと組み合わせて発
症高リスク牛の選定に用いられるかを検討。
平成22年～24年に成牛型牛白血病と診断さ
れた4頭と牛白血病抗体陽性牛36頭の全血か
らリアルタイムPCRを実施。年齢を加味した
リンパ球増加を判定するEuropean Communit
y key(ECの鍵)で陽性、リアルタイムPCRで
コピー数2~330copy/ngの10頭のTKを測定。
結果は成牛型白血病と診断された4頭のTK 1
6U/l~539U/lで有意に高く（5U/l以上陽性）、
内2頭がリアルタイムPCRのコピー数が288,3
30copy/ngの高リスク牛で発症牛、1頭は53c
opy/ngの発症牛。TKが1.0U/lの正常値６頭
ではリアルタイムPCRのコピー数が1~12.7co
py/ngの低リスク牛。発症牛で、TKが高く、
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ECの鍵疑陽性、リアルタイムPCRで低リスク
の牛が存在。今後は、症例数を増やす共にT
Kの検査コストが課題。

71.子牛にみられた前駆Bリンパ芽球性白血
病の1症例：徳島県徳島家保 山本由美子、
大西克彦

平成24年4月、乳用牛約300頭飼養農場で
子牛1頭が体表リンパ節腫脹。予後不良と判
断されたため、殺処分後、病性鑑定を実施。
個体は交雑種、自家産、雌、65日齢。血液
検査では、Ht. 23％、RBC 672×104/μL、W
BC 6,800/μL（Lym 6,120、異型Lym 1,972）、
牛白血病ウイルス（BLV）抗体価（受身赤血
球凝集反応）は当該牛および母牛共に陰性。
子牛血漿のBLV PCR陰性。血液塗抹およびリ
ンパ節生検にて異型リンパ球を確認。解剖
検査では、左右対称性の体表リンパ節腫大、
各内臓リンパ節腫大、脾臓の腫大、肝臓、
心臓、肺に白色病変散見。病理組織学的検
査では、病変は大型のリンパ様細胞を主体
とする大小様々の腫瘍細胞からなり、核内
クロマチン明瞭、有糸分裂像多数。骨髄、
脾臓、胸腺、肝臓、肺など全身諸臓器で腫
瘍細胞の浸潤増殖。免疫組織化学的検査で
は、腫瘍細胞はCD79a、TdTに陽性、CD3、CD
5に陰性。B細胞由来の子牛型白血病（前駆B
リンパ芽球性白血病）と診断。

72.管内酪農家の牛白血病清浄化に向けた取
り組み：香川県東部家保 清水茂長

ホルスタイン種とジャージ種を約100頭飼
養する酪農家で、平成24年8月死亡牛1頭の
病性鑑定を実施し、地方病性牛白血病と診
断。畜主の依頼により、まき牛2頭の牛白血
病ウイルス抗体検査を実施し、2頭の陽性を
確認。定期検査の余剰血清を用いて過去3年
分の農場の牛白血病の浸潤状況を調査。陽
性率は、H22が3.4%、H23が10.3%、H24が38.
7%と増加。陰性から新たに陽転した牛は、H
22からH23で8頭、H23からH24で25頭おり、
水平感染を示唆。清浄化対策として、垂直
感染防止に初乳加温装置の導入、水平感染
防止に、まき牛による自然交配の中止や使
用器具の使い回しの禁止と消毒の徹底を提
案したところ、畜主は迅速に対応。今後、
感染牛を摘発するために陰性牛、導入牛、
自家産子牛の定期検査を実施し、分離飼育
や高リスク牛の摘発による優先淘汰により、
早期の牛白血病清浄化に向け畜主、臨床獣
医師と協力して取り組む。

73.管内の牛ウイルス性下痢・粘膜病の浸潤
状況調査：香川県西部家保 上村知子、合
田憲功

平成23年5月、管内酪農家の放牧予定牛に
おいて、牛ウイルス性下痢・粘膜病（以下B
VD-MD）持続感染（以下PI）牛1頭を摘発、
淘汰。平成23年6月から当農場のBVD-MD汚染
状況を調査した結果、PI牛と同居した牛と
初生子牛の陰性を確認。平成24年2月及び11

月の追跡調査により牛群の清浄性を確認。
管内の酪農家に対し、BVD-MDの病態や検査
の必要性を周知するため、情報紙を配布、
講習会を開催。管内全酪農家のBVD-MD浸潤
状況を把握するため、検査プログラムを設
定。検査プログラムに基づき、平成24年度
の定期検査対象農場で飼育する全頭の血清
と定期検査対象外農場のバルク乳を用いたP
CR検査を実施。9農場340頭、17農場のバル
ク乳17検体（搾乳牛520頭分）で全て陰性を
確認。全頭検査した9農場はPI牛は存在して
いないことが確認でき、バルク乳検査の17
農場については乾乳牛などの未検査牛が存
在するため、継続検査が必要。

74.5条検査を活用した乳用牛の持続感染牛
摘発によるBVD-MD清浄化対策：香川県東部
家保 大谷徳寿

H23年度、管内黒毛和種繁殖肥育一貫経営
1戸で9頭のPI牛を摘発し(陽性率3.6%)、当
該農場の清浄化に成功。この経験を踏まえ、
H24年度、「BVD-MDの清浄化対策実施要領」
を策定、家伝法第5条検査を活用した乳用牛
のPI牛摘発による県下全域の清浄化に着手。
ヨーネ病検査の余剰血清を用いてスクリー
ニング検査を実施し、3ヵ年で全県検査を計
画。本病の啓発のためにリーフレットを作
成・配布。県下107戸、4,481頭のうち、今
年度32戸、1,289頭の陰性を確認。新たな採
血、手数料が不要のため、殆どの酪農家か
ら検査への理解が得られたが、PI牛摘発時
に自主淘汰を勧められること等の理由から、
一部（3戸、45頭）で同意が得られず。本県
でBVD-MDワクチン励行酪農家は1.9%に留ま
り、本病侵入時には、多大な被害が想定さ
れ、今後も検査の継続が重要。国は、「診
断予防技術向上対策事業」で今年度から本
病の対策を検討。これに対し、本対策が対
応策の一つとして提案可能と考察。

75.C群ロタウイルスが関与した成牛の下痢
症：香川県東部家保 宮本純子、澤野一浩

C群ロタウイルスは、成牛の下痢症の原因
として報告されているが、国内での発生報
告数は少ない。管内において関与が疑われ
る下痢症の発生が有り報告。平成24年6月に
搾乳牛約260頭を飼養する酪農家において下
痢が散発し、乳量の著しい減少、発症の拡
大傾向が見られ当所に連絡。発症牛より血
液、下痢便、鼻腔スワブを採材し病性鑑定
を実施。寄生虫検査および細菌検査は陰性、
ウイルス検査にてC群ロタウイルスPCR遺伝
子のみ検出。検出されたPCR遺伝子は（独）
動物衛生研究所において遺伝子解析を実施、
国内分離株および既存検出株と同一クラス
ターに属し、牛由来C群ロタウイルスである
と判明。その後、平成24年10月に搾乳牛258
頭の糞便を材料に当該農場の保有状況調査
を実施し、全頭陰性を確認。農場への侵入
経路は不明だが、外部からの侵入の可能性
は否定できず、導入牛等の隔離飼育や消毒
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など飼養衛生管理基準の徹底が重要。

76.牛ウイルス性下痢ウイルス2型の持続感
染牛摘発と対策：愛媛県南予家保 森岡聖
子、高橋公代

平成24年4月、隣県の北海道預託牧場利用
農家でウイルス性下痢・粘膜病(BVD･MD)が
発生し、同牧場を利用する管内酪農家12戸
に不安が増大。関係機関と協議し、バルク
乳によるスクリーニング検査を実施したと
ころ1戸が陽性となり、全頭検査で、県内初
となるウイルス性下痢ウイルス(BVDV)2型の
持続感染(PI)牛2頭を摘発。当該農家はPI牛
2頭を自主淘汰の上、清浄性確認として3ヶ
月毎のバルク乳によるBVDV検査し、平成24
年7月以降陰性を確認。なおPI牛2頭は親子
関係で、母牛は、胎仔期に祖母牛が北海道
預託牧場でBVDVに感染によってPI牛になっ
たと推察。発生予防対策は、BVDVの侵入阻
止と感染予防に主眼を置いた、県外預託前
後・導入時の検査、BVDV2価ワクチンの徹底、
特に、交配前ワクチン接種によるPI牛産出
予防が重要。清浄化対策は、自主淘汰、ワ
クチン接種、スクリーニング検査の継続及
び普及啓発活動による地域一体型の防疫活
動の推進。加えて、自主淘汰やワクチン接
種等の助成を含め幅広い行政の積極的支援
が必要。

77.和牛肥育農場の導入牛に対する衛生プロ
グラム：高知県中央家保 德弘令奈、明神
由佳

平成23年10月、管内和牛肥育農場で導入
牛を中心に呼吸器病が流行。RSウイルス検
査陽性であったため、導入後に牛RSワクチ
ン接種を実施。その後、呼吸器病の浸潤状
況把握のため、牛群の抗体調査を実施。結
果、呼吸器病にかかわる複数のウイルス及
び細菌の浸潤が判明。なかでもMannheimia
haemolyticaやPasteurella multocidaが高
い抗体価。これを受け、導入時に抗生物質
の投与と呼吸器病5種混合生ワクチンを接
種。その他、飼養衛生の徹底を指導。特に
消毒槽設置・空畜舎の清掃消毒・導入牛の
別飼い、防風壁の設置。以上の対策により、
呼吸器疾患の診療件数は、平成23年65頭(平
均診療2.1回)から平成24年23頭(平均1.6回)
に減少(平成24年は10月現在)。基本的な衛
生対策に加え、牛群の抗体調査による疾病
状況の把握は、抗生物質やワクチン接種に
よる衛生プログラムの確立につながり、感
染性呼吸器疾患の流行防止にも効果がある。

78.異常産子牛における牛ウイルス性下痢ウ
イルス感染事例：高知県中央家保 森光智
子

10頭飼養規模の農場1戸で平成24年9月20
日生まれのホルスタイン種子牛が生後起立
不能を持続したため、12日齢で病性鑑定を
実施。剖検では著変なし。ウイルス検査で、
全ての主要臓器から牛ウイルス性下痢ウイ

ルス（以下、BVDV）を含むペスチウイルス
属遺伝子を検出。母牛を含む同居牛の抗体
検査によりBVDVの浸潤を確認。同居牛のう
ち1頭からも同ウイルス遺伝子を検出。この
個体について3週間後に再検査を実施した結
果、陰性であったためPI牛を否定。同農場
におけるBVDV浸潤は一過性と推察。当該子
牛および同居牛の各由来遺伝子はRFLPによ
り全て1型と判明。一方、病理組織検査で脳
に著変が見られなかったことから、当該子
牛はPI牛の可能性が示唆されたが、確定で
きず。同農場内には発生時期に妊娠中の同
居牛が存在し、中には発生前の抗体保有状
況が不明な個体も居るため、今後は新生子
牛における遺伝子検査を実施し、PI牛の可
能性について判別していく予定。

79.農家指導における牛ウイルス性下痢・粘
膜病対策の問題点：高知県中央家保 與名
理昇、明神由佳

平成24年4月、管内酪農家が県外市場で売
却した子牛が、県外家保にて牛ウイルス性
下痢ウイルス（BVDV）の持続感染牛（PI牛）
と診断。当該子牛の母牛及び農場バルク乳
の遺伝子検査は陰性。また、浸潤状況調査
のため、管内農場13戸のBVDV抗体検査を実
施。1型11戸、2型12戸で陽性牛を確認。こ
れらの結果から、BVDVは管内に広く浸潤。P
I牛や発症牛の出現リスクは高まっていると
考察。生産者が、牛ウイルス性下痢・粘膜
病（BVD・MD）の多様な臨床症状と感染様式、
対策の難しさ及び各県の対応の違いに困惑
していることが課題。今後は、リーフレッ
ト等を作成し、わかりやすいBVD・MDの情報
提供により生産者の理解を深めたうえで、
対策を進めることが重要。また、移出入時
の遺伝子検査及びバルク乳等を用いた定期
的な検査の実施により、BVDVの侵入状況を
監視。併せて、不活化ワクチンの接種を推
奨する方針。

80.牛ウイルス性下痢・粘膜病の清浄化対策
と持続感染牛が牛群に与えた影響：福岡県
北部家保 江﨑健二郎

管内1酪農家で、本病の清浄化に取り組み、
持続感染牛（PI牛）の生産性への影響を調
査。H23年7月にPI牛を摘発淘汰後、新たなP
I牛誕生の可能性を考慮し、7カ月間計18頭
の新生子牛のPCR検査を実施。H24年9月に清
浄性確認検査を実施。家畜共済及び牛群検
定データを用い、PI牛が存在した期間（5年
間）と淘汰後の1年間を比較。結果、感染症
による成牛の死廃頭数は、1年平均4.2頭か
ら0頭と減少。搾乳頭数は42頭から54頭へ、
1日1頭当たり乳量は22.8kgから26.1kgへ増
加。このことから、PI牛存在の環境下では、
牛群は常にウイルスに暴露され、持続的な
ストレス負荷状態となり、乳量の減少や感
染症による死亡個体の増加が起こると思わ
れる。また、清浄性確認検査時に実施した
スポットテストは、陽性となり（以後実施
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したテストは陰性）、売却等で検査未実施
の新生子牛の中にPI牛が存在した可能性が
示唆され、清浄化にはPI牛摘後も7カ月間の
新生子牛の検査が必要と考える。

81.死亡牛BSE検査材料を活用した牛ウイル
ス性下痢・粘膜病サーベイランス：福岡県
中央家保 大山慶

24カ月齢以上の死亡した牛(死亡牛)の脳
幹部から牛ウイルス性下痢ウイルス(BVDV)
を検索。脳幹部乳剤1,087検体を7～12検体
ずつプールし、RT-PCR法を実施。遺伝子検
出の場合、個体を特定し、ウイルス分離。
また、陽性乳剤及び陽性対照の希釈列につ
いてRT-PCR法を実施し、相対量から脳幹部
のウイルス量を推定。乳用牛3頭(3戸)で1型
のBVDV遺伝子を検出し、すべてから非細胞
病原性(NCP)株を分離。3頭は、53、59、61
か月齢の自家産。脳幹部のウイルス量は、
約10

4
TCID50/mlと推定。死亡牛の脳幹部は、

調査した1年間に乳用牛飼養農家の80%から
集材され、サーベイランス材料として有用。
3頭は、分離ウイルスがNCP株であり、同居
牛群が1型に対して高い抗体価であったこと
から、持続感染（PI）牛の可能性が非常に
高い。3頭とも4～5歳の自家産であったこと
は、長期間飼養されているPI牛が決して少
なくなく、本病の重大な感染源と再認識。

82.育成牛に発生したアカバネ病生後感染の
一事例：福岡県北部家保 田口博子、永末
誠二

平成23年11月24日、管内の乳用牛飼養農
家の育成牛が突然起立不能。神経学的検査
で臀部から大腿の皮膚刺激反射が消失。病
理解剖で著変なく病理組織検査は非化膿性
脳脊髄炎と診断。細菌検査で有意菌分離陰
性、寄生虫検査でネオスポラ抗体陰性。ウ
イルス検査でアカバネウイルス（AKAV）抗
体保有（当該牛64倍、同居成牛256倍）及び
延髄からAKAVの特異遺伝子を検出、アカバ
ネ病の生後感染と診断。近年、アカバネ病
（胎子感染、生後感染）が増加傾向。地球
温暖化で気温上昇、吸血性節足動物が越冬
しアルボウイルス感染症の発生が季節不問
の危険性。飼養管理基準を元に農場の衛生
管理が重要。当該農場はワクチン接種不完
全、正しいワクチンプログラムで十分な抗
体を付与する必要。牛群全体、地域ぐるみ
で適切なワクチン接種を実施し、ウイルス
の流行を押さえ込むことで本病の発生を予
防。農場立入時にワクチンプログラムの話
し合い実施。適切なワクチン接種を推進。

83.管内で多発した牛RSウイルス(RSV)関与
呼吸器病の影響：福岡県両筑家保 伊藤広
記、大山慶

平成24年1月から9月にかけ管内でRSV関与
呼吸器病を9件確認。検査は常法に基づき実
施。またウイルス学的検査には人体用RSV簡
易診断キットを応用。194頭飼養の肉牛繁殖

農家Aで2月21日から育成牛24頭が発症、内1
頭死亡。治療費は約10万円。成牛100頭規模
の酪農家Bで2月22日から全群約7割が発症。
乳量減少及び治療費の合計被害額は約150万
円。112頭飼養の肥育農家Cで9月1日から約4
0頭が発症。治療費は約70万円。その他農場
では1～9頭の発生。定期的な呼吸器病予防
接種は農家Aを除き未実施。平成17年度以降
の本県発生件数は42件で毎年の発生を確認。
今回の被害調査により本病発生による経済
的損失の大きさを再認識。本病の特徴や予
防接種の必要性を説明し、飼養衛生管理基
準遵守の徹底を図ることによる衛生意識の
向上、発生状況等情報発信による注意喚起
が必要であると思料。

84.肉用牛繁殖農家への衛生対策の取組：佐
賀県北部家保 岩﨑健、鬼塚哲之

平成23年10月、本県に初のキャトルステ
ーション（CS）が整備。平成24年2月、CSで
複数の子牛に下痢が散見されたため、病性
鑑定を実施した結果、牛コロナウイルス（B
CV）感染症と診断。6症例中3症例が同一農
場であり、当該農場の追跡調査を実施。そ
の結果、生後1カ月未満の子牛のTP値は5g/d
l以下、Glb値も2g/dl以下、BCV中和抗体価
も防御レベルの80倍未満。聞取調査から、
初乳摂取量の把握不足、分娩房の消毒未実
施等の問題が浮上。対策として、子牛への
確実な初乳の給与、分娩房の清掃・消毒の
徹底、牛床を乾燥状態に保つ等を指導。今
回、BCV感染症の発生を契機に、本病の予防
対策を講じたことで、その後、下痢及び呼
吸器病を含めた疾病の発生は確認されてい
ない。今後とも、農家段階における衛生対
策の取組を継続し、健康な子牛をCSへ預託
するために、地域の疾病予防や衛生意識の
普及啓発に努めたい。

85.肉用牛一貫経営農場の哺育牛呼吸器病対
策：佐賀県中部家保 樋口靖晃、陣内孝臣

平成23年1月、管内肉用牛一貫経営農場の
哺育牛においてMycoplasma bovis(M.bovis)
感染による呼吸器病が多発し衛生対策等の
実施により一旦は沈静化。しかし、同年10
月頃から鼻汁漏出や発咳等の呼吸器症状を
呈し、抗生剤による治療に反応を示さない
哺育牛が散見。病性鑑定の結果、RSウイル
ス（RS）およびM.bovisの混合感染症と診断
し、RSが呼吸器症状を重篤化させている可
能性を示唆。当該農場の立入調査の結果、R
Sのワクチン接種時期の見直しが必要と判
断。適正なワクチン接種時期を見極めるた
め、分娩3～7日前の繁殖牛10頭およびその
産子10頭についてRSの抗体検査を実施。繁
殖牛は、抗体価1倍未満～256倍でバラツキ
を確認。産子は、抗体価4倍以下の繁殖牛の
産子4頭で8週齢に陽転を確認。抗体検査成
績から、ワクチンプログラムの改善を指導。
改善後、呼吸器症状を呈する牛は徐々に低
減し、抗生剤による治療にも効果を確認。



- 18 -

86.アカバネウイルスによる脳脊髄炎・脳炎
症例と血清学的調査：佐賀県中部家保 大
澤光慶、松尾研太

2011年9～10月にかけ、神経症状を呈した
育成牛2頭（2症例）の病性鑑定を実施。症
例1では非化膿性脳脊髄炎、症例2では非化
膿性脳炎を認め、いずれも免疫組織化学に
より神経組織にアカバネウイルス（AKAV）
抗原を確認。AKAVは分離されなかったが、2
症例ともにAKAV中和抗体価32倍以上を確認
し、神経組織からAKAV遺伝子が検出された
ため、AKAVによる脳脊髄炎・脳炎と診断。
また、AKAV遺伝子解析では、グループⅠaに
属しYG-1/Br/11株（2011年山口県分離株）
と近縁であることが判明。加えて、おとり
牛調査（19戸56頭）では9～11月にかけAKAV
抗体が陽転（陽転率14.3%）し、県域のAKAV
浸潤状況調査では調査農場全戸（12戸750頭
：異常産ワクチン未接種）で抗体保有牛を
確認し、抗体保有率20.5%、抗体価GM値9.2。
発生状況および調査成績等から、今回の発
生は2011年中国地方を中心に生後感染を引
き起こしたAKAV流行の一端であると推察。

87.管内で複数例発生した牛RSVが関与した
呼吸器病：佐賀県西部家保 園部深雪、江
頭達介

管内4農場で牛RSVが関与した呼吸器病が
発生。①H24.3、交雑種肥育農家で1.5～3ヶ
月齢の13頭が発症、4頭が死亡。牛呼吸器病
ワクチン未接種。②H24.4、黒毛和種肥育農
家で導入後3か月以内の牛が発症。導入後の
ワクチン未接種。③H24.5、酪農家で5～7ヶ
月齢の13頭が発症。ワクチンはIBRのみ。発
症前日まで北海道導入牛が同居。④H24.7、
繁殖農家で2～8か月齢の9頭が発症。ワクチ
ンは6ヶ月齢で5種混。細菌検査：全症例の
鼻腔スワブからPasteurella multocida、①
からMannheimia haemolytica分離。マイコ
プラズマ検査（鼻腔スワブ）：①②③からM.
bovis、①②からM.bovirhinis分離。ウイル
ス検査：全症例で鼻腔スワブよりRSV遺伝子
検出、全症例でRSV抗体価上昇。②ではPI3、
Ad7の抗体価も上昇。以上より②を牛RSV、P
I3、Ad7の混合感染症、他3例を牛RSウイル
ス病と診断。適切なワクチン接種と導入牛
の隔離飼養、ストレス低減対策等を指導。

88.長崎県下の乳用牛の牛ウイルス性下痢ウ
イルスの浸潤状況調査：長崎県中央家保
吉野文彦、酒井芳子

牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）の浸
潤状況調査を県内4地区（中央、県北、県南、
五島）で採材の乳用牛血清50戸1,849検体に
ついてBVDV1、2型の中和試験を実施。1型の
抗体陽性率は4地区で72.0～94.4%と高く、2
型は五島地区が5.6%と低かったが、他3地区
は40.0～60.1%と高い値。県外導入牛と自家
産牛の抗体価は1、2型とも導入牛が高く、
県外導入牛飼養農場の自家産牛の抗体価は、

導入牛の飼養割合が多いほど高い傾向。持
続感染（PI）牛摘発検査は、浸潤状況調査
で抗体価2倍以下の血清994検体を用いたRT-
PCRを実施。1頭から2型の遺伝子が検出され
たが、確定に至らず。その後の検査でも新
たなPI牛は確認されず。本県には1型が県下
全域に、2型が五島地区を除く地域に浸潤。
県外導入牛によるウイルス持ち込みの可能
性が示唆。今後、導入牛の検査、2型を含む
ワクチン接種の推進やPI疑い牛の積極的な
病性鑑定の実施が重要。

89.牛呼吸器病関連ウイルスのワクチン接種
時期に関する一考察：長崎県中央家保 酒
井芳子、吉野文彦

平成22および24年度牛流行熱等抗体検査
対象牛（0～6か月齢）並びに24年度対象牛
の母牛血清、計198頭463検体を用いて牛呼
吸器病関連ウイルス移行抗体の推移及び母
牛の年齢別抗体保有状況を調査。また、県
内2農場の3～4か月齢子牛血清81頭162検体
を用いて牛呼吸器病5種混合生ワクチン（5
種混）接種前後のウイルス抗体検査を実施。
抗体保有状況は母子共にばらつきがあり、
移行抗体保有牛では3～4か月齢まで高い抗
体価を確認。5種混接種前の各ウイルス抗体
価1.8～25.6倍、抗体保有率は29.6～100%、
接種後4倍以上の有意な抗体価上昇が確認さ
れた割合は11.1～27.2%。3～4か月齢時の生
ワクチン接種では移行抗体の影響が非常に
大きいことが判明。ワクチン効果を最大限
発揮するには、農場における呼吸器病好発
時期と移行抗体の影響を考慮しワクチンの
種類や接種時期について慎重な検討が必要。

90.長崎県下における牛白血病の発生状況と
免疫組織化学的染色による考察：長崎県中
央家保 鈴田史子、酒井芳子

平成19年度～24年8月末に病理組織学的検
査を実施した牛白血病45例について調査。
発生状況は、地方病性牛白血病（EBL）37例、
子牛型2例、胸腺型1例、皮膚型1例、その他
4例。子牛型1例と皮膚型1例を除き牛白血病
ウイルス（BLV）抗体等を確認。EBLの年齢
分布は2歳未満1例、2～4歳未満8例と若齢で
の発生。4歳未満のEBL8例とEBL以外に分類
されたBLV感染牛6例についてCD3、CD79αcy、
TdT抗体を用いて免疫組織化学的染色を実
施。4歳未満6例はCD79αcy陽性を示しEBL、
3例はCD3陽性を示しBLVが関与しない牛白血
病と診断。1例は10か月齢のBLV感染牛で臨
床・組織学的に子牛型の特徴を示したが、C
D79αcy陽性、TdT陰性でEBLの可能性もある
が、稀にCD3陽性の腫瘍細胞が観察されるた
め確定に至らず。EBLとの類症鑑別が困難な
事例も存在。EBLは好発年齢よりも若齢での
発生がみられたことから、若齢化を防ぐた
め今後もBLV対策の徹底が必要。

91.牛伝染性鼻気管炎（IBR）発生事例とPCR
活用によるウイルス検査の検討：熊本県中
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央家保 長野琢也
県内の酪農経営農場で、発熱や乳量低下

を主訴とした疾病2事例を確認。病性鑑定の
結果、事例1は、ペア血清によるIBR抗体の
上昇を確認。事例2では、鼻腔スワブを用い
たウイルス分離後、FA法にてIBR抗原を確認。
PCRにてIBR特異遺伝子を確認し、IBRと同定。
事例2で分離したIBRウイルスは、分離時の
細胞変性効果（CPE）の発現初期において、
IBR特異遺伝子が不検出の場合があったた
め、分離時のCPE発現時間、凍結前後の遠心
後培養上清からのIBR特異遺伝子の検出、さ
らに本上清のウイルス力価などについて検
討。その結果、10

3
TCID50/100μl以上のウイ

ルス力価の場合、分離培養開始後24時間目
から、CPE発現初期の凍結融解遠心後の上清
を用いたPCRでIBR特異遺伝子を確認。今後
の対策に活用するため、過去4年間の保存血
清280検体を用いた分離ウイルスの中和試験
の結果、抗体陽性率66%、GM価13.3と、県内
一円の浸潤を確認。引き続きワクチン接種
の推進が重要と考察。

92.7ヶ月齢で発生した牛白血病2症例の病理
組織学的検索：熊本県中央家保 高山秀子、
島村勝則

症例1は、2ヶ月齢から歩様異常、7ヶ月齢
で起立困難。白血球数4,300/μL、リンパ球
72%、うち異型リンパ球22%、牛白血病ウイ
ルス(BLV)抗体保有。症例2は、6ヶ月齢から
元気消失、7ヶ月齢で死亡。白血球数86,100
/μL、リンパ球96%、うち異型リンパ球89%、
BLV抗体保有。HE染色及び免疫組織化学的染
色(免疫染色)(抗CD79α、抗CD3、抗CD5、抗
Terminal Deoxynucleotidyl Transferase(T
dT)抗体使用)を実施。症例1は、全身リンパ
節、骨髄腔、腎臓等の腫瘍細胞が、CD79α、
TdT陽性で、前駆Bリンパ芽球が腫瘍化した
散発性牛白血病(子牛型)と診断。症例2では、
全身リンパ節、脾臓、心臓、子宮等の腫瘍
細胞が、CD79α及びCD5陽性で、B1-B細胞が
腫瘍化した地方病性牛白血病(EBL)と診断。
BLV特異遺伝子は、症例1から不検出、症例2
の腸間膜リンパ節、血液から検出。若齢牛
における免疫染色によるEBLと子牛型の識別
は、防疫対策の判断材料となり、BLVまん延
防止につながる。

93.都城家保管内の牛白血病対策の現状と問
題点：宮崎県都城家保 谷ヶ久保佑也、前
田浩二

管内のBLVの浸潤状況を把握する前段階と
して、平成23年4月から平成24年8月までに
家畜伝染病第5条に係る乳用牛の結核病・ブ
ルセラ病検査(以下Tb･Br)で採材した60農場
2,537頭および平成18年から平成23年(22年
は除く)にアルボウイルスの年齢別抗体調査
（以下年齢別)で採材した517頭の血清を用
いて寒天ゲル内沈降反応で抗体検査を実施。
Tb･Brの60農場の中で陽性率50%以下が20農
場、陰性農場は3農場、検査頭数の63.6%(1,

614頭)が陽性。年齢別では、乳用牛が207頭
中87頭(42%)が陽性で年齢が高いほど陽性率
も上昇する傾向。肉用牛については、310頭
中32頭(10.3%)が陽性で、年々陽性率は上昇
する傾向。BL対策については、病気の性質、
抗体陽性牛の取扱い、検査を実施した場合
の対応等が十分に周知、理解が得られてい
ないため、地域全体としての取組は進めら
れていない。関係者への周知のための研修
会等を積極的に行い、各農場の浸潤状況に
応じた対策を講じることが重要。

94.黒毛和種繁殖農場で発生した子牛のアカ
バネ病：宮崎県宮崎家保 丸田哲也、齊藤
幸恵

2011年11月24日、11日齢の黒毛和種の子
牛が神経症状を呈し病性鑑定。病理組織検
査では間脳と脳幹を中心に非化膿性脳炎を
観察。免疫組織化学検査では間脳と脳幹を
中心とした神経細胞にアカバネウイルス(AK
AV)抗原を検出。ウイルス検査では大脳と延
髄からAKAV特異遺伝子を検出、さらにAKAV
が分離され、アカバネ病と診断。感染時期
は11月上旬から中旬と推察。胎内感染か生
後感染かの特定については鑑定子牛の発症
日齢および鑑定母牛の高いAKAV抗体価から
不明と判断。今回の分離AKAVは遺伝子解析
によりgenogroupⅠに属し同年に中四国地方
で分離された株と同一性状で、中枢神経系
の病理組織検査成績は過去のAKAVgenogroup
I生後感染報告例とほぼ一致。本県の同年度
のアカバネ病発生は1件のみであり、おとり
牛調査でAKAV抗体価の陽転は確認されず、A
KAV流行は小規模と推察。今後も継続的なワ
クチン接種による予防対策が重要。

95.牛流行熱の発生とRT-PCR法の検討につい
て：沖縄県家畜衛生試験場 丹羽毅、池宮
城一文

2012年八重山地域で牛流行熱(BEF)の発生
を確認。病性鑑定ならびに流行株の遺伝子
解析を実施。早期診断に際し、動物衛生研
究所九州支所とともにRT-PCR法の検証を実
施。【材料と方法】①病性鑑定：発症牛等
の血液を用い、BEFVのRT-PCR、ウイルス分
離及び抗体検査を実施。BEFV分離株の遺伝
子解析も実施。②RT-PCR法の検証：国内・
周辺諸国で分離されたBEFVの遺伝子情報を
基に、既報（Khalil et al.2001）のプライ
マー配列の改変・反応条件の検討を行い、
野外材料を用い有用性を検証。【結果】①
病性鑑定：BEFV特異遺伝子の検出、中和抗
体の有意上昇等より、BEFと診断。BEFVの遺
伝子解析より、2000年代の東アジア株と同
じクラスターに分類。②RT-PCR法の検証：
検討されたRT-PCR法で、検出感度の上昇お
よび非特異反応の減少を確認。【考察】検
証より、特異性・感度の向上を確認。本法
の病性鑑定マニュアルへの記載等により、
早期診断による円滑な緊急防疫対応に寄与
することを期待。
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96.牛白血病陽性母牛産子の感染ルート疫学
－初乳給与による感染リスクの検証－：沖
縄県北部家保 杉山明子

母牛の分離飼育、早期母子分離等EBL対策
を実施した農家においてBLV陽性母牛産子の
感染ルート疫学、初乳給与による感染リス
クの検証を行った。選定農家は、肉用牛繁
殖農家で経産牛48頭、育成牛15頭の計63頭
を舎飼い飼養、BLV陽性率は38%。母牛分離
飼育開始後の陰性牛群にてH23年1月から9月
の産子60頭のBLV感染状況調査を実施。生後
3日間自然哺乳し母子分離した陽性母牛産子
34頭において初乳摂取による陽転は認めず。
1頭で胎内感染を確認（2.8%）。他1頭のセ
リ前検査で抗体、抗原陽性を確認。しかし、
陽性母牛分離飼育前の産子であり、生後5ヶ
月齢まで陽性牛群と混在飼育されていたた
め感染ルートは不明。陰性母牛産子23頭は
セリ前の検査で抗体、抗原陰性を確認。1頭
で抗体、抗原ともに陽性。陰性牛群の母牛
全頭検査によりBLV抗体陽転が確認された母
牛1頭とBLV遺伝子が一致。子牛への早期感
染経路は初乳ではなく胎内感染や抗体陰性
時における陽性母牛との接触、常乳による
水平感染と推察された。

97.豚繁殖・呼吸障害症候群の流行動態：沖
縄県家畜衛生試験場 池宮城一文、丹羽毅

県内では、豚繁殖・呼吸障害症候群（PRR
S）の流行が過去2005～6年、2008～9年頃に
見られ、今回は3年ぶりの発生。これまでの
PRRS流行株の分子系統樹解析による疫学的
相違などを分析。2011～12年にかけ、県内
で流産等を呈する病性鑑定事例が多数発生。
病性鑑定等における病豚の臓器等を供試材
料とし、PRRSV遺伝子検査陽性検体によるOR
F5遺伝子領域の分子系統樹解析、ウイルス
分離と病理組織検査及びPRRSVの免疫組織化
学的染色（IHC）を実施。結果、遺伝子検査
とIHC検査陽性となった事例をPRRSと確定
し、遺伝子検査のみ陽性となった事例を疑
い。今回の流行株は、クラスターⅳに属す
る株と近縁で、2005～2009年の流行株とは
遠縁。県内には主に2つのPRRSV株が存在し、
これらが相互に優劣を繰り返し流行が起き
たものと推察。背景には本県独自のAD侵入
防止対策や農場全体のPRRSVに対する抗体価
の低下や陰性豚の割合増加を考えた。今後、
当該調査の継続実施や農家・家保の連携に
よる適切なPRRS対策が重要。

Ⅰ－２ 細菌性・真菌性疾病

98.管内A村の地域レベルでの肉用牛ヨーネ
病対策：北海道後志家保 豊田貴大、加藤
倫子

管内A村の肉用牛飼育農場4戸は、平成3年
に1戸でヨーネ病発生後、残る3戸へ広がり、
平成16年までヨーネ病清浄化対策（対策）
を実施。対策中、4戸で延べ91回、3,092頭

の検査で35頭の患畜を摘発。対策終了後、
対策中に管外へ移出した牛が移出先で患畜
として摘発。当該農場1戸は、対策終了にも
かかわらずヨーネ病の清浄性に不安を感じ、
年1回、定期的な検査実施を希望。当所は過
去の発生歴等を考慮し、地域的な取り組み
を提案。農場、自衛防疫組合と協議し、地
域的な取り組みとすることを決定。平成20
年から平成24年の5年間に延べ965頭を検査
し、患畜及び疑似患畜の発生は無く、農場
の清浄性を確認。今後は、農場の不安を解
消しながら、更なる清浄性維持を図りたい。

99.ヨーネ病患畜がエライザ検査のみで摘発
された乳肉複合経営農場でのリアルタイムP
CR法活用事例：北海道胆振家保 木川理、
一條満

150頭規模の乳肉複合経営農場で、平成21
年の初回摘発から現在までにヨーネ（J）病
患畜を7頭摘発（全て搾乳牛）。いずれもエ
ライザ検査による摘発で、臨床症状は確認
されず。また、清浄化対策を3年間実施して
きた中で、J菌排菌牛が１頭も確認されてい
ない。さらに平成24年4月の立入検査で、疑
似患畜となった牛が糞便のリアルタイム（r）
PCR法陰性となり、健康転帰（農林水産省か
らの通知により実施）。これらの経過から、
本農場内のJ菌浸潤度は低く、4月に発生し
た疑似患畜はJ菌以外の要因でエライザ抗体
価が上昇した可能性も示唆。農場内のJ菌浸
潤状況を調査するため、飼養牛の糞便及び
飼養環境材料を用い、rPCR法及び細菌培養
検査を実施。rPCR法は全検体陰性、培養検
査でJ菌以外の抗酸菌分離。今回、J病発生
農場の清浄化対策にrPCR法を活用し、農場
全体のJ菌浸潤度を迅速に把握。農場内のJ
菌浸潤度が低いことが明らかになり、早期
の清浄化対策終了も可能と考える。

100.日本短角種の放牧地で発生した牛カン
ピロバクター症とその対策：岩手県県南家
保 木村裕子、千葉恒樹

平成24年4月、A牧野（H23年度、種雄牛2
頭、繁殖牛60頭放牧）で実施した種畜衛生
検査により、1頭の種雄牛にC.fetus subsp.
fetusの感染を確認。平成23年度同牧野の受
胎率は100%。当該種雄牛は、まん延防止等
の理由から供用を中止し、その後廃用。発
生を受け、「防疫対策会議」を開催し、地
域の関係者が一体となり、原則として3年間
の防疫措置を推進するために、以下を骨子
とした清浄化対策要領を制定。①年3回の種
雄牛の検査、②入牧前の繁殖牛の予防的治
療、③放牧牛の地域外への移動の自粛。な
お、治療費等については同地域の自衛防疫
団体からの補助金を活用。平成24年度は58
頭（種雄牛1頭、繁殖牛57頭）を放牧。今後
も関係者と連携しながら清浄化を目指し取
り組んでいく。

101.肉用繁殖牛におけるヨーネ病5条検査の
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有用性に関する検証：岩手県県南家保 五
嶋祐介、芋田淳一

岩手県では肉用繁殖牛におけるヨーネ病
の早期摘発のため、家畜伝染病予防法第5条
第1項に基づき、平成20年度から23年度の4
カ年で、1歳以上の肉用繁殖牛全頭のヨーネ
病検査を実施（以下、5条検査）。当所管内
では4,029戸19,658頭の検査を実施し、10戸
14頭の患畜を摘発。一方、臨床獣医師から
の依頼による病性鑑定（以下、病鑑）によ
り、平成17年から23年度にかけて、3戸18頭
の患畜を摘発。今回、5条検査の導入が、そ
の後の早期摘発及び清浄化の推進に与えた
効果を確認するため、病鑑摘発事例と比較
して検証。その結果、患畜の精密検査で病
変なし（5条4例）、継続発生農家率（5条10
%、病鑑67%）、清浄化日数（5条738日、病
鑑1,232日）及び患畜淘汰額（5条359千円、
病鑑2,874千円）。5条検査の導入により、
確実に早期摘発が図られ、農家の被る損害
の大幅な軽減が確認。

102.県内で分離されたMycoplasma bovisの
薬剤耐性獲得状況の把握と分子疫学的解析
：岩手県中央家保 佐藤裕夫、井戸徳子

平成21から24年度に病性鑑定材料から分
離したMycoplasma bovis(Mb)、13農場77株
の薬剤感受性試験及び分子疫学的解析を実
施。6薬剤の微量液体希釈法に59株を供し、
MIC range、MIC90はそれぞれ、TS:8-128、6
4、TMS:32-128<、128<、OTC:≦0.125-32、3
2、KM:2-32、16、ENRX:≦0.125-32、2、TP:
0.25-32、16。二峰性を示したOTC、ENRX及
びTPのブレークポイントは1、4及び2。ENRX
耐性1株(MIC:32)のキノロン耐性決定領域(Q
RDR)シーケンスにより、gyrA83部位(Ser→P
he)及びparC80部位(Ser→Ile)の変異を確
認。BamHⅠを用いたPFGEでは、77株が11グ
ループに分類され、用途別にそれぞれ類似
する傾向があり、一部は地理的関連を示唆
する成績。また、同一農場由来株は泳動パ
ターンが類似。以上の成績からキノロン耐
性の獲得状況に注視する必要があるととも
に、BamHⅠによるPFGEは、Mbの分子疫学的
解析に有効であることが確認された。

103.大規模黒毛和種繁殖農場におけるヨー
ネ病患畜摘発状況：宮城県東部地方振興事
務所 三浦達弥、髙橋伸和

平成22年5月、と畜場に病畜搬入された黒
毛和種1頭が臨床症状・直接鏡検からヨーネ
病と診断。当該農場は約200頭の肉用牛繁殖
経営。フリーバーン方式で子牛、育成牛、
成牛をステージ毎に群飼。子牛は3日齢で離
乳し、哺乳ロボットを使用。平成24年12月
まで7回の清浄性確認検査を実施。22年度採
材の検査で30頭、23年度8頭、24年度2頭、
計40頭の患畜を摘発（ELISA 11頭、糞便培
養29頭）。患畜について①同居歴、②群構
成、③採材時の月齢、④産子の現況を調査
・分析。①患畜全頭が初発牛との同居歴あ

り、最短でも1ヶ月。②子牛～成牛の全群か
ら摘発、パドックの成牛群が10頭と最多。
③1～157ヶ月齢、うち6ヶ月齢未満は5頭。
④患畜の産子41頭のうち4頭が患畜（3、5、
19、49ヶ月齢）。検査3回目で摘発した1頭
はELISA陽性、病理検査で抗酸菌確認、糞便
培養・リアルタイムPCR陰性となる事例。複
数の検査方法を併用する必要性を示唆。

104.排菌量の異なる牛ヨーネ病患畜におけ
る胎子感染事例：宮城県仙台家保 矢島り
さ、曽地雄一郎

平成24年度、本県における肉用牛ヨーネ
病定期検査で摘発した患畜のうち妊娠牛2頭
について母体と胎子の関連を検討するため、
ヨーネ病検査マニュアルに基づく部位に加
え、患畜・胎子の五大臓器等、計27検体に
ついて病理および細菌学的検査を実施。事
例1は摘発時リアルタイムPCR検査(rPCR) 1.
74×10

3
pg/well。患畜は多量の抗酸菌を伴

う肉芽腫性回腸炎が顕著。陽性は22検体中r
PCR 20検体[10

-3
～10

5
pg/well]、菌分離18検

体。胎子は5検体中rPCR 3検体[腎臓・心臓
・肺:10-4～10-3pg/well]、菌分離2検体[腎
臓・肺]。事例2では摘発時rPCR 8.94×10

-4

pg/well。患畜は抗酸菌およびヨーネ病特徴
所見を認めず。22検体中rPCR 3検体[10

-7
～

10-5pg/well]、菌分離陰性。胎子は5検体中
rPCR 1検体[心臓:10

-4
pg/well]、菌分離陰

性。排菌量が異なる2事例で胎子への移行は
ほぼ同等レベル。胎子感染は稀におこると
されていたが、低排菌量の牛でも容易に胎
子感染がおこる危険性を示唆。

105.牛尿路コリネバクテリア感染症の発生
と遺伝子検査手法の検討：秋田県北部家保
高橋千秋、安田正明

管内酪農家において血尿を示す搾乳牛1頭
の病性鑑定の結果、牛尿路コリネバクテリ
ア感染症と診断。同居牛44頭の尿の細菌検
査で3頭からCorynebacterium renale(Cr)を
分離。同時に実施した尿のCr PCRでは、Cr
分離牛からの標的DNAは検出不可。Cr参照株
を用い2社3種類のPCRキットを比較検討した
結果、検出感度に10倍以上の差。尿からのD
NA抽出方法を変更し、最も感度の高いキッ
トを用いて再度実施したところ、44頭中Cr
分離牛を含む26頭(59.1%)から標的DNAを検
出。また、病勢の進行を把握するためCr参
照株抗原を用いたゲル内沈降反応により抗
体検査を実施したところ発症牛は陽性。同
居牛は全頭陰性で腎盂腎炎には至っていな
いと推察。工藤らが設計したプライマーセ
ットを用いた本手法のPCRによって確実性の
高い検査が可能、抗体検査の併用により牛
群のCr汚染状況の早期把握が可能。今後、
治療効果を確認しながら損耗防止と清浄化
を推進。

106.肥育牛に発生した気腫疽とClostridium
chauvoei発育至適培地の検討：山形県中央
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家保 小嶋暢
平成24年5月早朝、肥育牛300頭を飼養す

る管内の肉用牛農家にて20か月齢の肥育牛
が突然死。同日午前病性鑑定実施。外貌所
見で肩部皮下浮腫・捻髪音。剖検所見で筋
間の気腫と筋の暗赤色化、各臓器の融解顕
著。細菌学的検査で全臓器及び筋肉からグ
ラム陽性有芽胞桿菌を純培養的に分離。病
性鑑定マニュアル記載のGAM寒天培地（GAM、
日水製薬）では分離できず。分離菌の性状
試験、PCR、FA法の結果からClostridium ch
auvoei（Cc）と同定。気腫疽と診断。 県
内では22年ぶりの発生。全身からの純培養
的な分離例は稀。発育至適培地検討のため
本県および他県分離Cc3株のMcFarland№0.5
調整菌液を用いた発育支持能試験を7種の培
地で実施。5%羊血液加GAMでは4.1～4.8×10
5
CFU/mlの最大発育菌数を認め、検出感度は
ツァイスラー血液寒天培地（病性鑑定マニ
ュアル記載）の30倍以上。GAMでは検出され
ず発育不適と判明。Ccは栄養・嫌気要求度
が高く、分離には5%羊血液加GAM等高栄養価
の培地が有用。

107.ヨーネ菌以外の抗酸菌の関与が示唆さ
れたエライザ検査陽性反応事例：山形県置
賜家保 大橋郁代、木口陽介

平成23年10月、300頭規模のフリーバーン
酪農場でエライザ（E）検査により4頭のヨ
ーネ病患畜を摘発。細菌検査陰性、病理組
織学的検査で特徴所見なし。要領に基づく
同居牛検査で2週間隔のE検査陽性の5頭は糞
便のヨーネ菌遺伝子検査陰性。既報を踏ま
え、他の抗酸菌の関与を調査するため農場
内の抗酸菌分離検査およびE検査吸収試験を
実施。環境よりM.thermoresistible 3株、M.
sphagni 1株およびM.poriferae 1株、乳房
炎乳よりM.phlei 1株を分離。各菌種を用い
た吸収試験で、E検査陽性血清10検体（E値0.
366-1.156）中、7検体（E値0.366-0.763）
が3-4菌種での吸収後にE検査陰転（E値0.02
7-0.288）、陽性対照のヨーネ菌分離事例2
検体はいずれの処理でもE値は低下せず。環
境で増殖した複数種の抗酸菌が感染し、E検
査に影響したことが示唆。今後も抗酸菌分
離検査の継続と検討が必要。

108.Rhizomucor pusillusによる黒毛和種肥
育牛の播種性接合菌症：福島県県中家保
壁谷昌彦、大西英高

肉用牛一貫経営農場で飼養する15ヵ月齢
の肥育牛が平成24年10月中旬から首を後方
に捩った不自然な姿勢を呈する。抗生剤や
消炎剤投与により状態は一時改善するも11
月初旬に沈うつ状態となり、ステロイド剤
等による治療後、意識混濁状態に陥ったこ
とから予後不良と判断し鑑定殺実施。剖検
で腸間膜リンパ節、肺、心臓、大脳半球に
長径2～7cmの結節を確認。病理組織学的検
査で腸間膜リンパ節、肺、心臓、大脳、間
脳、下垂体に多数の接合菌様菌糸を伴う血

管炎及び肉芽腫性病変を確認。抗Rhizomuco
r抗体を用いた免疫組織化学的検査で接合菌
様菌糸に一致して陽性反応を確認。病原検
索では病変部より接合菌が分離され、形態
観察、温度感受性、Internal transcribed
spacer領域遺伝子塩基配列解析の結果Rhizo
mucor pusillusと同定。以上の結果からR.p
usillusによる播種性接合菌症と診断。本症
例は牛の全身に接合菌感染を認め、病変部
からR.pusillusが分離同定された稀な症例。

109.牛由来Streptococcus suis様菌の解析
：福島県県中家保 大西英高

Streptococcus suis(Ss)は豚レンサ球菌
症の主な原因菌。豚の他に人、牛、羊、馬
などから分離報告。今回、平成17年から24
年に病性鑑定を行った牛5頭(4戸)の化膿性
病巣から分離したSsに類似する菌(Ss様菌)5
株の性状を解析。Ss様菌5株の生化学的性状
はSsに概ね一致し、gdh遺伝子を標的とした
Ss特異的PCR陽性。血清型別で33型を含む複
数の血清型の抗血清に凝集。16S rRNA遺伝
子配列解析でSs様菌5株は既知の菌種の基準
株との一致率は低いが、Ss血清型33型参照
株(33型Ref株)との一致率は高かった。33型
Ref株は羊関節炎由来で、Ssの血清型として
提唱されたが、近年Ssではない可能性が指
摘。以上から、牛由来Ss様菌5株は生化学的
性状及びSs特異的PCRではSsと判定される株
だが、Ssを含む既知の菌種には属さない可
能性が示唆。さらにSs様菌5株は牛の化膿性
病巣由来で、羊関節炎由来の33型Ref株と近
縁であることから、反芻獣に病原性を示す
新種のレンサ球菌である可能性が示唆。

110.ヨーネ病継続発生農場における畜舎環
境検査の活用事例：茨城県県西家保 太田
土美、佐藤則子

管内酪農家で平成17年度から19年度まで
ヨーネ病が継続的に発生し、3年間で患畜29
頭を摘発。経営に大きなダメージを受けた
ことから、それ以降の検査は実施できなか
ったが、畜主は自主的にヨーネ病対策を実
施。平成23年度定期検査で患畜を1頭摘発し
たが、清浄性確認検査は畜主の意向で未実
施。農場の清浄性を評価するため、環境材
料でr-PCR検査、分離培養検査を1か月間隔
で2回実施。r-PCR検査は1回目牛舎内に+（1
x10-3pg/well<）は7か所で、全て患畜飼養
場所にまとまっていた。2回目は+以上無し。
1回目±（1x10-4pg/well<）だった6か所は
－（1x10-4pg/well>）になった。液体培養
は1か所陽性。寒天培養は2回とも陰性。以
上から排菌牛が少数か、若しくは患畜が排
泄したヨーネ菌が環境中に残っていた可能
性が高いと推察。今後も継続的に環境検査
を行い、結果に応じた対策を指導予定。加
えて牛個体の検査をするよう、畜主の説得
を継続し清浄化を目指す。

111.ヨーネ病発生農場で分離された抗酸菌
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によるELISA値への影響：茨城県鹿行家保
大越弘人、川上純子

管内一酪農場において7頭のヨーネ病患畜
を摘発。全頭が無病巣反応牛であったため、
ELISA値陽性は環境中の抗酸菌及び乳房炎に
よる非特異反応と推察。環境中及び乳房炎
牛の乳汁から6菌種の抗酸菌を分離。環境中
から分離されたMycobacterium peregrinum、
Mycobacterium septicum、環境中及び乳汁
から分離されたMycobacterium fortuitumの
3菌種及びフレイ菌を用いて摘発した7頭15
検体の血清の吸収処理を実施。また、ヨー
ネライザで血清吸収処理として行われてい
たカオリン処理も実施。環境中等の抗酸菌
処理で7検体、カオリン処理で6検体が陰性。
環境中等の抗酸菌処理において陰性となっ
た7検体の内、カオリン処理においても陰性
となったのは5検体。このことから、カオリ
ン処理を行うことで環境中等の抗酸菌によ
る非特異反応の大部分を除去可能。今後、
非特異反応が疑われた事例の場合、カオリ
ン処理で吸収処理を行うことが重要。

112.牛のヨーネ病患畜における病理組織
学的検討：栃木県県央家保 矢島佳世、
髙橋孝志

牛のヨーネ病のエライザ検査の特異性検
証のため、患畜の主要臓器、腸管、リンパ
節、生殖器の病理組織学的検査、エライザ
検査、糞便のリアルタイムPCR（rPCR）によ
る遺伝子検出及び菌分離との成績について
比較検討。平成22年12月から24年10月まで
にエライザ検査でヨーネ病と診断された牛2
6頭を検査。そのうち、5頭で病理組織学的
に肉芽腫あるいは抗酸菌を確認。これらは
すべてrPCR及び菌分離陽性。病変及び抗酸
菌は空腸から回腸、腸間膜リンパ節で認め、
特に腸間膜リンパ節は死後変化が強い症例
でも確認が可能。残りの21頭ではヨーネ病
に特徴的な病変を認めず、いずれもrPCR及
び菌分離は陰性。さらに、これら21頭のう
ち、16頭で乳房炎罹患を確認したが、病理
組織学的にこれらへの抗酸菌の関与を否定。
以上から、rPCR検査による確実な感染牛の
摘発及び腸間膜リンパ節の採材と病理組織
学的検査の有用性を確認。

113.県外導入牛のヨーネ病摘発事例：群馬
県利根沼田家保 佐藤美行

本県ではヨーネ病（JD）対策実施要領に
基づき、導入牛のJD検査を実施。平成21年
度のJD対策実施要領改正に伴い、導入元カ
テゴリーの不明な県外導入牛は、エライザ
法による抗体検査に加えて、ヨーネ菌分離
培養法（分離培養）による検査を実施。今
回、県外導入時エライザ法による抗体検査
陰性牛から分離培養で2頭を摘発。当該牛は
北海道の家畜市場で購入したホルスタイン
種初妊牛2頭で、管内A農場に23ヵ月齢、管
内B農場に21ヵ月齢で導入。A農場は患畜決
定時点で胎齢9ヵ月の未経産であったが、B

農場は初産分娩後2ヵ月が経過。培養期間中
の隔離は難しく、感染拡大を懸念する飼養
者の不安が払拭されないことから、発生農
場に準じた防疫措置を実施。導入時におけ
る分離培養の有効性が確認されたが、今後P
CR検査などの迅速な検査体制の整備が必要。
また、育成農場など導入元における検査の
実施や家畜市場におけるヨーネ病陰性確認
の厳格化が必要。

114.ヨーネ菌リアルタイムPCR検査のための
糞便保存方法の検討：群馬県家衛研 中島
翔一、阿部有希子

平成25年度から家畜伝染病予防法の改正
に伴い、リアルタイムPCR(rPCR)がヨーネ病
確定診断の1つに適用され、ヨーネ菌DNA量
が0.001pg/well以上であれば患畜と判定。
糞便の保存状態が検査判定に影響を与える
可能性を考慮し、適した糞便保存方法を調
査した。糞便中のDNA量を3、0.3、0.03pg/w
ellに調製し、糞便、糞便希釈液、希釈液の
上清を検体とした。保存温度は室温、4℃、
－20℃、－80℃とし、0、7、14日後にrPCR
でDNA量を測定。その結果、7日、14日間保
存した全ての検体においてDNA量の明らかな
変化なし。14日以内では糞便の処理方法及
び保存温度に関わらずDNA量の変化は小さい
ことを確認。これはDNA分解酵素やPCR阻害
物質の影響によるDNA量の減少が小さいため
と推察。今後、DNA量と培養コロニー数の相
関性を確認するため糞便培養検査を引き続
き調査したい。

115.マウスを用いないClostridium perfrin
gens α毒素検査法：群馬県家衛研 阿部有
希子、中島翔一

Clostridium perfringens（Cp）A型は壊
死性腸炎（NE）を引き起こすが、腸内に常
在するため、マウス致死活性によるα毒素
検査が必要。代替として簡易に実施できるS
akuraiらの方法で2種の活性能試験（ホスフ
ォリパーゼC（PLC）、溶血）を12株で比較。
全株がPLC、溶血活性を有し、PLC活性では
全株が抗血清で中和、溶血活性は鶏由来株
の一部で中和されなかった。NE以外から分
離されるCpは病原性がないものと仮定して、
計16頭の直腸便で分離とα毒素検査を実施
したが、健康牛からは分離されず、軟便お
よび時間を経過した死亡牛から分離されたC
pは、全てPLC活性が認められた。さらにα
毒素定量をNE由来10株、NE以外由来18株で
実施したところ、差異は認められなかった。
α毒素検査はPLC活性と抗血清中和試験で代
替でき、マウスより多検体処理が可能。し
かしNE由来でないCpもα毒素活性が認めら
れたことから、診断には総合的な判断が必
要。

116.牛乳房炎再発時に備えた薬剤感受性試
験活用の取組：埼玉県川越家保 平田圭子、
山本信義
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乳房炎の効率的な治療と乳質の改善効果
を検討するため、選定農家9戸で乳房炎発生
時の乳汁を保存し、これらの細菌検査及び
薬剤感受性試験成績を再発時に活用する取
組を実施。平成22年1月から24年4月までに
回収した717検体中、339検体から環境性連
鎖球菌(OS)、環境性ブドウ球菌、黄色ブド
ウ球菌(SA）、大腸菌群等を分離。薬剤感受
性試験では、SAでは7剤中4剤に90%以上の感
受性を示したがOSは全ての薬剤で耐性又は
中間。取組前後の乳質比較では、乳量は全
戸で減少したものの体細胞数等の乳質は6戸
で改善又は維持。乳房炎治療回数は1戸で77
回から41回に減少。アンケート調査では、
ほぼ全戸が検査成績を次回乳房炎発生時の
参考にしていると回答。本取組により、原
因菌の把握と適切な治療の選択が可能にな
り、農家の経済的負担の減少や乳質改善意
欲の向上につながると推察。

117.子牛のFusobacterium necrophorumによ
る胸椎膿瘍に起因した圧迫性脊髄症の2例：
千葉県中央家保 関口真樹、松本敦子
【症例1】39日齢。33日齢より起立困難。

耳標装着部が化膿。【症例2】185日齢。178
日齢より起立困難。除角部が化膿。両症例
とも、後肢のみ深部痛覚反射が低下または
消失。剖検では、一部の胸椎の椎体と周囲
組織に膿瘍を認め、同部位の胸髄は萎縮、
一部融解。症例1のみ肺に膿瘍多発。細菌学
的検査では、膿瘍と症例1の耳介からFusoba
cterium necrophorum （Fn）subsp. necrop
horumの分離または特異遺伝子検出。病理組
織学的検査では、膿瘍は壊死性化膿性物で、
周囲を肉芽組織が被包。壊死部にグラム陰
性細長桿菌を多数認め、抗Fn血清に反応。
また、耳介と除角部の化膿巣でもFnの抗原
を確認。胸髄は腹索を中心に白質変性。以
上から、頭部の化膿巣より感染したFnが血
行性に胸椎に膿瘍を形成し、二次的に胸髄
が圧迫されたと考察。耳標装着及び除角時
には、感染防止に努めることが重要。

118.管内酪農家で発生したサルモネラ症へ
の迅速な対応と成果：神奈川県湘南家保
細字晴仁、仲澤浩江

平成24年4月、管内酪農家で成牛1頭が下
痢を発症、他の3頭にも下痢を認めるとの通
報により検診。病性鑑定の結果、成牛1頭及
び環境からDNAプローブ法（プローブ法）に
よりサルモネラ遺伝子（遺伝子）を検出。
分離菌はKM、ERFXに感受性。この結果を受
け、畜主、診療獣医師と対策を検討。畜主
の早期終息への強い意志等から、確定診断
前に飼養牛全頭にERFX投与、畜舎の徹底消
毒。その後プローブ法による全頭検査を実
施。遺伝子が検出された牛に対してERFXを
継続投与。検診の17日後、プローブ法検査
で全頭陰性を確認、臨床症状も見られない
ため終息と判断。分離菌はSalmonella Typh
imuriumと同定。検診の33日後、飼養牛全頭

及び環境のプローブ法検査結果がすべて陰
性となり清浄性を確認。畜主の危機意識の
高さによる早期に有効薬剤を全頭一斉投与、
診療獣医師との連携、プローブ法検査結果
を用いた迅速な対応などにより早期に清浄
性を確認、経済的損失も最小限に抑えられ
た。

119.牛呼吸器病症候群を呈した搾乳牛の一
症例：神奈川県県央家保 森村裕之、前田
卓也

管内酪農場で、呼吸器症状を呈す牛が散
見。特に重篤な経産牛の病性鑑定殺を実施。
当該牛は県外預託から帰ってきた後、間歇
的に呼吸器症状を呈し治療と発症を繰り返
していた。病性鑑定時の臨床症状は発熱、
泡沫性流涎、膿性鼻汁、ラッセル音を認め
た。鼻腔スワブからRSウイルス抗原を検出、
Mannheimia haemol-ytica を分離。肺から
はMannheimia haemolytica、 Pasteurella
multocida、Arcanobacterium pyogenesを

分離。剖検所見では胸水増量、左肺胸膜癒
着、左右肺前葉赤色硬化、肺割面膿様物貯
留。組織所見では肺に菌塊、好中球浸潤、
細胞たい廃物蓄積、小出血巣が見られ、そ
の周囲には線維素や単核細胞が層をなす等、
多種多様の炎症像を認める。これらのこと
からRSウイルスと複数細菌感染による牛呼
吸器病症候群と診断。

120.Salmonella Saintpaulによる牛サルモ
ネラ症発生事例と清浄化対策：新潟県下越
家保 岡本英司、阿部隆司

平成24年10月初旬、一酪農家で6頭が発熱、
下痢、呼吸器症状等を呈し、うち1頭が急死、
病性鑑定を実施。小腸粘膜の充出血、腸間
膜リンパ節（Ly）の腫大・充血を認め、Ly
及び直腸内容からSalmonella Saint-paul（S
S）を分離。病理組織で壊死性腸炎を呈し、
病変部でO4群サルモネラ抗原を検出。ウイ
ルスの関与は否定。県内初発となるSSによ
る牛サルモネラ症と診断。糞便及び環境の
汚染状況を調査し、32頭中14頭の糞便及び1
6検体中2検体の環境でSS分離。清浄化対策
として全頭への生菌剤投与、通路等への消
石灰散布、飼槽・ウォーターカップの消毒、
長靴交換の徹底及び発症牛へ抗生剤による
早期治療を指導。その後2頭で発症したが早
期治療により回復。対策1か月後の検査で30
頭中8頭の糞便、ハトの糞1検体からSSを分
離。防鳥ネット設置を追加し、対策継続。
更に1か月後検査で32頭中1頭に減少、環境
は分離陰性、発症牛なし。対策の徹底によ
り発生は早期に終息。

121.黄色ブドウ球菌による乳房炎のまん延
防止に向けた取り組み：富山県東部家保
後藤利隆

黄色ブドウ球菌(SA)による乳房炎のまん
延防止対策と、効率的かつ実効性の高い検
査手法を検討。まん延防止対策として、乳
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用牛50頭を飼養するA酪農家で、SA感染分房
の盲乳処置と、SA感染牛を搾乳の最後列に
並べ替える対策を施したところ、SAの清浄
化を達成。SA感染牛を効率的に発見するた
めに、A酪農家で、牛群検定成績で個体乳の
体細胞数が50万個／ml以上の牛を対象に毎
月1回検査を実施。検査開始4ヶ月後に導入
牛1頭でSA感染牛を確認したが、並べ替えと
盲乳処置を施したことで、その後新たな感
染牛は確認されず清浄化を維持。SA感染牛
の早期発見を目的として、乳用牛25頭を飼
養するB酪農家で、分娩1週間以内に全分房
の細菌検査を実施。9ヶ月間に分娩した12頭
中5頭でSA感染牛を発見し、搾乳開始前にま
ん延防止対策を講じたことで、牛群への感
染防止に成功。

122.肉用牛肥育農場での牛呼吸器病症候群
の発生要因調査：富山県西部家保 杉林加
奈、後藤利隆

Pasteurella multocida(Pm)感染症により
ほ育・育成牛の死亡が相次いでいるA農場
と、Pm 感染症がまん延していないB農場を
対象に要因調査を実施。Pm 抗体検査では、
導入１ヵ月後に感染抗体を保有した牛は、
農場では71頭中13頭(18.3%)、B農場は30頭
中1頭(3.3%)とA農場で多く確認。次に導入1
ヵ月後の健康牛の鼻腔スワブを用い、Pm と
Mycoplasma (Mp)の保菌状況を調査。Pm 検
査では、A農場は71頭中17頭(23.9%)、B農場
は30頭中7頭(23.3%)から分離され、両農場
間での保菌率に差を認めず、Mp検査では、A
農場は5頭中2頭、B農場は5頭全て陰性であ
り、A農場の分離率の方が高い。

123.Moraxella bovoculiによる牛伝染性角
結膜炎の発生：石川県北部家保 村上成人

牛伝染性角結膜炎（IBK）は、Moraxella
bovis（M.b）の感染によるものとされてい
るが、今回、管内酪農家での、Moraxella b
ovoculi（M.bovoculi）によるIBKの発生概
要を報告。搾乳牛70頭を飼育するフリース
トール牛舎で、本年9月下旬、3頭の搾乳牛
で、流涙、結膜の充血、眼瞼腫脹、角膜の
白濁、潰瘍および血管新生を認め、眼瞼ス
ワブを検査材料とした細菌検査で、Moraxel
la属菌を検出。16SrRNA遺伝子塩基配列解析
でM.bovoculi感染によるIBKと診断。発症牛
の治療は、ペニシリン・ストレプトマイシ
ン複合抗生剤を点眼したが、症状の改善を
認めず、薬剤感受性試験結果によりセフェ
ム系抗生剤に変更し症状は改善。IBKの治療
には、ペニシリン等が推奨されているが、
今回の症例では、ペニシリンの治療効果が
低かったため、薬剤感受性試験結果に基づ
く抗生剤の選択が必要。

124.乳房炎の依頼検査の現状と課題：長野
県伊那家保 小林憲一郎

乳房炎の依頼検査は通常、検査結果をそ
の都度回答してきたが、その結果を更に各

農場における乳房炎対策に生かすことを目
的として、過去5年間の乳房炎依頼検査3,56
3検体について①菌種別分離割合、また依頼
検査検体数の多い10農場について②菌種別
分離割合、③薬剤耐性率を検討。①につい
てはコアグラーゼ陰性ブドウ球菌（CNS）、
レンサ球菌（Strep）、大腸菌群（CO）、黄
色ブドウ球菌（SA）、酵母様真菌の順に多
かった。②については農場によりSAで3.0～
32.9％、COで8.8～41.6%の差があった。③
については農場によりアンピシリン耐性がE
scherichia coliで0～64.7%、エリスロマイ
シン耐性がCNSで2.4～47.4%の差があった。
菌種別分離割合は農場毎に異なることから
各農場の菌種別分離割合と薬剤耐性率を把
握することが乳房炎の予防と治療に重要と
推察され、依頼検査回答時に過去の検査結
果を集計したものを併せて提供することで
乳房炎対策に活用していきたい。

125.みんなで取り組む北信地域乳質向上プ
ロジェクト～めざせ最高乳質の酪農地域～
：長野県長野家保 後藤まどか、上條明良

北信地域では、平成23年度の乳質評価で
約6割の農家がマイナス評価を受けており、
乳質向上が最大の課題となっている。そこ
で関係機関でチームを構成し、管内全農家
を対象とした一斉の乳質改善プロジェクト
に着手。①年2回のバルク乳検査によるSA、
マイコプラズマ保菌牛の摘発等、②農家毎
の乳質・乳価評価の順位付け、経済的効果、
対策案を「見える化」した資料による個別
指導、③改善意欲のある農場の搾乳立会、
個体乳検査、代謝プロファイルテスト等に
よる細密指導を基本的な柱とした。この結
果、4月から11月の累計乳質評価額は前年同
期と比較して管内50戸のうち29戸で改善、
全体で-267万円から-143万円に向上。改善
指導を点から面に展開して取り組んだこと
により、農家に競争意識を伴う高い改善意
欲が誘起され、乳質改善に対する意識が地
域全体で高まり、搾乳や飼料給与方法の改
善、牛の入れ替え等が進行し、結果的に地
域の乳質評価が向上したと考察。

126.乳汁からの抗酸菌分離と乳房炎の関連
：長野県伊那家保 中島博美

管内のヨーネ病発生A農場で、患畜の乳汁
及び農場の敷料から抗酸菌(Mycobacterium
thermoresistible (M.t）)を分離。当該農
場は乳房炎も多発、乳質向上の観点から抗
酸菌との関連を検討。A農場において①乾乳
牛及び乳房炎牛の乳汁から抗酸菌分離検査
②死亡牛（24ヶ月齢以上）の乳腺組織等か
ら抗酸菌分離検査及び病理組織学検査を実
施。延べ114頭の乳汁検査、35頭(30.7%)で
抗酸菌(M.t､M.hassiacum(M.h)、M.chitae(M.
ch)）を分離。病理組織学検査で多核巨細胞
や類上皮細胞の浸潤による肉芽腫を確認。
更に①管内49農場のバルク乳②２農場(B及
びC農場）の乳汁から抗酸菌の分離検査を実
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施。バルク乳では3/49農場（6%）から抗酸
菌を分離。B農場では乳房炎乳汁11/12頭(91.
7%)からM.t、C農場では1/20頭(5.0%)からM.
chを分離。今回の検討では、特定の農場の
乳汁から高率に抗酸菌が分離され、乳房炎
との関連が示唆されたが、今後さらなる検
討が必要。

127.乳牛から分離されたVibrio choleraeO3
7：長野県佐久家保 後藤義明

平成24年8月下旬、飼養頭数100頭規模の
酪農家で搾乳牛数頭が軽度の下痢。診療獣
医師が民間検査機関に検査依頼し糞便からV
ibrio cholerae non-O1が分離。診療獣医師
より当所に病性鑑定依頼。下痢関連ウイル
ス疾病（牛コロナウイルス病、牛ウイルス
性下痢・粘膜病等）及びサルモネラ検査は
陰性。当該農場搾乳牛の糞便からV.cholera
e分離を試み、V.cholerae non-O1 non-O139
を分離。O群血清型別を国立感染症研究所に
依頼し、V.cholerae O37と型別。平成24年1
1月、当該農場のV.cholerae保菌状況を調査。
搾乳牛71頭中55頭の糞便からV.cholerae O3
7を分離。V.cholerae検出牛は軟便傾向。乾
乳牛・育成牛の糞便及び環境材料（飲用水
・乾草・配合飼料等）からV.choleraeは分
離されず。家畜におけるV.cholerae分離の
報告は希少であり、今後更なる疫学調査が
必要。

128.県内におけるMycoplasma bovisの薬剤
感受性と耐性菌検出法の検討：長野県松本
家保 安藤順一、羽生宜弘

平成23～24年に当所で分離された県内牛
呼吸器病由来Mycoplasma bovis 30株につい
て微量液体希釈法により薬剤感受性試験を
実施し、既報の成績と比較｡チルミコシン、
タイロシン及びオキシテトラサイクリンの
最小発育阻止濃度(MIC)は、29株が12.5～10
0＜μg/mlと耐性化傾向。エンロフロキサシ
ン(ERFX)のMICは、1株が12.5μg/mlであり、
ERFXに対する耐性株を確認。そこで迅速か
つ簡便にM.bovisのフルオロキノロン（FQ）
耐性株を検出する方法として、1濃度ディス
ク法及びキノロン耐性決定領域を標的とし
たparC 遺伝子のPCR-RFLP法について検討。
1濃度ディスク法においては、FQ耐性株の阻
止円が感受性株に比べ明らかに小さく、検
査も簡便。PCR-RFLP法は、1日でFQ耐性株を
検出することが可能。これらの方法は、微
量液体希釈法に比べ、簡便性あるいは迅速
性の点から、臨床現場における薬剤選択の
ための検査法、又はFQ耐性株のスクリーニ
ング法として有用と考察

129.牛肥育農家における牛ボツリヌス症発
生事例について:岐阜県岐阜家保 岡本紗由
香、古田淳

交雑種を約200頭飼養する肉用牛肥育農家
で、平成24年5月から6月にかけ後躯麻痺を
主徴とする起立不能及び突然死が多発（5～

24ヶ月53頭）。発生は4棟中の1棟に限局し、
この棟における死廃率は67.9%。生体2検体、
死体4検体、血液17検体、直腸便5検体を用
いて各種検査を実施。剖検牛の消化管内容
物及び起立不能牛の直腸便よりD型ボツリヌ
ス毒素（毒素）が検出されたため、牛ボツ
リヌス症と診断。給与飼料など環境材料24
検体でも毒素の検索を実施したが、感染経
路の特定には至らず。発症牛の早期淘汰、
同居未発症牛への抗生剤等の投与、飼養牛
全頭へのボツリヌストキソイドワクチン接
種（ワクチン）及び農場の衛生対策を実施
した結果、発生は終息。その後もワクチン
及び定期的な除糞を継続し、続発はみられ
ていない。本症例は、岐阜県では牛ボツリ
ヌス症と診断した初の事例となった。本症
の発生予防や迅速な診断・対応のため、知
識の普及及び検査体制の整備等を行ってい
る。

130.新キットを用いたヨーネ病スクリーニ
ング検査の結果報告と検査法の比較検討：
愛知県西部家保 玉生英久、平井明希子

平成23年に新たなヨーネ病スクリーニン
グ検査キットとしてヨーネライザ・スクリ
ーニングKS(KS)が発売。他県でKSの有用性
がある程度示されたことを受け、今年度か
ら新たにKSを本格的に導入。年度を通して
多検体での検査を実施。更に過去の検体を
用いて従来のキットであるヨーネスクリー
ニング・プルキエ(Pr)と感度、特異性を比
較。平成24年度検査対象牛4,895検体でKS検
査実施。4,895検体中11検体陽性(確定検査
陰性)でPrを使用した年度に比べ非特異反応
（平均1.2%→0.2％）、確定検査実施回数（平
均16回→6回）が大幅に減少。過去の検体を
用いた検査では、患畜5検体がPr、KS共に陽
性。Pr陽性204検体(確定検査陰性)中192検
体(94.1%)がKS陰性。KS陽性16検体(確定検
査陰性)中7検体(25.0%)がPr陰性。KSの感度
は問題なく非特異反応がPrよりも少ないこ
とを示唆。確定検査にかかる時間やコスト、
農家の不安の軽減等を考慮するとKSの方が
スクリーニング検査として有用。

131.搾乳牛のMannheimia haemolytica（Mh）
6型発症事例：愛知県西部家保 平井明希
子、新井澄江

Mhは、牛呼吸器病症候群（BRDC）の原因
菌として特に斃死率が高く重要視される細
菌であるが、搾乳牛での報告事例はほとん
どない。今回、630頭飼養する乳肉複合農家
の搾乳牛で同発症事例を確認したので報告
する。平成23年11月に重篤な呼吸器症状を
呈し死亡する事例が続発したため当所に病
性鑑定依頼。材料は、症状を呈する牛を含
めた10頭の鼻腔スワブ、血清、内2頭の肺。
細菌、ウイルス、病理組織学的検査を実施。
細菌学的検査より4頭の鼻腔スワブ及び2頭
の肺からMh6型を分離、Mycoplasma bovirhi
nis（Mbr）も検出。また、薬剤感受性試験
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より18薬剤中セファゾリン等12薬剤に感受
性。病理組織学的検査より多発性凝固壊死
巣を伴う線維素性胸膜肺炎を確認。以上よ
り本事例はMh6型及びMbrの複合感染によるB
RDCと診断。発症牛隔離、牛舎消毒、抗生剤
治療等の対策を実施。また導入牛に対しMh1
型予防ワクチンの接種実施。同様に子牛に
同ワクチン接種実施。対策後、発生は終息。

132.Candida kefyrによる牛の流産発生の一
例：三重県中央家保伊賀支所 小堀実千代、
若原繁樹

2012年4月、管内の乳肉複合経営農場（乳
牛500頭、肉牛200頭）において、前年同時
期（1～3月）に比べ乳牛（ホルスタイン）
の流死産が増加。流産胎子（胎齢７ヶ月齢）
１頭の病性鑑定を実施。細菌学的検査で胎
盤からStreptococcus acidominimusを分離、
また、胎盤並びに胎子の肺、直腸便、及び
第一胃内容物から、同一の酵母様真菌を分
離。胎子の主要臓器を用いたウイルス分離
検査は陰性。病理組織学的検査で胎盤絨毛
膜絨毛や腹腔内漿膜は壊死し、PAS染色によ
り球形から楕円形の酵母様真菌を確認。ま
た、（独）動物衛生研究所に酵母様真菌の
同定を依頼したところ、形態観察、生化学
性状検査、Internal transcribes spacer（I
TS）遺伝子領域塩基配列解析の結果、Candi
da kefyrと同定。以上から本症例はCandida
kefyrによる真菌性流産と診断された。獣

医学領域において本真菌による症例報告は
ほとんどないことから稀な症例と考えられ
た。

133.Salmonella Choleraesuisによる豚サル
モネラ症：三重県中央家保伊賀支所 藤巻
章郎、中尾真治

2012年10月初旬から、管内の母豚約100頭
を飼育する一貫経営養豚場で、50～60日齢
の仔豚が1週間に約10頭程度死亡、同豚舎内
で削痩等を示す衰弱豚を確認。生豚1頭及び
死亡豚2頭の病性鑑定を実施。耳介に赤紫色
斑(2/3)、腎臓の点状出血(2/3)等の解剖所
見を確認。細菌検査により、肺(3/3)、肝臓
(3/3)、心臓(3/3)、脾臓(3/3)、腎臓(2/3)、
脳(2/3)より血清型O7:[C]:1.5のサルモネラ
菌を分離。Salmonella enterica serovar C
holeraesuis (SC)と同定。病理組織検査に
より、下顎リンパ節の壊死(2/3)、肝の巣状
壊死(3/3)、脳の微小膿瘍(3/3)等の所見を
確認。抗サルモネラ07抗体を用いた免疫組
織化学検査では肝と脳の病変部に陽性抗原
確認。ウイルス検査によりオーエスキー病、
豚コレラ、豚インフルエンザ陰性。豚サル
モネラ症(敗血症)と診断。管理獣医師の投
薬指示により10月下旬に症状が沈静化。SC
の豚舎内での常在化を懸念し、飼育

134.牛壊死性腸炎の検査におけるreal-time
multiplex PCR法の有用性の検討：滋賀県

滋賀県家保 諸岡剛俊

牛壊死性腸炎はClostridium perfringens
(以下C.p)による毒血症である。診断に毒素
証明が必要だが実施が難しい場合も多い。
糞便を材料としたreal-time multiplex PCR
法(以下rmPCR法)による毒素遺伝子の検出・
定量が診断に有効か検討。材料は平成24年
度の病性鑑定事例で牛壊死性腸炎を疑うと
判断した6例。細菌および病理検査を定法ど
おりに実施。毒素型別はUzalらのPCR法によ
り行った。rmPCR法はGurjarらの方法で行い、
αおよびβ毒素遺伝子を検出・定量。陽性
対照はCP23株(A型)とCP46株(C型)を使用。
空腸内容物より4×10

4
から4.8×10

8
のC.pを

分離し毒素型は全てA型。病理検査で壊死性
腸炎を疑う所見を全検体で認めた。rmPCR法
ではα毒素遺伝子を5/6例で検出し、遺伝子
量は0.09から5.45ngと推定。β毒素遺伝子
は検出せず。CP23株のα毒素遺伝子濃度は2.
25ng/μl、CP46株のβ毒素遺伝子濃度は0.4
ng/μlと推定。rmPCR法は糞便を材料として
いるため腸管内のC.pの状況を現すと推測さ
れるため診断に有用。管理の改善、特に消
毒の徹底を指導。

135.大規模農家における哺育育成期の呼吸
器症のマイコプラズマ ボビス関与の検討
：滋賀県滋賀県家保 宮坂光徳

大規模農家（S牧場）において、平成20年
度から平成23年度に病性鑑定を実施し剖検
写真の存在している25例について、慢性乾
酪性壊死性気管支炎像が認めれるものを分
類、病性鑑定結果と平成19年および平成20
年に実施他したMycoplasma bovis (M.ｂ)調
査結果をふまえ検討。写真および肉眼的所
見から典型的所見5例、疑わしい所見2例お
よび判定のつかない所見4例を確認。平成19
年調査では、導入子牛の導入3週目に咽頭ス
ワブに4頭／10頭、鼻腔スワブに3頭／10頭、
導入4週目にそれぞれ10頭／10頭および7頭
／10頭がPCRでM.bを検出。平成20年調査で
は導入子牛の導入33、64、94および125日目
群からM.bを各群2頭／5頭から4頭／5頭分
離。S牧場の導入子牛は導入1ヵ月以内にM.b
の汚染を認め、発生した呼吸器症にM.bの関
与を疑う事例を確認。M.bの監視およびコン
トロールが必要。

136.大規模黒毛和種繁殖農場でのMycoplasm
a bovis（Mb）浸潤状況調査：兵庫県姫路家
保 小島温子、矢島和枝

Mb防除対策のため、浸潤状況、抗体価の
推移、分離株の性状を調査。1）群ごと（0
～5か月齢）に子牛の鼻汁からMb分離と抗体
検査を実施。9/23頭でMb陽性、発症牛群で
は高率（4/5）に分離、抗体は2か月齢以上
の群で陽性。2）分娩～3か月齢までの子牛
の抗体価追跡調査を実施。母牛は抗体陽性、
初乳摂取子牛は、1日齢に抗体価が最高値と
なり、その後低下、群飼開始期の30日齢に
は陰性。3）分離株の薬剤感受性はマクロラ
イド系耐性、キノロン系には多くが感受性
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低下。4）PFGE（制限酵素SmaⅠ）では今年
度・過去分離株とで類似したバンドパター
ンを含め複数のパターンを確認。①発症牛
群ではMb分離率が高い②30日齢には移行抗
体が低値の状態で環境中のMbに暴露③薬剤
に低感受性④由来の異なる複数の株がまん
延。以上より群内のMb汚染レベルの低減が
重要。発症牛の早期隔離と定期的な煙霧消
毒を指導・実施中。今後効果を検証。

137.牛のマイコプラズマ浸潤調査及び薬剤
感受性の現状：兵庫県和田山家保 石井淳
【調査対象】主に呼吸器症状が見られた黒

毛和種13農場、77頭（1～8か月齢）。1．鼻
腔スワブより、Mycoplasma bovis（M.bo）、
M.bovirhinis（M.br）、M.bovigenitalium
（M.bge）、M.alkalescens（M.alk）、M.dis
par（M.dis）の遺伝子を検出（PCR）。2．M.
boのタイロシン（TS）、チルミコシン（TMS）、
オキシテトラサイクリン（OTC）、マルボフ
ロキサシン（MBFX）、エンロフロキサシン
（ERFX）に対する最小発育阻止濃度（MIC）
を測定。【結果】1．PCR陽性の農場数及び
頭数は、M.bo：7/13（53.8%）、30/77（39.
0%）、M.br：13/13（100%）、58/77（75.3%）、
M.alk：2/13（15.3%）、7/77（9.1%）、M.di
s：13/13（100%）、68/77（88.3%）、M.bge
は非検出。2．TS、TMS、OTCは、すべての分
離株でMICが上昇。MBFX及びERFXは、強上昇
株と弱上昇株の二峰性に分布。呼吸器症状
発生農場でのマイコプラズマの高浸潤と一
部常在化及び、M.boの各種薬剤への耐性化
傾向が判明。

138.熊野牛複合経営農家の壊死性腸炎発生
と対応（第2報）：和歌山県紀南家保 楠川
翔悟、伊丹哲哉

平成23年に肥育牛にClostridium perfrin
gens(Cp)による壊死性腸炎が発生した熊野
牛複合経営農家において、継続した指導と
再発対策を実施。Cp抗体価の測定を株式会
社微生物化学研究所に依頼。飼養牛直腸内
糞便と環境中から菌分離を実施。新規導入
肥育牛に、ペニシリン系抗菌薬とクロスト
リジウム5種混合トキソイドを接種。環境中
の衛生対策として牛舎、放牧地への石灰散
布を指導。繁殖雌牛は抗体保有率が100%、
高齢牛ほど抗体価が高い傾向。肥育牛と子
牛の抗体保有割合はそれぞれ3/16、2/6。肥
育牛はトキソイド接種により抗体価が有意
に上昇。放牧地土壌、肥育牛・子牛糞便の
一部から本菌が分離。繁殖雌牛糞便からは
分離されず。本菌が農場内に常在、飼養牛
はその毒素の影響を受けていることが判明。
これより予防的なトキソイド接種は有効。
肥育牛導入後も本疾病の発生はない。継続
指導の結果、繁殖子牛の疾病が低減し市場
成績が改善、農家の飼養衛生管理への意識
も向上。

139.乳房炎由来Aerococcus viridansの性状

および乳房炎の発生要因：鳥取県倉吉家保
最首信和、森本一隆

2011年11月から2012年2月、2012年12月か
ら2013年1月に、管内A農場でAerococcus vi
ridansによる乳房炎が多発。原因調査の結
果、使用前後の戻し堆肥からA.viridansが1
0 ～10 CFU/g分離。分離株の耐熱性・アル4 8

カリ耐性試験では、A.viridansは他の環境
性細菌に比べて高温・強アルカリで生存可
能。A農場の戻し堆肥の状態は発酵温度が低
く、また消石灰使用により弱アルカリ性で
あることがA.viridansを有意に増殖させ、
今回の乳房炎発生に繋がったと推察。対策
として、オガクズによる水分調整、堆積高
や切り返し回数の調整による発酵熱の高温
保持、さらに保湿成分含ディッピング剤な
どの使用により乳頭保護を行い、2012年2月
には乳房炎の発生抑制。しかし、2012年12
月から再び発生を確認したことから、再度、
戻し堆肥の発酵促進を重点とした対策を行
っている。

140.繋ぎ飼い牛舎の趾皮膚炎に対するドロ
マイト石灰の効果検証：鳥取県西部家保
大下雄三

近年、フリーストール牛舎で問題となっ
ている趾皮膚炎が県内の繋ぎ飼い牛舎でも
発生が認められている。繋ぎ飼い牛舎では
有効な手立てがなく、獣医師の処置及び環
境蓄積が問題となっている硫酸銅が削蹄時
の処置として使用されているのにすぎない。
今回、繋ぎ飼い牛舎での趾皮膚炎の処置及
び予防方法を確立する目的で、趾皮膚炎に
対するドロマイト石灰の効果の検証を行っ
た。方法として、趾皮膚炎患部にドロマイ
ト石灰乳を直接塗布し治癒に至る経過を観
察。加えて患部の病理検査を行った。また、
牛の疼痛感をスコアー化し、治癒の判断材
料とした。結果、1週間程度で疼痛感が和ら
ぎ、1ヶ月以内で趾皮膚炎がほぼ治癒するこ
とが確認された。よって、趾皮膚炎に対す
るドロマイト石灰の効果が明らかになると
共に、硫酸銅の代替品としてドロマイト石
灰が有効であることが確認された。

141.管内乳用育成牛預託牧場で発生したリ
ステリア症：鳥取県西部家保 増田康充、
河本悟

平成24年1月、管内の乳用育成牛預託牧場
で1頭の育成牛が神経症状を発症。リステリ
ア症を疑い早急に抗生剤による治療を行っ
たところ症状が回復。その後も同様の症状
を呈する牛が続発し、死亡牛が発生したた
め、牧場から病性鑑定依頼。剖検では肝臓
の軽度腫脹、肺気腫があった他には著変無
し。病理学的検査では、脳幹部において微
小膿瘍形成を伴う化膿性髄膜脳炎を呈した。
細菌学的検査では、菌分離及び遺伝子検査
ともに延髄からListeria monocytogenes（L.
m）が検出されたため、リステリア症と診断。
また、自給飼料、牛舎及びほ場環境につい
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ても細菌検査を実施。自給飼料からL.mが検
出され、環境中にL.m浸潤があるものと推察。
対策として菌が分離された飼料の給餌停止
を指示。自給飼料のpH測定では高値を示し、
自給飼料の製造管理改善が必要であると考
察。今後は、牧場内の細菌浸潤状況の調査
及び自給飼料のpH調整方法の検討を行う予
定。

142.管内のヨーネ病非特異反応への対応：
島根県益田家保 森脇幸子、濱村圭一郎

管内酪農農場で、ヨーネ病発生。牛のヨ
ーネ病防疫対策要領に基づく清浄化対策で
ヨーネ病非特異反応と診断した事例を報告。
平成23年6月、自主検査で1頭を患畜と診断
し病性鑑定（病理検査、q-PCR法による遺伝
子検査（遺伝子検査）、菌分離検査）する
も所見なし。平成23年7月、同居牛検査で20
頭スクリーニング検査（スクリーニング）
陽性。2頭を患畜と診断するも病性鑑定で所
見なし。糞便の遺伝子検査は全頭陰性。平
成23年11月の検査でスクリーニング陽性54
頭中22頭エライザ検査（エライザ）陽性。
非特異反応を疑い動物衛生研究所（動衛研）
に詳細検査依頼。遺伝子検査結果と動衛研
検査結果より今回のエライザ陽性反応は非
特異反応の可能性が極めて高いとの回答。
農林水産省動物衛生課との協議により健康
転帰。平成24年5月及び11月の検査で、27頭
及び63頭がスクリーニング陽性、遺伝子検
査全頭陰性。遺伝子検査はヨーネ病非特異
反応を判断する上で非常に重要。

143.一酪農場におけるヨーネ病ELISA非特異
反応原因の検索：島根県家畜病鑑室 船木
博史、坂本洋一
複数頭においてヨーネ病ELISA非特異反応

が発生し、原因としてヨーネ菌以外の抗酸
菌感染が考えられたため、農場内の敷料44
検体および乳房炎乳482検体の抗酸菌分離培
養を実施。敷料および乳房炎乳から15菌種1
28株が分離され、抗酸菌分離乳房炎牛の非
特異反応発生率は有意に高く（p=0.024）、
オッズ比は2.28倍。最多分離菌種は敷料で
はMycobacterium phlei、乳房炎乳ではM.c
hitae。さらに分離抗酸菌を用いた血清吸収
ELISA試験およびマウス接種試験を実施。血
清吸収ELISA試験ではM.chitaeが最も非特異
反応抗体を吸収。マウス接種試験ではM.die
rnhoferiが最も非特異反応抗体価を上昇。
各試験成績の一致を見なかったため非特異
反応原因菌種の特定不能であったが、複数
菌種の複合的な関与の可能性も考えられた。

144.BSE検査対象死亡牛のサルモネラ保菌状
況と分離株の性状：島根県家畜病鑑室 坂
本洋一、船木博史

牛飼養農場へのサルモネラ属菌の浸潤状
況を調査するために、当室に搬入されたBSE
検査対象死亡牛420例の直腸便から分離を試
みた。S.Thompson(STh)を2株、S.Newport(S

N)を1株、S.Typhimurium(ST)を4株、計7株
分離し、分離率は1.7%。薬剤感受性試験に
加え、STh、SNは5種のプライマーを用いた
増幅断片多型DNA(RAPD)法で、STは制限酵素
XbaI、BlnIを用いたパルスフィールドゲル
電気泳動(PFGE)法により過去の病鑑由来株
(過去株)と性状を比較。過去株はSThおよび
SNについては養鶏場環境由来株を各1株、ST
は牛下痢由来株を7株用いた。STh2株は調査
薬剤全てに感受性、SNはABPC、CEZ、CTX、S
M、TC、CPに耐性、ST4株は全てSMのみに耐
性で、薬剤耐性パターンは過去株と異なっ
ていた。RAPDパターンについて、STh2株は
同一で過去株との相違も認めず、SNは過去
株と異なっていた。STのPFGEパターンは過
去株のうち3株と一致した。薬剤耐性パター
ンは異なるが、過去に分離した株と近縁な
株が現在も地域内に存在すると推察。

145.管内酪農家で発生したサルモネラ症の
清浄化と今後の衛生対策について：岡山県
真庭家保 堂之本琢人、小阪和正

平成24年7月、夏期放牧を実施している酪
農家で発熱を伴った下痢が発生。病性鑑定
の結果、糞便中からSalmonella spp.（血清
型O4:i;-）を分離。飼養管理上の問題と畜
主の意向により、当初は放牧を継続し、全
頭への抗生物質（ニューキノロン系）投与
による治療と群分けによる隔離と衛生対策
を実施。治療効果判定のため、全頭を対象
に検査を繰り返し実施。同時に関係機関と
清浄化にむけた協議を実施。7月末から8月
の3回の検査で陽性率は40～50%で推移。陽
性率が低下しないことから、放牧場におけ
る群分けは不十分であり、このまま治療並
びに衛生対策を続けても早期の清浄化が困
難と判断。放牧を止め、牛舎管理に切り替
えた。牛舎管理では群分け並びに衛生対策
をより厳密に実施。その結果、順調に陽性
率は減少。11月と12月の2回の検査で農場の
清浄化を確認。今後はワクチン接種、放牧
場消毒及び牛群並びに放牧場のサルモネラ
検査で陰性を確認をした上で、放牧の再開
を図る。

146.Salmonella Typhimurium単相変異型を
疑うサルモネラ属菌の遺伝子解析：岡山県
岡山家保病性鑑定課 田原鈴子

平成22年度以降、県内の一地域においてS
almonella Typhimurium(ST血清型4,5:i;1,
2)の単相変異型が疑われる成牛型サルモネ
ラ症が4例発生。症状は40℃以上の発熱と水
様性下痢で、分離菌の血清型は4,5:i;-。こ
の4株と平成17年に豚から分離された同様の
血清型1株及びヒトからの分離菌8株につい
て、遺伝子検査、パルスフィールドゲル電
気泳動(PFGE)及び薬剤感受性試験(12薬剤)
を実施。供試した13株は全てST特異遺伝子I
S200を有していたが、第2相H抗原(H2)遺伝
子fljBは不検出。PFGEでは、牛、豚、ヒト
由来株はそれぞれ異なる泳動パターンを示
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し、また牛由来株の泳動パターンは2つに型
別。薬剤感受性は牛、豚由来株で高く、ヒ
ト由来株で低かった。以上から県内で分離
された血清型4,5:i;-のサルモネラ属菌は、
STのH2が発現しない単相変異型であること
が強く示唆。血清型不明の本菌株は家伝法
上届出義務が生じないことから、遺伝子検
査の導入によりSTとして診断するべきであ
る。

147.管内の牛ボツリヌス症発生状況：岡山
県津山家保 金谷真澄、片岡まどか

津山家保管内では2009年1月に牛ボツリヌ
ス症が発生。以来地域限定的に2010年に疑
い例1戸も含め5戸、2011年に2戸の計8戸で
感染型の牛ボツリヌス症が発生。全ての農
家で消毒や野生動物対策、牛ボツリヌス症
ワクチンの接種等を実施し、単発もしくは
数ヵ月で終息している。いずれもカラス等
野生動物の侵入形跡と環境の汚染が認めら
れたものの感染経路の特定には至っていな
い。また、2012年3月、初発の農家で約3年
振りに再発生。発生牛群はワクチン未接種
で、防護ネットは隙間が生じ、カラスが侵
入できるようになっていた。緊急的にワク
チン接種した同居牛は3ヶ月後にも排菌が確
認されたものの、その後未接種牛を含め発
症はなかった。牛ボツリヌス症の対策には、
継続的な清掃消毒、ワクチン接種等も必要
だが、外部から新たに菌を持ち込ませない
ための野生動物侵入防止措置を確実に行う
ことが特に予防の観点から重要である。

148.Enterococcus faecalisによる牛の死産
事例：広島県西部家保 兼廣愛美、岸本加
奈子

平成24年6月、県内酪農家において胎齢25
5日で死産事例が発生、病性鑑定を実施。胎
子の剖検所見で赤色胸水及び心嚢水の貯留
を認め、組織所見でグラム陽性球菌の増殖
を伴う化膿性肺炎及び化膿性胎盤炎を確認。
胎子の主要臓器及び第四胃内容物から腸球
菌のEnterococcus faecalisを10

2
～10

6
cfu/

ml、純培養状に分離したことから、本菌に
よる死産と診断。本分離菌はアミノ配糖体
耐性遺伝子を保有し、多剤耐性を示したが、
バンコマイシン耐性腸球菌ではなかった。
また農場の状況調査において分離されたE.f
aecalisも本菌と同様の性状を示した。日和
見細菌である腸球菌が原因菌であり、多剤
耐性であったことから、周産期等免疫応答
能低下時においては感染リスクの増大を考
慮に入れた飼養衛生管理と農場内での抗生
剤使用への留意の必要性を示唆。

149.Pasteurella multocidaによる乳用牛の
乳房炎：広島県北部家保 上川真希佳、細
川久美子

平成24年8月中旬、成牛等約30頭飼養する
酪農家で、成牛1頭（28か月齢、1産）の右
後分房の熱感、硬結及び乳汁中の凝塊物確

認。PLテスターにより凝集＋＋＋、色調＋。
【病性鑑定材料】右後分房の乳汁及び鼻腔
ぬぐい液。【結果】乳汁を塗抹した血液寒
天培地からムコイド状コロニーを1.3×10

4
c

fu/ml分離。IDテストHN-20ラピッド「ニッ
スイ」により、コードNo.7415750で100％Pa
steurella multocida （以下、Pm）と同定。
血清型はCarterのA型、Heddlestonの3・4型。
本菌はエリスロマイシンに耐性、セファピ
リン等複数の薬剤に感受性。鼻腔ぬぐい液
からは有意菌分離陰性。【対策】当該牛を
隔離し、感染乳は適切に廃棄。感受性薬剤
であるセファピリンナトリウムを乳房内に
注入後治癒。【まとめ】Pmによる乳房炎と
診断。血清型は呼吸器病を引き起こすもの
と同一であったが、発症原因の究明には至
らず。適切な対策により早期に治癒し、同
居牛にPmによる乳房炎及び呼吸器症状は認
められず。

150.遺伝子検査を取り入れた牛由来Mannhei
mia属菌の同定法の改善：山口県中部家保
大石大樹

M.haemolyticaには性状が非常に近縁な4
菌種が存在。過去にMannheimia属菌と推定
された47株について遺伝子検査法を用いた
菌種同定を実施。簡易同定キットではMannh
eimia属菌と判定されたのは37/47(78.7%)
株。6株は別菌種、4株は該当なしと判定。
溶血性を確認後、遺伝子検査法としてMulti
plexPCR(Alexander.2008:mPCR)により3菌種
を判別。mPCRで判別不能であった株につい
て16SrRNA領域の配列解析を実施。mPCRでは
43/47株(91.5%)はM.haemolyticaと判別され
全株溶血性。M.ruminalis 及びM.glucosida
と判別された株はなし。mPCRで判別不能の4
株のうち、溶血性の1株はM.varigenaと同定。
非溶血性3株はMannheimia属菌以上の同定は
不能。M.haemolyticaの同定には、溶血性を
確認後、mPCRを実施することが最も有用で
あると推察。新たに同定されたM.varigena
は臨床症状への関与は不明。本検査法を用
いて菌種同定を進め、より正確な診断に努
める。

151.牛のクロストリジウム感染症の診断状
況及び病理学的考察：山口県中部家保 入
部忠、大石大樹

牛壊死性腸炎や悪性水腫等の原因である
クロストリジウム属菌が関与した症例の解
析実施。結果：1) 牛壊死性腸炎は確定1例、
疑い5例。検査未実施除く全例A型菌。多く
は発症後24時間以内に急死。全例に小腸の
充出血、赤色腹水、病理組織学的に小腸の
長桿菌を伴う死後変化、肺のうっ血、水腫、
腎間質の出血等を確認。2) 悪性水腫は確定
2例、疑い1例。3例共夏季の急死例。全例に
皮下気腫、小腸の充血を確認。病理組織学
的には牛壊死性腸炎と類似。肺水腫、全身
組織の空胞形成はより顕著。発生状況、細
菌学的及び死後変化を含めた病理学的検査
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結果からクロストリジウム属菌の関与を疑
うことが可能であると判断。防疫対応事例
：肉用牛一貫農場で肥育末期の牛の死亡続
発。1、2例目は採材不足で断片的な所見の
みだが、解析結果と合致する臨床、病理所
見。3例目で細菌結果と併せ牛壊死性腸炎を
疑うと診断され、一連の死亡に本菌の関与
を疑いワクチン接種等対策の結果、終息。

152.牛ヨーネ病検査における課題と今後の
対応：高知県中央家保 濵田康路

牛のヨーネ病検査法については、食品衛
生法への対応のためスクリーニング法（以
下、S法）が導入。その後、エライザイ法（以
下、E法）における非特異反応への対応のた
め、リアルタイムPCR法（以下、rPCR法）が
条件付きで導入。来春にはE法に代わる確定
検査となる予定。このため、これらの検査
を巡る課題が発生。現在、S法によるキット
は2種類市販。しかし、当所での使用結果で
は、当該キット間の陽性率の差は約4.9倍。
この差は設定された検出感度の違いと考察。
このため、S法のキット選択によっては、陽
性頭数の増加、rPCR法による確定検査数増
加が発生。これにより、家保では検査検体
（糞便）の採取数の増加、農家では糞便採
取後に生乳廃棄する頭数の増加、rPCRを行
う当所では、煩雑な遺伝子抽出処理等に要
する時間の増加が課題。今後は、これらの
課題に対応するため、S法キットの選択や検
査人員の確保などが必要。

153.公共牧場におけるサルモネラ侵入対策
の結果と考察：愛媛県南予家保 峯森雄高、
高橋由美

H17～18年度、公共牧場への入牧希望農家
が多い地域において、牛サルモネラ症が発
生したことから、牧場への病原体の侵入を
防ぐため、H19年度から入牧予定牛（乳用育
成牛）全頭に行う検査項目に糞便を材料と
したサルモネラ検査を追加。現在までに入
牧前検査での陽性牛摘発はH19年度の1頭の
みであり、当該群は入牧不可。それ以外で
の摘発はない。H19～21年度の管内病性鑑定
結果では、下痢の症状が見られたもののう
ちサルモネラの関与が明らかとなったもの
は5件のみであった。また県下全域において
もH22年度以降は発生がない。そこで、H25
年度から入牧前サルモネラ検査の実施につ
いて、入牧前検査余剰血清を材料としてサ
ルモネラ死菌液を用いたスライド凝集法を
実施し、同法で陽性となった農家の入牧牛
に対しては従来と同様の検査を行うことに
より、牧場の清浄性を維持しつつ検査の省
力化、コスト低減を図ることが可能と考え
る。

154.和牛繁殖農家で集団発生した牛ボツリ
ヌス症の疫学的考察：愛媛県東予家保 大
饗英章、矢野克也

平成24年2月上旬、肉用牛繁殖農家1戸で

繁殖雌牛（以下、成牛）の約9割にあたる39
頭が後駆麻痺による起立不能及び呼吸麻痺
を主徴として死亡。病性鑑定の結果、D/Cキ
メラ型の牛ボツリヌス症と診断し、畜舎消
毒の徹底及びボツリヌス菌不活化ワクチン
接種を実施。感染源として疑われたサイレ
ージのほか、野鳥の糞便及び餌槽材料から
のボツリヌス検査は全て陰性。生存した11
頭のボツリヌス毒素抗体検査では、無症状
の育成牛5頭中3頭で128倍以上の高い抗体価
を確認。また生存した成牛5頭の全ては発生
後、持続的な食欲不振による削痩や無発情
を呈し、その抗体価は育成牛より低く推移。
このことから軽度に感染した成牛は持続感
染状態となり、育成牛にも感染していたこ
とが示唆。対応として臨床症状の観察等に
基づく積極的な感染牛の摘発・淘汰と適切
なワクチン接種が重要。同時期にカラスを
原因と疑う事例が香川県でも発生しており、
野鳥対策の重要性も改めて確認。

155.黒毛和種成牛に認めた深在性真菌症：
福岡県中央家保 吉川綾子、石田剛

平成24年6月3日、黒毛和種肥育牛（2歳、
去勢）が発熱のため抗生物質等による治療
を実施。24日目に死亡し、病性鑑定を実施。
解剖所見で第一・四胃粘膜面に潰瘍、肺及
び肝臓に出血、腎臓に白色巣、胸腔内に腫
瘤を多数確認。組織所見で第一・四胃、肺
及び肝臓病変部に真菌菌糸、胸腔内腫瘤に
リンパ様細胞の腫瘍性増殖を確認。免疫組
織化学的染色で第一・四胃、肺及び肝臓病
変部に接合菌抗原、第四胃及び肺病変部に
アスペルギルス属菌抗原を確認。末梢血に
異型リンパ球を認めず、牛白血病ウイルス
の抗体検査は陰性。主要臓器等から大腸菌
を多数分離し、真菌は分離陰性。当該牛は、
リンパ腫による免疫力低下と抗生物質の連
用により、真菌に日和見感染し、接合菌は
胃粘膜潰瘍部から侵入して、血行性に肺及
び肝臓に感染が拡大したと推察。

156.黒毛和種繁殖雌牛に発生したリステリ
ア症：佐賀県中部家保 中村陽介、三好洋
嗣

2012年6月末、繁殖雌牛39頭、子牛24頭を
飼養する黒毛和種繁殖農場において、4歳6
カ月齢の繁殖雌牛1頭が発熱、食欲不振の後、
起立困難、遊泳運動等の神経症状を呈し死
亡。病性鑑定の結果、リステリア症と診断
し、あわせて農場内の環境調査を実施。病
理組織検査では、大脳後頭葉、橋および延
髄における囲管性細胞浸潤ならびに微小膿
瘍の散在を認め、細菌検査により橋および
延髄からListeria monocytogenes（Lm）を
分離。血清型は4bで、AMPC、CEZ、KM、OTC
に感受性。環境調査では、子牛落下便、飼
槽拭取り、飼料稲ホールクロップサイレー
ジ（WCS）からLmを分離。血清型はすべて4b
で、薬剤感受性試験では病性鑑定牛から分
離された株とほぼ同様の成績。さらに、制
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限酵素ApaⅠ、SmaⅠを用いたパルスフィー
ルド電気泳動では、すべて同一の切断パタ
ーンを示し、WCSが発生原因となったものと
推察され、農場内の消毒の徹底と適正なWCS
作製と管理を指導。

157.哺乳牛に発生した大脳皮質壊死を伴う
カンジダ症：佐賀県中部家保 松尾研太、
中村陽介

平成24年2月22日に分娩された子牛1頭が
自力哺乳不能のため、人工初乳を投与。2月
24日早朝、当該牛を農場内水路で発見。起
立不能、間欠性痙攣、浅速呼吸、眼振を認
め、対症療法を実施。2月26日、眼振は消失
し起立可能となったが、背弯姿勢、右旋回
運動、歩様蹌踉を呈し3月4日に死亡したた
め、病性鑑定を実施。剖検では、脳脊髄液
の軽度貯留、肺左右前中葉辺縁部の暗赤色
化を認め、病理検査で、大脳皮質の層状壊
死、肺の異物散在と化膿性気管支肺炎、肝
臓の酵母様真菌を伴う多発性巣状壊死、第
一胃粘膜のびらんを認めた。細菌検査では、
肺からEscherichia coli、肝臓、腎臓、脾
臓からCandida tropicalisを分離。ウイル
ス検査では、異常産ウイルスのPCRを実施し、
全て陰性。病性鑑定の結果、哺乳牛に発生
した大脳皮質壊死を伴うカンジダ症と診断。
出生直後の大脳皮質壊死は稀で、Candida t
ropicalisによる菌血症を発症していたと推
察。

158.大規模酪農場におけるヨーネ病の清浄
化達成事例：熊本県城南家保 村田美聡

平成18年10月、大規模酪農場で家畜伝染
病予防法第5条の規定に基づくヨーネ病検査
で7頭を摘発。当該農場は異業種から新規参
入した農業法人で、フリーバーン、ロータ
リーパーラー方式で搾乳牛770頭飼養。清浄
化への取組として清浄化対策会議を開催し、
飼養衛生管理、本病防疫の重要性を啓発。
また、対策として糞尿の適切な処理、畜舎
消毒の徹底、哺乳子牛への感染防止、ハイ
リスク牛のとう汰を実施。採材人員確保の
ため、県内外から延べ79名の人的支援を受
けるとともに、連動スタンチョン未設置の
ため、搾乳時に採材し検査を実施。県牛ヨ
ーネ病防疫対策実施要領が改正される中、5
年間で延べ5,690頭を検査し、計16頭を摘発、
その他3頭を自主とう汰し、平成23年10月に
清浄化を達成。今後の対策として、飼養衛
生管理基準遵守の徹底及び導入時検査の徹
底。また、新規参入農場や規模拡大農場に
対し、家畜防疫の重要性を計画策定の当初
から周知しておくことが必要。

159.分娩前乾乳期に着目した牛乳房炎予防
対策普及推進の試み（第1報）：大分県豊後
大野家保 磯村美乃里

酪農経営安定に不可欠である乳房炎対策
のため、感染リスクの高い分娩前約10日（分
娩前乾乳期）の乳房炎治療効果を大分県内

では初めて調査。管内A及びB農場の牛27頭1
03分房を供試し、分娩前乾乳期に乳汁検査
を実施。乳汁検査では、CMT変法による凝集
判定、細菌検査及び薬剤感受性試験を行い、
その結果に基づいて分娩前に治療を実施。
また、この結果と乳汁性状（粘り）を比較。
その後分娩後約10日に同様の乳汁検査を実
施。その結果、分娩前に約半数の乳房炎分
房を確認。治療の結果、分娩後は84%の分房
が改善し、分娩前乾乳期検査及び治療の効
果を確認。分娩前乳汁性状は水飴状で正常、
水状で乳房炎の傾向を確認。この結果に基
づき分娩前乾乳期治療普及のため、家保、
普及、県酪農組合で連携し管内の希望農家
へ指導実施中。今後は同時に乾乳期の適切
な飼養管理技術の定着に努め、乾乳期に起
因する乳房炎の発生を抑えていくことが重
要と考える。

160.ヨーネ病スクリーニングエライザの比
較検討：大分県玖珠家保 矢崎竜
「ヨーネスクリーニング・プルキエ」（プ

ルキエ）及び「ヨーネライザ・スクリーニ
ングKS」（KS）の2種類の牛ヨーネ病スクリ
ーニング用エライザキットの検査結果を比
較検討。平成23年度実施のヨーネ病検査（プ
ルキエ使用）で陽性を示した45検体（うち
患畜2検体）についてKSを用い抗体測定を実
施。平成24年度実施のヨーネ病検査の検体4
3戸2,184検体（うち患畜1検体）についてプ
ルキエ及びKSを用い抗体測定を実施。

平成23年度実施のヨーネ病検査（プルキ
エ）で陽性45検体中、KSでも陽性を示した
のは9検体（20.0%）。 平成24年度実施の
ヨーネ病検査の検体43戸2,184検体で、プル
キエは38検体が陽性（陽性率1.74%）。また、
KSは7検体が陽性（陽性率0.32%）。両キッ
トで陽性を示したのは4検体。検体中、患畜
の検体はすべて陽性を示した。KSはプルキ
エより非特異反応が少なく、平成23年度で2
0.0%、平成24年度で18.4%にそれぞれ減少。

161.大分県内で過去5年間に分離されたMyco
plasma bovisの疫学的解析：大分県大分家
保 山本史子、宇佐家保 滝澤亮

県内で過去5年間に分離されたMycoplasma
bovis(Mb)の薬剤感受性試験を実施、国内報
告と比較。エリスロマイシン、タイロシン、
オキシテトラサイクリンに対するMICは国内
報告同様高く、リンコマイシン、チアンフ
ェニコールに対するMICは国内報告同様低か
った。エンロフロキサシン(ERFX)に対するM
ICは国内報告と比較して高値のため、ERFX
耐性株を用いたPFGE法による遺伝子学的相
同性比較を実施、5農場中2農場由来株の疫
学的関連が疑われた。この結果から、農場
外からERFX耐性株が侵入した可能性もある
と考察。さらに、1農場からは5年間同一のE
RFX耐性株が分離されており、一度農場内に
侵入したMbは定着しやすいと考察。Mbの薬
剤感受性試験には時間を要するため、一度M
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b感染症の発生があった農場は、定期的なモ
ニタリングを実施し、結果を治療に反映さ
せるなどの対策が必要であると考えられた。

162.黒毛和種若齢子牛に発生した深在性真
菌症：大分県宇佐家保 滝澤亮、廣瀬啓二

2012年4月生後19日の子牛が低体温、元気
消失を呈し死亡したため病性鑑定を実施。
患畜は両眼球の白濁、心臓に点状出血、肝
臓の退色、肺の一部硬結、矮小な胸腺、大
脳後葉部に血腫が観察。組織所見では、Y字
状で隔壁を有する菌糸を伴う壊死性化膿性
気管支肺炎と化膿性心筋炎、前眼房内には
線維素の重度析出、諸臓器に血栓が観察。
主要臓器からAspergillus様真菌のみが分
離。患畜は先天的な虚弱牛のため真菌が日
和見感染したと考察。ステロイド剤により
感染症が増悪し、真菌血症となり組織で血
栓を形成したと考察。Aspergillus属の病態
は粘膜下組織静脈に侵入後血栓を形成し、
静脈梗塞を生じること、主要臓器からAsper
gillus様真菌のみが分離されたことから、
真菌単独感染による稀な症例であったと考
察。家畜の深在性真菌症では対症療法や自
己免疫力に頼るのみである。闇雲な抗生剤
等投与による薬剤耐性菌の発現防止並びに
生産性向上のため有効な動物用抗真菌薬の
存在が必要。

163.黄色ブドウ球菌による乳房炎の効率的
な検査方法の検討：大分県豊後大野家保
山田倫史

牛乳房炎検査における黄色ブドウ球菌（S
A）の検索方法としてELISA法及び増菌法を
検討。ELISA法は、固相抗原にATCC29213株
を凍結破砕し、OD値1.0（650nm）に調整後2
50倍希釈したものが最も良好あり、乳汁中
に10４CFU/ml以上SAが分離された個体につい
て有意に陽性を示した（P＜0.05）。また、
SA以外の乳房炎牛の血清とは交差はなかっ
た。増菌法の検討は、定法と7.5%NaCl加TSB
にて増菌後、MSEで培養する方法とを比較。
定法で陰性の222検体中3検体が陽性。しか
し、陽性個体は経時的に連続して分離陽性
を示さず。よって、ELISA法は、スクリーニ
ングとして活用でき、増菌法は1個体あたり
複数回実施することで潜在性SA感染牛を摘
発する方法として有意義と推察。今後は、T
SSTやブドウ球菌産生エンテロトキシンに対
する抗体についても検討を行う。

164.管内酪農家のサルモネラ清浄化対策：
鹿児島県肝属家保 平田あゆみ

フリーストール方式で飼養する管内酪農
家において搾乳牛が次々と発熱、食欲不振、
水様性下痢等の症状を示す事例が発生した。
病性鑑定の結果、Salmonella Typhimurium
（ST）による牛サルモネラ症と診断した。
搾乳舎における浸潤度調査で100頭中64頭の
直腸便からST分離。関係機関と協力し、搾
乳舎の一斉消毒及び全頭検査、給与飼料変

更、生菌剤給与、抗生物質投与、発症牛・
排菌牛の隔離等の清浄化対策を実施した。
清浄化対策の結果、4回目の全頭検査で排菌
牛は3頭まで減少し､本症は沈静化したと推
察する。しかし､その一方で生乳の出荷規制
や生菌剤給与により560万円以上の損失とな
った。また治療費や死亡･淘汰、流死産にか
かる費用を加味するとさらに多額の損失と
なる。 発生から5ヶ月後、発症牛は認めな
いが、環境材料よりSTが分離され､保菌牛に
よる再発の可能性もあるため、今後も当該
農場における検査・指導及び本症の再発防
止対策の継続が肝要と考える。

165.Mannheimia属菌の同定検査及びMannhei
mia varigenaの病原性調査：鹿児島県鹿児
島中央家保 上村俊介

Mannheimia属菌にはMannheimia haemolyt
ica（Mh）を含む少なくとも5菌種が存在す
るとされている。これらの菌を市販の同定
検査キットを用いて同定すると、そのほと
んどがMhと判定されてしまい、正確に同定
することは困難である。鹿児島県でMhとし
て保存されている菌株についてAlexanderら
のPCR検査等を用いて再同定検査を行ったと
ころ、全保存菌株の約13%にあたる菌株がMa
nnheimia varigena（Mv）と同定された。M
vと判明した菌が分離された病性鑑定症例は
牛7例、豚2例であったが、その病原性につ
いてはMhと類似したものが多かった。しか
し、豚症例において腸炎病変部にMvが確認
されたことから、腸炎への関与が疑われた。
Mh以外のMannheimia属菌については、国内
での分離数が少なく、その病原性について
もまだ十分に解明されていない。今後、こ
れらの菌種同定を確実に行い、その病原性
調査を継続し疾病予防につなげられるよう
努めていくことが必要であると考えられる。

Ⅰ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

166.一肉用牛生産農場における小型ピロプ
ラズマの感染状況:青森県つがる家保 菅原
健、中村直子

平成23年7月、放牧衛生検査で放牧牛1頭
が小型ピロプラズマ（ピロ）による重度貧
血を呈した。当該放牧場整備以後、初めて
の重症例。同時に検査した同一農場2頭にも
ピロ増加を確認。これ以降の検査でも同農
場2頭が感染。特定農場の牛に集中して感染
がみられたことから、原因検討のため今年
度調査を実施。放牧前4月に当該農場の放牧
予定の繁殖雌牛28頭を検査し、8頭に感染を
確認。出生以降、舎飼していた子牛19頭を6
月から9月に約3週間隔で検査し、4頭の感染
を確認。飼育状況の聞き取り調査では野生
動物の畜舎内侵入の疑いあり。畜舎が牧場
敷地内に立地する状況に着目した統計解析
では、対象牛の畜舎が牧場敷地内に「ある」
と「ない」とでは放牧している牛のピロ感
染に差が有り。今後、畜舎内感染の経路特
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定のため畜舎内及び周辺のダニ生息状況や
垂直感染の調査が必要。放牧場で感染した
牛が畜舎内での感染源となり得るため、退
牧直前のダニ駆除剤塗布を含む対策も必要。

167.預託先牧場で発生した小型ピロプラズ
マ病への対応：東京都東京都家保 山本健
晴、長田典子

平成24年7月、都内酪農家の預託先である
北海道の牧場（X牧場）で小型ピロプラズマ
病が発生。発生時の預託状況は5戸34頭で、
同年9月より都内に帰還し始めた。過去、都
内自家放牧農家での本病発生時、コントロ
ールに時間を要したため、本件では直ちに
預託事業を行う農協と協議し、X牧場からの
帰還牛全てに血液塗沫検査を行うことにし
た。結果、12月までに帰還している10頭中4
頭で陽性（+～+++）。うち1頭（+++）が貧
血を呈した。4頭中3頭はX牧場でも陽性と診
断され治療を受けていた。陽性確認後、民
間獣医師と協力して治療と衛生指導を開始。
陽性牛のいる農家に当該牛の隔離と治療の
継続を指導し、放牧場所有農家には、放牧
を控えるよう注意喚起した。本対策で、農
家内での感染拡大の可能性は低いと思われ
るが、残る預託牛にも帰還時に検査を行い、
引き続き関係者との連携を密にしながら指
導の徹底を図る。

168.重篤な肝蛭症の対応と肝蛭生活環の再
現：長野県飯田家保 神戸三希

2012年2月、肉用牛繁殖農場で重篤な疾病
が発生。1ヶ月間に成牛4頭中2頭が死亡、1
頭が死産娩出。死亡牛は腹腔内に肝蛭幼虫
を認め、肝臓(胆管)、胆嚢、十二指腸内に
大量の肝蛭成虫を認める。死亡牛以外の牛
も下痢、貧血、好酸球の増加、肝酵素の上
昇、肝蛭卵などを認め、一連の疾病を肝蛭
症と診断。肝蛭感染経路解明のため農場調
査など対応を継続。6月、農場牛舎脇の水田
で大量のヒメモノアラガイ(貝)を確認。肝
蛭生活環の再現を試みるため貝を採取し当
所で飼育開始。7月、貝の体内に多数の肝蛭
レジア及びセルカリアを確認し動画撮影。8
月、貝の飼育容器中に肝蛭メタセルカリア
の付着を確認。これらから、この農場の肝
蛭は牛舎脇水田の貝を介して生活環を確立
していると確信。なお、2012年2月に成牛に
集団発生したこと及び同年11月に5ヶ月齢の
子牛に肝蛭卵を確認したことなどから、こ
の肝蛭症は2011年産稲わらの採食によるも
のと推察。

169.肝蛭の胎内感染による黒毛和種死産子
牛の一症例：長野県松本家保 矢彦沢小百
合

県内の黒毛和種繁殖農場で2012年2月から
3月初旬に肝蛭の関与が考えられる下痢、死
亡及び死産が発生。死産子牛について病理
組織検査を実施。剖検では肝臓は赤黄色か
ら赤褐色、やや硬結で暗赤色の小さな斑を

散見。組織学的には肝臓では変性した好酸
球・好中球の浸潤を伴う出血壊死巣が多発
性に認められ、その周囲にマクロファージ
浸潤や膠原線維による被包化を観察。肝蛭
虫体は確認されなかったが、これらを虫道
と推察。胆嚢では線維化がみられ、肝門リ
ンパ節及び空腸では好酸球浸潤を確認。肝
臓を抗Fasciola hepatica家兎血清で免疫組
織化学検査をした結果、肝蛭で死亡した成
牛と同様、虫道に陽性反応を確認。さらに
胸水について肝蛭虫体のパラフィン包埋切
片の使用による間接蛍光抗体法を実施した
結果、肝蛭に対する1024倍の抗体を確認。
以上から死産子牛は肝蛭の胎内感染による
肝蛭症と診断。

170.肝蛭症の衛生指導～水槽からの感染を
疑う事例～：岐阜県西濃家保 棚橋美和、
長谷川幹治

県食肉衛生検査所から管内牛肥育農家の
肝蛭寄生の情報提供を受け、農場立入調査
を実施。また過去の肝蛭症・胆管炎の状況
を把握するため、と畜検査結果を調査。出
荷牛の約半数が摘発をされていたが、枝肉
成績は良好。農場でも臨床的に異状を認め
なかったが、糞便検査で肝蛭卵を検出。聞
き取り調査で給与粗飼料からの感染を否定。
牛舎環境では水槽内外に巻貝が生息し、水
槽を介した肝蛭の生活環が成立するため原
因と疑う。畜主に駆虫と衛生対策を指導す
るも、高齢、労働力不足や設備投資困難を
理由に対応には消極的。巻貝の一部がヒメ
モノアラガイと確認し、再度畜主へ肝蛭対
策の必要性を説明したところ、若干意欲を
示したが対応は進まず。家保の指導・協力
の下、清掃作業を実施し畜主は水槽の清掃
を必要と認識した。清浄化に向けた課題は
まだ多く残るが、関係機関との連携の下、
引き続き粘り強く改善指導を続けていきた
い。

171.公共育成牧場の小型ピロプラズマ病発
生事例と対策：鳥取県鳥取家保 小谷道子、
寺坂理恵

管内公共育成牧場において、ホルスタイ
ン種育成牛の貧血・削痩を確認。小型ピロ
プラズマの寄生を認めたため舎飼いとし、
補液・鉄剤・抗生物質等を投与するも回復
は認めらず、更に貧血を呈する牛が増加。
育成牛群では26頭中24頭（92%）、妊娠牛群
では74頭中44頭（59%）で貧血を確認し、9
頭が流産。アナプラズマ、大型ピロプラズ
マ等との共感染を否定し、Theileria orien
talis（1型及び2型）の濃厚感染と診断。牧
野ではフタトゲチマダニが多数確認され、
小型ピロプラズマ媒介の可能性を示唆。そ
の後、牧野の掃除刈り、2週間間隔で2種類
の薬剤を用いたダニの駆除、PCV値を指標と
する早期発見・治療を等の対策を講じたう
えで放牧を再開。発症頭数は減少、病状は
軽度化したものの発生は継続。今後は牧野
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管理の徹底、媒介ダニの汚染実態把握に基
づくダニ駆除の強化、定期的な血液検査に
よる早期発見等による長期的な清浄化対策
が必要。また、治療薬の製造再開、ワクチ
ン開発にも期待。

172.肥育牛の導入時発育ならびに枝肉成績
と寄生虫卵保有に関する一考察：島根県江
津家保 合津幸江

平成24年8～11月に管内肥育4農家の導入
牛47頭、出荷牛27頭の糞便内寄生虫卵検査
を実施。導入牛は寄生虫卵陽性率と子牛市
場時の発育、出荷牛は寄生虫卵陽性率と肥
育成績の関連を調査。導入牛のコクシジウ
ムオーシスト陽性率63.8%、線虫卵陽性率22.
6%。出荷牛のコクシジウムオーシスト陽性
率63.0%、線虫卵陽性率11.1%。いずれもほ
とんどが少量寄生で臨床症状を示すものは
わずか。導入牛は、いずれの寄生虫卵も検
出されなかった61.5％が発育判定4以上。出
荷牛はコクシジウムオーシストの検出数が
少ないほど、枝肉の脂肪交雑等級が上昇す
る傾向あり。以上より、少数の寄生虫保有
でも子牛の発育や肥育牛の肉質等級に影響
を及ぼす要因の1つと推察され、肥育農家あ
るいは肥育素牛生産農家が予防的に内部寄
生虫を駆除することは、十分費用対効果が
あると考察。

173.管内和牛農家での子牛下痢症対策（第2
報）：高知県中央家保嶺北支所 山﨑慎一
郎、高橋徹

和牛農家おける子牛疾病の低減は、生産
性向上と経営安定化に重要。平成17～21年
度の子牛疾病別診療割合で下痢症74%。死亡
事故原因割合でも、分娩事故に次いで高い3
6%。このため、ウイルス性、細菌性下痢対
策として、牛下痢5種混合不活化ワクチンを
接種、診療回数は低減（第1報で報告）。今
回は、下痢原因として、次に高い寄生虫性
下痢の対策を報告。多発農家20戸で、平成2
1年度から抗コクシジウム剤の予防的投与を
実施。結果、取組前年間100件前後の診療件
数は、平成21年度50件、平成22年度10件、
平成23年度8件と激減。また、ウイルス性、
細菌性下痢症を併発する農家5戸に、牛下痢
5種混合不活化ワクチンを併用。下痢発生件
数は平成20年度111件から平成23年度34件と
低下。また、診療回数も同年度223回から47
回と減少。死亡件数は同年度3件から0件。
地域全体で取組前200件前後の下痢発生件数
は、取組後60件。死亡事故は皆無。大幅に
改善。

Ⅰ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄
養・栄養代謝障害

174.オホーツク管内で発生した子牛の肢端
壊死4症例：北海道網走家保 吉田美葉、藪
内雪香

平成23年5月に1週齢で導入した黒毛和種1

頭の両後肢の球節と尾末端部分が導入後1カ
月で壊死・脱落。同年9月の病性鑑定の結果、
肺と気管からマイコプラズマを分離、その
他病原体は検出されず。病理検査では、化
膿性肺炎を認めるも、外傷や免疫介在性疾
患を疑う所見は認められず。発症時期が5月
のため、凍傷及び寒冷過敏症は否定。母乳
を原因としたフェスクフットを疑うも、母
牛の飼料については詳細な調査ができず、
麦角アルカロイド（EA）の関与は不明。以
上から原因究明には至らなかった。管内で
は他に平成23年2月に黒毛和種1頭、平成24
年2月にホルスタイン種2頭で同様の症状が
認められたが、病性鑑定が実施できず、い
ずれも原因は不明。肢端壊死の原因究明の
ためには、類症鑑別の実施とともにEA中毒
を視野に入れて検査材料を早期に適切に採
材し、検証することが必要。

175.十勝管内の過去5年の牛異常産原因検索
成績：北海道十勝家保 太田永恵、伊藤満

平成19年4月～24年6月の5年3カ月間の異
常産原因検索依頼278検体を対象に調査。異
常産原因は感染性74検体（27%）［細菌性22
検体（8%）、寄生虫性26検体（9%）、ウイル
ス性26検体（9%）］、非感染性26検体（9%）
［胎盤異常17検体（6%）、奇形7検体（3%）、
吸引性肺炎2検体（0.7%）］、原因不明178検
体（64%）。細菌性はリステリアが2検体の
他は腸内細菌等、寄生虫性は全てネオスポ
ラ症、ウイルス性はアカバネ病が4検体、牛
ウイルス性下痢・粘膜病（BVD-MD）が22検
体。細菌性は日和見感染が疑われる環境由
来菌のため、衛生管理の徹底が重要。ネオ
スポラ症は水平感染を疑う事例もあり、犬
や野生動物の侵入防止対策が重要。アカバ
ネ病は平成22年度の散発例のみ。BVD-MDは
胎子のほぼ全臓器から遺伝子が検出される
が、分離は一部の臓器のみ。今回の調査で
は小脳形成不全等の先天異常はなかった。
初妊牛での発生が多く、初回人工授精前の
免疫の賦与が重要と判断。

176.1酪農場で発生したほ育牛のホルマリン
中毒：岩手県県南家保 阿部憲章、熊谷芳
浩

2012年3月、乳牛150頭(成牛130、子牛20)
中、ほ育牛10頭が、発酵乳の給与後に虚脱、
流涎及び呼吸速迫を呈し、治療するも、12
時間以内に9頭死亡。2頭の剖検により胃内
容の刺激臭と、第四胃及び十二指腸粘膜の
うっ血及びカタル性炎を確認。同農場では
蹄浴に用いた後のホルマリン容器を洗浄後、
発酵乳の調整に流用。発生時の当該容器内
の残存ガスと発酵乳から検知管や比色法で
ホルムアルデヒド(FA)を検出。HPLCによるF
A濃度(μg/ml)は発酵乳：21,226、剖検牛(N
os.1,2)の第一胃内容：344、223、同血清：
0.52、0.45、推定摂取量は364～1,132mg/体
重kg。死亡牛5頭の血液検査により、FA代謝
物であるぎ酸の増加(22±16mg/l、4/5頭か
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ら検出)、脱水(Ht:53±12%)、代謝性アシド
ーシス(カリウム:9.7±4.2mEq/l)を確認。F
A残存の容器を発酵乳の調整に用いた失宜に
より発生したFA中毒と診断。比色法とHPLC
によるFA値(n=4)の相関はR²=0.99で、前者
は診断に有用。

177.黒毛和種牛の新生胎子に見られた中皮
腫の一症例：宮城県仙台家保 曽地雄一郎、
西清志

繁殖牛9頭を飼養する黒毛和種牛繁殖農家
で、難産のため帝王切開で娩出した新生胎
子が著しい腹囲膨満を呈し、出生直後に死
亡。剖検で腹水が約20L貯留、腹腔内臓器漿
膜面に直径数㎜～15㎝、乳白色の無茎状腫
瘤が播種性に増殖。腹腔臓器の実質及び粘
膜面、胸腔内臓器等は著変認めず。病理組
織学的検査で腫瘤は単層の立方上皮様腫瘍
細胞が樹枝状に増殖し間質を外張り。腫瘍
細胞はクロマチンに富む類円形核を有し、
細胞質は豊富なものから乏しいものまで多
彩。一部には高分化した高円柱状腫瘍細胞
も認められ、腫瘍細胞の表面には分泌顆粒
や線毛様構造を確認。PAS染色では腫瘍細胞
の間質に上皮性粘液のムチンの存在が強く
疑われたが、cytokeratin AE1/AE3、viment
in抗体を用いた免疫染色では共に陽性。以
上のことから本症例を中皮腫と診断。ムチ
ン産生性中皮腫の報告はヒトでは数例ある
ものの、牛では非常に稀な症例であり、本
症例はこれに類似すると考えられた。

178.黒毛和種繁殖雌牛におけるオナモミ中
毒と培養細胞を用いた毒性評価の試み：宮
城県仙台家保 髙野泰司、西清志

オナモミ中毒の原因物質であるカルボキ
シアトラクティロシドは、機器分析や動物
接種試験が報告されているが、標準品が入
手困難であることや機器の未整備に加え、
動物使用の倫理的問題等から毒性評価に苦
慮。今回、ウシ腎由来株化細胞を用いて評
価法を検討。材料は、平成22年12月、黒毛
和種一貫経営農家で、4日間で繁殖雌牛50頭
中5頭が急死した事例。うち、1頭の病性鑑
定実施。剖検所見は心外膜の出血斑、肝臓
の脆弱化、第一胃内容物中に1.2%のオナモ
ミ果苞を確認。組織所見は小葉中心性肝細
胞壊死。血液生化学検査ではGlu低下及びAS
T著増。河川敷刈草を用いた給与飼料中に9.
6%の果苞を確認。果苞摂取量は1.92kgと推
定。以上よりオナモミ中毒を疑った。細胞
濃度、前培養および感作時間等を検討した
結果、果苞抽出物は、2000cells/well播種、
48hr前培養下で、感作24hr後に細胞生存率
の顕著な低下を示し、診断の一助となるこ
とを示唆。

179.頚部胸腺腫脹を伴わない胸腺型牛白血
病の一例：山形県中央家保 高野儀之

今回、頚部胸腺の腫脹を認めず、胸部胸
腺にのみ腫脹を呈した胸腺型牛白血病の稀

な症例に遭遇したので、その概要について
報告する。平成24年2月12日、乳用牛（ホル
スタイン、雌、4歳）が、食滞様症状を呈し、
治療を受けるも好転せず。同月16日に心外
雑音聴取、頚静脈怒張を呈し、予後不良と
判断、同月28日に病性鑑定殺。外貌で、頚
静脈怒張、胸垂の冷性浮腫を認め、剥皮後
の胸垂部には皮下、筋間水腫を認めた。胸
部胸腺は著しく腫脹、肥大し、食道を圧迫。
頚部胸腺は痕跡程度に残存、著変認めず。
病理組織学的には、胸部胸腺、肺門リンパ
節でリンパ球様腫瘍細胞が充実性、び漫性
に増殖。腫瘍細胞はほぼ球形～不整形の核
を有し、大小さまざま、核分裂像、二核の
腫瘍細胞も認めた。これらの腫瘍細胞は、
免疫組織化学的検査で、CD3陽性、CD79α陰
性。ウイルス学的検査では、牛白血病ウイ
ルス抗体陰性。以上の検査結果より、胸腺
型牛白血病と診断。

180.黒毛和種親子に発生したエンドファイ
ト中毒：福島県県中家保 穗積愛美、松本
裕一

黒毛和種繁殖牛120頭、肥育牛630頭飼養
する農場において、2011年6月上旬に購入し
た輸入ストローを1日当たり繁殖牛約4kg、
肥育牛約2kg給与。8月上旬までに体格の小
さい繁殖牛4頭とその子牛2頭（3、4ヶ月齢）
に歩様異常、肩部や腹部の筋肉の局所的な
痙攣などの神経症状が見られ、症状は音の
刺激等のストレス負荷により顕著化。稟告
と臨床症状から輸入ストローの関与が疑わ
れたため給与を中止し、子牛は離乳。血液
生化学検査では、GOT、GGT及びCPKが上昇。
ストローは穂の特徴からペレニアルライグ
ラスと判明、鏡検でエンドファイト菌糸を
確認。ロリトレムB濃度は1,600ppb。給与中
止後は症状が軽減し続発なし。以上から、
エンドファイト中毒と診断。原発事故によ
る自給飼料不足、販売業者や利用者の知識
不足によっておきたと推察。哺乳中の子牛
にも同様の症状を認めたことから母乳を介
してエンドファイト毒素を摂取した可能性
が考えられた。

181.繁殖和牛の冬季放牧における代謝プロ
ファイルテストの応用：茨城県県北家保
山口大輔、楠原徹

稲WCSを利用した繁殖和牛の冬季放牧に代
謝プロファイルテスト（MPT）を応用し、放
牧期間中の健康状態を調査。放牧開始から1
～2か月目にMg及びT-cho低下、NEFA増加、
同時期に体重減少、コルチゾール増加。放
牧牛には寒冷ストレスに加えて放牧ストレ
スが発生し、その対応により飼料摂取量及
び消化率が低下したことで体重が減少。退
牧後は全頭が正常分娩し、産子の健康状態
は良好。放牧牛は大子町（県北降雪地域）
の冬季環境に適応できると考えられたが、
放牧ストレスを低減させるには放牧前に対
象牛の馴致が望ましい。飲水量の低下によ
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ってHt及びAlb比が増加。臨床的に脱水症状
を呈した放牧牛はなかったが、冬季放牧で
は飲水量の低下に留意する必要あり。GGTの
高値での推移は、入牧前から退牧までCPが
充足していない飼養状況を反映。CPなどの
充足率などに留意する必要あり。MPTから健
康状態に影響がないことが示唆され、稲WCS
を利用した繁殖和牛の冬季放牧は可能。

182.黒毛和種子牛にみられた上衣芽腫の1症
例：群馬県家衛研 横澤奈央子

県内の肉用牛農場において、5カ月齢の雄
の黒毛和種1頭が多量の発汗とふらつきを呈
したのち、沈鬱状態となった。予後不良と
診断され、発病から14日後に病性鑑定を実
施。剖検では大脳が腫脹、側脳室内は鶏卵
大の境界明瞭な腫瘤で占拠され、脳室は拡
張。組織学的検索で、腫瘤は出血や壊死が
強く、細胞質に乏しく核が類円形から立方
状を呈する腫瘍細胞で構成され、有糸分裂
像や血管周囲性ロゼット形成もみられた。
免疫組織化学染色で、腫瘍細胞はビメンチ
ン陽性、サイトケラチン陰性、GFAP及びS-1
00蛋白が一部で陽性。以上より、子牛の側
脳室に形成された上衣芽腫と診断。腫瘍に
より大脳が圧迫され、神経症状を呈したと
推察。牛における上衣芽腫の発生は稀であ
るが、神経症状を起こす感染性疾患、中毒
性疾患、代謝性疾患等と類症鑑別が必要な
重要な症例であると考えられた。今後は若
齢牛で神経症状を呈する症例の病性鑑定で
は、上衣芽腫を含む脳腫瘍を考慮すること
が必要。

183.低マグネシウム血症の関与を疑った乳
牛の死亡事例：埼玉県中央家保 曾田泰史

平成23年9月から平成24年1月にかけて一
酪農家で乳牛5頭が分娩後に低体温と起立不
能を呈し、4頭がCa剤の治療に反応せず死亡。
起立不能牛と同居牛各1頭の血清および死亡
牛1頭を用いて病性鑑定を実施。血液生化学
検査において起立不能牛はGlbと蛋白質が増
加、尿素窒素とMgが低下。同居牛はAlbと蛋
白質が増加、Mgが低下。稟告から平成23年
夏に高蛋白質飼料に変更した後に死亡が続
発したことが判明。飼料変更前に採取した
保存血清の検査で群としてAlbが増加してお
り、長期的に飼料からの蛋白質摂取が過剰
であったことが疑われた。高蛋白質飼料は
食餌からのMg吸収を低下させ、低Mg血症に
より周産期低Ca血症を引き起こす。本例で
は血中Ca濃度は正常だったが、Ca剤投与の
影響と考えた。以上から、長期的な蛋白質
摂取過剰に加え、さらに蛋白質含量が高い
飼料に変更したことにより血中Mg濃度が低
下、Ca濃度も低下して起立不能や死亡に至
ったと推察した。

184.牛死産胎子にみられた軟骨異形成（ブ
ルドッグ型）：埼玉県中央家保 平野晃司、
油井武

黒毛和種繁殖牛が死産し、胎子に上顎短
小のブルドッグ様顔貌、頭蓋のドーム状肥
大、口蓋裂、四肢の短小と湾曲等の奇形を
認めた。剖検では四肢骨端部の軟骨の増生、
脊椎骨の肥大と湾曲、気管壁の重度肥厚、
側脳室の拡張を認めた。組織学的には四肢
骨と脊椎の骨端軟骨板で軟骨細胞が正常な
配列を乱しながら不規則に増生し、軟骨内
骨化不全を認めたため、本症例を軟骨異形
成（ブルドッグ型）と診断した。褐毛和種
の軟骨異形成の原因とされているLIMBIN遺
伝子の変異について、肝臓を用いたPCR-RFL
P法により検索を行ったが本症例では変異は
認められなかった。黒毛和種の軟骨異形成
の発生要因は、いまだ症例数も少ないため
今後の検討課題である。

185.施灸を活用した繁殖改善指導：東京都
東京都家保 片岡辰一朗、木村真奈

八丈支所では牛の繁殖指導、家畜人工授
精を実施。管内1酪農場において、施灸を活
用した繁殖改善指導を実施。当該酪農場は、
搾乳牛25頭を飼育。育成牛を含む未経産牛5
頭は公共牧場へ預託。平成23年3月1日から
繁殖改善指導を開始したが、このときの繁
殖成績は、初回授精日数154.8日、発情発見
率39.8%、空胎率60%、空胎日数179.6日と早
急な改善が求められる状態。繁殖改善指導
は、畜主による発情発見率の向上、長期空
胎牛の解消を目標として実施。分娩後発情
回帰の明瞭化と子宮環境の改善を目的とし
た分娩後施灸、人工授精後の受精・受精卵
着床促進を目的とした人工授精後施灸を実
施。繁殖改善指導の結果、平成24年3月1日
現在の繁殖成績は、初回授精日数141.8日、
発情発見率44.4%、空胎率32%、空胎日数82.
6日と改善。今後、繁殖成績の維持・向上が
重要であることから、畜主による発情発見
率の向上等の指導を重点的に実施。

186.乳用牛タイストール牛舎における飛節
周囲炎発生状況：石川県北部家保 丹羽竜
祐

乳用牛の飛節周囲炎はタイストール牛舎
で日常的にみられ治療、予防が困難。発症
低減を目的に管内を調査。13戸363頭を対象
に飛節周囲炎の評価、日齢、体高（H）、牛
床長さ（L）、H/L比、馬せん棒高さ、サイ
ドパーティション長さ（S）を調査。飛節周
囲炎の評価はスコアリング（スコア0：異常
なし、スコア1：腫脹軽度で触診にて疼痛な
し、スコア2：腫脹軽度で触診にて疼痛あり、
スコア3：腫脹重度）後、左右平均値1以上
を発症、2以上を重症とした。農場ごとに重
症率を算出し飼養環境について比較検討。
発症率とH/L比及びSにおいて相関を認めた。
飼養環境の比較では運動場併設、ゴムマッ
ト設置で低い重症率。発症率算定は飼養環
境を客観的に示すと考察。H/L比の相関から
牛床の延長で予防効果が期待できるが実施
困難なため、ゴムマット設置や小型の血統
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を選ぶことで重症率を低減している事例を
参考に今後指導を予定。

187.リンパ節転移が認められた肉用子牛の
悪性中皮腫：福井県嶺南家保 山崎俊雄、
田中知未

肉用子牛が、発育不良、腹部膨満を呈し、
5か月齢で死亡。剖検の結果、多量の血様色
の腹水貯留と大網に腫瘤を形成し、胸腔を
強く圧迫。腫瘤は小腸漿膜や腸間膜に粒状
に散在。肺や骨盤腔内のリンパ節も腫大。
腫瘤は包膜に弾力があり、割面は脆弱で暗
赤色を呈し、大網や腹腔内臓器と強固に癒
着。病理組織学的検査の結果、腫瘤表面に
類円形から立方形の上皮様細胞が乳頭状に
増殖。内部は同様の細胞が胞巣状や腺管状
に増殖。間質結合組織は乏しく網目状に認
める。腫瘍細胞の実質臓器への浸潤増殖は
なく、リンパ管およびリンパ節への転移を
観察。腫瘤の特殊染色の結果、酸性ムコ多
糖類を腫瘤組織内に多数観察。上皮性腫瘍
でみられる基底膜構造はなく、鍍銀線維を
間質結合組織の血管周囲にのみ観察。免疫
組織化学的検査の結果、多くの腫瘍細胞が
ケラチン陽性、一部でビメンチン陽性を示
す。以上より、悪性中皮腫と診断。リンパ
節転移を伴う稀な症例。

188.ロボット搾乳農場で発生した飼養管理
上の問題点とその対策：兵庫県姫路家保
武田圭生、田原和彦

平成24年4月から管内ロボット搾乳農場で
繁殖成績、生産乳量、乳質を改善指導。繁
殖指導の一環として、牛群内容、牛群コン
ディションの確認、繁殖台帳の整備と定期
繁殖検診を実施。また乳質改善の目的で乳
質データの分析と個体乳成分および細菌検
査、乳頭口検査を実施。繁殖成績は個体繁
殖管理の徹底により良化。生産乳量は繁殖
成績の良化に伴い回復。乳質においては乳
質改善への意識改革と飼養衛生・搾乳衛生
の見直しを実施。搾乳ロボットには乳量、
搾乳回数、濃厚飼料の摂取量等の個体情報
が毎日蓄積され、これらの情報を有効活用
することで、効率的な生乳生産、作業の省
力化、生乳生産コストの低減が可能。しか
し、ロボット搾乳牛群は牛に触れる機会が
少なく、このことが牛群管理上の問題点と
なることも判明。今後は、牛群管理の確認
のため牛群検定に加入し、乳質改善にも積
極的に取組む。

189.病性鑑定子牛における発育不良と第Ⅰ
胃の発達状況調査：兵庫県洲本家保 亀山
衛、八巻尚

病性鑑定牛を対象に発育不良子牛の第Ⅰ
胃を調査。H24年4～12月期の剖検症例42例
の第Ⅰ胃形態を観察。対象牛は1.8～15.8カ
月齢、発育不良は27例(64%)。鑑定結果は、
肺炎29%、下痢26%、虚弱子牛症候群（虚弱）
11%、奇形10%、外傷10%等。形態観察は、絨

毛密度、絨毛長、絨毛幅、筋層幅を測定。
絨毛発達の良否は同月齢個体で外観と計測
値で比較判定。発達の悪い症例（絨毛不良）
は12例(29%)、色調は茶褐色～黒色、形状は
葉状、硬化した絨毛も有り。発育不良と絨
毛不良の関連を見るため、各不良の有無で
４分類し比較検討。①両不良[無]は13例、
外傷(31%)、奇形(23%)、肺炎(15%)他、②発
育不良[有]・絨毛不良[無]は17例、下痢(53
%)、虚弱(17%)、肺炎(12%)他。③発育不良
[無]・絨毛不良[有]は2例（肺炎、膀胱破
裂）、④両不良[有]は10例、重度肺炎(70%)
他（下痢、虚弱等）。発育不良（27例：②
④）は、下痢、肺炎、虚弱が多く、絨毛不
良（12例：③④）は、肺炎が多かった。

190.1農場で発生した集団起立不能事例：鳥
取県倉吉家保 渡邊祐治、岡田綾子

平成24年3月10日、11日、乳用育成牛125
頭の農場で、同一牛房の18ヶ月齢ホルスタ
イン牛4頭が突然起立不能。原因究明のため、
牛ボツリヌス症、牛リステリア症、エンド
ファイト中毒、硝酸態窒素中毒検査の結果、
すべて陰性。解剖所見、細菌学、生化学、
病理組織学検査からも、原因の特定には至
らず。本症例は過去に県内で発生した牛ボ
ツリヌス症疑い事例（同一時期、同一カ所
で発生、起立不能以外、特に異常は無く、
生化学的検査、解剖所見に著変が無い）に
酷似。原因と思われる餌（ラップサイレー
ジ）の給与中止、牛舎消毒等の対策を実施
後、続発はない。

191.牛白血病（皮膚型）の発生事例：鳥取
県倉吉家保 永田麻理子

平成24年9月、管内酪農家の牛1頭で全身
皮膚に直径2cm大の腫瘤が多発。皮膚腫瘤生
検材料のスタンプ標本の顕微鏡観察および
病理組織学的検査から、牛白血病（皮膚型）
と診断し畜主の依頼により鑑定殺。腫瘤の
浸潤は真皮組織までに限局し、全身諸臓器
およびリンパ節に著変は認められず。剖検
時の血液検査では白血球数7900/μl。病理
組織検査では腫瘤部皮膚の真皮組織に異型
リンパ球の腫瘍性増殖。腫瘍細胞の核分裂
像や核濃縮像も多発。抗CD3抗体を用いた免
疫染色により、腫瘍細胞はTリンパ球である
事を確認。皮膚型牛白血病は長い経過では
皮膚病変が退縮し腫瘍細胞が内臓に転移・
死亡する事もあるとされるが、今回は病変
が皮膚に限局し肉眼・組織学的いずれも腫
瘤の退縮所見は認められず。畜主が腫瘤の
体表への広がりを発見してから剖検までが
短期間であったためと考察。

192.新生子牛の皮膚に認められた多発性血
管芽細胞腫：岡山県井笠家保 田中恵、秦
守男

平成24年7月、管内酪農家で体表の十数ヶ
所に腫瘤が形成されたホルスタイン雄子牛
が1頭出生。腫瘤は左右非対称に発現し、暗
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赤色でピンポン玉大からこぶし大に隆起し
被毛なし。腫瘤は徐々に拡大したため予後
不良と判断し、12日齢で鑑定殺。剖検では、
腫瘤形成は皮膚に限局し、他臓器への転移
は認めず。病理組織学的に、皮膚腫瘤は豊
富な毛細血管と、その周囲に増殖する類円
形から短紡錘形の細胞境界不明瞭な血管周
皮細胞様間質細胞で構成され、真皮から皮
下織に充実。腫瘍細胞の細胞質は好酸性で、
空胞をもつものもあり、泡沫状を呈してい
た。渡辺鍍銀染色にて、血管肉腫や血管腫、
横紋筋・平滑筋由来腫瘍、脂肪組織由来腫
瘍、繊維芽細胞由来腫瘍とは異なる特徴を
示したが、免疫組織化学検査で間葉系由来
腫瘍であることを確認。本症例は新生子牛
の皮膚に認められた多発性血管芽細胞腫と
診断。血管芽細胞腫の国内発生報告は過去
に1例のみで、非常に稀な症例である。

193.丘疹状皮膚炎を示した牛の診断事例：
岡山県津山家保 高見剛

管内の黒毛和種において丘疹状の皮膚炎
を示した2症例に遭遇。1例目は18ヶ月令の
肥育牛で、胡桃大～拳大の丘疹が後躯、特
に臀部、会陰部、乳房に顕著。腫瘍を疑い
病性鑑定依頼。組織の病理検査において真
皮組織の好酸球浸潤が顕著であり、アレル
ギー性皮膚炎と診断。その後症状は改善し
た。2例目は10ヶ月令の肥育牛で、拇指大～
鶏卵大の丘疹が全身、特に頚部、会陰部に
顕著。皮膚型白血病を疑い末梢血の塗沫を
行ったが、リンパ球の異常、白血球数の増
加は認められなかった。成牛型白血病ゲル
内沈降反応も陰性。末梢血液像において好
酸球が29%と多く、肥満細胞腫、アレルギー
性皮膚炎を疑い丘疹部の病理検査をしたと
ころ、真皮組織に顕著な好酸球の浸潤と水
腫、皮下組織では血管周囲性に好酸球が浸
潤。肥満細胞は少数。最終的にアレルギー
性皮膚炎と診断。経過観察を行ったところ
約3ヶ月後には丘疹がほぼ完治。

194.新生子牛における歯肉の血管過誤腫：
岡山県岡山家保病性鑑定課 橋田明彦

和牛繁殖農家で平成24年4月13日に出生し
た3日齢の子牛が食欲不振を呈したため受
診。下顎右第一切歯の歯肉内側に拇指頭大
の腫瘤を確認、5日齢時に摘出。肉眼所見で
は腫瘤は乳頭状でやや分節し、いくつかの
亀裂を認めた。表面は黄褐色または灰白色
で付着部はやや発赤。弾力がなかった。病
理組織学的には、腫瘤深部において大小不
同で不規則な管腔を持つ小血管が増生。ひ
とつの血管における内皮細胞の数は多く、
卵円形で管内に突出していたが、細胞の異
型性及び有糸分裂像は認められず。血管腫
と比較して間質結合組織は疎らで水腫様を
呈し、その組織が占める割合は多く、少数
の赤血球や好中球等を認めた。腫瘤表層で
は、潰瘍や裂溝を形成し、ほとんどの粘膜
上皮は壊死または脱落し、多数の菌塊を含

んでいたが、一部に残された粘膜上皮は有
棘細胞の増殖により肥厚。以上から本症例
を、血管過誤腫と診断。国内においては牛
における歯肉での発生報告がなく、貴重な
症例であった。

195.酪農家の下痢症対策と初乳検査の有用
性：広島県北部家保 細川久美子、保本朋
宏

酪農家で下痢を呈する哺乳牛の病性鑑定
及び給与初乳の細菌学的検査を実施。1材料
と方法1）糞便8検体：寄生虫学的検査、細
菌学的検査、ウイルス学的検査実施。2）初
乳（①未消毒のバケットミルカーで採取、
②消毒済バケットミルカーで採取、③消毒
済バケットミルカーで採取後60℃30分処理）
について、細菌学的検査実施。2成績1）13
日齢の糞便：クリプトスポリジウムオーシ
スト検出。3～4週齢の糞便：7検体中6検体
からコクシジウムオーシスト検出。有意菌
分離陰性、ロタウイルス陰性。2）①生菌数
2×10

5
～∞cfu/ml、うち大腸菌群数1.6×10

5
～1.16×10

7
cfu/ml。②生菌数8.2×10

4
cfu/

ml、うち大腸菌群数2×103cfu/ml。③生菌
数6×10

4
cfu/ml、大腸菌群分離陰性。3対策

：バケットミルカーの消毒。初乳の60℃30
分処理。駆虫薬投与プログラム作成。畜房
の清掃及び消毒。対策後哺乳牛の下痢は終
息。哺乳牛で下痢発生農場に対し、糞便検
査と同時に初乳検査の実施も有用。

196.子牛の白筋症と同居牛の血中セレン濃
度：山口県西部家保 横山明宏、中谷英嗣

黒毛和種繁殖農家(繁殖牛5頭、子牛3頭)
の子牛1頭(4日齢)が起立不能を発症。当該
子牛の血液、血清及び各種臓器を採取し、
病理解剖学的検査、病理組織学的検査、生
化学的検査及びウイルス学的検査を実施。
また、同居牛全頭の血液生化学的検査、飼
料及び土壌のセレン(Se)含有量検査を実施。
当該子牛において骨格筋の褪色及び硝子様
変性、血中Se濃度の欠乏(26.9ng/ml)、血中
ビタミンE(VE)濃度の充足、CPK･GOT･LDHの
高値。同居牛で血中VE濃度充足の一方、繁
殖牛は3頭で血中Se濃度不足(37.7～45.5ng/
ml)、子牛は全頭欠乏(18.6～23.9ng/ml)。
飼料(自家産粗飼料：0.01mg/kg未満)及び土
壌(0.001mg/l未満)で低Se状態。以上より当
該牛を白筋症と診断。低Seの土壌で栽培さ
れた粗飼料の給与により母牛の血中Se濃度
が不足し、新生子牛のSe欠乏を誘引したと
推察。当該農家へSe添加の指導を実施。指
導2ヶ月後、血中Se濃度の上昇。適正なSe給
与の必要性を確認。

197.輸入乾草による牛のエンドファイト中
毒：山口県中部家保 山下太郎、小川賀雄

平成24年4月、イタリアンストローとして
輸入された乾草が約4kg/頭給与されていた
約9か月齢のホルスタイン4頭に起立不能を
認めた。翌日、新たに１頭が起立不能とな
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ったが給与飼料を輸入乾草から自家産乾草
に変更した結果、2週間以内に全頭起立。発
症牛の血液、輸入乾草について検査を実施
した結果、血清GOT、LDH、CPKが高値であり
血中ビタミンB1濃度は基準値内。輸入乾草
の草種はペレニアルライグラスと判明し、
種子にエンドファイト菌糸を確認。エンド
ファイト毒素であるロリトレムB濃度は1,80
0ppb、エルゴバリン濃度は550ppbと高値で
あり、硝酸態窒素含有量は249ppmと低値。
本事例では、臨床症状、輸入乾草のロリト
レムBが高値であったこと、ビタミンB1欠乏
症、硝酸塩中毒などの類症疾病が否定され
たことからエンドファイト中毒と診断。ま
た、本事例は早期に飼料の変更を行ったた
め、発症牛は回復したと推察。輸入ペレニ
アルライグラスの単独給与を控えるよう継
続指導が大切。

198.良質乳の生産に向けて：香川県西部家
保 澁市さつき、合田憲功

農家自らが乳汁の培養検査を行うことに
より搾乳衛生意識を向上させ、良質乳の生
産を目指すため、安価（60円/枚）な検出紙
を用いた方法を検討。管内酪農家25戸のバ
ルク乳をブドウ球菌用及び大腸菌群用検出
紙で24時間培養。農家毎に各菌の汚染状況
が異なる結果となり、培養後の検出紙を用
いて、視覚に訴えることによる搾乳衛生指
導を実施。農家自らが、農場で検出紙によ
る乳汁の培養を行うための簡易な方法を検
討。インキュベーターの代用品として「ウ
エットティッシュウォーマー」および「ペ
ット用ホットカーペット」が培養方法とし
て利用可能。また、乳房炎原因菌検出への
利用を検討するため、乳房炎乳23検体を検
出紙及び定法で培養。ブドウ球菌用検出紙
では22検体で検出。定法では8検体でブドウ
球菌を分離。定法との一致率は36.4%。大腸
菌群検出紙では15検体で検出。定法では3検
体で大腸菌群を分離。定法との一致率は20.
0%となり、検査手技の検討が必要。

199.管内酪農家における難治性乳房炎対策
：香川県西部家保 今雪幹也、笹田裕司

管内酪農家で難治性乳房炎を防除するた
め、その原因菌となる緑膿菌と黄色ブドウ
球菌（以下SA）について検査を実施（H23、
H24年度）。検査方法は、まず、バルク乳で
スクリーニング検査を実施し、陽性農場は、
個体乳検査等を実施。H23年度、バルク乳検
査では緑膿菌：5/15農場、SA：6/15農場で
検出、さらに各菌陽性農場の個体乳検査で
は、緑膿菌：4/152頭、SA：12/201頭で検出。
対策として、家畜診療所と協力し、治療、
盲乳、淘汰を実施。併せて、搾乳衛生講習
会を開催。H24年度、バルク乳検査では、緑
膿菌は5/14農場で検出も、個体乳からの分
離なし。SAはバルク乳：3/14農場、個体乳
：11/110頭（うちH23年度からの継続発生1
農場9頭、新発生2農場2頭）で検出。本対策

により、個体乳から緑膿菌が分離されなく
なったが、SAについては、継続発生農場及
び新発生農場もあったことから、今後、治
療牛の継続検査及び定期的なスクリーニン
グ検査の実施（半年に1回程度）が必要。

200.新生子牛にみられた単一臍帯動脈と先
天性奇形：香川県東部家保 瀬尾泰隆

単一臍帯動脈とは胎子期に2本の臍動脈の
うち1本が欠損する先天性異常。ヒトでは約
1%の頻度で発生し、合併奇形（心臓・泌尿
生殖器系）を伴うことがある。牛では、国
外で単一臍帯動脈と合併奇形（循環器系、
消化器系、泌尿生殖器系）について報告例
があるが、国内での報告は少ない。今回、8
月15日に共済獣医師から鎖肛の新生子牛の
病性鑑定依頼あり。当該牛は、1日齢の雄の
交雑種。解剖の結果、単一臍帯動脈、ファ
ローの四徴、鎖肛、多嚢胞腎、尿膜管遺残、
小眼球、無尾などを確認。結果、新生子牛
の多発性奇形と診断。牛の合併奇形におい
て、臍帯異常を伴う報告はまれである。今
後、臍帯の観察に注意が必要。

201.放牧繁殖子牛に見られたチカラシバ採
食による胃多発性膿瘍：愛媛県南予家保
高橋公代、森岡聖子

平成24年11月、管内の繁殖和牛72頭の飼
養農家で、初生時から放牧していた1カ月齢
子牛1頭が可視粘膜黄染と白痢を発症。治療
後も衰弱が進み、体温低下(36.0℃)、起立
不能で、鑑定殺を実施。剖検で第一胃～第
三胃粘膜面にチカラシバの小穂が多数刺入
し、その部位に膿瘍を確認。第三胃漿膜面
全体に直径約1～2cm大の膿瘍が多発性に隆
起して膵臓と癒着し、膵臓及び十二指腸を
圧迫。病理検査では、多発性膿瘍を伴う化
膿性壊死性胃炎、肝臓の重度胆汁色素沈着
を確認。血液検査では総ビリルビン値(T-Bi
l)とγ-グルタミルトランスフェラーゼ値（G
GT）がそれぞれ24.8㎎/dl、234IU/dlと顕著
に上昇。本症例は、子牛の第三胃粘膜面に
刺入したチカラシバを原因とする膿瘍が、
十二指腸の胆管開口部付近を圧迫したこと
による閉塞性黄疸と診断。チカラシバの穂
は硬く、通常牛は全く嗜好性を示さないが、
今回の事例は、母牛の乳房付近等に付着し
た小穂を哺乳時に子牛が誤食した可能性を
想定。当該農場の他の放牧子牛に異常は認
められていない。

202.代謝プロファイルテストと牛群検定成
績を活用した農家指導の1事例：福岡県両筑
家保 福島瑞代

管内酪農家1戸で給与飼料設計変更2～3か
月後に分娩前後及び代謝疾患の死廃事故増
加。すぐに蛋白質飼料のオカラ8kgを4kgに
減。その効果判定を代謝プロファイルテス
ト(MPT)3回(約1.5年)で実施。その結果、牛
群はオカラを減じる前に肝機能が大きく低
下し、減じた後はその回復に1年以上を要し、
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回復に従って死廃事故も激減。これにより
ルーメン環境が好転し蛋白質飼料利用も促
進したため飼料中のエネルギー不足が判明。
未だ蛋白質飼料過剰であり、さらにオカラ4
kgを止め、エネルギー飼料ビートパルプ1kg
を追加。この後、牛群検定成績で栄養状態
をモニター。JMRの短縮や代謝病減少となっ
たが、まだエネルギー飼料不足状態で乳量
や生殖器病に影響が出ることを予測。この
ため飼料給与内容の再確認、分娩後のエネ
ルギー飼料の添加を実施中。牛群に重大な
問題が生じた場合、MPTで根本的な原因を把
握し改善し、その後牛群検定成績で長期的
に状況を把握することは重要。

203.レチノール不足が疑われた異常産への
対応：長崎県県南家保 木山勇介、松田廣
志

平成24年4月下旬から6月上旬、飼料費用
低減を目的とした飼料給与体系の黒毛和種
繁殖農場2戸で、流産、死産および早産が多
発し、病性鑑定を実施。事例①は繁殖母牛4
50頭を飼養、給与飼料は、イタリアンライ
グラスストローおよび肥育後期用配合飼料。
病性鑑定の結果、繁殖母牛群のレチノール
欠乏およびβ-カロチン欠乏を確認。良質粗
飼料の給与、繁殖ステージに応じた給与量
の変更および応急的にビタミン剤の投与を
指導し、以後続発無し。事例②は繁殖母牛6
7頭を飼養、給与飼料は菌床サイレージ、豆
腐粕および稲ワラ。病性鑑定の結果、繁殖
母牛群のレチノール欠乏を確認。飼料給与
量増加並びに、にんじんおよび生草給与を
指導。以降1ヶ月毎の血液検査によりレチノ
ール値改善およびβ-カロチン値の上昇を確
認。以後の発生は1例。類似の事例を未然に
防止するため、情報の発信、注意喚起、必
要な調査、検査および指導をすることが必
要。

204.代謝プロファイルテストによる褐毛和
種繁殖成績向上への取組（第二報）：熊本
県中央家保 前淵耕平、井出清

代謝プロファイルテスト（MPT）と飼料給
与診断による牛群検診は、農場の飼養管理
上の問題を明確化し、農家意識の向上が見
込まれる。平成23年から褐毛和種繁殖成績
不良A、B農場と優良C農場で、MPTと飼料給
与診断を開始。平成24年は冬、春に実施。
牛群を授乳期、維持期、妊娠末期にステー
ジ分類し、A、Bを繁殖和牛MPT基準値及びC
と比較して評価。Aは妊娠末期の低Glu、高
遊離脂肪酸（FFA）からエネルギー不足、高
βヒドロキシ酪酸（BHB）からケトーシスを
疑い、これらは増飼未実施に起因と考察。B
では妊娠末期の高Albから脱水、高乳酸から
ルーメンアシドーシス、低BHBからルーメン
発酵不良、低Glu、高FFAからエネルギー不
足を疑い、これらは飲水量不足に起因した
と考察。両農場に改善を指導し、MPT開始前
後で年間平均JMR（繁殖遅延日数）の低下を

確認。季節毎のMPTは、年間を通した飼養管
理の改善、繁殖成績向上に有用。

205.大脳皮質壊死症の真症と疑い事例：熊
本県阿蘇家保 齋藤靖正、中嶋達彦

平成23年6月から1年間に、和牛において
起立不能等の神経症状を主徴とする症例が2
例発生。症例1は肉用牛繁殖経営農家におい
て、長期の下痢で継続治療していた5ヵ月齢
の離乳直後子牛2頭で同時に発生。血液生化
学検査および診断的治療としてビタミンB1
製剤の投与を実施。ALP、ASTおよびGLUが高
値。診断的治療に反応し、ビタミンB1欠乏
症の疑いと診断。症例2は肥育素牛育成経営
農家において、導入後2ヵ月経過した6ヵ月
齢の子牛で発生。剖検後、大脳への紫外線
照射、細菌および病理組織学的検査を実施。
主要臓器に著変なし、大脳皮質の自家発光
を確認、細菌分離陰性および大脳皮質深層
で層状の虚血性壊死像を認め、大脳皮質壊
死症と診断。症例1は配合飼料不足および長
期の下痢、症例2は粗飼料不足が発症要因、
両症例ともに離乳、導入等のストレスが発
症誘因と推察。今後、子牛育成期における
適切な血中ビタミンB1濃度維持の重要性を、
他農場へ啓発する必要があると認識。

206.乳用子牛の起立不能事例に基づく飼養
管理改善への取り組み：大分県大分家保
佐伯美穂、足立高士

大規模酪農家で子牛の起立不能や突然死
の続発した事例に遭遇。7ヵ月齢の子牛の起
立不能事例について病因検索を実施。外貌
所見は発育不良、後肢の強直および後弓反
張、解剖学的所見は未発達な第一胃絨毛、
血液生化学的検査は血清マグネシウム（Mg）
とビタミンAの低値。さらに3ヵ月齢以上の
同居牛の血液生化学的検査においても血清M
gとビタミンAの低値。哺育・育成舎の管理
状況調査の結果、労働力の減少に伴い、哺
育舎では月齢の把握がされないままに代用
乳のみの飼育が漫然と行われ、育成舎では
全体的に発育不良であることが判明。飼養
管理に課題が多く認められたため、家畜保
健衛生所、診療獣医師、県振興局および県
酪とで速やかに指導体制を構築。省力化の
ための預託事業の活用、給餌内容の見直し、
哺育舎の改修等の指導を実施。起立不能等
の事例は終息。今後も、飼養管理に起因す
る疾病等については関係機関と連携をとり、
迅速な対応をとることが重要と考えられた。

207.全身の異常な出血傾向を示した乳用子
牛の一症例：大分県玖珠家保 西田清実

2012年9月、管内酪農家で8日齢のホルス
タイン種が全身皮膚から滲むような出血を
呈し死亡したため病性鑑定を実施。血液検
査で著しい血小板の減少及び貧血を認めた。
細菌学的検査では主要臓器からの菌分離お
よび炭疽陰性、ウイルス学的検査ではBVD-M
D、悪性カタル熱等についてはすべて陰性。
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若齢子牛が異常な出血傾向を示して死亡す
るBovine neonatalpancytopenia（以下BNP)
が2007年以降ヨーロッパで確認。北海道で
も類似の症例が1件発生。病理組織学的検査
ではBNPの特徴的な所見である骨髄形成不全
は認められず。遺伝病の牛白血球粘着性欠
如症の因子については父方、母方の父牛い
ずれも保有せず。また当該子牛の父牛の精
液は海外輸入され国内でも広く普及し、発
症例数より遺伝病の可能性は低いと考える。
出血を引き起こす殺鼠剤など中毒の可能性
も低い。原因は不明であり継続した調査が
必要。

208.オナモミ中毒が疑われた黒毛和種繁殖
牛の死亡事例：宮崎県宮崎家保 遠矢宏美、
丸田哲也

黒毛和種繁殖農家にて野草給与開始2日後
に複数頭が起立不能、神経症状、眼充血、
流涎、開口呼吸等を示し、3日間で計7頭が
死亡。死亡牛1頭の病性鑑定、発症牛および
同居牛の血清生化学検査を実施。剖検では
肺に間質性肺気腫、肝臓に微小出血班及び
白斑、赤褐色半透明腹水の貯留を確認。第
一胃内容から内容物1kg中平均45個のオナモ
ミ種子を確認。病理組織学的検査では肝臓
に小葉中心性のうっ血、び漫性の核濃縮を
伴う肝細胞変性、肺にび漫性うっ血、小葉
間水腫を観察。生化学検査では発症群はAST
が699～1000U/l、GGTが152～353U/Iと高値
を示し、Gluが4～16mg/dlと低値を示した。
今回の症例はオナモミ種子を最小致死摂取
量(体重の0.3%)以上摂取していたこと、生
化学検査でオナモミ中毒の特徴である肝機
能障害及び低血糖が認められたことから一
連の繁殖牛の死亡はオナモミ種子による中
毒と判断。

209.ヒメユズリハ(Daphniphyllum teijsman
ii)による放牧牛の中毒疑い事例：鹿児島県
鹿児島中央家保 道永絵美子、石井択径

ヒメユズリハ(Daphniphyllum teijsmani
i)は多くのアルカロイドを含む。過去にヒ
メユズリハによる中毒の報告事例なし。管
内1農場においてヒメユズリハによる中毒を
疑う事例が発生。黒毛和種繁殖牛33頭を飼
養する農家にて、運動場内の木が倒れ葉に
採食痕が認められてから5日以内に、放牧牛
13頭のうち5頭が食欲不振及び起立困難を発
症し、うち4頭が死亡。倒木は葉及び果実等
の特徴よりヒメユズリハと同定。死亡牛1頭
の病理解剖の結果、血液凝固不全及び心内
膜の出血が認められ、第一胃内から倒木の
葉及び果実を検出。病理組織学的検査では
心内膜及び間質の出血、肝臓で出血及び壊
死、脾臓でリンパろ胞の核崩壊を伴うリン
パ球減数、赤脾髄のヘモジデリン沈着を確
認。血液生化学検査で発症牛にて肝酵素及
びビリルビンの高度な上昇を確認。発生状
況及びユズリハ属の中毒と症状が類似して
いることから、本事例はヒメユズリハによ

る中毒が疑われた。

Ⅰ－５ 生理・生化学・薬理

210.アガロース膜電気泳動法による牛のク
レアチンキナーゼアイソザイムおよびアイ
ソフォーム：岩手県中央家保 佐藤千尋、
大山貴行

牛でのクレアチンキナーゼ（CK）アイソ
ザイムやアイソフォームの分析はあまり活
用されていない。そこで、アガロース膜電
気泳動法で正常値および疾病時の変化を検
討。材料は、臨床上健康な年齢の異なる黒
毛和種20頭、ホルスタイン種26頭、罹患畜
として大脳皮質壊死症（CCN）5頭、セレン
欠乏（起立不能）牛6頭。健康牛のCKアイソ
ザイム・アイソフォームは発育に伴い変化、
哺乳牛はBB、MM、ミトコンドリアCK（mCK）
の3分画だが、育成牛はBB、MM、Other-1、m
CKの4分画に、成牛はMM、Other-1、mCKの3
分画に分離。MMアイソフォームは哺乳牛でM
M3分画が多いが、育成および成牛ではMM1が
主体。一方、CCNや起立不能牛の一部ではMM
の陽極側に健康牛で認めない1本のバンドOt
her-2が出現し、MMアイソフォームでMM2あ
るいはMM3の割合が増加する個体が散見。今
後はOther-1およびOther-2分画の由来と起
立不能におけるMMアイソフォームが変化す
る意味の検討が課題。

211.分光蛍光光度計を用いた血中ビタミンA
の簡易迅速測定法：群馬県家衛研 大場浩
美、横澤奈央子

高速液体クロマトグラフィー(HPLC)法に
よる血中ビタミンAの測定は、抽出操作が煩
雑なため、時間と経費を要する。レチノー
ル結合蛋白質と結合したレチノールが紫外
線により蛍光を発する特性を利用し、分光
蛍光光度計を用いた直接蛍光法によるビタ
ミンAの測定法を検討。材料は乳用牛育成期
5頭、搾乳期16頭、乾乳期6頭、肉用牛肥育
終了期8頭の計35頭の血漿。血漿の希釈及び
蛍光波長の測定条件を変えて蛍光強度を測
定。その結果、血漿を蒸留水で10倍希釈、
励起波長335nm、蛍光波長510nmの条件でHPL
C法と高い相関（r=0.911)を確認。35検体の
測定はHPLC法では約6時間を要するが、直接
蛍光法では約1時間に短縮。試薬もHPLC法で
はエタノール、ヘキサン、2-プロパノール
を要するのに対し、直接蛍光法では蒸留水
のみとなる。本法はHPLC法との相関が高く、
迅速かつ経済的で、血中ビタミンAの簡易測
定に有用であると考えられる。

212.簡易測定法による粗飼料中のβ-カロテ
ン含量の測定：石川県南部家保 植田寿美、
高井光

県単独事業である「能登牛1,000頭生産体
制整備事業」において、ビタミンA（V.A）
制限給与指導を適切に行うため、給与粗飼
料中のV.A前駆物質であるβ-カロテン（カ
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ロテン）含量の測定を試みた。10農家より
採取した粗飼料10品種・20サンプルを用い、
新潟県農業総合研究所が開発した簡易分析
法により測定。その結果、品種別ではイタ
リアンライグラスサイレージ31.5mg/kg、オ
ーツヘイ1.8mg/kg等、10品種中8品種が日本
標準飼料成分表に示す値（成分表値）の範
囲内であったが、ヘイキューブは1.7mg/kg
と成分表値より低かった。また同一品種間
では、稲わら0.7～3.0mg/kg、スーダングラ
ス0.3～4.5mg/kg等、かなりの差が認められ
た。今回、カロテン値が成分表値より低い
粗飼料の存在や、同一品種間でも大きなば
らつきがあることが明らかとなった。当簡
易測定法によるカロテン測定は、V.A制限給
与による肉質向上や適正な飼養衛生管理指
導に際し有用である。

213.第10回長崎全共における血液生化学検
査成績と肉質の関連：岐阜県岐阜家保 三
浦久美子、古田淳

第10回全国和牛能力共進会(全共)に向け
て測定された各種血液生化学検査結果と得
られた枝肉成績について関連性を検討。調
査対象は、全共出品候補として選抜された1
4戸87頭の黒毛和種肥育牛で、調査期間は平
成23年5月から平成24年8月で約6、12、16、
21ヶ月齢時の計4回実施。検査項目は、血漿
にて高速液体クロマトグラフィーを用い、
ビタミンA（VA）、β-カロテン（β-c）、ビ
タミンE（VE）の3項目を測定し、血清にて
乾式臨床化学分析装置を用い総コレステロ
ール（TC）など６項目について測定。その
結果VA、β-c、VE、TCの値の推移は、農家
ごとに特定の傾向あり。また、VEとTCの間
に正の相関（ｒ＝0.67 p＜0.05）がみられ
たが、各血液生化学検査成績と肉質（BMS）
の間には相関はみられず。同一の群でVA、V
E、TCが斉一に推移していても、枝肉成績が
不均一であった例もあったため、今後は肥
育期の飼養管理以外の要因も合わせて要検
討。

214.飼料添加物残留検査法の検討：大阪府
大阪府家保 神原正

生乳の飼料添加物残留検査では、テトラ
サイクリン（TC）類（オキシテトラサイク
リンおよびクロルテトラサイクリン）とバ
シトラシンを個別に検査しており、操作が
煩雑であるので同時検査が可能かどうかを
検討。 材料は生乳32検体を用い、高速液
体クロマトグラフィー（HPLC）で実施。バ
シトラシンは従来Wanら（2006）の方法で抽
出を行っていたが、TC類の公定法で抽出を
試みた。その結果TC類の公定法でバシトラ
シンも従来法と同様に抽出できることが判
明。HPLCによる検出は、TC類の移動相では
バシトラシンが検出できず、バシトラシン
の移動相ではTC類が分離できず、同時検出
は困難。 従来TC類とバシトラシンの検査
は個別に行っていたが、抽出については同

時検査が可能となり、検査に要する時間と
コストが大幅に削減。HPLCによる同時検出
については、今後も検討したい。

215.各種の外感作が血清中脂溶性ビタミン
濃度に与える影響：兵庫県姫路家保 松本
拓也、岩木史之

ビタミン測定の正確性を確保する上で問
題となる、各種外感作の影響(凍結融解の反
復、光感作、空気酸化)を検証。凍結融解の
反復(1～3回)を行った検体を比較、有意差
を認めず。標準品への紫外線照射(365nm)で、
ビタミンA(V.A)、βカロチン(BC)は照射10
分以上で有意に減少。血清への紫外線照射(3
65nm)ではV.A、BCは10分以上、ビタミンE(V.
E)は30分以上の照射で有意に減少。直射日
光への曝露は9月でV.Aは20分以上、BCは10
分以上、V.Eは30分以上の曝露で有意に減少。
12月でV.Aは20分以上、BCは30分以上の曝露
で有意に減少。検体前処理時の人工灯曝露、
空気酸化の影響を検討。褐色試験管での操
作と透明試験管での操作を比較、透明試験
管は有意に濃度が減少。窒素ガス乾固と混
合空気乾固を比較、混合空気で有意に濃度
が減少。検体は常に遮光、前処理時に褐色
試験管、窒素ガスの使用が必須。今後は全
血への影響、血漿への影響について検討が
必要。

216.光および熱感作が牛血清中脂溶性ビタ
ミン濃度に及ぼす影響：和歌山県紀北家保
鳩谷珠希、豊吉久美

ビタミンAやビタミンEなどの脂溶性ビタ
ミンは光や熱に不安定とされているが不明
な点が多い。今回、牛血清と全血を光およ
び熱感作後、血清中ビタミンA（レチノール）
およびE（α-トコフェロール）濃度を測定
し、その影響を調査。血清の太陽光感作に
より両ビタミン濃度は感作30分以降有意に
減少、60分感作での減少率はそれぞれ77%、
87%でレチノールの方が大。真空採血管に採
取した全血の太陽光60分感作により、両ビ
タミン濃度に有意な変化なし。血清のLED感
作によりα-トコフェロールのみ150分で94%
に有意に減少。血清の56℃30分の加熱処理
により両ビタミン濃度に有意な変化はなく、
非働化した血清でもビタミン測定可能と判
明。以上より血中ビタミンAおよびE測定に
おいて、最も注意すべき点は検体の太陽光
（直射日光）からの遮断であり、血液採取
後は検体を野外に長時間放置しないことが
必要。

217.ここ数年の牛の血中ビタミン検査の概
況：鳥取県倉吉家保 水野恵、小林朋子

近年和牛肥育農場においてはビタミンA制
限飼育方式における飼養管理技術向上の目
的で血中ビタミンA濃度等の測定依頼が多
い。その中で平成21年には肥育中期から後
期にかけて1ヶ月毎に経時的採血を行い、管
理者が異なる3農場のビタミンA等の推移を
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調べた。また平成23年には導入時のビタミ
ンAレベルを測定。その後牛舎毎に給与メニ
ューを変え、1ヶ月後に追跡検査を実施し、
導入直後の給与メニューの違いによる制限
開始前のビタミンAレベルを確認した。また
県内乳牛育成牧場においては繁殖成績向上
等のための定期的な血液検査を実施する中
でβ-カロチンを含む血中ビタミン濃度を測
定。飼料メニュー変更による変化や、長期
間にわたる時期的な推移を確認した。

218.黒毛和種肥育牛における血中ハプトグ
ロビンの検出と血液生化学性状の関連性：
島根県家畜病鑑室 松尾治彦、安部茂樹

県内黒毛和種肥育牛582頭の血中ハプトグ
ロビン（Hp）濃度を測定し、血液生化学性
状との関連性を検討。調査は、肥育ステー
ジを前期、中期、後期、仕上げ期に分け、H
p濃度170μg/ml以上をHp陽性とし、各ステ
ージでHp陽性率を算出。Hp陽性牛群と陰性
牛群の2群間で血液生化学性状について比
較。Hp陽性率は市場導入牛において導入後2
ヵ月以内で38.8%と高率に検出。導入直後の
輸送、群編成および飼料の変更などのスト
レスの影響と推察。血液生化学性状につい
ては、血中ビタミンA濃度はHp陽性牛群が陰
性牛群と比較して、中期を除く3ステージで
低く（P<0.05orP<0.01）、BUNは前期および
後期で低かった（P<0.05orP<0.01）。これ
は、ストレスによるビタミンAの消費亢進お
よび飼料摂取量の低下と推察。血中Hp濃度
の測定は、血中ビタミンA濃度やBUNと併せ
て評価することで、肥育素牛の導入時なら
びに肥育期間中のストレス指標の1つとして
活用できる可能性あり。

219.公共牧場における黒毛和種雌牛の代謝
プロファイルテストからみた繁殖成績と今
後の方策：愛媛県中予家保 篠藤倫子、今
井士郎

管内公共牧場に放牧した黒毛和種繁殖牛
の代謝プロファイルテスト（MPT）を実施し、
摂取した栄養成分の過不足を評価すること
で放牧牛の栄養バランスと繁殖成績を調査。
平成23年～24年の各年4月～11月の間に放牧
された187頭（H23：104頭、H24：83頭）の
うち、継続調査可能であった経産牛145頭（H
23：72頭、H24：73頭）について、放牧前、
放牧中期、後期、退牧後の血液性状値及び
血中ビタミン濃度を測定。主な栄養摂取源
となる放牧地の草生調査はコドラート法で
行い、飼料成分分析を実施。結果、MPTでは
放牧期間中のTcho値、BUN値、AST値、GGT値
が全頭で上昇傾向を示し、エネルギー過剰
の状況が示唆された。原因として放牧地の
乾物中粗蛋白含量が高い（平均16.25%）こ
とが考えられたが、放牧期間中の受胎率はH
23：82.9%、H24：91.4%と良好。MPTからみ
た栄養状態が繁殖成績に及ぼす影響は小さ
いと考えられた。

220.牛血清中ハプトグロビン(Hp)の臨床応
用に関する検討：愛媛県家畜病性鑑定所
鈴木麻有香

Hpは牛の急性期蛋白であり、炎症マーカ
ーとしての利用が普及しつつある。各種疾
病におけるHp動態調査及び臨床応用を目的
に、ヘモグロビン結合アッセイ法により調
査を実施。その結果、病鑑依頼牛の平均Hp(単
位μg/ml)は、呼吸器病2007±2202(n=42)、
下痢239±177(n=15)、不受胎607±599(n=7)。
下痢やウイルス性肺炎ではHp上昇はほぼ認
められなかったが、それ以外では既報どお
り上昇。臨床応用調査では(1)長距離輸送後
の乳牛の平均Hpは419±381(n=38)、うち10
頭(26.3%)がHp500以上で、無症状でも輸送
ストレスの影響を示唆。(2)A酪農家の哺育
牛48頭中5頭(2～9日齢)でHp500以上に上昇、
採材時にはいずれも無症状であり、発症リ
スク牛の早期発見に有用。(3) B繁殖農家で
経時的にHpを測定、不受胎牛1頭が高値で推
移し廃用処分。以上のことから、Hpは早期
の疾病対策及び廃用判定における補助的指
標として利用可能。

221.肉用牛における血清酢酸濃度の有用性
の検討：長崎県中央家保 横山竜太

食肉センターに搬入された牛の血清およ
び第一胃液13検体、36～290日齢の黒毛和種
子牛血清35検体、6～28か月齢の黒毛和種肥
育牛血清294検体について、血清酢酸濃度を
ガスクロマトグラフで測定し、第一胃液内
揮発性脂肪酸(VFA)との関連、子牛の発育お
よび肥育牛の産肉成績との関連を調査しそ
の有用性を検討。血清酢酸濃度は第一胃液
内酢酸濃度と正の相関(r=0.60)、第一胃内V
FA産生を反映。子牛では、日齢とともに上
昇、βヒドロキシ酪酸(BHB)とr=0.51、腹囲
の発育とr=0.69で正の相関、BHBより精度の
高い発育指標として有用。肥育牛では、生
後19か月齢までは上昇、ビタミンAと負の相
関(r=0.41)。産肉成績では、脂肪交雑(BMS)
と弱い正の相関(r=0.31)。12～19か月齢の
酢酸上昇期でBMSNo.8以上とNo.7以下で平均
値に有意差(p<0.001)があり産肉成績の指標
として有用性が示唆。

222.大分県における黒毛和種肥育牛の血中
ビタミンA及びE濃度が枝肉形質に与える影
響：大分県大分家保 安達恭子、伊藤雅之

2005～2011年に枝肉市場に出荷された黒
毛和種肥育牛のⅠ期(12-14カ月齢)、Ⅱ期(1
6-18)、Ⅲ期(22-24)に測定した血中ビタミ
ンA(VA)・ビタミンE(VE)濃度が枝肉形質に
与える影響を、変量効果を考慮した混合モ
デルによる母数効果の有意性検定(GLMTEST)
プログラム(Moriyaら、1998)を用い分析。V
AではⅠ・Ⅱ期の皮下脂肪厚と正、Ⅱ期のBM
S No.と負の相関。BMS No.と皮下脂肪厚へ
の影響が逆の関係を示したことは、筋肉内
と皮下では脂肪細胞の発生過程が異なると
示唆。12カ月齢以降、血中VA濃度を50IU/dl
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程度に維持することが効果的であると推察。
VEはⅡ期でDG、Ⅲ期で枝肉重量、DG、バラ
厚と正の相関、皮下脂肪厚と2次の回帰式を
示した。VEは採食量の指標となり、採食量
増加により16カ月齢以降でDG、22カ月齢以
降で枝肉重量やバラ厚の増大が示唆。

223.ヒトのアミノ酸系除草剤中毒診断法の
牛への応用：鹿児島県鹿児島中央家保 石
井択径

牛血清からのグリホサート（GLYP）又は
グルホシネート（GLUF）含有除草剤検出法
を検証。GLYPは、ヒト血清用HPLC法（既報）
のサンプル前処理過程における除蛋白法を
限外ろ過に変更して、GLUFは既報に準じて
実施。凍結保存黒毛和種牛血清を用いた添
加回収試験では各々84.3～87.0%、86.5～10
0.1%の良好な回収率を得、HPLCクロマトグ
ラムに妨害ピークなく定量可能。しかし、
ビタミンA欠乏症による死亡牛の溶血血清1
検体では、HPLCクロマトグラム上のGLYPの
保持時間付近に複数の妨害ピークが、上記
血清と生存新生子牛の溶血血清においては、
いずれもGLUFの保持時間付近に妨害ピーク
が認められた。牛血清中のGLYP又はGLUFは、
既報の改変法または準法で測定できる可能
性が強く示唆。しかし、死後変化を伴う血
清や溶血血清では検査不適。

Ⅰ－６ 保健衛生行政

224.乳用雄牛飼育農場の生産性向上の取り
組み：北海道留萌家保 室田英晴、北本浩
明

一乳用雄牛飼育農場での平成10年から23
年までの14年間の取り組みを報告。飼養頭
数は約400頭。年間約450頭の乳用雄子牛を
市場導入、約6カ月齢まで育成し素牛で出荷。
一部は約20カ月齢まで肥育し出荷。哺育期
に下痢症、育成期に呼吸器病発生。特に離
乳後、ハッチからペンに移動する約2カ月齢
に疾病多発。対策は疾病多発時期の牛群観
察強化、異常牛の早期発見と隔離、治療及
び導入ペンの清掃と消毒の徹底。初乳摂取
不足改善のため初乳製剤給与を指導。生菌
製剤や整腸剤の活用法等記載の子牛の下痢
症対策マニュアルを作成。呼吸器病は移行
抗体を考慮したワクチンプログラムを設定。
5種混合生ワクチン2回接種を導入後1カ月と
3カ月から1カ月と4カ月に変更。これらの取
り組みにより、病傷率は14年の1.2%から23
年は0.4%に減少。死廃率は14年の0.1%から2
3年は0.02%に減少。導入頭数に対する出荷
頭数の比率は18年の85.4%から23年には100.
5%に増加。

225.乳用育成牛預託牧場の衛生管理指導：
秋田県南部家保 加賀谷伸、小林俊博

県内酪農家における育成部門の分業化を
促進し、規模拡大による経営安定化を支援
するため、平成24年から関係機関と連携し

て乳用育成牛預託システム確立事業を実施。
当所では、管内の預託育成牛を選定、導入
前の臨床・ヨーネ病検査及びワクチン接種
を実施。全県から選定した10頭を5月にK牧
場で預託開始。衛生管理プログラムに従い、
定期的に放牧衛生検査を実施、内外部寄生
虫と吸血昆虫を駆除。併せて血液生化学検
査及び牛体測定を行い、成績を関係機関で
協議。発育状況に応じて飼料給与を改善し
栄養バランスを補正し、12月以降は各個体
の発育に応じ3群に分けて飼養した。結果、
預託後の平均DGは0.84kgと概ね良好。今後
は繁殖指導を行い、体高125cm、体重350Kg、
12ヵ月齢を基準に県有種雄牛を活用した受
精卵移植による早期受胎を実現させ、初妊
牛を安定的に供給できる育成牧場の確立に
貢献したい。

226.県外導入牛に対する着地検査と課題：
秋田県南部家保 工藤すばる、小川秀治

管内では、平成23年度以降、県事業等を
活用した乳用初妊牛の県外導入が増加傾向。
農家及び関係機関に導入情報の提供を依頼
し、牛のヨーネ病（JD）着地検査の実施や
侵入防止を啓発。平成24年7月、管外で導入
牛からの牛ウイルス性下痢・粘膜病ウイル
ス（BVDV）持続感染牛摘発以降は、着地検
査にBVDV検査を追加。平成23年度と24年度
のJD着地検査は、それぞれ103頭と205頭で
全頭陰性。A地域では農家及び酪農協との連
携強化後は事業導入牛の実施率は90%以上
で、個人導入の検査頭数も64頭と増加。BVD
V検査は管内で75頭を実施し全頭陰性も、平
成24年12月、A地域の1酪農家で、11月導入
の初妊牛1頭が導入8日目に死産。病性鑑定
の結果、BVDV（1型）による死産と診断。胎
仔は抗体を保有しており導入前の感染が示
唆。当該牛は導入前に牛6種混合ワクチンを
接種、着地検査でBVDV陰性でも、導入時だ
けの着地検査ではBVDVの侵入が懸念。今後
は導入後の検査方針や疾病侵入防止対策の
指導が課題。

227.管内農業高校における乳質改善の取り
組み：群馬県中部家保 砂原弘子

管内S農業高校の生乳中体細胞数(SCC)は
平成21年度407千/ml、平成22年度409千/ml
と改善が急務で、平成22年度に2回の巡回指
導を実施したが改善は見られず。平成23年1
0月に搾乳立会をしたところ、乳房の水洗、
不完全なディッピング等、乳房炎感染防止
対策が未実施で、自動離脱装置の不具合に
よる過搾乳等の問題点も明らかに。そこで
対策会議を開催し、問題点を明示、難易度
別に具体的な改善方法を検討。また乳汁細
菌検査による乳房炎罹患牛の実態を把握し、
搾乳作業改善の必要性を継続して説明。平
成24年2月の搾乳立会では確実なディッピン
グ、乳房炎牛の最後搾乳、感染防止対策の
徹底等、搾乳作業の改善を確認。また、PL
テストを毎週全頭に実施し、乳房炎牛の早
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期発見、早期治療を励行。平成24年SCCは11
6千/mlと改善。今回、搾乳立会等で現場の
状況を把握し、問題点を検討し改善策を提
案する等、粘り強く働きかけることが重要
と再認識。今後は本取り組みを管内乳質改
善推進に活用。

228.外国人技能実習生への搾乳衛生指導の
取り組みとその成果：千葉県北部家保 関
谷圭美、関野友利華

2012年8月、管内1酪農家において成牛34
頭中15頭が乳房炎と診断され、検査を行っ
た結果、大部分が環境性乳房炎であった。
その内の7割強が外国人技能実習生の担当す
る群で発生していたため、環境性乳房炎の
対策に加え実習生が正しい搾乳技術を習得
する事が必要と考えた。この農場では畜主
から実習生への指導・教育が十分になされ
ていなかったため、指導・教育を円滑にし、
かつ実習生が常時確認できるよう絵及び算
用数字を用いた搾乳手順のポスターを作成、
指導にあたった。対策後、乳房炎牛は35頭
中4頭に減少、体細胞数も50万個/ml以上で
あったものが30万個/ml前後まで減少し、そ
の後もこの状態を維持。言葉等の問題で実
習生が正しい畜産技術を習得できず飼養衛
生に問題が生じる状況は今後も増加すると
考えられ、誰もが理解できる衛生指導を検
討していくことが重要。

229.参加体験型手法を取り入れた酪農家の
活力を引き出す取組：新潟県中央家保 今
井杏子、仲山美樹子

当所では、酪農家に対し関係機関等と協
力して乳汁検査や乳房炎対策検討会等の乳
質向上対策指導及びHACCP方式による衛生管
理の導入推進を実施。H23年度から上記取組
に加え、農家の活力を引き出すため、参加
体験型手法を取り入れた酪農研修会の開催、
地域ぐるみのワークショップの開催及びイ
ベント参加を提案・支援。酪農研修会では、
搾乳手順作成やグループ内発表を実施、農
家の自主的な課題発見と意欲向上を認める。
ワークショップでは、酪農女性を対象とし
た加工品の試作及び座談会を実施、地域ぐ
るみ取組への共通認識と意欲向上を認める。
イベントでは、教育研究機関が附属農場の
生乳と地域特産物を使ったジェラートを提
供。生産物を提供する喜び、地域のつなが
り育成、衛生管理の重要性を再認識する効
果を認める。参加体験型手法は、農家の活
力を引き出し衛生管理を見直す一助として
有効な手段と考えられる。

230.酪農後継者組織｢チームミルクファクト
リー｣を通じた衛生対策支援：新潟県下越家
保 木村仁徳、後藤靖行

H21から当所が実施してきたワークショッ
プ等による搾乳衛生改善の取り組みが進展
し、今年度からS地域を中心とした酪農後継
者の自発的な組織として、｢チームミルクフ

ァクトリー(TMF)｣が発足。参加農場は12農
場。関係機関と連携して酪農の魅力を消費
者や酪農関係者へ伝えることをテーマに、
グループワーク等の参加型手法による経営
改善の検討を月1回行うとともに、子牛のふ
れあい活動等を実施。当所もTMFに参加し、
積極的にコミュニケーションを図るととも
に、参加農場に対して乳質の改善対策及び
グループワーク等での疾病対策、子牛のふ
れあい活動等の衛生対策の助言等を実施。T
MFにおける情報交換や家保を含む関係機関
の支援により経営改善意欲が向上し、A農場
は4月に就農した後継者の搾乳衛生が改善。
B農場はH23平均体細胞数が40万/ml以上であ
ったが30万/ml台に推移し、乳質が改善。今
後もTMFに積極的に参加し、衛生対策の支援
を継続。

231.管内一酪農家における農場HACCPへの取
り組み：石川県北部家保 礒辺真由美

平成21年度から一酪農家をモデル農場と
して支援、平成22年度に文書化・記録など
のシステムがほぼ構築できたことから、平
成23年度は衛生管理目標を設定し、規定ど
おり管理を行ったが、乳質が安定せず数回
の格差金が発生。月1回のHACCP会議等で検
証を重ね、搾乳機器・乳房炎牛などの管理
手順、記録様式等の更なる改善が必要とな
った。また、記帳管理の一部活用がされず、
外部関係者を含め記帳徹底が課題となった。
そこで、平成24年度も目標を変えず継続。
効果的に改善を行うため、会議内容を工夫。
年度当初に内部検証を実施、結果をシステ
ム進捗状況として会議録に反映し、目標達
成度と併せA～D評価で色分けし、乳質は「グ
ラフ化」、個体乳検査成績は「マップ化」
するなど「可視化」した。記録類は活用で
きるまで繰り返し様式を改善。結果、経営
者の積極的な検証や各種記帳管理が進んだ。
今後、継続的改善によりシステムを発展さ
せ農場HACCP認証を目指す。

232.家畜伝染病発生時における所内危機管
理体制の構築：石川県南部家保 大桑由佳、
村上俊明

家畜伝染病発生時、家保には的確で迅速
な初動防疫が要求される。今回、家保の危
機管理体制を構築するため、口蹄疫発生を
想定した訓練を実施。あらかじめ初動対応
の基本形を設計、それを検証するために訓
練し、訓練後に検討会を開催、問題点を抽
出、改善を加え再度訓練するという手法。
第1回では通報から緊急立入検査出発までの
対応及び連絡体制について検証。検討会で
は、調書作成や資材管理に問題があること
が判明。チェック表の作成等改善を加え、
第2回を実施。結果、効率的な対応が可能と
なったが、全職員が対応可能な体制の整備
が必要という意見が浮上。そこで手順書を
作成、第3回では手順書に基づく勉強会を開
催、また現地訓練として農場で緊急立入検
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査及び連絡体制を検証。立入人数の増員等
改善が必要となった。訓練を通し職員の危
機意識が向上、問題点を発見、改善し、い
つ誰がどこで何をすべきかを職員全員が理
解することができた。

233.家畜保健衛生所における家畜伝染病初
動マニュアルの作成：石川県南部家保 大
桑由佳、村上俊明

家畜伝染病発生時、家保職員が誰でも対
応可能な体制を整備することが必要。今回、
口蹄疫発生時における家保マニュアルを作
成。マニュアルは本編、様式集、手順書集
の3部で構成。本編は異常家畜の通報から緊
急立入検査出発までの一連の対応について3
段階に区分、各々家保及び発生現地での対
応について記載。また関係機関との連絡体
制について図表で表示。様式集は資材準備
チェック表や役割分担表、電話連絡記録シ
ート等、各作業の効率化を図り、記録する
意味も含め、現行の様式を改善または新規
作成。手順書集は対応事項別に細分化、各
々完結型で作成し、前後の事項が把握でき
なくても作業可能とした。内容は電話応対、
画像撮影・送信、採材、梱包作業について、
詳細に記載した。作成したマニュアルは訓
練を通じ検証、改善点を反映。より使いや
すいマニュアルへと進化させ、休日や人事
異動後でも対応可能なツールとして利用可
能となった。

234.飛騨牛素牛増産へのアプローチ ～子牛
の損耗防止を目指して～：岐阜県飛騨家保
森本学、米山英雄

当所では本県の銘柄牛である飛騨牛増産
に向けた生産性向上対策に継続して取り組
んでいる。飼養環境の改善、分娩管理等の
指導により、子牛の死廃率は徐々に低下。
取り組みの一つとして、平成16年度より発
育不良・虚弱子牛の原因究明を行ってきた
が、今回原因の一部と考えられる遺伝子が
判明、診断可能となり、対応を行った。県
畜産課からの通達後、直ちに生産の最前線
である人工授精師に保因種雄牛の交配指導
を実施。各関係団体と打合せを実施し、飛
騨地域として、市場出荷される保因種雄牛
産子の全頭検査、発症型の出荷自粛等を決
定。同時に遺伝子検査のため、各農家を巡
回し採血。また、県畜産研究所と連携し遺
伝子検査を実施。検査で判明した保因雌牛
と保因種雄牛の交配を避けることで、発育
不良・虚弱子牛の一部を防ぐことが可能。
今後も基本的な飼養衛生管理指導の継続や、
新しい知見を積極的に現場へ還元し、子牛
の損耗防止を図りたい。

235.優良な飛騨牛生産を目指して～全共出
品対策をきっかけに～：岐阜県飛騨家保
長谷部文子、米山英雄

第10回全国和牛能力共進会（全共）肥育
区出品を目指し、平成20年から行われた出

品牛対策の課題として、候補牛の頭数確保、
発育の斉一化、損耗防止が挙げられた。当
所ではこれらの課題に対し、ET技術活用の
推進、分娩前からの定期的な巡回・子牛育
成指導、肥育期間中の血液検査など様々な
取組みを行い出品対策の一端を担った。そ
の結果、飛騨地域産候補牛68頭のうち10頭
（15%）、全共出品牛6頭のうち3頭（50%）
がET産子となった。また、対象となりうる
子牛の生後1週間以内の死亡事故は2.3%と通
常の平均3.8%と比べ大幅に減少、斡旋会上
場時の平均日齢体重は1.13kg/日と良好な発
育を示した。そして、枝肉成績は出荷され
た全87頭のうち4・5率が87%という好成績で
あった。しかし、ETの低受胎率や子牛の傷
病・死亡事故が継続して発生している等課
題も多く残っている。今後も継続的にこれ
らの対策に取組み、更なる優良な飛騨牛生
産に繋げたい。

236.ヨーネ病継続発生確認のあった農場に
おける清浄化に向けて、対応を工夫した一
事例：愛知県東部家保 舛田崇、松田雅也

ヨーネ病患畜は通常、家畜伝染病予防法
施行規則（施行規則）に基づき、2週間の間
隔をあけた2回のELISA法による血清抗体検
査で確定され、当該牛はその間、農場内に
隔離繋留される。ヨーネ病継続発生農場に
おいて、交差汚染の恐れから確定まで隔離
繋留するのを避けたいという強い意向があ
った。ヨーネ病感染牛を早期に摘発するた
め、愛知県ヨーネ病防疫対策要領に基づく
自主とう汰を指導する中、糞便のヨーネ菌
遺伝子検査（PCR検査）で、複数頭の牛で基
準値未満のヨーネ菌遺伝子が検出された。
通過菌の可能性も考えられたので、複数回
のPCR検査により更新の優先度を判断し、結
果計5頭を自主とう汰した。平成25年度予定
の施行規則改正でPCR検査が確定検査となり
患畜確定が迅速化される。基準値未満のヨ
ーネ菌遺伝子検出牛は自主とう汰推進の対
象となる見込み。

237.三重県の死亡牛牛海綿状脳症検査の現
状と課題：三重県中央家保 中島のぞみ、
小夫家英樹

平成15年に当所で死亡牛の牛海綿状脳症
（以下BSEと省略）検査を開始して今年で10
年目を迎える。検査開始より本年10月末時
点で計6,271頭を検査、全頭陰性。総飼育頭
数は減少傾向だが平成21年度以降、年間検
査頭数は増加。一要因として一部の大規模
農場での死亡率上昇が関与していると推測。
用途別では搾乳牛が全体の79%を占める。死
亡牛データは農家指導の参考に毎年各地域
の家畜保健衛生所に還元。中勢、伊賀地域
で乳用牛の死亡率が低下、一方北勢および
紀州地域では近年増加傾向。また死亡原因
は乳用牛で呼吸器系疾患の割合が増加、肉
用牛では循環器病及び呼吸器系疾患の割合
が増加。今後BSE検査に関わる女性、再任用
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者の割合が増加する可能性があり、作業安
全性の更なる確保が重要。また、と畜場に
おけるBSE検査対象月齢の引き上げとOIEのB
SEステータスの変更が見込まれており、今
後予想される死亡牛検査体制の変更への対
応も重要課題である。

238.一酪農家での乳質改善に向けた取り組
み：三重県北勢家保 齋藤亮太、西内紘子

搾乳牛30頭の一酪農家において2011年9月
以降バルク乳体細胞数が上昇し、委託検査
で黄色ブドウ球菌（SA）が検出された。こ
のため、2012年4月に全頭の個体乳汁SAスク
リーニング検査を実施したところ、58.6%の
牛からSAを疑う菌（疑SA）を検出した。そ
のため、搾乳手順等を聞き取り、指導。5月
のスクリーニング検査及び搾乳立会で、搾
乳手順が一部改善されていたが、疑SA検出
牛の割合は変わらなかった。その後、6～9
月にかけて、中央農業改良普及センター（普
及）による搾乳立会、畜主と乳業メーカー、
普及、当所の4者で検討会、乳業メーカー主
催の乳房炎研修会を実施し、搾乳衛生意識
の高揚を図った。10月の搾乳立会及びスク
リーニング検査で、搾乳手順は大幅に改善
し、疑SA検出牛の割合が17.9%に減少、新た
な疑SA検出牛は見られず、バルク乳体細胞
数は30万/ml以下で推移。今後は、搾乳手順
等の向上指導及びスクリーニング検査を継
続し、更なる乳質改善を図る。

239.一酪農家の乳中体細胞数低減への組織
的取り組み：三重県南勢家保 山本彩加、
安藝博

一酪農場から乳房炎対策の指導依頼があ
り調査したところ、誤った搾乳手順や黄色
ブドウ球菌(SA)罹患牛の存在が認められ、
農業共済、乳業メーカー、中央農業普及等
の機関で支援体制を構築。平成24年3月の時
点ではバルク乳の平均体細胞数(SCC)は約60
万で課徴金を徴取されており、搾乳牛全頭
のSAの細菌分離培養検査の陽性率は約90%で
あった。分離されたSAの薬剤感受性成績に
基づいた抗生物質を投与、牛床の清掃消毒、
搾乳手順・順序の見直し、SA重度罹患牛の
淘汰、乳房炎細菌検査結果に基づく牛の並
び替え、牛群検定による乳質モニタリング
等を実施。指導内容や乳質成績を関係機関
が共有。同年11月の時点ではバルク乳のSCC
は約23万で課徴金の対象外となり、SA陽性
率は約23%まで減少。今後は乳質を維持しつ
つ、繁殖面等の指導にもいっそう取り組ん
でいく。

240.消費者に喜ばれる牧場を目指した取り
組みと家畜保健衛生所の役割：京都府丹後
家保西田寿代、岩本尚史

ジャージー種を繋養し自家製乳製品の加
工・販売や、観光牧場を整備し酪農教育フ
ァーム認証を取得するなど、独自の経営を
行う管内1酪農家に対し、関係機関・団体と

連携し、次の7つの面から継続的に多様な指
導・支援を実施。①HACCP方式を応用した衛
生管理②見学者の動線を考慮し、飼養衛生
管理基準の遵守と酪農教育ファーム活動の
両立③府の出前講座を活用した生産者・消
費者交流支援④カウコンフォートに配慮し
た牛舎改修⑤牛群検定成績を活用した飼養
管理⑥定期繁殖巡回や家畜診療⑦環境と調
和した酪農経営。その成果として、牛群の
平均体細胞数及びリニアスコアは平成20年2
00千個/ml、3.2から平成24年132千個/ml、2.
5に改善し乳質が向上。経産牛1頭あたりの
年間乳量は平成13年から平成24年にかけて
倍増し、平成19年5000kgから平成24年6900k
gに増加。平成16年から平成24年の平均空胎
日数は210日から166日に短縮。地域の観光
拠点として活躍。

241.定期報告書の提出及び飼養衛生管理基
準の遵守指導：大阪府大阪府家保 中井忠
芳

平成23年、新たな飼養衛生管理基準（以
下、基準）が定められると共に定期報告書
の提出及び基準の遵守が義務付けられた。
府では口蹄疫等の防疫対策徹底のため、内
容の周知及び基準の遵守指導を実施。【内
容】畜産農場には、家畜伝染病予防事業等
の立入に併せて、効率的に周知、遵守指導
を実施。教育・福祉関係施設等は、府教育
委員会及び関係課に定期報告書の提出指導
を依頼。それ以外の小規模飼育者には府ホ
ームページで周知、動物取扱業の登録情報
や市町村等の家畜飼育者情報に基づき、定
期報告書の提出を指導。さらに農協に協力
依頼し小規模飼育者への周知・指導を実施。
基準遵守指導の結果「衛生管理区域の設定」
や「踏込消毒槽の設置」はほぼ遵守。「手
指の洗浄・消毒等」「車両消毒」「衛生管理
区域への立入記録」が遵守できていない農
場を確認。【今後の取組】飼育者への定期
報告の周知・指導を徹底するため、府政だ
より等の広報を予定。基準の遵守がより徹
底されるよう今後とも指導。

242.管内酪農家への飼養衛生管理基準指導
：鳥取県鳥取家保 寺坂理恵、小谷道子

平成23年10月に家伝法の改正により、家
畜伝染病の発生を防止するため農家が厳守
する事項である「飼養衛生管理基準」（基
準）が拡充。管内において、後継者と父親
の家族経営で飼育管理をしている30頭規模
の酪農場で、基準の遵守について検討。平
成24年6月から毎月、後継者、農協、家保で
検討会を実施。基準22項目について説明、
問題点を明確にしアクションプランを作成。
さらに、検討会の内容について、NPO法人日
本食品安全検証機構の助言を元に勉強会を
実施し、改善点、継続方法、指導内容での
疑問点を検討。次の検討会で難易度の低い
項目から、後継者が主体となって①衛生管
理区域の図面を作成②農場出入口の立看板
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設置③踏み込み消毒槽の設置④来場者記録
⑤車両消毒の徹底等、積極的に実施。10月
からは飼養管理者変更のため、父親が主体
で基準を実施。問題点として、①健康観察
の記帳②消石灰散布の継続②モチベーショ
ンの維持。基準の遵守には、家族の協力が
必要。

243.岡山県における受精卵移植の成果と課
題：高梁家保 篠田 剛

岡山県では昭和57年度から受精卵移植（E
T)事業を開始し、乳用牛においては超高能
力牛卵利用による牛群の改良を推進し、肉
用牛においては受精卵で作出した牛が全国
和牛能力共進会にて好成績を収めるなど、
県産牛の改良・増殖に貢献してきた。県で
は平成21年度からET技術料を有料化したが、
移植実施数は減少せず、ET技術はフィール
ドにおいても一定の普及・定着が図られた
といえる。背景として、畜産研究所と家保
のネットワークにより優良牛卵の広域利用
と安定供給体制を整備し、より効率的な牛
群改良と増頭を可能とした事が挙げられる。
また家保での実施は、採卵・移植の業務の
みならず、飼養管理、衛生対策など総合的
な指導が受けられるため、農家から高い信
頼を得ていることも大きな要因と思われる。
課題としては、民間を含めフィールドでの
移植技術者の確保が挙げられる。今後は更
なる農家ニーズに応えるために、民間移植
師の活用も含めた体制作りを検討していき
たい。

244.受精卵移植における民間技術者の育成
：岡山県岡山家保 黒岩力也

本県における受精卵移植（以下ET）の取
り組みは約30年を経過し、年間1,000頭以上
の牛にETが実施されている。その一方で、
県以外がETを実施する例は少なく、さらな
る普及定着には多数の民間技術者の活躍が
求められている。そこで、民間技術者を育
成するために、牧場経営者及び従業員の中
から受卵牛を管理していること、ETへの関
心があること等を考慮して5名を育成候補者
に選定。カテーテル型移植器の操作、卵巣
の触診所見と超音波画像診断装置の画像と
の比較などの技術指導に加え、候補者の技
術レベルと知識に合わせた指導を行った。
しかし、ETを行ったものは2名でその受胎率
は29.6％であった。今回5名にETに対する感
想を聞いた結果、難しい技術だからこそ受
胎した時の喜びは大きい、単独での移植可
否の決定は不安等があった。今後は技術指
導だけでなく、受胎成績不振時の精神的な
フォロー、候補者同士の交流会などにより、
民間技術者の育成に継続して取り組みたい。

245.管内酪農家における体細胞数低減に向
けた取り組み：岡山県真庭家保 光宗仁美、
坂部吉彦

管内A地区はバルク乳体細胞数が県平均よ

り高く、体細胞数を増加させ潜在性・伝染
性乳房炎原因菌である黄色ブドウ球菌（以
下SA）陽性農場が多い。平成22年度からA地
区酪農家6戸について、当家保、おからく、
共済連との協力の下、体細胞数を低減させ
る目的でSA対策に重点をおいて衛生対策指
導を実施。対策内容は①バルク乳細菌検査
（年2回）、②SA陽性農場の全頭検査と群分
け、③巡回指導、④乾乳前SA検査による乾
乳期治療及び⑤淘汰。対策による効果を検
討するため、バルク乳乳質検査結果及び牛
検データを詳細に分析。指導農家6戸のうち
2戸でSA清浄化。体細胞数の有意な減少によ
りペナルティ減額・奨励金を受ける成果を
挙げる農場がある一方、依然として体細胞
数300千/mlを超える農場もある。今後、効
率的なSA保菌牛検出方法の検討やSA陽性農
場の更なる清浄化を進めていくと共に、SA
陰性農場でも継続してSAモニタリングや衛
生指導を行い体細胞数低減に努めたい。

246.管内の稲発酵粗飼料の取組み状況：広
島県東部家保 松本早織、三木智彦

安定的な粗飼料確保による広島牛増産の
一助とするため、平成23年度産稲発酵粗飼
料（以下、稲WCS）の流通状況調査や肉用牛
農家を中心に給与状況をアンケート調査。
給与方法に特色のある農家を巡回調査。管
内4市町の稲WCS協議会では生産計画､配分
量､価格を決定。アンケートでは嗜好性や品
質は概ね良好と回答。A農家(和牛一貫)：12
月～3月の間、繁殖牛に1日21kg給与。B農家
(大規模和牛繁殖)：12月～5月の間、繁殖牛
及び育成牛に1日20kg給与し、今後通年給与
を検討。C農家（大規模和牛繁殖）：繁殖牛
に1日8.5kgを通年給与。D農家（大規模F1肥
育）：1月～5月の間、肥育中期後半から肥
育後期に少量給与。稲WCSの利用拡大には肉
用牛(肥育)にも給与しやすい稲WCSの調整技
術の確立と通年給与可能な品質の安定確保
が必要。地域の協議会を核にして、関係者
が必要情報を共有できる体制の確立が重要。
通年給与や給与量の増加を希望する農家が
あり、生産利用拡大の可能性が示唆。

247.見島ウシ生産振興への取組：山口県北
部家保 伊藤優太、松延義弘

当所は、天然記念物である見島ウシに対
して生産性向上に向けて支援。平成20年度
以降、子牛生産頭数が減少したため、生産
振興対策として、23年度に島内2か所の放牧
場のまき牛を更新し、24年度より放牧頭数
をそれぞれ上限7頭に制限、受胎後の随時入
れ替えを徹底。放牧場における妊娠率(=受
胎頭数/放牧頭数)は、20年度21.2%から24年
度61.1%に向上。子牛生産頭数減少を補うた
め人工授精を積極的に利用。人工授精によ
る子牛生産頭数は、20年度3頭に対し23年度
5頭、24年度7頭(見込)と増加。また、22年
の口蹄疫発生を受け、家畜伝染病の発生に
備え、衛生対策として、飼養衛生管理基準



- 50 -

の遵守、定期船乗降場への踏込消毒槽設置、
種の保存を考慮して島外での分散飼育を実
施。生産振興対策の結果、子牛生産頭数は
回復傾向となり、衛生対策の結果、各飼養
者の防疫意識が向上し、分散飼育も実現さ
れ、離島である見島での防疫体制を整備。

248.肉用牛繁殖農家と取り組んだ子牛の損
耗防止対策の強化：山口県東部家保 満井
奈緒子、古澤 剛

黒毛和種繁殖農家で、H16年度に子牛9/37
頭が死亡。内部寄生虫対策を指導し、17年
度は2/30頭に減少。18、19年度は5/43、6/4
8頭の子牛死亡。内部寄生虫の駆虫再徹底、
呼吸器病対策、飼養管理確認表の記録、家
族間情報共有を指導し20年度は1/31頭に減
少。21、22年度は管理失宜、腸炎、肺炎等
で子牛死亡が11/44、17/48頭と大幅上昇。
従業員確保、子牛観察と早期通報、治療継
続する体制作り、牛下痢5種混合不活化ワク
チン接種、定期的な牛床消毒を指導。23年
度に従業員1名確保、子牛の死亡は7/47頭に
減少。特に1か月齢以降の死亡が10から1頭
に大幅減少。診療頭数は39から13頭、平均
診療回数は3.6から2.1回/頭へ減少。子牛市
場出荷時の日齢体重は0.88から1.07kg、発
育ランクは2.28から3.21、対県平均販売価
格は75.6から94.2％に改善。しかし、24年1
0月末までに1か月齢以内の死亡が5/28頭と
依然発生しているため、分娩前の増飼期間
延長、従業員への技術指導を実施中。

249.移植不適格牛への低単位卵胞刺激ホル
モン処理効果：愛媛県畜産研究センター
稲谷憲一

受精卵移植の実施にあたって、事前の黄
体検査で移植不適格と判断された受胚牛(不
適受胚牛)の次回移植までの期間を短縮し、
移植実施率および受胎率向上を目的として、
平成19年4月から平成23年3月の間、ホルス
タイン種未経産受胚牛28頭のうち不適受胚
牛と診断された8頭(28.6％)に対し、低単位
卵胞刺激ホルモン処理を行って、短期間で
発情および複数の黄体形成を誘起し移植を
実施。【結果】処理した不適受胚牛には、
平均3.9個の黄体が形成され、全て移植可能
となった(8/8)。受胎率は50％(4/8)で、自
然発情下の移植と同程度。このことにより、
全受胚牛の移植実施率は、71.4％(20/28)か
ら100％(28/28)に、受胎率は、45.0％(9/20)
から46.4％(13/28)に向上。【今後】より効
果的なホルモン処理(スケジュール、投与量)
について検討が必要。

250.農場HACCPの生産性向上効果：福岡県北
部家保 日名子健司、小森敏宏

管内肥育牛農家への農場HACCPシステム導
入を目指してH農場に推進委員会を発足、問
題点を見つけ出し生産性の向上が見られた。
取組み当初、農場の牛事故率は約1.8%であ
ったが、素畜導入後の呼吸器病ワクチンプ
ログラム導入によるワクチン接種、飼養密

度管理による密飼い防止などの改善で事故
率は低下。その後、エコフィード導入によ
り、コスト削減、肥育日数短縮の効果があ
ったが事故率も上昇。そこで、推進委員会
でHACCPに基づき検討・対応した結果、現在
0.79%の低い事故率を達成。HACCPは食品の
安全性を目的とするため、成果は目に見え
づらく、不満を感じる場面も少なくない。
しかし、毎月の検討会でHACCPにこだわらず
様々な意見を出し合うことによって、今ま
で見えてこなかった小さな問題点が見えて
くるようになり、衛生面以外にも作業効率、
コスト面などさまざまな点を改善。家保は
これからもH農場と共に農場HACCPに取り組
み、成績改善を続けて行きたい。

251.子牛共同育成施設衛生対策の取組み：
長崎県県北家保 大庭正寛、久住呂毅

平成23年11月に完成した子牛共同育成施
設（360頭規模）の衛生対策プログラム（以
下プログラム）を関係機関・団体と協議し
作成。当該プログラムは、受入1ヵ月前に呼
吸器5種混合生ワクチン、抗コクシジウム薬
投与。受入時に合成抗菌剤、ビタミン剤、
線虫駆虫剤投与。出荷1ヵ月前にヒストフィ
ルスワクチン、イバラキ病ワクチン（夏期）
接種。その効果を検討する為、各種衛生検
査を実施。平成24年1月から3月の受入子牛
（各月8頭、計24頭）に対する呼吸器病関連
ウイルス抗体検査では、抗体価の有意な上
昇が認められたウイルスと、抗体価が低く
推移したウイルスに分かれた。また、6月10
頭、8月12頭、計22頭の受入子牛に対する寄
生虫検査では6頭でEimeria bovisを検出。
検証結果、施設内においてRSウイルスなど
の感染が示唆されたことから、プログラム
の再検討が必要。今後も関係機関・団体と
連携し、地域の実情に応じたプログラムの
検討・作成に取り組んで参りたい。

252.肉用牛繁殖小規模農家と酪農家への対
応を中心とした飼養衛生管理基準100%遵守
に向けた取組み：長崎県中央家保 石丸憲
二、浦川了

平成23年4月から管内全偶蹄類および鶏飼
養農家に家畜伝染病予防法改正内容の周知
と本県設定の重点指導項目（偶蹄類8項目、
養鶏10項目）の遵守状況調査を実施。23年1
0月末、全項目遵守農家は2割程度で、特に
肉用牛繁殖小規模（小規模）と酪農家で低
い傾向。項目別は車両消毒設備と立入記録
の遵守率が低迷。23年10月以降は小規模と
酪農家を中心に、毎月の子牛登記業務や地
区の共同削蹄業務、生乳生産管理チェック
シート検証巡回を活用し、関係機関と連携
し指導を強化。小規模高齢者には踏込消毒
槽への消石灰利用など継続可能な対応を個
別指導。小規模が主である管内A地区8戸を
対象に、定期巡回時の全戸一斉消毒を提案。
当所で作製した消石灰簡易散布装置の実演
により、衛生意識が向上し、一斉消毒を実
施中。平成24年9月には8割の農家で遵守率1
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00%を達成し、小規模、酪農家も大幅に改善。
現在も遵守率100%に向けて継続した指導を
実施中。

253.管内の大規模肉用牛繁殖農家における
子牛生産性向上へのアプローチ：大分県豊
後大野家保 森迫望

2011年度から管内大規模農家を対象とし
て、下痢症対策として県単独補助事業を活
用した初乳製剤の普及と、ワクチンによる
呼吸器病対策を実施。初乳製剤の利用率は
事業開始前0%であったが、開始後の2012年1
0月時点において55.6%と上昇。事業を実施
した飼養者に対して実施したアンケート調
査では、その効果を実感し、事業終了後も8
0%以上が継続して使用するとの回答。呼吸
器病対策は、管内の複数農家において牛RS
ウイルス病の発生が確認されたことより対
策を実施。子牛の抗体保有状況検査の結果、
呼吸器病ウイルスの抗体価は低くまた個体
間でもバラツキが大きかったため、母牛へ
のワクチン接種を実施。これにより生後約1
ヶ月齢時のGM値は上昇した。今後は、引き
続きワクチン接種子牛の移行抗体の持続期
間と冬期の肺炎の発生状況等を確認すると
ともに、これらの取り組みについて他の大
規模農場にも活用できる生産性向上対策普
及のモデルとしたい。

254.平成23年度管内牛飼養農場の巡回指導
結果と課題：宮崎県宮崎家保 郡山洋人、
内山伸二

家畜伝染病の発生予防とまん延防止のた
め、農場単位の防疫レベル向上が重要。生
産者が防疫の正しい知識と適切な防疫対策
を講じることを目的に、管内全ての牛飼養
農場巡回を実施。2011年9月から翌年3月に1
988農場を家畜防疫員、民間獣医師、市町村
らで巡回。「飼養衛生管理基準」は県独自
のチェックシートを使用し、農場主への聞
き取り、目視検査、改善指導を実施。周知
には農家向けパンフレット使用。「立入禁
止看板」未設置28.6%、「入場者の記録と1
年以上の保存」未実施27.7%、「立入車両消
毒」不十分5.3%、「埋却地」未確保3.9%が
上位を占め、29頭以下の少頭飼育農家では
看板、車両消毒不備、100頭以上の多頭飼育
農家では埋却地未確保の割合が高い。飼養
衛生管理の遵守は農家間で差があり、少頭
飼育農家で防疫意識が低い傾向。市町村間
の補助事業でも差があり、調査結果に反映。
啓発には地域ぐるみの取り組みが必要。少
頭飼育農家を中心に、防疫レベルの底上げ
が重要。

255.管内の平成23年度牛飼養農場全戸巡回
指導：宮崎県延岡家保 岡本明香、谷口岳

家伝法の改正に伴い飼養衛生管理基準が
大幅に見直された。これを受け、管内の牛
飼養農場全戸（1839農場）の農場基礎情報
の聞き取りと飼養衛生管理基準の遵守状況
の調査・指導を実施。その結果を母牛頭数

別、地域別に比較・検討。管内全体で不備
の多かった項目は、「立入者の記録作成・
保存（33.4%）」、「立入禁止看板の設置（25.
2%）」だった。母牛頭数別では、母牛10頭
以上の中・大規模農場と比べ、10頭未満の
小規模農場で、「農場専用作業靴の設置」、
「車両消毒の実施」「踏込消毒槽の設置」
に不備が多かった。要因として、管内の小
規模農場は自宅と牛舎が隣接しており、飼
養者が衛生管理区域を自宅の一部と考えが
ちなためと考えられた。地域別では、西臼
杵より東臼杵で不備が多かった。要因とし
て、西臼杵の方が地域的に小規模でまとま
って取組がしやすいためと考えられた。

256.繁殖成績向上巡回指導のこれまでの取
り組みと成果：宮崎県延岡家保 佐藤愛、
興梠貴子

当家保では繁殖牛の1年1産を達成するた
めに、若い経営者で増頭を予定している農
場の中から7戸を選定し、関係機関と連携し
て、繁殖巡回指導を行ってきた。このうち、
平成22年の口蹄疫発生の際にワクチン接種
農場として全頭処分された農場が、終息宣
言後、導入を開始し、復興を果たしつつあ
るので報告。当農場は口蹄疫後、畜舎の増
改築や山合の放牧地に給餌施設を併設した
簡易牛舎を設置して放牧管理を取り入れる
等により、母牛は巡回当初の13頭から22頭
まで増頭。簡易放牧場に種付け後40日の母
牛および種付きが悪い牛も一時放牧し、放
牧中も毎日、発情を確認するなど、不妊の
改善に努めた。その結果、繁殖成績は初回
及び最終種付け日数が短縮し、分娩間隔も
良好に推移。また、飼養管理向上のための
研修会への参加や手作りの消毒装置および
子牛の餌付け装置を設置するなど経営改善
に積極的で、今後は、さらなる種付け日数
短縮のための指導と併せて、他の農場にも
普及を促したい。

257.肉用牛繁殖農家における定期的な繁殖
検診及び飼養管理指導の取り組み：鹿児島
県曽於家保 榊原正吾、酒見蓉子

繁殖雌牛38頭を飼養する黒毛和種繁殖農
家において繁殖検診、飼料給与指導、子牛
育成指導を実施。【繁殖検診】平成20年度
から概ね月1回の間隔で、発情回帰と子宮回
復の検診、栄養度判定、妊娠鑑定を実施。
結果を基に周産期の飼養管理について指導。
分娩間隔、初回授精日数、空胎日数は検診
開始時の444日、89日、118日から379日、64
日、89日と有意に短縮。【飼料給与指導】
母牛の栄養度にばらつきがあることから、
給与飼料の飼料計算を実施。従来の給与方
法の問題点を指摘し改善するよう指導。【子
牛育成指導】鹿児島県子牛育成マニュアル
に基づき子牛育成を指導。また子牛の体高、
胸囲、腹囲を経時的に測尺し、離乳前後の
管理に問題があることを明らかにした。【ま
とめ】取組により、繁殖成績改善、繁殖障
害の診療コスト削減、子牛出荷率上昇、総
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売上高増加など収益性が向上、また飼養者
の管理意識の向上がみられた。今後も取組
を継続し、一層の生産性及び商品性向上に
努めたい。

258.種子島における競り前子牛損耗防止対
策の成果と課題：鹿児島県鹿児島中央家保
熊毛支所 秦祐介

種子島は黒毛和牛の繁殖生産が基幹産業
の1つ。飼養規模拡大に伴い、10ヶ月齢以下
の競り市出場前子牛（競り前子牛）の損耗
防止対策が緊急の課題。競り前子牛の死廃
状況分析から、呼吸器病の死亡頭数の顕著
な増加が判明し、島内一体で呼吸器病ワク
チン接種主体の競り前子牛損耗防止事業を
昨年から開始。今回は事業成果の検討結果
を報告。競り前子牛の呼吸器病と消化器病
の死廃頭数、診療件数、診療回数を事業開
始前と事業開始後の1年間で比較。各市町の
呼吸器病の死廃頭数、診療件数、診療回数
は、それぞれ67頭から47頭、3036件から232
3件、12020回から9060回に減少し、呼吸器
病の損耗防止効果を確認。一方、消化器病
の死廃頭数、診療件数、診療回数は増加傾
向にあり、死廃頭数は158頭で変わらず、他
2項目はそれぞれ4709件から4777件、15572
回から16684回に増加し、消化器病対策を強
化する必要性を確認。今後も事業継続に努
める。

259.肉用牛繁殖農場の飼養衛生管理基準遵
守状況と伝染性疾病発生との関連：鹿児島
県曽於家保 久徳史明、酒見蓉子

管内200頭未満肉用牛繁殖農場で飼養衛生
管理基準遵守不備が多く、同基準の有用性
と効果的指導を目的に遵守状況と伝染性疾
病発生の関連を調査。平成24年4月1日～11
月5日調査480戸を10頭以下の少頭(239戸)と
11頭以上の多頭(241戸)に分類、農場衛生管
理に係る基準10項目を抽出、衛生管理スコ
アとして10点満点で算出。全農場中基準遵
守不備86.9%、10項目不備75.9%。スコア平
均値は多頭9.0点、少頭8.4点 (P<0.01)。伝
染性疾病の病傷事故発生率は多頭46.8%、少
頭29.0% (P<0.05)。事故1件当り平均治療費
は少頭16,396円、多頭14,967円。少頭農場
は衛生管理不備が多く治療費増高、多頭農
場は集団飼育で疾病発生率が高いが清掃消
毒の励行で治療費低減と推察。飼養衛生管
理基準遵守が伝染性疾病重篤化を防ぐ等今
回の結果が肉用牛繁殖農場指導の一助にな
ると考察。

260.牛飼養者を対象とした飼養衛生管理基
準遵守状況調査の現状と課題：鹿児島県北
薩家保 米丸俊朗

12月14日までに1,153農場（82%）の調査
が終了。飼養衛生管理基準（基準）の遵守
率が最も低い項目は「畜舎や空房の清掃及
び消毒」(91%)。繁殖経営に比べ肥育経営で
「埋却等の準備」等の不備を多く認める。
薩摩川内市は、家畜自主防疫班による年2回

の巡回を行っており、同市の遵守状況は、
ほとんどの項目で同市を除く管内の遵守率
よりも高い。管内の遵守率は91～100%と概
ね良好。繁殖経営に比べ関係者の来訪が少
ないことが、肥育経営の遵守率が低い原因
の1つとして考えられた。比較的規模の小さ
な農家には高齢者が多く、基準への対応が
困難な部分もあり、薩摩川内市のような取
組による細やかな対応が必要。時間的に指
導を要する農場への再度立入が難しいこと
から、比較的規模の大きな農場などリスク
の高い農場は毎年調査を行うこととし、そ
れ以外の農場は数年のサイクルで調査を行
うなど、調査方法の検討が必要。

261.口蹄疫侵入防止の独自取組みと対策の
強化：沖縄県八重山家保 青木雄也、新田
芳樹

沖縄県は黒毛和種子牛出荷頭数全国4位
で、管内は県の4割を占める一方、アジアか
らの観光客数は急増。そこで指定港化まで
の期間、国・県・関係団体が一体となり「侵
入防止」の取組みを実施。【内容】動物検
疫所、県、家保、市町、JA等が連動した防
疫に関する具体的行動計画「バイオセキュ
リティープラン」を作成。空港の指定港化
に伴い注意喚起キャンペーンの実施（空港
・港）。各離島桟橋では沖縄振興交付金事
業による靴底消毒の実施・強化。農家や畜
産関連施設では説明会、立入指導、立入禁
止ステッカーの配布を実施。一般周知とし
てはホテル入口のデモンストレーションの
実施、シンポジウム、旅行代理店への説明
会の実施や新聞やホームページで各活動を
広く周知。【成果・課題】不発弾や岩盤等
の問題があるため共同埋却地（3000頭分）
を確保、演習を実施。新石垣空港指定港化
（2013/3/7）にむけてキャンペーンを実施
予定。指定港化による防疫体制の強化に期
待。

262.牛流行熱の発生と効率的な防疫対策の
検証：沖縄県八重山家保 鈴木萌美、新田
芳樹

管内で10年ぶりに牛流行熱（BEF）が流行。
確定診断前から開始した防疫対策を検証。9
月18日、症状を示す牛からBEFウイルス遺伝
子を検出。10月8日、中和抗体の有意上昇を
確認、BEFと診断。通報直後より地域対策会
議（9月18、19日）、県防疫対策打合（9月2
1日）を開催。郡共進会の延期、緊急不活化
ワクチン1回接種、まん延抑制目的での薬剤
塗布を決定。確定診断までに4,411頭にワク
チン接種。届出は9月25日～27日に約40頭の
ピーク後、減少傾向。初発直後の緊急接種
で一定の効果を確認するも、使用書どおり
の接種不完全個体での発症や死・早産を確
認。一方、流行前接種済の搾乳牛では未発
生。約10年周期の発生、接種不完全個体で
の発症など、肉用牛のワクチンでの発生防
止には限界と困難性。今後コストパフォー
マンスや業務優先順位等を勘案した防疫指
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針改正が望まれる。流行時の迅速な緊急1回
接種の有効性や異常産関与の可能性など、
新たな知見を指針改正の基礎としたい。

Ⅰ－７ 畜産技術

263.大規模酪農場の農場HACCP認証取得への
取組と有用性の検証：北海道上川家保 清水
稚恵、太田瑞穂

平成22年6月から農場HACCP認証取得を目
指し経営者主導の下、取組を開始。全生産
工程97項目の危害分析の結果、抗菌性物質
と注射針の残留を必須管理点とし、HACCP計
画で管理。平成24年４月、全国初の認証を
取得。農場HACCPの有用性の検証は、安全な
畜産物の生産と生産性向上の面から従業員
へのアンケート調査と文書・記録の点検に
より実施。安全な畜産物の生産は、従業員
のHACCP計画への理解の下、着実に推進。生
産性の向上としては、従業員の問題解決意
欲が向上しバルク乳体細胞数増加事例等に
システムの有効活用がみられており、今後
に期待。システムの円滑且つ速やかな構築
には、経営者の積極的参画が重要。システ
ム構築後の運用には、従業員の理解と確実
な励行、積極的参加が不可欠。農場HACCPは、
安全な畜産物の供給や生産性向上に繋がる
手法であるが、有用性をより発揮するには、
システムの積極的な活用が不可欠。

264.牛肉中放射性物質濃度の生体推定につ
いて：岩手県県南家保 北川睦、熊谷光洋

原発事故に起因する粗飼料の放射能汚染
により、平成23年夏、県産牛肉で暫定規制
値(500Bq/kg)超過事案発生。再発防止のた
め、給与飼料検査に基づく牛肉中放射性物
質濃度算定により対応したが、算定値と実
測値が乖離する事案続発。その都度、飼料
検査強化、農家指導及び出荷自粛等、対応
に苦慮。平成24年度からの暫定規制値(100B
q/kg)施行も踏まえ、補完する客観的な検証
法を模索。牛の生体材料等による生前推定
を検討、体表放射線量測定からの濃度推定
法導入を検討し、同法を先行実施する宮城
県からの情報収集、事前の調査試験を経て、
平成24年10月1日運用開始。これまで1,000
頭以上の検査を実施、体表検査の自主管理
値超過による持ち帰り事例数件あるも、飼
い直し等適切に対応、食肉中の基準値超過
事例無し。同法は、スクリーニング検査と
して十分機能、給与飼料算定による長期待
機牛に客観的な判断基準を付与できる可能
性を示唆。

265.放牧育成牛における性選別精液の受胎
率向上への検討：群馬県浅間牧場 田中克
宏

効率的に後継牛を確保できる性選別精液
（以下、Sort）の希望は年々増加している
が、受胎率は低迷。特に午前発情による午
後人工授精（以下、AI）を実施した際、低

い傾向。Sortは精子数が少なく、授精のタ
イミングが重要であり、午前発情／午後AI
では授精適期には早いと推察。対策として、
H22年度牛17頭で、午前発情時にGnRH製剤を
投与し、午後AIを実施したところ、受胎率
は向上（58.8%）。そこで、H23年度牛60頭
で同様に処置したところ、受胎率は50.0%。
Sortにおいて、午前発情時にGnRH製剤を投
与し、午後AIを実施する方法は有効と考え
られた。農家の期待に応えるため、今後もG
nRH製剤の投与を継続する一方で、投与量や
投与時間等について検討し、受胎率向上に
努めていきたい。

266.一和牛肥育農場の品質向上指導と畜産
経営の体質強化に向けた取組：新潟県上越
家保 安野僚太郎、丸山幹夫

管内JAの肉用牛部会(部会)に所属する黒
毛和種肥育農場(A農場)は、年間3回の体重
測定と併せてビタミンA(VA)測定を行い、そ
の結果を踏まえた検討会を実施。検討会で
は、肥育ステージ別血清中VA濃度、枝肉成
績、飼料給与方法、疾病発生状況、超音波
肉質測定装置による脂肪交雑画像の情報等
について検討。上越家畜保健衛生所(家保)
もH13年度から部会の活動に参加し、肥育ス
テージ別VA成績を参考に、肥育牛へのVA製
剤投与について指導。その結果、近年の肥
育期間中の血清中VA濃度は理想曲線に近い
状態で推移。枝肉格付4等級以上率はH22年
以後70%以上を維持。平均枝肉重量はH20年
以後470kg以上を維持。平均出荷月齢は徐々
に改善され本年度は29か月齢未満を達成。
さらに、部会の支援の下、地元JAの産地直
送販売店で和牛即売イベントに積極的に参
加。また、ローストビーフの加工、インタ
ーネット販売に着手する等、6次化産業へ向
けた取組を積極的に実施。

267.銘柄牛「氷見牛」の一貫経営モデル農
場における生産性向上への取り組み：富山
県西部家保 中村吉史宏、台蔵正司

繁殖、枝肉成績が低迷していた地域モデ
ル農場で関係機関が連携した指導を実施。
繁殖成績向上対策では人工授精(AI)及び直
腸検査技術の指導と共に繁殖情報の共有化
のため牛名盤を作成。優良繁殖牛群早期整
備を目的に低能力牛の淘汰及び受精卵移植
技術を活用。枝肉成績向上対策では肥育中
期・後期を不断給餌とし、残飼量を記録。
併せて肥育前期・中期・後期の牛群の血中
ビタミンAコントロールを指導。結果、平均
初回AI日数は平成24年3月、145日から同年1
2月、99日に短縮、200日超の不受胎牛は平
成23年9月、25%(6頭/24頭)であったが、平
成24年6月以降皆無。優良血統の受精卵を4
頭に移植し3頭受胎。繁殖牛は平成23年度26
頭から平成24年度21頭と減少したが、子牛
生産頭数は18頭から19頭に増加。肉質等級4
以上の上物率は平成24年1～3月27.3%(3頭/1
1頭)から同年10～12月75%(9頭/12頭)に回
復。今後も関係機関と連携し、県産畜産物
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のブランド力向上を目指す。

268.受精卵移植技術を活用した酪農・肉用
牛経営への支援：富山県東部家保 先名雅
実、尾崎学

受精卵移植(ET)技術の活用方法は経営形
態、規模等により多様化。関係機関が連携
し、ET技術を活用してA～E農家を支援。A、
B酪農家は牛群改良を目指し、飼養する乳用
牛から採卵、ETを実施。結果、A酪農家は13
頭、B酪農家は11頭の乳用後継牛を確保。効
率的に牛群改良。C酪農家は和牛繁殖経営へ
の経営転換を目指し、導入した繁殖和牛か
ら採卵、ETを実施。結果、ETで10頭の繁殖
牛群を整備。効率的に経営転換を達成。D和
牛繁殖経営は優良素牛の増産等を目的に、
飼養する繁殖和牛から採取した受精卵を酪
農家に提供し産子を引き取る方法を実施。
結果、引き取った65頭のET産子を子牛市場
へ出荷、牛群への更新牛も確保。E肉用牛肥
育経営は安定的に肥育素牛を導入するため、
購入受精卵を酪農家に提供しET産子を引き
取る方法を実施。受胎率も良好で順次、肥
育素牛が生産される予定。ET技術活用は酪
農・肉用牛経営の双方に有用であり、継続
実施により経営の向上及び安定化が期待。

269.和牛繁殖農家における胚移植技術の活
用：石川県北部家保 村上成人

管内における胚移植（ET）は、酪農家で
の実施が一般的。しかし、和牛繁殖牛を受
胚牛とした移植依頼も増加傾向。今回、管
内の和牛繁殖農家へのET技術の活用事例を
報告。和牛繁殖農家へのET技術活用の目的
は、低育種価牛対策、後継牛確保、不受胎
牛の治療、子牛市場出荷子牛の増頭の4つに
大別。ETは、当所の凍結胚保有状況、採卵
スケジュール等を農家に情報提供し、農家
は希望する血統の胚を選別、可能な限り農
家の希望する胚を移植。受胎頭数と受胎率
は、2009年4月～2012年10月末までに、低育
種価牛対策で受胎8頭、受胎率61.5%、後継
牛確保で受胎7頭、受胎率53.8%、治療目的
で受胎3頭、受胎率27.3%、出荷子牛増頭で
受胎24頭、受胎率55.8%で、治療目的の受胎
率は低いが、他の受胎率は良好。和牛繁殖
農家によるET技術の積極的な活用は、市場
におけるET産子の評価向上に伴う農家の意
識変化にある。

270.酪農家とのET受胎率向上に向けた取組
み：福井県嶺南家保 武野侍那子、山崎俊
雄

福井県では、ブランド牛「若狭牛」の増
産を目的に酪農家で受精卵移植（ET）を実
施。平成23年度北陸三県子牛市場のET子牛
出品頭数は、県全体63頭、うち嶺南管内は4
6頭で、若狭子牛生産に大きく貢献。そこで、
経産牛のET受胎率向上を目的に、今年度6月
より酪農家4戸の協力を得て、①腟鏡検査に
より受卵牛選定、②移植時に踏み台を使用、
③超音波画像診断装置を活用、④移植時の

血液生化学値と受胎の関係を調査。その結
果、①子宮内膜炎等を疑う8頭を摘発。②移
植が容易になり、移植者の安全・安定性を
確保。③移植時の黄体最大断面積（A）を測
定し、受胎牛平均Aは不受胎牛より有意に大
きく、受胎牛Aは2.0cm2以上で、移植可否の
説明に有効。④BUN値19mg/dl以上およびTP
値5.2g/dl以下は不受胎。取組み後の受胎率
は46.2%（18/39）で、昨年度41.4%（12/29）
からわずかに向上。依頼件数は今年度12月
までに135頭で、昨年度から1.8倍増加。今
後、ETによる若狭子牛増産を推進。

271.和牛繁殖農家と酪農家の連携による繁
殖素牛用受精卵の有効利用：福井県福井県
家保 横田昌己、吉田靖

家保では、ブランド牛「若狭牛」の改良
増殖と酪農家の経営安定を目的に受精卵移
植（ET）事業を実施。若狭牛肥育素牛の増
産には成果があがっているが、和牛繁殖農
家（繁殖農家）牛群の資質向上を図る優良
繁殖素牛生産の推進が課題。現在、酪農家
には肥育素牛用受精卵を、繁殖農家には繁
殖素牛用受精卵（繁殖卵）をET。嶺北地区
の全ET頭数のうち繁殖卵のET割合は22年度
7.5%（10/134）23年度10.4%（14/135）であ
り、繁殖素牛生産にETが貢献できていない。
繁殖農家と酪農家の連携による受卵牛確保
を指導してきた結果、24年7月から連携事例
があったので報告する。A繁殖農家は繁殖肥
育一貫経営のため雌子牛は繁殖素牛として、
雄子牛は肥育素牛に利用可能。B酪農家のET
実績は22年度受胎率42/5）、23年度37.5%（6
/16）。約半年間で6頭移植し、2頭受胎。計
算上年間2頭の後継牛を確保可能。今後、こ
の事例をPRし活用拡大し、県内繁殖牛群の
改良促進する体制づくりを進めたい。

272.遊休農地における繁殖和牛の放牧活用
事例：長野県伊那家保 中島純子

管内の遊休農地においてH16年度から2年
間「農地を牛でよみがえらせよう！実証事
業」に取組み、繁殖和牛の放牧を開始。事
業終了後、地元A会から放牧の希望があり現
在まで8年間継続中。放牧は3.5haの遊休地
に繁殖和牛2～7頭、毎年6～10月に実施。管
理はA会が行い、関係機関による月1回の衛
生検査を実施。放牧効果として、地主には
草刈作業不要及び再生農地でのそば栽培等
地域活性効果、牛貸出農場には飼養管理の
省力化が図られた。継続にあたりJA、行政
等関係機関が借用牛確保、飼養管理、衛生
対策等に協力し課題の解決を図った。H23年
度以降においては放牧牛の飼料確保のため、
野生動物食害対策として県の野生鳥獣害担
当者指導によるシカ対策用電気柵の改善、
人為的な草地植生の維持管理として畜産試
験場等の実証試験による牧草播種を実施。
関係機関の連携による課題対応が継続した
放牧を可能にしている。

273.黒毛和種供胚牛における血統別採胚成
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績の検討：長野県飯田家保 小松洋太郎
今まで実施してきた採胚について、供胚

牛の血統に注目して分類を行い、採胚成績
に差があるかどうか検討。実施期間は、200
7年5月から2012年11月までの5年7カ月間。
供胚牛は県内農家40戸に飼育されている178
頭。過剰排卵処理は漸減投与法により実施。
供胚牛の血統は、糸桜系、気高系、但馬系
の3分類とし、ハーフの場合は父系を優先。
供胚牛の父を1代祖、母の父を2代祖、母の
母の父を3代祖とし集計。供胚牛代祖の血統
別区分における種雄牛頭数は糸桜系20頭、
気高系17頭、但馬系39頭で計76頭。 採胚延
べ頭数は394頭。1代祖では気高系が183頭と
最も多く、1頭当たりの総卵数及び移植可能
胚数も他系より多かった。2代祖では但馬系
が202頭と最も多く、1頭当たり移植可能胚
数が他系より多かった。代祖の組合せは22
通りあり、その内多い組合せは、但馬系×
気高系×但馬系が68頭、気高系×但馬系×
但馬系が57頭、気高系×但馬系×気高系が4
8頭であった。

274.信州プレミアム牛肉認定事業と肉質向
上の取り組み：長野県長野家保 山本修、
久米田章仁

長野県は、平成21年から生産農場の飼養
管理や胸最長筋中のオレイン酸含有率など
について一定の基準を満たした牛肉を「信
州プレミアム牛肉」とする認定制度を開始。
当所では管内の流通業者と連携し、オレイ
ン酸含有率を向上する要因を究明するため、
認定牛肉のオレイン酸含有率・格付・血統
と生産農場の飼養管理状況等の調査および
飼育牛の血液検査を実施。管内からの出荷
牛のオレイン酸含有率は、①年々増加し、
個体のバラツキは減少する傾向。②農場間
に差が認められた。③格付、血統、性別、
と畜月齢との関連は認められなかった。血
液検査の結果から、肥育末期の血中遊離脂
肪酸濃度とオレイン酸含有率には負の相関
がみられ、肥育末期に体脂肪の動員を起こ
させない飼養管理がオレイン酸含有率を向
上させる要因の一つであることが示唆。認
定制度開始以降、生産者の意識や飼養技術
の向上がオレイン酸含有率の向上に結びつ
き、高位平準化に至ったと考えられた。

275.管内農場HACCP認証取得の取組：静岡県
東部家保 河村恵美子、永田浩章

管内のA酪農場で、個人経営農場として第
1号の農場HACCP認証を取得。ISO22000認証
取得酪農場である静岡県畜産技術研究所が、
A酪農場のHACCP及びマネジメントシステム
の構築を支援。家保は飼養衛生管理技術及
び各種法令の遵守指導を実施。A酪農場では
「バルク乳の温度管理」「殺菌・洗浄前の
送乳ライン切替え」「前搾りによるブツの
チェック」「分娩及び治療時のストップバ
ンド装着の確認･記録」の4つを必須管理点(C
CP)に設定、CCPモニタリング記録の実施状
況や作業手順の変更等を月1回のHACCP委員

会で確認。年1回の内部検証と併せて、総合
的に衛生管理システムを検証し、常に改善･
更新を図る。本取組を通して農場主と従業
員の意識が向上し、自発的な問題解決によ
る農場の改善が実現。今後は、A酪農場をモ
デルケースとして、農場HACCPのマネジネン
トシステムを応用し、畜産農家指導を実施、
衛生管理意識の高い農場を創出する予定。

276.乾乳期BCSと周産期疾病発生率、分娩後
泌乳成績、繁殖成績：滋賀県滋賀県家保
小畑敦俊、渡辺直人

乾乳期BCSは分娩後の周産期疾病発生率、
泌乳成績、繁殖成績に影響する。今回、周
産期疾病が多発し、乾乳期の飼養管理を指
導した管内酪農家において、乾乳期BCSと周
産期疾病発生率、分娩後泌乳成績、繁殖成
績の関係について検討した。調査には平成2
3年4～12月に分娩した経産牛141頭を用い、
BCSはＵＶ法で測定。調査①で指導前後にお
いて乾乳期にBCSが3.50以上あった牛の割合
と周産期疾病の発生率を比較。調査②で乾
乳期BCSを≦2.75、3.00-3.25、3.50-3.75、
4.00≦に分類し、305日補正乳量、初回授精
日数、空胎日数を比較。調査①で乾乳期のB
CSが3.50以上あった牛の割合は90%から 68%
まで低下、周産期疾病の発生率は52％から2
7%まで低下。調査②の結果として305日補正
乳量は乾乳期BCSの低下とともに増加。初回
授精日数、空胎日数は乾乳期BCSが3.00-3.2
5の場合に最短。今回の結果では乾乳期BCS
は3.25以下が良いと考えた。

277.水田をフル活用した耕畜連携における
粗飼料全量稲給与に取組む農家指導：滋賀
県滋賀県家保 渡辺直人、小畑敦俊

本県は、耕作地に占める水田の割合が高
く、水田の有効活用が強く求められている。
今回、水田をフル活用し、粗飼料の全量を
稲WCSおよび配合飼料の一部を飼料用米で給
与している農家指導結果を報告。稲WCSは、
ハナエチゼン、リーフスター等を栽培。飼
料用米は、ハナエチゼンを籾米サイレージ
として給与。指導農家は、経産牛20頭、繁
殖和牛3頭の酪肉複合経営。稲WCSの給与指
導、牛群検定成績モニタリング、定期繁殖
検診、籾米サイレージ給与前後に血液生化
学検査を実施。H24年度の長浜市内の稲WCS、
飼料用米の栽培面積は、4.1ha(H22）から14.
8 haに拡大。稲WCSの価格は7.2円／kg、飼
料用米は5円／kgで畜産農家に供給。乳成分
に変化はなかったが、乳量は低下傾向。ト
ウモロコシの増給を指導し、乳量は回復。H
24年の夏場以降、受胎が遅れる傾向。血液
生化学検査は、尿素窒素が籾米サイレージ
給与後に低値。今後、繁殖成績改善のため
飼料設計の一部見直しを検討。

278.母子免疫型ワクチンを活用した熱処理
初乳による子牛の生産性向上と牛疾病の経
乳感染防止：京都府丹後家保 田中究、極
山太
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子牛生産性向上と牛疾病経乳感染防止を
目的とした「熱処理初乳バンク」を確立す
るために、一和牛繁殖農家をモデル農家と
してその効果を調査。【方法】平成23年11
月から一酪農家のホルスタイン種母牛に2種
類の母子免疫型ワクチンを分娩前に接種。
接種牛の分娩後1～4回目の初乳を回収して
比重を測定し、パスチャライザーで60℃30
分間加熱後に凍結保存。この初乳をモデル
農家の黒毛和種子牛に生後6日間給与(1リッ
トル×2回／日)。子牛5頭から経時的(30・6
0・90日齢)に採血し、ワクチン抗体価、牛
白血病ウイルス（以下、BLV）抗体及び血中
BLV遺伝子を調査。また、子牛9頭でせり市
出荷前にBLV抗体と血中BLV遺伝子を調査。
【結果】新生子牛では母子免疫型ワクチン
の移行抗体を確認、血中BLV遺伝子は検出さ
れず。出荷前子牛はBLV抗体、血中BLV遺伝
子とも検出されず。出荷時の日齢体重とkg
単価が前年比で改善し、本初乳の給与開始
後1年間の治療回数と治療費は給与前よりも
有意に減少。

279.生乳中の体細胞数低減への取り組み：
奈良県奈良県家保 岡田一夏、三浦淳子

H25年1月、指定生産者団体の乳質規制金
制度が改正され規制基準が厳しくなった。
今回規制金対象項目の一つである体細胞数
を低減させる方法について検討。管内酪農
家20戸に対し搾乳衛生に関する聞き取り、
及び牛床の乾燥度を調査。農家を平均体細
胞数により30万個/ml未満（A）、30～50万
個/ml（B）、50万個/ml以上（C）の3つに分
類。Aでは自作ワゴンによる手際良い搾乳の
実施、乳房炎牛の別搾り、乾乳軟膏の注入、
難治性乳房炎牛の盲乳処置・淘汰の割合が
B、Cより高く、牛床の乾燥も良好。結果を
踏まえ、Cに分類される2農家に対し指導す
るとともに、PLテスターで摘発された個体
について乳汁培養検査を実施。一農家では
難治性乳房炎牛の盲乳及び作業者間の検査
結果の情報共有といった取り組みにより体
細胞数は50万個/mlを超えていたものが30万
個/ml代に改善。一方、別農家は効果なし。
今後調査結果を元に、より積極的な指導が
必要。

280.黄色ブドウ球菌性乳房炎の清浄化対策
の一事例：奈良県奈良県家保 真野真樹子
赤池勝

黄色ブドウ球菌(以下S.A)性乳房炎は伝染
力の強さや治癒率の低さから酪農家に大き
な損害を与える疾病である。現在、平成23
年6月よりS.A性乳房炎が頻発した管内一酪
農場において清浄化対策に取り組んでいる。
平成24年2月より全頭の合乳検査および潜在
性感染牛の分房別検査を実施し、乳牛43頭
中7頭15分房からS.Aが検出された。S.A株の
遺伝子型が体表の拭き取りから検出された
S.A株と一致したため、環境に常在するS.A
が乳房炎の原因となっていると推察された。
搾乳衛生指導を実施するとともに、潜在性

感染牛の早期治療や優先的淘汰を進めたと
ころ、乳房炎の発生件数が減少し、バルク
乳の体細胞数も低値で推移した。これによ
る経済効果は共済診療費の減少(約9万円)と
平均体細胞数の改善から推定される乳損失
量の減少(約18万円)の合計約27万円であっ
た。潜在性感染牛の摘発によりS.A性乳房炎
の蔓延・発症を防止できたと同時に、他の
原因菌による乳房炎対策としても有効であ
った。

281.熊野牛子牛における初乳給与技術等の
改善に向けた取組：和歌山県紀南家保 筒
井視有、伊丹哲哉

糖度計を用いた初乳簡易検査を実施、初
乳品質の調査を行うとともに初乳製剤等の
給与指導を実施。また、農場別の離乳時期
による子牛の育成状況を調査、適切な離乳
時期を検討。3戸の農場間で、分娩後母牛の
生化学的検査に差は認められないが、初乳B
rix値にはバラツキが認められた。初乳Brix
値と初乳中IgG濃度には、正の相関あり。初
乳Brix値が低い場合でも、初乳製剤等を追
加給与することで、子牛血清中IgG濃度が改
善。子牛血清中IgG濃度は、低い個体に比べ
て高い個体が発育の良い傾向。子牛出荷成
績は、離乳時期が4ヶ月以降の農場で高い傾
向。今回の調査により、品質の悪い初乳が
認められた場合でも、初乳製剤の給与等で
子牛の発育が改善できることを確認。糖度
計は、5,000円/個と安価であり、導入によ
り繁殖経営の安定化を図ることが可能。離
乳時期については、4ヶ月程度での実施を基
本とし、農場の子牛育成技術や繁殖技術に
応じて検討することが望ましいと考えられ
る。

282.担い手和牛農家のコントラクターと集
落法人等との稲わら収集を通じた耕畜連携
の推進：広島県西部家保 中市後章子、宮
本悟

和牛繁殖農家の生産コストを低減させる
ため、管内担い手和牛農家3戸は、稲わら収
集を実施していたが、個別作業であること
や収集調製機械が湿田に対応できないこと
により､作業が非効率であった。相談を受け
た当所を始め行政機関・団体は、コントラ
クターとしての組織化を提案、3戸による株
式会社の設立を支援。法人化により、大規
模に土地を集積している集落法人等と連携
が可能となり、作業の効率化が図られた。
また、各種事業に取り組み易い体制が確立
したことにより、湿田対策としてクローラ
式収集・梱包機械を導入。作業効率が大幅
に向上し、収集面積を平成23年度の30haか
ら平成24年度は70haまで拡大。担い手和牛
農家が、コントラクターとして組織化する
ことで、安定かつ効率的に安全・安心な稲
わらを確保する体制が整備され、経営の安
定化が図られた。

283.「しまね和牛肉」出荷成績向上への取
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り組みとその成果：島根県出雲家保 森脇
俊輔、若槻義弘

H21年度から県関係機関および管轄JA が9
農場に対して、VAコントロール技術の確立
を中心に出荷成績向上対策を実施。取り組
み年度前の肉質格付け等級4以上率（上物率）
は、30%以下が4戸、31～40%が4戸、約50%が
1戸。到達目標を上物率60%以上とし、血液M
PT、発育および飼料給与状況調査を対策検
討会とを交互に年3～6回実施。多くの農場
で認めた問題点に対して講じた対策（具体
策）は、生後月齢を重視した管理へ変更（生
後12か月齢でVA制限開始、飼料給与マニュ
アルに飼料切り替え目安月日を追加記載）、
VA制限時期の盗食防止（餌槽間に仕切柵設
置）、個体観察技術の向上対策（VA検査依
頼書の作成・畜主記載し検査依頼）および
生後22か月齢以降のVA剤投与方法の変更（定
期的投与）。結果、四半期集計で取り組み
開始後3年以内に8戸が目標達成。達成期間
は最短が1年と7～9か月後、最長が2年と10
～12か月後であった。今後は、本取り組み
で得られた有効的な対策を他農場へ周知す
るとともに、肥育農場間の技術交流および
若手指導者への技術伝達を行っていく。

284.管内の受精卵移植技術の活用状況：島
根県出雲家保 藤原和隆、森脇俊輔

管内の受精卵移植（ET）頭数は平成17年
度の1,328頭をピークに年々減少し、平成23
年度は389頭。ETは黒毛和種（JB）体内受精
卵が主体（平成23年度338頭、87%）で、ホ
ルスタイン種（Hol）を受卵牛とする場合が
多い（同年度252頭、64%）。受胎率は34%～
40%を推移。農家型採卵頭数は、JBおよびHo
lがそれぞれ平成20年度89頭および1頭の計9
0頭、平成23年度は32頭および6頭の計38頭
と減少。JB供卵牛の年齢は2～15歳齢で、2
～4歳齢が56%を占め（2歳齢が24%で最多）、
年齢別の供給卵数は2～11歳齢では差を認め
ず、それ以上では減少傾向。JB供卵牛は県
内産ET産子が54%と多い。JB子牛登記におけ
るET産子の割合は平成18年度9.7%（3,213頭
中313頭）であったが、平成23年度は7.9%（2,
582頭中203頭）と減少。今後は、ET頭数減
少の原因究明とその対策が必要。取り組み
の少ない地域での普及、JBの受卵牛として
の活用、若手ET師の研修会。さらに性選別
精液を用いた採卵等新たな技術の活用も必
要。

285.隠岐地域の放牧を中心とした黒毛和種
繁殖牛の死廃事故低減対策：島根県松江家
保隠岐支所 藤井俊治

隠岐地域で放牧を中心に死廃事故が多発。
平成22年度の事故率は3.4%（67頭/1,945
頭）。県内の事故率1.7%と比較し2倍程度。
内訳は墜死（崖等から転落し死廃）が12頭1
8%、放牧死（放牧場で死亡し原因が不明）
が24頭36%、行方不明（放牧場で行方不明と
なり死体が発見されない）が19頭28%と放牧
に関わる事故が82%。家保は事故データから

事故多発場所の特定や要因を分析。関係機
関による対策会議で対策を提案。農家研修
会での啓発、巡回による個別指導を実施。
その他、関係機関が協力し、補助事業によ
る牧野整備等を推進。転落多発場所の牧柵
の補強強化、草量に見合った牧野利用調整、
雑灌木除去を実施。また、疾病の早期発見
・早期治療、補助飼料給与による栄養補給
等を指導。平成23年度の事故は前年度に比
較し、67→47頭と20頭減少、事故率は3.4→
2.4%に減少。事故の内訳は墜死が12→2頭、
放牧死が24→13頭と減少。行方不明は19→2
1頭と微増。引続き的確な対策が取れるよう、
取り組みを継続。

286.無角和種繁殖センターを軸とした地域
内耕畜連携の推進：山口県北部家保 佐藤
正道、市野清博

地元産粗飼料確保と山口型放牧取組拡大
を進めるため、地域の集落営農組織と連携
した仕組みづくりを推進。センターを軸と
した耕畜連携体制を整備し、飼料用イネWCS、
稲わら、牧草サイレージ等地元産粗飼料確
保、レンタカウを活用した山口型放牧推進、
センターのたい肥を活用した循環型農業の
推進を図った。今年度、耕畜連携により6組
織から約240トンの地元産粗飼料を確保。山
口型放牧は、集落営農組織7組織、延べ1,08
4日、約13haで実施。阿武町の「土づくり事
業」により、センターのたい肥は、地域の
水田や飼料作物、露地野菜に供給され、地
域の土づくりに貢献。また、平成24年度山
口県たい肥共励会では、優秀賞を獲得。今
回の仕組みを活用して、安定的に地元産粗
飼料を確保し、安心安全な無角和牛肉の生
産供給体制の確立を目指す。また、センタ
ーを地域の畜産振興拠点として位置付け、
センターを軸とした畜産振興、耕畜連携の
取組を拡大する。

287.牛哺育育成農家における事故低減対策
の取組と効果：徳島県西部家保 中下弘子、
東城孝良

当所では、平成21年度から「農林水産省
消費・安全対策交付金事業 家畜衛生の推
進家畜衛生対策の推進による生産性向上の
推進」を活用。畜産協会・NOSAI等と連携、
大規模牛哺育育成農家の事故率低減対策を
実施。農家概要：H21年度からH23年度まで
の導入頭数3,833頭、年間平均導入頭数約1,
300頭、事故率8.8%。事業取組の推移：H21
年度死亡原因究明、鼻汁検査等検査頭数34
頭、H22年度未実施、H23年度導入時糞便検
査241頭、H24年度は年度当初に事業計画を
作成、農家・NOSAI・畜産協会、病性鑑定課
と協議し事業推進を決定。内容(前期計画)
：①死亡原因の究明(解剖4頭)、②導入牛10
頭を用いﾋﾞﾀﾐﾝAの推移と補強効果並びに抗
生物質に頼らない飼養管理を実施(Vit強化
・ﾜｸﾁﾝの徹底)。結果：①死亡原因は肺炎が
主（誤嚥性肺炎を疑う）。②Vitの追加補強
は不要。前期の結果を基に後期の対策を実
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施。①強制哺乳の是正。②適正な予防薬投
与。現在は死亡頭数は減少。順調に経営さ
れている。

288.牛群検診による乾乳期乳用牛の飼養管
理改善取り組み：徳島県徳島家保 中田翔、
阿部敏晃

乾乳期飼養管理について指導を求める約4
0頭飼育のA酪農場で、牛群検診（BCS測定、
飼料診断、代謝プロファイルテスト（MPT））
を実施し飼養管理改善に取り組んだ。対象
は乾乳期～泌乳初期健康牛。対照として同
地域優良B酪農場で同検診を実施。乳期別BC
Sは乾乳期4.00±0.35、泌乳初期3.58±0.14、
泌乳最盛期2.42±0.14、泌乳中期2.87±0.5
9、泌乳後期2.98±0.73で泌乳後期～乾乳期
に過肥傾向。乾乳期の栄養分充足率はCP67.
8、TDN90.5、DM64%、MPTでB農場よりBUNが
低値傾向（A:6.0±2.0、B:8.0±1.0mg/dl)。
飼料の栄養不足及びBUN低値傾向は粗飼料の
みを給与する乾乳前期の飼養管理が原因と
推察。乾乳前期に配合飼料を1kg/日給与す
る事を提案。泌乳後期以後のBCSを適正に維
持するため泌乳後期の配合飼料減量を指導。
結果、乾乳期の栄養分充足率はCP90.2、TDN
104.9、DM71.2%と改善。BUNは増加傾向(6.2
6±1.3mg/dl）。今後、農家の要望に応じた
より有用な牛群検診を実施したい。

289.持続できる酪農経営のために（自家授
精の推進と雌雄選別精液・ETの活用）：徳
島県徳島家保 立川進

酪農家にとって優秀な繁殖技術者と後継
牛の確保は、経営を維持する上で重要な要
素であるとともに、後継牛以外として生産
される仔牛は付加価値の高い副産物として
販売することが望まれる。近年、乳牛では
雌(X）精子を90%以上含む雌選別精液が実用
化され、効率的かつ計画的に雌仔牛が生産
できるようになった。そこで、潜在能力を
持った農家の自家授精の推進の試みと最近
の管内「雌雄選別精液」の利用状況につい
て調査したので報告する。自家授精の推進
の試みとして、人工授精免許を持った一酪
農家に対し、モデル的に人工授精技術の再
教育を実施。管内の雌雄選別精液利用農家
は8戸で、すべてマニュアル通り適正に融解
されているが、受胎率には27%～100%と農家
により差がある。また、♀分娩率は93.8%(3
0/32)と期待通りの結果。本結果に基づき、
雌雄選別精液及び黒毛和種受精卵移植等を
活用した酪農経営の経済的効果をシュミレ
ーションし、今後の経営指導の一助とした
い。

290.管内における診療業務の現状と方向性
：徳島県西部家保 久保貴士、大谷長治

近年、畜産分野の獣医師不足に伴う無獣
医療地域拡大が全国的に問題化。管内でもH
21年11月から徳島県産業動物獣医療安定確
保推進事業により、家畜共済加入農家に対
し家畜保健衛生所（以下家保）が診療及び

去勢等を実施。またH21年9月よりワクチン
接種も開始。4年間で診療戸数は対象農家52
戸（H23）の約半数（24戸）。診療件数は20
（H22）、23（H23）、34（H24）件と増加。
内訳は繁殖障害88.3%、その他11.7%。特に
繁殖障害の診療について西部地域の33.8%を
当所が実施（H24）。また診療依頼内容も難
産、子宮脱等多様化。診療と併せて去勢、
ワクチン接種（年平均139頭、1,972頭）を
実施し管内和牛生産や疾病の発生予防に貢
献。今後とも家畜診療所及びJA等関係機関
とより緊密な連携を図りながら家保の持つ
検査機能などを生かし、提供技術の高度化、
的確・迅速な診療に努め、個体診療から地
域全体の管理衛生指導まで幅広い分野にお
いて畜産農家の要望に沿った畜産経営支援
を実施。

291.和牛繁殖農家における繁殖成績と血液
生化学性状の関係性およびβカロテン簡易
測定法の検討：徳島県西部家保 森川繁樹、
松尾功治

管内和牛繁殖農家5戸において代謝プロフ
ァイルテストを実施。検査項目はT-Cho、Gl
u、BUN、GOT、ビタミンA、ビタミンE、βカ
ロテン、セレン。繁殖成績良好な農家(2戸1
0頭)、概ね良好である農家(2戸13頭)、成績
不良の農家(1戸11頭)で各項目を比較。繁殖
成績が良好な農家でGOTが有意に低く、βカ
ロテン値、ビタミンＡ値、ビタミンＥ値、
セレンは有意に高かった(t検定)。特にβカ
ロテン値ではその差が顕著。そこでβカロ
テン値の簡易測定法としてマイクロプレー
ト吸光分光光度計を用いた方法を検討。肉
眼的に溶血していない血清100 μlを波長45
0 nmで測定した吸光度と高速液体クロマト
グラフィーにより測定したβカロテン値を
比較したところ高い相関(r=0.97)を確認。
血清吸光度が0.18 以上であれば、良好な繁
殖成績に必要とされる200μg/dl以上である
と診断可能。今後は本法を活用したβカロ
テン値を栄養学的指標の一つとして診断・
指導し、繁殖農家の繁殖成績向上に努める。

292.東部地域における稲WCSの省力・低コス
ト生産に向けた取組：高知県中央家保田野
支所 萩原一也、杉村知子

安芸市K地区では、酪農家1戸が平成22年
から稲WCSを自ら生産、給与。家保は地域の
稲WCS安定確保のため、農業振興センター等
関係機関と連携。同市内耕種農家に稲WCS生
産を推進。平成24年に葉たばこ栽培を中止
した耕種農家1戸が参加。省力化のため、鉄
粉をコーティングした種子を湛水した水田
へ直接播種する鉄コーティング湛水直播（鉄
コ直播）で栽培実証。K社製直播機で播種。
91%が発芽、生育も良好。ロール収量は推定
約2.4トン/10aで移植栽培並み。鉄コ直播は
育苗管理や育苗箱運搬が不要。移植栽培と
比べ、労働時間で約30%、生産費で約22%低
減すると推定。収穫作業時間は収穫機（フ
レール型とコンバイン型）で大差なく、ロ
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ールベールを農家でラッピングすれば、自
走式ベールラッパによる圃場でのラッピン
グよりも約15分/10ａ短縮。今後は、より簡
便で低コストの直播方法と堆肥利用による
収量増加を実証。中芸地域でも稲WCS生産の
拡大を図る。

293.F1肥育経営におけるTMRの取り組み：愛
媛県中予家保 宮内英治、平野徳之

肥育牛（F1）300頭を飼養するA農家が、
新牛舎をH24年1月に建設し460頭に規模拡大
した。新牛舎は労働軽減と経営コスト削減
を目的に、肥育牛での県内事例が少ないTMR
方式を導入。Ａ農家は、以前から丸粒免税
トウモロコシの個人輸入と自家配合で飼料
費を抑えるとともに、徹底した配合設計や
個体管理を行い、H24年の出荷成績は上物率
82.8%（3等級以上）、枝肉重量514kg（去勢）、
458kg（雌）。TMR方式と従来の給与方法と
を比較した結果、1日当りの飼料調製給与時
間はTMR方式56分、自走給餌機194分、手押
台車258分。労働費を含めた1日当りのコス
トはTMR方式2,941円、自走給餌機4,156円、
手押台車4,926円。一方、TMR給与牛の出荷
成績は上物率、枝肉重量ともに従来方法と
大きな差は見られなかった。TMR給与牛の出
荷データが少ないことから今後も引き続き
出荷成績等のデータ分析を行い、適正な給
与方法の確立と普及性を検証していく。

294.牛の先天性異常症例と発生要因の分析
：愛媛県東予家保 矢野克也、大饗英章

平成8年4月から平成24年12月までの17年
間における管内の牛異常産129例（乳用種11
7例、肉用種12例）を分類したところ、非感
染性である形態及び機能異常（以下、先天
性異常）44例、ウイルス性22例、母牛の低
栄養等管理失宜7例、原因不明56例。先天性
異常の44例中42例が乳用種であり、器官系
統別内訳は、骨格系、消化器系、重複奇形
が全体の約7割。発生年月及び発生地域の特
徴は認めなかったが、農家毎の発生頻度は
異なっていた。発生頻度の高い酪農家1戸（搾
乳牛26頭）において、平成24年8月から12月
に先天性異常を認めた3例は結腸閉鎖、曲繋
（ナックル）、無眼球症であり共通所見を
認めず。一方、本農場の過去の先天性異常
のうち、血統情報が取得できた5例中3例は、
ホルスタインにおいて回避すべき近交係数
として引用される6.25%以上であったことか
ら、先天性異常の対策の一つとして、デー
タベースを活用した調整交配の必要性が示
唆。

295.堆肥の力～堆肥多投による飼料稲の増
収効果～：高知県西部家保高南支所 夕部
尚彦、吉田吏孝

管内では、飼料コストの低減や堆肥の利
用促進を目的に米農家や畜産農家が飼料稲
を平成22年度1.9ha、平成23年度2.9haで生
産。今年は集落営農組織や生産受委託組織
も参加し、6.9haで飼料稲を生産。堆肥多投

による増収効果について、集落営農組織が
実証。反当約10t投入。36枚の水田で収量を
調査。反当収量は原物で無堆肥区1,841kg/1
0a、堆肥区3,581kg/10a。堆肥区が約2倍の
収量。乾物では770kg/10aに対して1,119kg/
10a。約1.5倍の収量。生産者及び関係機関
は現地検討会や収穫時で生育の差を認識。
サイレージの一般成分では堆肥の有無での
差は認められず。V-スコアはいずれも80点
以上、フリーク評点は成績が分かれる。現
時点で2戸の肉用牛農家が給与を開始。嗜好
性は良好。堆肥の多投が飼料稲の増収に好
影響。今後、連続投与の影響も考慮しなが
ら、生産集団等の堆肥利用を促進するとと
もに、畜産農家には稲WCS の飼料価値を正
確に伝え、飼料生産拡大につなげる。

296.電子乳量計を用いた搾乳作業指導：高
知県西部家保 森木啓、竹内紀恵

乳質改善及び搾乳作業の効率化は酪農家
の課題。管内酪農家1戸で搾乳作業及び搾乳
機の現状把握・改善のため電子乳量計（ラ
クトコーダ）による搾乳時及び搾乳ライン
洗浄のモニタリング、搾乳作業のビデオ撮
影を行い、その内容を農家と検討。搾乳時
間、過搾乳時間、搾乳ライン洗浄等のラク
トコーダ測定値は良好な結果だが、バイモ
ダリティ（搾乳開始直後の一時的な射乳量
低下、過搾乳状態の一種）が高い傾向。改
善点として搾乳前の乳頭刺激を十分に行う
こと等を指導。検討会後バイモダリティ発
生率は顕著に減少、過搾乳による牛の負担
は軽減。ミルカ―台数も4台から3台に減ら
すことでミルカ―離脱タイミングが把握で
き作業が効率化。今回、搾乳作業をラクト
コーダとビデオを用いて可視化することに
より、農家が搾乳作業の問題点を把握しや
すくなり、改善策についても納得して取り
組んでくれた。今後も、この取組を継続し、
搾乳作業の改善や効率化を図りたい。

297.電子乳量計を使用した搾乳指導：高知
県中央家保香長支所 山也寸志、高知県畜
産試験場 川原尚人

管内の生乳中体細胞数は、季節変動を繰
り返しながら増加傾向。そこで、管内酪農
家4戸について、生乳中体細胞数増加の原因
の一つである搾乳作業を電子乳量計データ
及び牛群検定データ、ビデオデータ等で分
析。対策を家保および畜試で検討。重要度
が高く、農家が改善可能と思われた項目を
選び指導。問題が最も多かったのはバイモ
ダリティ発生率。4戸全てが目標値を上回っ
ていた。前搾り回数を増やすよう指導した
結果、翌月から全ての農家で改善が見られ
た。しかし、様々な事情から、短期間で指
導前の数値に戻った。長年の搾乳習慣を変
更するのは難しいが、継続的な指導により4
戸中2戸で改善が継続中。また、今回指導し
た項目を短期間実践しただけでは、生乳中
体細胞数が減少することはない。このため、
バイモダリティ及び過搾乳等を減少させ、
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総搾乳時間の短縮、乳頭及び乳頭口へのス
トレスの低減により乳房炎リスクを抑制す
る対策を、農家に継続して指導していくこ
とが重要。

298.電子乳量計とビデオを活用した搾乳作
業の分析と改善：高知県中央家保 米田佐
知、高知県畜産試験場 川原尚人

酪農における乳房炎の原因として過搾乳
が指摘されているが、搾乳作業の習慣性か
ら、見直しが進まないのが課題。そこで今
回、畜産試験場の技術支援事業と連携し、
電子乳量計とビデオを活用した搾乳作業の
分析及び搾乳機器の洗浄についてのモニタ
リングを行った。実施農家は管内S町の3戸
（牛群検定農家2戸、非検定農家1戸）。電
子乳量計とビデオのデータ分析により、デ
ィッピング、前搾り、乳頭清拭等の各作業
時間と間隔、バイモダリティ、ライナース
リップの有無、過搾乳時間等が農家ごとに
明確化。また、洗浄水の量、湯温、乱流率
等を測定、洗浄の確認ができた。ビデオ画
像は農家自身の動きが撮影されていること
から、客観的で説得力があり、現状の把握
と改善点の検討に極めて有効。勉強会で改
善点を検討したところ、可能な改善には早
速取り組むとの前向きな意見が聞かれた。
今後は農家の要望に応じてこの手法を活用
し、搾乳作業の分析と改善を試み、経営改
善につなげたい。

299.褐毛和種（高知系）の哺乳期における
血液生化学的性状：高知県中央家保 千頭
弓佳

褐毛和種の哺乳期における血液生化学的
基準値を調査するため、雄11頭、雌8頭の計
19頭の血液成分値を3カ月齢まで追跡調査し
たデータを集積。血清中のTP、ALB、GLB、G
LU、TCHO、TG、BUN、NH3、GOT、GGT、ビタ
ミンA（VA）、ビタミンE（VE）、βカロチン
（BC）、NEFAの14項目の各平均値をもとに、
雌雄間の比較、月齢に伴う推移を解析。さ
らに各血液成分値と体重、体高、日増体量
（DG）の関連性について解析。全体的にGLU
が高くVAが低い傾向で、雌雄間ではTCHOが
雄より雌が高い傾向。GLU、TG、GGTは月齢
に伴い低下し、反面GOT、VAが上昇。GLBは2
カ月齢で低下した後上昇しTCHOは上昇して
から低下。TP、GLUと体重及びDGとの間で正
の相関あり。多くの項目で月齢による変動
が認められたことから、月齢ごとの基準値
の設定が可能と考察。また、血液成分値と
発育値との間で関連性が認められたことか
ら、発育にかかる飼養管理などにおいても
血液生化学的検査の有用性が示唆。

300.管内キャトルステーションの疾病発生
状況とその対策：高知県西部家保檮原支所
岸本優行

管内キャトルステーション(C.S)におい
て、H23年8月12日～H24年11月31日までに導
入された子牛82頭に発症した疾病を調査し

関連性を調べた。疾病は呼吸器疾患、消化
器疾患、その他に分類。子牛の群は月齢別
に分類。結果、三カ月齢以内での発症率が
全体の79%となった。一ヵ月齢以内の初発は
全体の49%で、呼吸器23%、消化器63%、その
他13%となった。初発で消化器疾患を発症し
た子牛の内、再発率は77%、再再発率は40%
となった。初発で呼吸器疾患を発症した群
では、再発率は52%、再再発率は17%と低か
った。C.S開始から1年が経過、現在、疾病
は導入後3カ月以内、またはC.Sから群飼い
に移行する4ヶ月目に集中。対策として、夏
場に多い呼吸器病にはカーフハッチの改善、
冬場の寒さにはミルクの増量やジャケット
等の着用を実施。今後は、現在のワクチネ
ーションプログラムや環境の整備を見直し
を進める方針。

301.乳用種雌牛哺育・育成施設における衛
生対策とその成果：北海道根室家保 平野
慎二、相川文

哺育・育成預託施設（施設）は複数の農
場から子牛を導入、病原体侵入及びまん延
の機会増加を危惧。当所及び関係機関は平
成15年の開設時からリスク管理手法に基づ
き衛生対策を実施。平成19年度に衛生対策
マニュアルを再検討し、非発生農場からの
導入でヨーネ病、牛ウイルス性下痢・粘膜
病に、導入時検査と導入後2週間の隔離飼育
でサルモネラに対応。哺育・育成期の下痢
・呼吸器病は、導入前の初乳給与指導、10
日、90日、9ヵ月齢の5種混合生ワクチン接
種で対応。疾病発生状況は平成16年度から
平成18年度に下痢症39頭、平成19年度から
平成23年度は、呼吸器病6頭、下痢症16頭。
導入時検査で1頭からサルモネラが分離され
たが、施設内へまん延はなかった。牛アデ
ノウイルス7型以外のワクチン抗体は施設内
の90%以上牛が保有。本対策により年間の死
亡率は1.6%以下で推移、疾病発生の低減に
貢献、哺育・育成預託施設の衛生管理指標
として公開。

Ⅰ－８ その他

302.住民被害に発したサシバエ対策への過
去２年間の取組み：山形県中央家保 佐々
木志穂、植松知加子

平成23年6月、A市B地区の自治会から酪農
家周辺住民のサシバエによる刺傷被害につ
いて指導要請を受けた。家保は、当該農家
を立入し、幼虫を確認後、A市農協管内に指
導を拡大。農家33戸を対象にアンケート調
査。回答農家の7割が家畜被害あり。吸血ス
トレスによる牛の異常行動、産乳量の減少
を確認。症例対照研究により「発生場所が
わからない」、「畜舎内の堆積糞が多い」、「集
団防除していない」がリスク要因と分析。
市、農協等と情報共有し、衛生だよりや研
修会で生態と習性を利用した対策を啓蒙。
発生場所の特定、効果的なトラップ方法や
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薬剤散布、畜舎周辺の草刈、堆積糞の処理
について個別に指導。管内農家は徐々に対
策の必要性を認識。当該農家は蛹化阻害剤
を家保プログラムで散布。また、自治会へ
随時情報提供し、農家とのパイプ役に努め
た。畜主の自覚と適切な対策が、牛の生産
性向上、環境保全に重要であり、住民との
良好な関係を構築。今後も取組みを推進。

303.和牛繁殖農場における子牛下痢低減に
向けた取り組み：福島県県南家保 西牧由
佳、三瓶直樹

和牛繁殖経営安定のため、平成20年度よ
り和牛繁殖農場の子牛下痢低減対策に重点
的に取り組み、一定の効果が認められたの
で紹介。診療獣医師、関係団体と連携、情
報を共有した上で、事故率が高い1地域12農
場の調査を実施、子牛下痢に関する問題点
の洗い出しを行った。問題解決のため、農
場毎に実行可能な対策指導を心がけ、給与
飼料の見直しや子牛下痢に関する正確な情
報提供を行った結果、10農場で改善が認め
られた。さらに、地域全体での衛生意識底
上げのため、12農場のうち中核的な2農場を
モデル農場に選定、継続的かつ詳細な指導
を行った。モデル農場では下痢発生状況に
応じ、寒冷対策、牛舎の清掃、消毒等の指
導を実施。これらにより子牛下痢の事故が
減り、衛生意識向上が図られた。また、地
域での波及効果により地域全体での衛生意
識向上が認められた。今回の取り組みを管
内全域の指導へ応用し、今後も衛生意識向
上に努めたい。

304.放牧場の衛生管理対策と実態調査：茨
城県県北家保 會田裕香、菅原徹

管内A、B、Cの3放牧場の衛生検査と聞き
取り調査から、放牧場の管理状況や問題点
を精査。Aは乳用未経産牛、Bは乳用未経産
牛、繁殖和牛、Cは繁殖和牛を飼養。各放牧
場で衛生検査を4～11月に実施。健康状態、
ヘマトクリット値、ピロプラズマ寄生度か
ら要注意牛を特定、個別管理や治療を指導。
各放牧場の要注意牛対応状況、牛群管理実
態を調査。Aの利点は入牧前疾病検査の実施、
夏季の検査回数増、管理獣医師の早期対応、
検討会の開催。改善点は体調不良牛の個別
管理。Bの利点は個別管理可能な牛舎構造、
管理者（酪農家）の早期対応。改善点は観
光放牧場としての衛生管理対策。Cの改善点
は要注意牛対策、記録簿の整備。対策は、A
で牛舎環境整備の検討、Bで飼養衛生管理マ
ニュアルの作成。Cは検査頻度や衛生管理指
導の再考、立入記録簿の作成。今後は、飼
養衛生管理基準に基づく管理指導を強化す
るとともに各機関との連携、協力を深めて
いく。

305.ホルスタイン種搾乳牛に認められた急
性好中球性白血病：栃木県県北家保 罍玲
子、米山州二

67ヶ月齢の搾乳牛が分娩翌日から血便、

食欲不振、発熱等を呈し、予後不良で鑑定
殺。血液検査では、白血球数が14,500/μl
で、桿状核球分画が51%と著しく高値。剖検
所見では、内側腸骨リンパ節の高度腫大、
心外膜及び腎臓に点状出血。組織所見では、
腫瘍細胞が肝臓、脾臓、腎臓及び各リンパ
節でび慢性に浸潤。腫瘍細胞は異型性を示
し、核は大型で円形～類円形、細胞質は好
酸性微細顆粒状。ギムザ染色とAD-Sクロロ
アセテートエステラーゼ染色で腫瘍細胞の
顆粒が赤染。免疫組織化学的染色は、腫瘍
細胞がMAC387で陽性、CD3、CD79a、CD68、
第8因子関連抗原及びヘモグロビンは陰性。
これらの結果と細胞の形態的特徴から好中
球由来の腫瘍細胞と判定し、急性好中球性
白血病と診断。その他の組織所見で、脳に
くも膜下出血、骨格筋で軽度の白筋症、脾
臓にヘモジデリン沈着を認め、これらを原
因とする全身症状が白血病発症の引き金と
推測。本症例は牛では未だ報告がなく、極
めて稀な症例。

306.平成24年産飼料作物の放射性物質に対
する家保の活動：群馬県西部家保 都丸友
久、茶谷芳久

23年産乾草・サイレージの調査において、
管内10地域で牛用飼料の暫定許容値を超過
する飼料を確認。本年も原乳や牛肉の安全
性を確保するため飼料作物の放射性物質調
査を実施。生産者への飼料作物の放射性物
質に対する指導のため担当者会議を開催。
全牛飼養農家に対し、生産した自給飼料の
流通･利用の自粛を一端要請後、単年生牧草
を21地域、永年生牧草を1地域及び稲わらを
8地域で調査。全地域で暫定許容値を下回っ
たことから利用・流通の自粛解除を広報等
で周知。麦わら5地域、青刈りトウモロコシ
12地域及び稲発酵粗飼料5地域で調査したと
ころ全地域で検出されなかったことから自
粛を解除。廃用牛の出荷に対しては、生産
者からの問合せ等に随時対応するとともに、
注意を要する飼料を給与した農家に対して
は、飼い直し期間の指導および血液検査も
応用し出荷の適否を判断。

307.管内の放射性物質に対する取組み：群
馬県東部家保 鳥海恵里

昨年の東日本大震災に伴い発生した原発
事故は県内各地の農畜産物に被害を及ぼし、
管内の牧草においても放射性物質が検出。
管内は県内でも自給飼料の生産が盛んな地
域であるため、会議やリーフレット等によ
る周知、指導の他に生産者に対しては汚染
牧草マッチングの推進を実施。その結果、
更なる放射性物質検査を伴った指導を必要
とし、(公社)群馬県畜産協会より測定機器(L
B200：ベルトールド社)を借用し測定方法の
検討を行い、RQフレックスを用いたカリウ
ム測定と水分率測定を併用し、放射性セシ
ウム濃度を推定する検査体制を確立。現在
まで牧草や生乳、飲用水等190件の検査を実
施し、生産者の不安を払拭。平成24年4月1



- 62 -

日から牛用飼料の暫定許容値が100Bq/kg以
下に改正。これに伴い、今後も畜産物の生
産段階では常に生産物の放射性物質濃度を
検出限界値以下を目標とした継続検査を実
施し、生産者と消費者双方の要望に応える
べく指導を行い、安全・安心な畜産物の生
産を推進。

308.口蹄疫防疫演習から見えた課題：埼玉
県中央家保 土門尚貴、河合正子

口蹄疫発生時の移動規制を中心とした演
習を実施。演習には県関係機関、管内市町
ほか計63名が参加、連携を強化。演習では
管内1農場での発生を想定し、机上演習と消
毒ポイントにおける車両消毒を実地演習。
机上演習では、最大26か所の消毒ポイント
と1日当たり226名の人員が必要と試算、消
毒ポイント候補地を例示。参加者から速や
かな人員確保に不安がある、例示した消毒
ポイントは使用不可等の意見あり。実地演
習では、消毒ポイント作業が家畜防疫員以
外の従事者にわかりにくい事が判明。管内2
6市町中10市町は畜産農家がおらず今回の演
習にも不参加のため、家畜衛生の連携に不
安あり。今回の演習を踏まえ、今後、管内
市町を含む関係機関との定期的な調整会議
の開催、市町の協力による消毒ポイント候
補場所の検証と新たな候補場所の選定、消
毒ポイントにおける詳細で具体的な手順書
の作成、定期的な参加型防疫演習の開催と
継続的な家畜衛生情報の提供等の対策を講
じていく。

309.過去10年間に管内で確認された搾乳牛
下痢症の疫学調査：埼玉県熊谷家保 福田
昌治、田中瑛

管内で2002年1月～2012年11月に発生し、
病性鑑定を実施した搾乳牛の下痢症につい
て、原因別発生頻度、臨床症状などの疫学
調査を実施。調査期間中に確認された事例
は40件。原因別内訳は、牛コロナウイルス
病10件（25.0%）、サルモネラ症7件（17.5%）、
牛C群ロタウイルス病3件（7.5%）、牛コロ
ナウイルス病及び牛B群ロタウイルス病同時
検出例1件（2.5%）、ヨーネ病2件（5.0%）、
アミロイドーシス1件（2.5%）、原因不明14
件（35.0%）。牛コロナウイルス病、牛B群
ロタウイルス病、牛C群ロタウイルス病およ
びサルモネラ症の4疾病では、水様下痢のよ
うな明確な症状の牛が牛群に複数頭発生。
一方、ヨーネ病およびアミロイドーシスで
は、牛群に1頭のみの単独発生。原因不明事
例では、糞便性状が軟便程度と軽度な事例、
発症期間が1日程度と一過性の事例などが多
かった。以上から、明確な下痢症の牛が複
数頭発生する場合には、上記4疾病のいずれ
かに診断できる可能性が高いと考えられた。

310.口蹄疫病性鑑定時の写真撮影について
の一考察：千葉県南部家保 島田圭悟、久
保田尚

口蹄疫(FMD)の発生を疑う農場に対する立

入検査を行った場合の異常家畜の鮮明な写
真送付は、病性鑑定に不可欠である。そこ
で今回、先の平成23年度全国FMD防疫演習で
撮影に苦慮した舌を中心に、夜間の牛舎内
等困難な撮影環境にも対応可能な手法と共
に、写真転送法の改善について検討した。
照明不足を想定し、市販のLED電球を使用し
た簡易な光源を作製すると共に、牛の動き
を考慮した上で、開放F値の小さいカメラを
使用することにより、F値2.0、ISO感度最大
1600、シャッター速度1/125秒で、被写界深
度も良好な結果が得られた。また、現行の
画像送信体制では、グレーゾーン内での消
毒等、カメラの受け渡しが煩雑な上、ウイ
ルス拡散リスクが生じるが、Wi-Fi対応撮影
機器の使用により、家畜防疫員が接触する
必要がなくなるため、迅速安全な画像の授
受が可能であった。これらの結果を基に当
所では新たに撮影マニュアルを作成した。

311.佐渡島内の「全酪農家クリーンミルク
生産農場認定」を目指した取組：新潟県中
央家保佐渡支所 森田笑子、中川邦昭

H18年度から島内全ての酪農家のクリーン
ミルク生産農場認定に向けて、関係機関と
協力して乳質改善の取組を推進。H18～22年
度には搾乳牛全頭のPL検査と細菌検査によ
る乳房炎牛の対策指導。H21年度からは県酪
農業協同組合の生乳検査成績を活用し、体
細胞数21～40万/mlの農場に対しては管理獣
医師に通知し指導内容を家保へ報告、41万/
ml以上の農場に対しては関係機関と農場を
訪問し検討会を開催する体制を整備。H23年
度は黄色ブドウ球菌分離農場の衛生対策強
化。H24年度には全戸バルク乳細菌検査を実
施し個別指導。その結果、島内生乳の年間
平均体細胞数は35万/ml（H18年)から17万/m
l（H24年）に低減。クリーンミルク生産農
場には16戸中14戸が認定。H21年度から島内
の乳業メーカーがクリーンミルク認定農場
の生乳のみから製造する「トキパック牛乳」
を販売開始。販売量は245t(H21年度)から51
1t(H23年度)へ増加。学校給食での提供や島
内外で販売され高評価。

312.良質乳生産支援のためのバルク乳モニ
タリング検査：石川県南部家保 井出久浩

本県の良質乳生産比率の悪化が懸念され
たため、管内酪農家10戸のバルク乳モニタ
リング検査を実施。検査の結果、搾乳機器
の洗浄不備（4戸）、搾乳環境の汚染（3戸）
や黄色ブドウ球菌（SA）の検出（6戸）など
の問題点を確認。SA検出農場について重点
的に対応。これらの農場は体細胞数40万を
超えることは年数回で、問題がないとされ
ていた。そのうち2戸について搾乳牛全頭の
個体乳検査を実施したところ、それぞれ64
頭中9頭、72頭中15頭からSAを分離。保菌牛
は牛舎内に散在しているため、感染牛の乳
汁に汚染したミルカー、搾乳者の手などを
介して搾乳時に感染が拡大し、今後、体細
胞数悪化の恐れ。保菌牛を隔離し乾乳期で
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の治療等を指導することで、早期に乳房炎
起因菌の清浄化に対応可能。以上よりバル
ク乳モニタリング検査を定期的に実施する
ことで、農場の衛生状態を把握し、早期に
改善指導するために有用。

313.みなみ信州の底ぢから～長崎全共3頭出
し密着報告2012～：長野県飯田家保 西村
悠美子

2012年10月、第10回全国和牛能力共進会
（全共）が長崎県で開催。本県は県有種雄
牛「栄寿」産子で第2区1頭、第3区1頭、第9
区2頭の計4頭を出品。うち3区（若雌の2）1
頭、9区（去勢肥育牛）2頭の計3頭が管内か
ら出品。9区は県内候補牛25頭中11頭が管内
飼育牛。2011年8月以降5回の巡回で血清生
化学検査、体格測定等、関係団体と連携し
出品に向けた支援を継続。9区県代表は2頭
とも管内から選出。3区は2012年7月以降5回
の巡回で衛生検査等を行い、発育及び調教
状況を確認。演者は全共開催期間中、会場
内牛舎エリアで出品者等を支援。審査の結
果、3区は1等賞、9区2頭は優等賞に入賞。
管内出品者の所属農協では、肉用牛の改良
及び生産者の技術向上のため、繁殖和牛部
会及び肉牛部会が共進会、研修会を開催。
これら繁殖・肥育一体となった当地の肉用
牛振興の取り組みが、全共の好成績につな
がったと考察。

314.牛呼吸器病発生時の効果的な個人的及
び組織的まん延防止対策：静岡県西部家保
室伏淳一、黒田博通

管内酪農家において2例の牛呼吸器病発生
により、甚大な被害を確認。事例1は、平成
23年3月に牛RSウイルスを起因とする牛呼吸
器病症候群が発生、搾乳牛7頭が死亡、牛群
全体の乳量減少。農家個別指導により、意
識改善が促され、飼養衛生管理基準の遵守
徹底が図られた。事例2は、平成24年5月、
牛伝染性鼻気管炎が発生、飼養牛全頭へ呼
吸器症状が拡大。従来の個別農家指導に加
え、農協組合員全員で発生情報を共有する
等、対策会議等の組織的まん延防止対策を
実施した結果、組織内の自主的な防疫対策
への取組み、ワクチン接種率向上等、更な
る意識向上を確認。以上から、疾病のまん
延防止対策には、農家の意識改善が重要、
組織的指導により、従来の個別指導よりも
さらに効率的かつ効果的な指導が可能。

315.肉牛農家における放射性物質汚染稲わ
ら給与事例：静岡県東部家保 宮本泰成、
永田浩章

平成23年7月、肉用牛農場1戸（864頭飼育）
で原発事故に起因する放射性物質による汚
染稲わらを給与していた。当該農場におけ
る飼養牛及び堆肥の流通は自粛、また汚染
稲わらを給与した可能性のある牛が706頭に
及んだことから、畜主の経営断念が懸念さ
れた。経営継続のために専任担当者を設置
し農場主との協議及び心的ケア、出荷計画

の作成、堆肥の管理・流通の指導、農場内
汚染調査と汚染稲わらの保管・管理等の農
場対策を実施。平成23年8月、汚染稲わら給
与牛は、農協・経済連、県健康福祉部との
連携による安全性が確保できる体制のもと、
出荷を再開。平成24年8月に全頭の出荷を終
了。この間、農林事務所と連携した経営指
導及び心的ケアを継続。また、堆肥の安全
性の確認により、生産・出荷が再開。また、
汚染稲わらの適正保管と農場外搬出を調整。
農場各所の汚染状況を調査し、稲わら以外
の汚染が無いことを確認。今回、突発的な
事故に対して関係団体との連携、調整を家
保が担うことにより経営継続につながった。

316.死亡牛多発農家に対する飼養管理改善
に向けた取組み：静岡県西部家保 戸塚忠、
松村知之

管内の乳用牛飼養農家を対象に死亡牛のB
SE検査データを利用し、死亡頭数の取りま
とめを実施。この中で最も死亡率の高い農
家について、重点指導として農協、担当獣
医師、農林事務所園芸畜産課、家保の関係
機関を交えた検討会を定期的に開催。問題
点として、搾乳牛舎における不十分な暑熱
対策、搾乳牛舎と乾乳・子牛舎が離れてお
り、分娩前2週間前後での乾乳牛の移動及び
出生直後の子牛の移動によるストレスの可
能性示唆。暑熱対策として細霧装置の導入
や扇風機の調整並びに追加設置について、
ストレス軽減対策として分娩前の牛の移動
禁止について、子牛への対策としてカーフ
ハッチの消毒及び哺乳ロボットの内部洗浄
や防寒対策について指導。その結果、夏季
の牛舎内の体感気温が5℃程度低下し、4月
～11月期における死亡牛は前年比で約4割減
少。スモール出荷は出荷時体重及び販売価
格が前年と比較して改善傾向。今後も定期
指導を進める予定。

317.搾乳立会及びラクトコーダー指導によ
る乳質改善効果の検討：兵庫県洲本家保
吉田裕一、出口佳宏

淡路地域では家保をはじめ関係機関及び
団体が連携し乳質改善指導を実施。今回、
搾乳立会及びラクトコーダーによる乳質改
善効果について検討。①搾乳立会による乳
質改善効果の対象農家：33戸。搾乳立会の
有無で２区に分類。 指導の前後1年間のバ
ルク乳体細胞数により改善効果を調査。乳
価テーブルを基に4段階に評価し、指導前後
における各該当回数を比較。②ラクトコー
ダー指導効果の対象農家：7戸。指導の前後
5カ月間の乳量とバルク乳体細胞数から損失
額を算出。搾乳立会を実施した場合に体細
胞数がより改善。体細胞数増加によるペナ
ルティの回数も有意に減少。新たな乳房炎
の発生を抑制したことが要因と考察。ラク
トコーダー指導で、体細胞数の減少により
乳価の損失が約10万円/年・戸 軽減。今後
は搾乳立会を主体とし、ラクトコーダーの
活用も含む総合的な指導を行い、体細胞数
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の減少、生乳生産量の向上、酪農経営の安
定に寄与していく。

318.酪農経営における先天的奇形症例の一
考察：和歌山県紀南家保 常田将宏、小谷
茂

管内酪農家で頭部奇形のF1子牛が娩出さ
れた。本症例は上顎、下顎が短く、下顎付
近に左右鼻孔が分かれて存在。当該農場で
は過去に類似症例の発生は無く、翌日娩出
された子牛は死産だったが異常は無かった。
剖検、病理組織学的検査、細菌検査、ウイ
ルス分離、奇形や異常産に関連するウイル
スに対する抗体検査、PCR検査、疫学調査を
行い奇形発生の原因を検討。剖検の結果、
硬口蓋前方の開穴と鼻腔への貫通、前頭骨
一部欠損による前頭洞の露出を確認。また
前頭洞と頭蓋腔は膜一枚を隔て貫通。脳に
欠損は無かったが前頭葉先端は黒色化。誤
嚥性肺炎は見られたが奇形や異常産に関連
する細菌やウイルスは確認されず、飼養衛
生管理は良好であった。その後当該農場で
同様の症例は無い。奇形の原因は特定でき
なかったが、妊娠初期に何らかの催奇形因
子が作用したか、遺伝子異常などが原因と
考えられた。今後も情報収集に努め、動向
を注視していく。

319.東部地区口蹄疫防疫演習：鳥取県鳥取
家保 前田佳奈、原田佳典

鳥取家保は、平成24年11月15日に東部総
合事務所と協力し、東部地区口蹄疫防疫演
習を実施。今回が東部地区初めての埋却演
習を組み込んだ行動演習。机上演習では、
肥育牛140頭規模の肉用牛農場から口蹄疫疑
い事例発生の連絡があったと想定し、初動
防疫計画案の検討。特に今回は埋却溝の掘
削についての建設業者との打合せ経過から
規模、機材、人員、掘削の状況の報告があ
った。また、会場を移し、集合施設におけ
る健康診断、防疫服の脱着の説明を実施。
動員者以外にも理解できるようスライドを
用い説明し、10名が実際着用。午後からは
現地に演習場所を移し、埋却溝への石灰散
布、シート敷設、模擬家畜投入、シートを
閉じるまでを家畜防疫員3名と動員者10名で
行った。1日かけた防疫演習により、各部署
が発生時に実施される事を認識し、演習に
より判明した問題点を整理し検討した。

320.和牛交配方法に関する一考察：鳥取県
倉吉家保 小林朋子

和牛の系統交配方法は、従来三元交配が
基本とされているが、近年五元交配方法が
検討されつつある。五元交配法は、体積系
を2系統（気高系・藤良系）、資質系を3系
統（安美系・茂金系・菊美系）の計5系統に
分類し、種雄牛及び系統交配方法を詳細に
分類したうえで、①サンドイッチ交配をす
る②4代祖までに5元以上を交配する③4代祖
の資質と体積のバランスをとる④雑種強勢
効果を得る⑤セット型交配をする、ことを

原則とした交配方法。今回、五元交配方法
の理論に基づき県内肥育成績と比較検証し、
セリ成績についてもその効果を検証。今後、
管内和牛繁殖農家の交配指導を関係機関と
連携して実施する際、参考とする予定。

321.黒毛和種肥育牛の異形成を伴う硬化腎
に起因した慢性腎不全：島根県松江家保
長田祐大、大元隆夫

腎異形成は、後腎組織の分化発育過程の
異常のため、その個体の発生にそぐわない、
あるいは健常な腎臓では認められない組織
構造を有する腎臓病変。今回、異形成を伴
う硬化腎に起因する慢性腎不全の症例を認
めたので報告。本症例は、平成23年9月9日
生まれの黒毛和種去勢牛で血液検査におい
てBUN、Cre、iP、CPKが持続的高値を示し、
食欲不振及び削痩が改善されなかったため
病性鑑定を実施。剖検所見は、左右腎臓の
腫大および硬結が特徴的。病理組織学的検
査は、腎皮質の中等度の菲薄化及び顕著な
線維化、内腔不明瞭な小型尿細管様構造の
集蔟巣散在、腎髄質の特に外層において顕
著な尿細管腔の嚢胞状拡張、ならびに糸球
体の萎縮・減数が特徴的。臨床所見、血液
検査所見、剖検所見および病理組織学的所
見により、腎異形成を伴う硬化腎に起因し
た慢性腎不全と診断。今回の症例のように
治療効果が期待できない予後不良の慢性腎
不全の発症牛の対応については、経営的な
影響も大きいため、今後の検討が必要。

322.腎病変を主徴とした牛の病性鑑定事例7
例に関する病理学的考察：島根県家畜病鑑
室 東智子、安部茂樹

平成18年からの7年間に搬入された腎機能
異常を主徴とした病性鑑定事例のうち特徴
的腎病変を呈した黒毛和種牛7例について病
理組織学的所見を中心に報告。死産症例の
腎臓では肉眼的に低形成、組織学的に原始
糸球体および原始尿細管がみられ腎異形成
と診断。13ヵ月齢子牛では、管腔の嚢胞状
拡張や髄質における線毛円柱上皮に内張さ
れた管腔など腎臓構造異常がみられ、腎異
形成に線維化およびリンパ球浸潤等の二次
的変化が加わった症例と診断。2ヵ月齢子牛
では、皮質に索状の小型尿細管集蔟巣の分
布がみられ、尿細管形成不全（クローディ
ン16欠損症類似病変）と診断。後天的病変
として臍帯炎および下痢を呈した2週齢子牛
で化膿性腎炎がみられた。出生後早期に下
痢症に罹患し、腎機能異常を呈した0および
1ヵ月齢子牛の腎臓では皮質に多数の未熟糸
球体や不規則に分布する小型尿細管分布。
両症例の腎病変の病理発生は不明であり、
今後も症例を重ねた検討が必要。

323.耕作放棄地と獣害被害ゼロを目指す集
落での山口型放牧の取組：山口県中部家保
松本容二、宗綱良治

放牧実施中の集団と繁殖農家を対象に、6
回の現地検討会を開催。放牧場の視察と意
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見交換、取組の拡大推進を行い、対象地域
の放牧牛の調達、放牧期間、飼料作物の栽
培方法等と改善策を検討。耕作放棄地と獣
害被害の増加に苦慮する新設法人に対し、6
月から10月の期間、山口型放牧技術を用い
た獣害防止実証試験の支援を実施。耕作放
棄地周囲の林地に赤外線センサーカメラを
設置、野生動物の出現頻度調査で放牧によ
る獣害防止効果を数値化により検証。検討
会開催は山口型放牧を推進するための組織
づくりに大きく貢献、地域の放牧実施集団
内で統一感ある放牧推進に成功。新設法人
は、放牧の有効性を確認、耕作放棄地と獣
害被害ゼロを目指し、取組継続を決定。各
放牧実施集団では、耕種農家の中に牛の管
理に長けた人材が出現、新たな畜産の担い
手として期待。

324.酪農組合における稲発酵粗飼料の生産
・利用・流通体制への取組：山口県西部家
保 國吉佐知子、伊藤智

山口県酪農農業協同組合（県酪）を核に
戸別所得制度等を利用し、農業法人等に稲
発酵粗飼料（WCS）の生産・利用体制づくり
を誘導。H20年に1酪農家と2法人、H22年に3
酪農家と2法人へ取組、H23年に県酪主体のW
CS生産・利用体制を構築。県酪関係の飼料
用イネ栽培面積は2.4ha（H21）から37.2ha
（H24）まで拡大。H23年に3酪農家と2法人
他で県酪事務局の下関飼料生産利用組合を
設立、国事業で専用収穫機械一式を導入、
栽培研修会、青空教室を開催。県酪で4酪農
家の給与実証を実施、アドバイザーと巡回
後、検討会で実証結果を確認。同年、山口
県酪粗飼料生産利用部会を設立、H24年県事
業でさらに専用収穫機械一式を導入。県酪
内に整備したWCSストックヤードにロール1,
072個/300kgを保管、7酪農家に供給。管内
飼料用イネ栽培面積は6.0ha(H21)、27.6ha
（H22）、48.9ha（H23）、73.8ha（H24）と
県の約半数を占めるまでに拡大。今後はさ
らに作付を拡大し、飼料高騰に対処。

325.黒毛和牛繁殖農家における子牛事故低
減の取り組み（第2報）：徳島県徳島家保
阿部敏晃

繁殖母牛90頭、種雄牛6頭、肥育牛450頭
を飼養する和牛一貫・F1肥育農家で、子牛
の事故が多いため、昨年度より対策を実施。
周産期の全過程を多頭群飼、雄同居の管理
で、これが胎子発育や生後の受動免疫獲得
に影響があると推察、管理を少頭群飼、単
飼に改善するとともに、母牛栄養状態、初
乳品質、新生子牛の胸腺発育状態、受動免
疫獲得状況、生後の治療状況等を調査。新
生子牛のγ-globは、mean±SDが改善前0.97
±0.71g/dl、改善後1.55±0.87g/dlと改善
傾向。延べ治療回数は変化ないが、初診週
齢は改善後でより後の週齢に遷移。胸腺発
育は、改善後でも殆どが十分と言えず。母
牛栄養状態は、個体ﾚﾍﾞﾙでBCS、T-Choの低
い個体が存在、今後の改善の余地あり。初

乳Brix値は、適切な飼養管理の和牛繁殖農
家に比べ低値傾向。今回、とくに調査した
子牛は温暖期の出生個体が主であり、対策
の効果判定には、今後の寒冷期の調査結果
も必要。現在、防寒ｼﾞｬｹｯﾄ装着、ｽﾄﾚｽﾒｰﾀｰ
設置等の対策を実施。

326.肥育から和牛繁殖へ移行する農場への
飼養衛生管理指導：徳島県徳島家保 片山
久美子、谷史雄

管内肉用牛肥育農場において、平成23年
度から和牛繁殖農場への移行を計画。繁殖
雌牛の牛白血病及び子牛の呼吸器病対策に
ついて相談があり、対応を検討。繁殖雌牛
は、平成24年11月までに96頭を県外から導
入。うち41頭について牛白血病抗体検査を
実施し、2頭陽性を確認。抗体陽性牛の優先
的な更新、産子の人工乳哺育等を実施予定。
また、子牛の呼吸器病ﾜｸﾁﾝ接種時期検討の
ため、母牛及び子牛の抗体検査を実施。牛
伝染性鼻気管炎・牛ﾊﾟﾗｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ感染症・牛
ｳｲﾙｽ性下痢粘膜病については抗体保有して
おらず、牛RSｳｲﾙｽ感染症は母牛で8～32倍、
3～4ヶ月齢子牛で2～8倍であったことから、
約4ヶ月齢で5種混合生ﾜｸﾁﾝ接種を実施。そ
の他、初乳摂取状況の確認、下痢発生時の
衛生対策等、子牛に対する飼養衛生管理指
導を随時実施。今後、母牛の定期的な抗体
検査による牛白血病陽性牛の摘発、母牛を
含めた呼吸器病ﾜｸﾁﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの検討、新たに
整備する哺育舎での衛生管理指導が必要。

327.ホルスタイン胎子に見られた単眼症の
一症例：徳島県徳島家保 阿部敏晃

成牛48頭、育成牛16頭を飼養する酪農家
において、2012年6月7日、奇形胎子の流産
が発生し、病理解剖を実施。流産胎子は、
複数の顔面骨の欠損があり、このため、頭
部の前後長が短く、眼窩は顔面中央に1カ所
で眼窩内に2個の眼球が癒合状態で収容。鼻、
鼻腔は完全に欠損。大脳も欠損し、水無脳
症を呈した。脳幹、小脳の形成。四肢、体
幹の体形異常はなく、胸腔、腹腔内各臓器
にも著変はなし。単眼症の原因として、①
染色体異常、遺伝子変異等の遺伝的原因、
②ビタミンA不足、ある種の植物の摂取等の
化学的原因などが指摘されているが、催奇
形性植物給与の事実はなく、当該母牛を含
む成牛群抽出5頭のビタミンA定量でも、不
足、欠乏は認めず。また、遺伝的要因の関
与も不明。発生頻度はそう高くはないと考
えるが、対策を取るなら、次回繁殖は異な
る精液を使用するか、あるいはETによるの
がいいと考える。

328.受精卵移植を活用した黒毛和種繁殖経
営移行支援：愛媛県東予家保今治支所 越
智建太、宮城里美

管内の乳肉複合経営S農家では、主人の健
康上の理由により黒毛和種繁殖経営へ移行
を決断。経営移行に際し受精卵移植の活用
を希望。当所は移植に協力。受卵牛は当農
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家飼養の乳用未経産牛5頭、乳用経産牛2頭
及び黒毛和種経産牛1頭の計8頭。受精卵は
畜産研究センターが採取した黒毛和種由来
のものを使用。移植の結果全頭受胎。得ら
れた産子は、雌7頭、雄1頭で内雌1頭が死産。
産子調査は発育調査、生化学検査及び寄生
虫卵検査とし、4頭で実施。検査した全頭が
平均体重、体高を上回っていた。生化学検
査では、低ヘマトクリット、高AST、高BUN
傾向。総コレステロール値が低い個体1頭は、
飼料給与改善を指導。寄生虫卵検査では、1
頭から線虫卵を検出。受精卵移植により黒
毛和種繁殖候補牛の確保ができ順調に経営
移行が進んでいる。今後は、牛群管理や後
継牛に適した種雄牛選定等を継続指導。

329.長期熟成が牛肉にもたらす影響：愛媛
県畜産研究センター 織田一恵、岡幸宏

牛肉は通常と殺後５～10日間の熟成が行
われているが、更なる熟成が牛肉に及ぼす
影響について、官能評価及び理化学分析結
果から検討した。長期熟成方法は、ウチモ
モ肉(概ね３kg）を真空包装し、２～５℃の
冷蔵庫内に34日間静置して行った(ウェット
エイジング)。【結果】官能評価では、長期
熟成により柔らかさ、多汁性、脂っぽい香
りなどが有意に高くなり、食感、風味が好
ましくなる傾向がみられた。理化学分析に
おいても、官能評価結果を裏付ける傾向が
みられた。一方、うま味成分では、熟成後
にグルタミン酸を含む遊離アミノ酸総量が
増加しているものの、官能評価では顕著な
影響はみられないことから、味覚について
は各種アミノ酸や各種核酸物資等の成分バ
ランスが関連するものと推測された。今後
は、真空圧力、含気割合等の熟成条件や熟
成期間の経時的な検討を行い、更なるデー
タの蓄積を図る。

330.柑橘系脱汁粕サイレージの貯蔵性につ
いて：愛媛県畜産研究センター 宇都宮昌
亀、片上映正

県内の大手飲料メーカーE社が、柑橘系ジ
ュースの搾汁残さを利用して行っているバ
イオエタノール製造においては、その製造
工程で多大量の柑橘系脱汁粕（以下、脱汁
粕）が産排出される。現在、Ｅ社では、こ
の脱汁粕の一部をサイレージ化しエコフィ
ードとして試験販売を行っているが、今後、
本格的な利用販売に向けては、本商品の発
酵品質の把握が課題。そのため、この脱汁
粕サイレージの貯蔵性等について検討。本
試験では、脱汁粕のみで調製した対照区、
脱汁粕に乾草を混合し調製した試験区を設
定。発酵品質の経時調査と併せて、開封後
の発酵品質を調査する二次発酵調査を実施。
その結果、経時調査では両区ともにpH4.2以
下、乳酸含量１％FM以上と良質な発酵品質
が認められたが、二次発酵調査では試験区
で変敗を確認。以上ことから、脱汁粕のサ
イレージ調製は、脱汁粕のみの調製が優れ、
副資材を混合すると二次発酵を促進させる

可能性が示唆された。

331.第10回全国和牛能力共進会長崎県大会
の衛生対策：長崎県県北家保 宮本全、久
住呂毅

平成24年10月、第10回全国和牛能力共進
会長崎県大会がテーマパークをメイン会場
として開催され、飼養衛生管理基準に基づ
く徹底した衛生対策を実施。会場を3段階に
区域設定。会場全体は1次消毒エリアで、消
毒マットによる靴底消毒、消毒ゲートによ
る運搬車消毒、牛専用の消毒槽による蹄消
毒。審査会場や出品牛舎周辺は2次消毒エリ
アで、ミスト装置・消毒マット・手指消毒
装置を備えた消毒ブースによる全入場者の
全身消毒。最重要区域である出品牛舎内は3
次消毒エリアで、関係者以外立入禁止とし、
関係者は踏込消毒槽及び手指消毒装置によ
る靴底及び手指消毒、牛は消毒マットによ
る蹄消毒。出品牛等における予防注射等の
衛生条件は従前のとおりとし、健康管理は、
家畜防疫員の昼夜における巡回及び診療獣
医師による診療報告により、出品牛全頭の
健康状態を常時監視。衛生対策に延べ362人
を要した。開催期間中、大きな事故も無く、
家畜伝染性疾病の発生は認められず。

332.第10回全共出品対策とその成果からみ
た地域畜産振興の現状と今後の課題：大分
県玖珠家保 河野泰三

第10回全共にあたり、家保は出品対策の
強化を図るため、JA他関係機関で構成した
指導班の一員として参画。出品対策は指導
班で計画・協議を行い、育種組合、人工授
精師、獣医師らと連携し、計画交配や巡回
と集畜による管理指導等を実施。結果、県
代表として管内から種牛の部第4区に4頭、
第5区に4頭、第6区に3頭、第7区に4頭、肉
牛の部第7区に2頭、第8区に1頭の計18頭を
出品。最終比較審査では第5区で優等1席、
第4区で優等2席、第7区で優等4席、第6区で
優等6席を受賞。成果は出品者の熱意と努力
に他ならないが、地域が和牛育種・改良の
重要性を認識し積極的に取組んできたこと、
関係者一体となった支援体制が構築された
ことが大きく貢献。畜産情勢は厳しさを増
し指導班員業務も煩雑多様化する中、次回
全共への取組と畜産振興を図るには生産者
と関係機関が統一目標を掲げ、さらなる連
携強化と総力を結集した取組が不可欠。そ
の取組が豊後牛の銘柄確立と農家所得向上
に繋がると考察。

333.口蹄疫発生時における初動防疫技能向
上訓練：沖縄県中央家保 後藤紀子、貝賀
眞俊ほか

特定家畜伝染病が発生した場合、家畜防
疫員の迅速で的確な初動対応は蔓延防止及
び早期収束の必須条件。そこで、病性判定
材料の採材、写真撮影の技能向上に重点を
おいた演習を実施。牛豚各2頭を用いて異常
家畜発見通報から検査材料送付までを実働
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し、第3者による家畜防疫員の技能評価を実
施。その結果、特に病変部等の鮮明な写真
撮影、迅速な画像送信に苦慮した。それ以
外は概ね問題なく実施。採血等は日頃の業
務経験の差があった。演習後に画像の講評、
各班の技能の点数化を実施（平均89点）、
ほとんどの画像で指摘事項あり。写真撮影
は撮影条件によって難度が高く、周辺機器
の整備も含め最優先課題。さらに画像送信
環境の早急な整備が必須。本演習実施によ
り詳細な初動防疫作業について理解を深め
た。さらに技能レベルの向上を図るため常
に発生時を念頭に置いて日々の防疫業務に
従事すべき。

334.先遣隊ロールプレイング演習による初
動防疫体制の整備：沖縄県宮古家保 小田
葉子、屋冨祖昇

口蹄疫発生の際には適切かつ迅速な初動
防疫が重要。その初動防疫を計画するため
の専門家チームである先遣隊を確立するた
め、シミュレーションとロールプレイング
の2段階による実働演習を実施。演習前に宮
古地域の各先遣隊関係機関全体で調整会議
を3回行った。会議では各機関からの情報提
供や意見交換により全機関で情報を共有化。
実際に口蹄疫発生想定農場と想定埋却地で
立入調査をし、より詳しい情報・意見交換
後その結果をまとめて、先遣隊のマニュア
ルとなるロールプレイング台本を作成。実
働演習には県内他地域の先遣隊関係機関か
らも参集し、まず宮古地域先遣隊メンバー
の助言のもと、他地域参加者が現地立入調
査のシミュレーションを実施。続いて宮古
地域先遣隊メンバーによるロールプレイン
グを行い、先遣隊の意義と役割の理解を深
めた。今回の実働演習を通して、全県的に
活用できる初動防疫体制が確立。

335.無線LANを用いた画像電送システムの構
築：沖縄県宮古家保 上田英里、高吉克典

家畜伝染病発生時、画像撮影から送信ま
での所要時間短縮と安全性向上のため、無
線LAN搭載SDカードとスマートフォンを用い
た画像電送システムを考案。実験として、
無線LAN搭載SDカードをカメラに挿入した状
態で撮影を行い、撮影した画像を無線対応
スマートフォンから無線LAN通信により確認
し、ダウンロードしてパソコンへ電子メー
ルで転送したところ、カメラとスマートフ
ォンは最大20メートルの距離で通信可能で
あること、またスマートフォンからは、宮
古島内で市街より最も遠い地点においても、
2Mサイズの画像5枚を20秒程度でメール送信
可能であることを確認。このシステムの活
用により、写真撮影から送信までにかかる
時間の短縮、またメール送信先で確認を行
いながら撮影することにより再度立ち入り
の防止が可能になり、安全性の向上が図ら
れると考えられた。今後は現場での活用に
向け、利用体制を確立していきたい。
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Ⅱ 豚の衛生

Ⅱ－１ ウイルス性疾病

336.一養豚場のPRRSコントロールへの取り
組み～母豚の免疫安定化を中心にして～：
北海道渡島家保 髙山雄司、中田剛司

管内一養豚場にPRRSウイルスが侵入し、
離乳後事故率（事故率）が80%まで上昇した
ため対策を開始。衛生管理の指導の他、農
場全体の免疫レベル向上のため、PRRSワク
チン（ワクチン）の接種を開始。事故率は
低下するも約25%で停滞。労力とコスト面か
ら継続困難となり、母豚の免疫安定化に重
点を置いた対策に変更。ワクチンの子豚へ
の全頭接種を休止し、母豚へのワクチン接
種を年4回定期的に実施。繁殖候補豚は、安
定した抗体価とPRRSウイルス遺伝子陰性を
確認した個体のみを繁殖に供用。対策変更
後、母豚抗体価の安定と、哺乳豚のPRRSウ
イルス遺伝子陰性を継続して確認。母豚の
免疫安定化により、事故率が低下（26.3%→
17.4%）。繁殖成績も向上し、年間約80万円
増収。生産性の向上と労力の低減により、
畜主は対策への意欲を維持。本対策は、実
施可能な対策が限られる農場における、PRR
Sのコントロールとして有用。

337.オーエスキー病清浄化達成までの22年
間の取組：青森県十和田家保 田中慎一、
中沢堅一

平成2年3月オーエスキー病が初発生。互
助事業で損失補填し全頭淘汰等を実施した
がまん延。平成3年ワクチン応用による対策
を開始するが、損失補償やまん延への不満、
清浄化の基準が厳しいなどから清浄化が停
滞。平成18、19年地域独自の取組として、
と畜場出荷農場の全戸検査、初乳を用いた
検査、自主検査の活用など検査を拡充。ま
た、生産者と指導機関とで構成する対策会
議を設立、清浄化対策を強化。平成20年ス
テータス区分はⅡ：43、Ⅲ：9戸、うち抗体
陽性農場は2戸。清浄化目標を平成24年12月
とし、抗体陽性豚の早期淘汰、家畜市場利
用者等の実態調査、清浄度確認検査の強化
により清浄化が進展。平成23年全農場を対
象とした清浄性の再確認で、家畜商が虚偽
の申告をし、抗体陽性豚を家畜市場に上場
した結果、肥育農場2戸、5頭で抗体陽性を
確認。当該農場の統計抽出による検査、疫
学関連農場15戸の検査により清浄性を確認、
平成24年2月に全地域清浄化を達成。

338.豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）の地
域における清浄化を目指した取り組み：山
形県置賜家保 森大輝、小林久美

約8年間にわたる定期的な抗体検査の実施
により管内のPRRS浸潤状況の把握強化に努
め、オールアウトやパーシャルデポピュレ
ーションによらない清浄化達成例を確認。
これを踏まえ平成20年より具体目標として

「地域のPRRS清浄化」を掲げ、清浄化達成
例及び浸潤状況地図を養豚農家及び関係者
と情報共有し、農場防疫の徹底を図る啓発
活動を継続。平成23年からはPRRS清浄化と
改正・飼養衛生管理基準の遵守を関連付け
啓発・指導。陽性農場3戸に対しては生産ス
テージ毎に抗体検査と血清のPCRを行い継続
指導。新たな侵入を疑った農場には、浸潤
状況の把握から清浄性確認までの検査・指
導を速やかに実施。陽性農場は平成15年の2
0/37戸（54.1%）から平成24年は5/26戸（19.
2%）に減少。継続指導した陽性農場1戸では
PRRS清浄度が改善。今後も農場防疫の徹底
を主体とする啓発活動・衛生指導を継続し、
地域としてのPRRS清浄化を目指す。

339.オーエスキー病（AD）清浄化に向けた
繁殖豚の全頭検査実施状況：茨城県鹿行家
保 清水ひろみ、榊原裕二

管内の養豚農家は4市に存在、うち養豚密
集地2市は陽性農場あり。第4期は平成24年1
1月末現在で陽性戸数が83戸中44戸(53.0%)、
陽性頭数は4,623頭中533頭(11.5%)。陽性率
の推移は頭数ベースでは第1期の23.9%から
減少傾向、戸数ベースでは第1期の54.1%か
ら横ばい傾向。AD清浄化のスピードを早め
るため、繁殖豚の全頭検査により陽性豚の
摘発・淘汰を実施。実施条件は、地域全体
でADウイルスの動きが落ち着いていること
（C市中心）、農場単位で肥育豚AD陰性、繁
殖豚の陽性率が30%以下、AD陰性豚の導入確
保、今年度中に陽性豚の淘汰が可能。その
結果、C市13戸、D市8戸の合計21戸中16戸が
陽性。繁殖豚で2,378頭中175頭(7.4%)の陽
性豚を摘発。昨年の抽出検査では陰性であ
った農場でも全頭検査で195頭中1頭が陽性
であり、全頭検査の重要性が明確化。11月
末現在、8戸で陽性豚の淘汰が終了。残り8
戸も今年度中には淘汰が終了予定。陽性豚
の淘汰が終了後に抽出検査で清浄性を確認
する予定。

340.管内のオーエスキー病（AD）清浄化に
向けた取り組み：茨城県県南家保 三浦成
見

オーエスキー病清浄化対策第4期目とな
り、これまでの結果から陽性戸数、頭数と
もに減少傾向で、陽性農場も特定。今期清
浄度確認検査は88戸中81戸3,163頭を実施
し、陽性は12戸（14.8%）141頭（4.5%）。
そのうち、繁殖豚のみ陽性は11戸、肥育豚
陽性は1戸。肥育豚陽性農場は、定期的な浸
潤状況確認と適期でのワクチン接種により、
11月までに肥育豚陰性となり沈静化の傾向。
繁殖豚全頭検査は、清浄度確認検査時に了
解の得られた22戸1,211頭を実施。22戸中第
3期までに陰性を確認していた農場は19戸
で、2戸で新たに陽性豚を確認、淘汰。繁殖
豚陽性農場は3戸で、うち2戸（繁殖豚陽性
率：5.6～10.7%）は陽性豚淘汰により清浄
化。今後も引き続き、陽性農場はワクチン
接種とともに陽性繁殖豚の計画的更新、定
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期的な浸潤状況確認により1戸ずつ清浄化を
進めるとともに、陰性農場は農場単位から
地域単位での清浄性確認をさらに進め、AD
清浄化を目指したい。

341.管内におけるオーエスキー病（AD）清
浄化に向けたロードマップ：茨城県県西家
保 水野博明、石井正人

管内には180以上の農場があり、年々清浄
度が上昇。尾根部採血により母豚検査数を
増やした結果、陽性率も低く、清浄化達成
が視野。効率的な清浄性確認検査と陽性豚
とう汰を指導するため、繁殖豚陽性率が更
新率を下回る農場の選定が必要。清浄性確
認検査実施時期を推定し、全農場を順位付
け。清浄性確認検査実施済をa、繁殖豚陽性
率30%以下をb、50%未満をc、50%以上をd、
繁殖豚未検査をe。清浄化達成には市町単位
の取組が重要なため、市町も順位付け。全
戸がaの市町をA、aとbが50%以上の市町をB、
aとbが50%未満またはcが存在する市町をC、
dが存在または殆どがeの市町をD。順位付け
から、市町毎の清浄化に向けたロードマッ
プを作成。これにより、年度毎の検査数が
概ね平準化。平成25、26、27年度に3、4、2
市町が清浄化達成と計画。実施する作業を
タスク1～3とし、1は清浄性確認検査、2は
再浸潤防止、3は沈静化対策。平成27年度末
の清浄化達成を目指す。

342.県北管内養豚場におけるオーエスキー
病（AD）清浄化の可能性：茨城県県北家保
都筑智子、菅原徹

新体制AD清浄化対策開始後4期目となった
今期は、尾根部採血を活用した繁殖豚検査
を中心に清浄度確認検査を実施。頭数ベー
スの繁殖豚AD野外抗体陽性率は18.9%に上昇
した一方、肥育豚陽性率は3.8%に低下。繁
殖豚陽性率上昇は、AD浸潤農場の繁殖豚全
頭検査と農場内に潜む過去のAD感染豚の摘
発結果が反映され、この数年で地域的なAD
の流行は無かったと推察。また管内県北地
域はAD清浄農場のみの清浄地域で、AD浸潤
農場は県央地域にのみ所在することが判明。
AD浸潤農場15戸を個別精査した結果、ワク
チン接種不徹底、ピッグフロー、AD感染豚
の導入、AD感染母豚存在がAD清浄化に至ら
ない要因と推察。AD清浄化達成には基本的
な衛生対策が必要と再認識。

343.豚の反芻獣ペスチウイルス感染事例：
茨城県鹿行家保 大島暁、清水ひろみ

平成24年2月、管内の母豚100頭規模の一
貫経営農場で、豚コレラ(HC)清浄性維持確
認検査でELISA陽性となり、同日、緊急立入
検査を実施。35頭中26頭陽性、1頭RT-PCR陽
性となり、ボーダー病ウイルスに近縁の反
芻獣ペスチウイルスと判明。再度立入し、E
LISA陽性50検体の中和抗体価はBVD1よりHC
が低く、HC否定。また、約120日齢の持続感
染豚1頭を摘発、繁殖豚2頭で抗体陽転を認
め、日本で初めて当該ウイルスの水平及び

垂直感染を確認。2～3月に実施した病性鑑
定で2頭から当該ウイルス分離。分娩舎内の
初産豚産子及び発育不良豚の鼻腔スワブのR
T-PCR検査で、4月に1頭のウイルス排泄豚を
摘発。ウイルス排泄豚を淘汰後、9～10月に
検査した5月導入豚はELISA陰性、肥育豚で
も9月以降ELISA陰性。周辺養豚場と導入元
農場のHC･BVD1型の中和抗体価は全て2倍以
下。農場では4～5月以降、ウイルス流行沈
静化。今後も、モニタリング検査を継続し、
本事例の清浄化を目指す。

344.豚の反芻獣ペスチウイルス感染事例に
おけるウイルス検査について：茨城県県北
家保 川西菜穂子、大谷芳子

県内の一養豚場において豚コレラELISA（E
LISA）で48.3%と高い陽性率。6頭の病理解
剖、363頭の抗原検査（RT-PCR、ウイルス分
離）、108頭の抗体検査（ELISA、中和試験
（豚コレラウイルス（CSFV）、牛ウイルス
性下痢ウイルス（BVDV）1型及び2型））の
結果、4頭から反芻獣ペスチウイルス分離、
ELISA陽性率75%、中和試験CSFV陽性率28.7%、
BVDV1陽性率63.9%、抗体価はBVDV1が最も高
値。反芻獣ペスチウイルスはCPK、MDBK-SY、
BFM細胞全てで分離、CPEは示さず。ウイル
ス抗原の確認はカバースリップで市販の豚
コレラFA,BVDV-FA、抗CSFVモノクローナル
抗体、抗汎ペスチウイルスモノクローナル
抗体を用いたFA実施。抗CSFVモノクローナ
ル抗体以外の3種類全て陽性、培養上清RT-P
CR陽性、遺伝子解析の結果、国内で発生の
ない豚からのボーダー病ウイルス近縁の反
芻獣ペスチウイルスと判明。また、ウイル
スの検出にはワンステップRT-PCRが最適。

345.反芻獣ペスチウイルス感染豚の病理学
的検索：茨城県県北家保 矢口裕司、楠原
徹

反芻獣ペスチウイルスが分離された発育
不良豚2症例について病理学的検索を実施。
肉眼所見では全身性リンパ節の腫大、心外
膜に赤色班、暗赤色硬結を伴う脾腫、小脳
の点状出血。組織所見では、胸骨骨髄は線
維素析出伴う巣状壊死及び低形成。全身リ
ンパ節で高度の髄外造血。脾臓では血管炎
を伴う広範囲の壊死及び髄外造血。脾臓及
び骨髄の病変所見は豚コレラと類似。抗汎
ペスチウイルスモノクローナル抗体を用い
た免疫染色では扁桃陰窩上皮細胞、脾臓の
壊死部周囲の巨核球、回腸パイエル板、大
脳神経細胞で陽性反応を確認。脾臓では病
変形成にウイルスの関与した可能性はある
が、脾臓以外の陽性部位で病変は無く、扁
桃の電顕でウイルス粒子が未確認のため確
証得られず。今後は病理学的知見の蓄積と
共に、感染実験や免疫染色技術の向上を期
待。

346.管内のオーエスキー病(AD)清浄化への
取り組みの成果と課題：栃木県県央家保
市川智也、飛田府宣



- 70 -

平成(H)20年度に改正された栃木県豚AD防
疫対策実施要領(要領)に基づき、抗体検査
と飼養衛生管理状況の調査及び衛生管理指
導を実施。抗体検査はH20年4月からH24年10
月までに延べ9,206頭実施。うちAD野外ウイ
ルス抗体陽性豚354頭を摘発。AD野外ウイル
ス抗体陽性農家は、事業開始時の12戸(14.0
%)からH24年11月には8戸(11.8%)に減少。ま
た、要領における清浄段階(ステータスⅣ)
の地域数は、事業開始時の3地域(10.3%)か
らH24年10月には11地域（34.4%）に拡大。
特に北西部2市は、H23年度に地域全体が清
浄化達成。地域にリーダー的な農家が存在
し、定期的な会合開催、家保の巡回検査へ
のJAの協力など、農家と関係機関との意思
疎通が達成要因。一方、清浄化未達成地域
では、ワクチン接種継続希望農家があるこ
となど、清浄化への意思統一が困難な事例
も存在。AD清浄化には、地域一丸の取組み
が不可欠。今後、清浄化に向け、地域ぐる
みの指導を継続、強化していく。

347.大規模養豚場におけるオーエスキー病
（AD）清浄化への取組：栃木県県北家保
片野優子、岡崎克美

管内AD浸潤農場の多くは大規模農場であ
り、これらの早期清浄化が課題。現状を打
開すべく、大規模養豚団体（団体）責任者
を集めて意見交換会を開催。課題等を議論
しつつ、各農場に即した対応案を提示。そ
の結果、県内最大規模農場（母豚5,400頭）
からの強い要望で取組開始。まず、農場従
業員の協力体制を整備。農場と連携しやす
い検査法の検討を重ね、初乳のスクリーニ
ング検査と尾採血法での確定検査を採用。
母豚1割の検査結果を受け、農場は高陽性率
の7産以上約700頭の早期とう汰と若齢陽性
豚の摘発とう汰を決意。平成24年9月からの
3か月間で2,755頭の検査が終了し、陽性豚
の摘発とう汰を継続中。農場が抱える課題
解決に柔軟に対応しながら、農場の組織力
を活かした効率的検査法を構築したことで、
当該農場は早期清浄化へ大きく前進。さら
に、取組の関連情報を団体内で共有化し、
他2戸の大規模農場でも取組開始。今後も情
報の共有化を推進し、地域全体に取組を普
及したい。

348.A農場の豚繁殖･呼吸障害症候群（PRRS）
清浄化対策：栃木県県央家保 澤田敏宏、
岡崎克美

平成21年度にA農場(繁殖母豚約400頭の一
貫経営農場)からPRRS対策の相談を受け、飼
養衛生管理基準に基づく衛生指導を実施。
平成22年度から豚舎新設によりオールアウ
ト（AO）を開始。家保による洗浄・消毒の
現場指導を実施。PRRSウイルス（PRRSV）浸
潤状況把握のため、各ステージを採血し、
抗体検査(ELISA)を実施。導入豚及び繁殖豚
では血清からの遺伝子検出(RT-PCR)も実施。
ELISAの結果から、平成21年度は全ステージ
で抗体陽性を確認、平成22年度は離乳舎の

抗体陰性化を確認。RT-PCRの結果から、導
入豚及び繁殖豚から遺伝子は検出されず。A
O後、肥育豚事故率の低下(1.47から1%以下)、
出荷日齢の短縮(おおむね1週間)及び枝肉重
量の増加などを確認。今回、PRRS清浄化に
は至らなかったが、離乳舎の抗体陰性化及
び生産性の向上など、一定の成果を得た。
また、生産性の向上により、農場主は衛生
対策の重要性を再認識。

349.AD対策強化農場における指導強化事業
による取り組みとAD対策の課題：群馬県中
部家保 川島敬二

平成20年度より全国的なAD清浄化対策が
始まり今年最終年。管内の清浄化は年々進
展しているが、一部農場の肥育豚で野外抗
体を継続的に検出。今年度、肥育豚の野外
抗体検出農場を対象に民間養豚獣医師と連
携した「豚AD清浄化対策農場指導強化事業」
を実施。民間養豚獣医師の視点で対策を見
直し、従来と異なるアプローチを図ること
で農場への具体的な改善点の指摘と生産衛
生管理体制の改善指導を行うことが出来た。
今回の対策で肥育豚の野外抗体陽性率は減
少傾向にあり、一部農場では繁殖豚対策も
現在進展中。肥育豚で対策が滞っている農
場は、行政に対し批判的又は問題意識が欠
如した生産者、効果的な対策が実施されて
いない生産者、対策を途中で断念した生産
者等であり、清浄化をさらに進めるために
は、この様な生産者の意識を変えることや
継続的な対策を行うことが必要不可欠。民
間養豚獣医師のノウハウを対策に有効活用
することで清浄化達成へ一歩前進できるも
のと期待される。

350.西部管内の豚オーエスキー病（AD）清
浄化対策：群馬県西部家保 漆原千佳

ADは、昭和62年に本県に侵入、養豚場に
多大な経済的被害をあたえた。以来、ワク
チン接種等の対策を講じ、18年度からは「県
農業振興プラン」に清浄化を掲げ対策を強
化。家畜自衛防疫団体等と連携し、年2回地
域ごとの農場検査と農家指導を継続実施。1
9年1月に1農場でADが発生したが、その後、
野外抗体陽性豚は年々減少、21年1月採材以
降ウイルスの動きは認められない。22年度
からは尾静脈からの採血および初乳を用い
た検査を加え、農場の清浄度確認のための
繁殖豚全頭検査を開始。ステータスⅣは4地
域から6地域へと増加。24年度では野外抗体
陽性豚が確認される農場は3戸のみで、高産
歴の繁殖豚に限られた。また、西部地域AD
対策協議会を開催し、各地域間の情報共有
と清浄化への意識の向上を図った。今後も
引き続き清浄度確認のための繁殖豚検査を
すすめ、全頭検査を早期に完了させ、特定
された野外抗体陽性豚は淘汰するように指
導し、AD清浄化を目指す。

351.リアルタイムPCRを用いたオーエスキー
病ウイルスの迅速検査：群馬県家衛研 髙
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梨資子
昨年度、オーエスキー病(AD)清浄化が進

んだ地域のワクチン接種農場で流産が発生
し、ADウイルス(ADV)が分離。清浄化が進み
ワクチン接種が中止される中、迅速な防疫
対応や周辺農場への情報提供のために、1時
間でも早い迅速診断が重要。当所ではコン
ベンショナルPCRを用いたWheelerらの方法
(①)によるgp50領域を検出していたが、時
間がかかることが課題。そこでYoonらの方
法によるNested PCR(②)とリアルタイムPCR
(rPCR)(③)を用いたgB領域の検出とを比較。
まず10

5.2
TCID50/50μlの ADV（YS-81株）液

をMEM培地で10倍段階希釈し比較したとこ
ろ、全てで10

4
倍希釈まで検出可能。検査時

間は①6時間、②7時間、③3時間で③が優れ
ていた。次に野外ADV分離臓器乳剤12検体を
用いたところ全方法で検出。さらに精液で
の応用のため、同様にADV液を精液で希釈し
検査。②は10

4
倍希釈、①と③でも10

3
希釈

まで検出可能。以上からrPCRは迅速な病性
鑑定および精液の検査に有効。

352.東京都におけるオーエスキー病清浄化
の達成：東京都東京都家保 小野惠、岸田
敬二

東京都全域のオーエスキー病（AD）清浄
化に向けて、清浄化監視段階（ステータス
Ⅲ)3市町4 地域9戸のうち、23年度は3市町3
地域5戸についてC検査を行い、清浄段階（ス
テータスⅣ）（清浄段階）の要件を満たし
た。24年度は残り1 市1 地域4 戸についてC
検査を行い、清浄段階の要件を満たすこと
が出来た。これにより、東京都は全域AD清
浄化を達成できた。長年AD浸潤県として様
々な取り組みを行ってきたが、国が日本の
清浄化達成を目標に20年6月に防疫対策要領
を改正したのを機に、生産者に十分趣旨を
説明し理解を得た上で、積極的な対策をお
こなったことがスムーズな清浄化につなが
った。繁殖豚を導入する場合は、AD陰性豚
を導入することが最重要であり、農家へ更
に周知徹底をしていく。東京都から出荷す
る繁殖候補豚については、すべてADの陰性
証明書を交付している。今後は、飼養管理
基準の遵守と導入豚検査の徹底でADのみな
らず、他の疾病の侵入も防止していく。

353.豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）撲滅
に向けての取組スタート：新潟県下越家保
阿部隆司、桐生直哉

当所ではこれまで、発育ステージ別抗体
検査により農場内のPRRSの動きを把握し、
母豚群の安定化や一般衛生管理の強化等に
よる対策を主体に指導。一方、管内3経営体
では管理獣医師の指導の下、オールアウト(A
O)を基本にPRRS撲滅を達成。平成23年7月、
全国組織として「PRRS撲滅推進チームJAPAN」
が発足し、PRRS撲滅をサポートするための
活動を開始。これを機に当所では情報提供
を強化し対応策を提案。Y農場の清浄化取組
に際し、豚舎毎のAO等の具体策を助言し、

定期的検査により撲滅を支援。管内全農場
のPRRS浸潤状況調査の結果、58農場中34農
場(58.6%)が陽性。S地域では17農場中陽性6
農場が全てJ系列であることから、J系列農
場を参集し勉強会を開催。病気の理解を深
め、個々のPRRS区分及び撲滅という目的を
共有。平成25年3月には下越地域全体の防疫
対策協議会の設立を計画し、PRRS防疫対策
に係る同意書を集約するなど、地域ぐるみ
の取組を推進中。

354.哺乳豚で発生した豚サイトメガロウイ
ルス病：福井県福井県家保 三竹博道、田
中知未

県内で初めて豚サイトメガロウイルス（P
CMV）病の発生を確認。発生農場は母豚40頭、
肥育豚400頭を飼養する繁殖肥育一貫農場。
平成24年6月に15日齢の哺乳豚1頭が努力性
呼吸を主徴とする呼吸器病を発症。抗生物
質による治療で症状の改善が認められなか
ったため病性鑑定（鑑定殺）を実施。同様
な呼吸器症状は数年前から月1-2頭の割合で
認められていた。立入検査では同居豚に異
常は認めず。発症豚を病理解剖した結果、
肺水腫および腎臓の点状出血等が認められ
た。ウイルス学的検査の結果、主要臓器お
よび血清からPCMV特異遺伝子のみを検出。
病理組織学的検査の結果、間質性肺炎の像
が観察され、抗PCMV血清を用いた免疫組織
化学的染色では肺をはじめとする主要臓器
で陽性反応を観察。以上のことから、本症
例をPCMVの全身感染症と診断。発生要因と
しては、発症豚のみが初乳を摂取できなか
ったために、PCMVに対する移行抗体が付与
されなかったと推察。

355.牛ウイルス性下痢ウイルスによる豚コ
レラELISA陽性が認められた事例：山梨県東
部家保 内藤和美、小泉伊津夫他

豚コレラに関する特定家畜伝染病防疫指
針に基づき、清浄性維持確認を実施。H23年
度検査のうち1戸で、牛ウイルス性下痢ウイ
ルスの抗体による豚コレラELISA陽性を確
認。当該農家の豚コELISA検査では、繁殖豚
及び繁殖候補豚3頭が陽性、繁殖候補豚1頭
で擬陽性。遺伝子検査（RT-PCR）検査では
全頭陰性。豚コELISA陽性・擬陽性事例では、
中和試験で豚コを全て陰性、BVDV1型の抗体
上昇と一部でBVDV2型の抗体上昇を確認。採
血時から移動自粛解除までの間、豚に臨床
的異常はなし。地域内の複数酪農家の余剰
乳を離乳子豚へ非加熱で給与していたこと
が判明したため、乳の加熱給与を指導。本
事例は、BVDV抗体による交叉反応と判断。H
24年度検査では、当該農家での豚コELISA陽
性個体はなし。非加熱の乳給与が現在も行
っているため、再度、加熱処理指導を実施。

356.肥育養豚場でのへい死増加事例：奈良
県奈良県家保 小渡陽子、武平有理子

管内肥育養豚場(500頭)で平成24年8月21
日他県市場導入群104頭の内、1豚房30頭で9
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月初めから死亡が続き、9月20日には15頭に
半減。臨床症状は黒色軟便または血便。20
日死亡豚1頭について病性鑑定を実施。豚サ
ーコウイルス2型(PCV2)遺伝子(強毒型)およ
び豚繁殖・呼吸障害症候群(PRRS)ウイルス
遺伝子を検出し、Clostridium perfringens
(α毒素遺伝子検出)を分離。病性鑑定結果
より10月4日から抗生剤投与を開始するも11
日に3頭にまで減少。同豚舎内の他群および
10月から12月の新規導入群のPCV2遺伝子検
査により、当該豚房と同時期導入群から隣
接豚房へのPCV2感染拡大が疑われた。また1
0月導入群で前出と異なるPCV2(強毒型)の侵
入を確認。10月導入群は不調個体が散見さ
れたが、早期の抗生剤投与で死亡には至ら
ず。導入後日数別にPRRS抗体検査も実施し、
農場のPRRSウイルス汚染を確認。発症要因
を減らすため、導入元の選定と衛生管理の
徹底を指導。

357.豚におけるアカバネウイルス感染症の
発生例：広島県東部家保 本多俊次、秋山
昌紀

平成23年10月中旬、一貫経営農場1戸にお
いて18日齢の哺乳豚10頭中5頭が神経症状を
発症。また、10月中旬から12月下旬にかけ
て、同農場を含む3戸で奇形胎子（四肢の屈
曲あるいは伸展、脳の欠損あるいは低形成
等）の娩出を伴う異常産が発生。神経症状
を呈した哺乳豚2頭で非化膿性脳脊髄炎を認
め、SAB法で脳脊髄の神経細胞にアカバネウ
イルス(AKV)抗原を確認し、PCR検査でAKV特
異的遺伝子を検出。うち1頭からAKVを分離。
同年、管内の牛から分離された株と高い相
同性を有し、GenogroupⅠに属することが判
明。一方、異常産の症例において、3戸各1
腹の奇形胎子にAKV抗体が見られ、うち1戸
の同腹胎子2頭の神経細胞にAKV抗原を確認。
また、1戸の未越夏豚5頭の追跡調査で2頭に
AKV抗体の陽転を確認。豚に対するAKVの病
原性及び発症豚からのウイルス分離は、国
内初の事例と考えられる。

358.管内における一養豚場の衛生対策～豚ｻ
ｰｺｳｲﾙｽ2型(PCV2)関連疾病対策を中心として
～：岐阜県中濃家保 後藤寛幸、大平雅史

平成22年に豚丹毒の発生がみられた一養
豚場においてワクチネーションの変更等の
対策を講じ、発生は終息。しかし、事故率
は発生前の状態まで低減せず。そのため、
平成24年4月、農場管理者と生産性改善に向
けた検討会を開催。原因追究のため、死亡
豚等の病性鑑定、各種抗体検査（PRRS、豚
丹毒等）、PCV2抗原検査を実施、PRRS抗体
は陰性、50～100日齢の子豚において血液中
にPCV2抗原が検出。この農場の問題点とし
てPCV2の関与等が示唆。繁殖豚や子豚へのP
CV2ワクチン接種を含めたプログラムに見直
し、飼養衛生管理の再徹底等を指導。その
結果、対策前1年間と対策後を比較すると離
乳率が84.9%から90.7%に上昇、60日齢まで
の事故率が18.9%から14.0%に減少、60日齢

までの1日増体量が0.31 kgから0.35kgに上
昇。農場における疾病は多様化しており、
今後も個々の農場にあった衛生対策を生産
者とともに検討し、地域全体の生産性向上
につなげたい。

359.PRRS清浄化に向けた取り組み：愛知県
東部家保 本庄雅弘、田島茂行

T市では、PRRS地域清浄化への取組みを実
施しており、当所もその活動をサポート。
今回、このうち一定の成果を得た養豚農家
の活動内容を報告。当該農場は2サイトで、
本場では種豚と2か月齢までの肉豚を、分場
では3か月齢以降の肉豚を飼養。対策開始前
の検査で3か月齢肉豚のPCRが陽転し、分場
移動直後の野外感染を確認。この結果を受
け、本場へのウイルス侵入阻止と、分場で
特に人や豚（群）間の接触による野外感染
防止対策を以下のとおり実施。①農場作業
ルールの設定②豚房間にパーテーション設
置③豚房単位のオールイン・オールアウト
④洗浄・消毒・乾燥の徹底。対策開始6か月
後の検査でPCR陽転が4か月齢となり、野外
感染時期を1か月遅らせることに成功。今後
も①から④までの対策を継続する予定。加
えて、新たなウイルス株侵入防止のために
種豚外部導入頻度を減らし、モニタリング
強化のための環境中のウイルス調査を行う
ことで、PRRS清浄化達成をめざす。

360.県内養豚場におけるPRRSウイルスの遺
伝子学的性状：愛知県中央家保 奥村貴樹

愛知県では生産者団体を中心にPRRS清浄
化の気運が高まっている。清浄化には農場
ごとのPRRSウイルスの浸潤状況調査が必要
であるため、58農場の血清510検体ついてRT
-PCRを実施し、47農場の88検体が陽性。ま
た、ウイルス株を把握するため、陽性検体
のうち35検体（15農場）について遺伝子解
析を実施したところ、ワクチン株から派生
したと推察される株（ワクチン類似株）23
検体、野外株12検体を検出。15農場中、12
農場はワクチン接種歴があり、うち8農場は
ワクチン類似株のみ検出、2農場は野外株の
み検出、2農場はワクチン類似株と野外株を
検出。ワクチン接種歴のない3農場は、いず
れも野外株のみ検出。検出された野外株は
農場ごとに異なるも、2種類以上の野外株が
検出された農場はなかった。遺伝子解析に
より浸潤しているウイルス株に応じた個別
の衛生指導が可能となり、またワクチン接
種の継続・中止の有力な判断材料ともなる
ため、継続的に実施しPRRS対策に役立てた
い。

361.一養豚農家におけるサーコウイス関連
疾病発生とその対策：愛媛県中予家保 木
村琴葉、河野良輝

平成24年6月、管内養豚農家（1戸）にお
いて、離乳子豚に下痢症状が散見、大腸菌
が検出され感受性薬剤を投与し症状は低減
したが終息には至らず、7～8月に下痢、食
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欲不振、嘔吐を呈し死亡する離乳子豚が増
加。死亡個体の主要臓器より、PCR検査で豚
サーコウイルス2型（PCV2）の検出及び病理
組織学検査でリンパ系組織の特徴的病変を
確認、豚サーコウイルス関連疾病（PCVAD）
と診断。当該農場は種豚場で、平時よりワ
クチン接種はもとより飼養衛生管理にも関
心が高い。今回のPCVADの発生を受け、ワク
チンプログラムの見直し及び飼養衛生管理
の再確認を指導。離乳後1日目にサーコ及び
マイコの混合ワクチン接種を、5日齢にサー
コワクチン単独接種、10日齢にマイコワク
チン単独接種へ変更、豚舎消毒の一層の徹
底。また、主に子豚に給与していた近隣酪
農家からの廃棄乳の給与を中止。結果、終
息に至り飼養衛生管理意識の更なる向上に
つながった。

362.豚繁殖・呼吸障害症候群モニタリング
におけるロープ採材法の有用性と展望：愛
媛県南予家保 高橋弥生、谷口芳恵

昨年、ロープ採材法による口腔液での豚
繁殖・呼吸障害症候群(PRRS）の検査につい
て新潟県が報告。今回、PRRS馴致農家の導
入豚2頭においてロープ採材法を実施。ELIS
A法では血清が2頭陽性、口腔液が指示血清4
倍希釈で1頭陽性、8倍希釈で2頭陽性となり
8倍希釈が血清の結果と一致。PCR検査では
血清が2頭陰性、口腔液が1頭陽性であった
ため、ウイルス血症終了後も口腔液中にウ
イルスが存在する可能性を示唆。さらに管
内7農場で肥育豚の口腔液20検体を採取し検
査をしたところ、ELISA法では全検体陽性（8
倍希釈）。採材した検体には環境起因物質
が多くみられたため、PCR検査における試料
の前処理を自然沈殿上清、遠心上清、遠心
上清10倍希釈で比較すると、それぞれ0検体、
2検体、1検体陽性となり、遠心上清の利用
が有効。採材に使用したロープ浸出液を用
いたPCR検査でも2検体陽性となり、使用済
ロープのPCR検査への利用が可能。

363.豚インフルエンザウイルスに対する抗
体調査成績：愛媛県家畜病性鑑定所 徳永
康子、鈴木麻有香

平成21年、新型インフルエンザが世界的
に流行し、畜産分野でも豚インフルエンザ
の検査体制が整備された。一方、ウイルス
の浸潤調査に関する報告は少なく、どの程
度豚に感染しているのか不明。そこで平成2
3年から平成24年に、豚コレラ予防事業や病
性鑑定に供した余剰血清416検体、平成24年
10月から12月にと場採血した425検体につい
て、A/sw/京都/3/79（H1N1）株とA/sw/和田
山/5/69（H3N2）株を用いてHI抗体を測定。
結果、H1N1に対しては陽性率12.6%、H3N2は
89.7%。H3N2は県内飼養豚の間に広く浸潤し
ていることが判明。と場採血では10月、11
月、12月のH1N1に対する幾何平均値は20、2
0、18.8と陰性のレベルで推移。H3N2は、90、
610、640と上昇し、県内の広い地域を急速
に伝播したことを示唆。しかし、本病によ

る呼吸器病の報告事例はなく、野外では畜
主が気づかない程度の一過性に軽い症状、
または不顕性に経過していると考えられた。

364.オーエスキー病清浄化に向けた取り組
み：宮崎県都城家保 矢野達也、近藤奈津
子

本県では、平成21年4月から清浄化対策を
本格的に開始。ワクチン全頭接種推進に伴
いワクチン接種実績は増加。また清浄度確
認検査により陽性農場を割り出し、浸潤率
の低い農場については、全頭検査を行い陽
性豚の摘発・とう汰を実施。結果、平成21
年度当初陽性農場は62農場（15.4%）であっ
たが、平成24年12月現在、11農場（3.1%）
まで減少。陽性農場が多数存在するH町を除
きステータスⅢ移行が可能となったが、ス
テータスⅢ移行に伴う問題点として、下位
ステータスからの導入制限、家畜市場への
清浄種豚の流通方法、陽性農場周辺農場の
防疫対策等の侵入防止対策を検討する必要
があり、現在関係機関と協議中。H町につい
ては平成24年度中のステータスⅢ移行は困
難であることから今後、浸潤状況等の詳細
調査を実施予定。今後も本対策を継続実施
し、管内全域の早期の清浄化を達成する方
針。

365.豚伝染性胃腸炎（TGE）の発生事例：宮
崎県宮﨑家保 堀内早苗、齊藤幸恵

2012年4月末、県内の大規模一貫経営A農
場で肥育豚群に下痢や嘔吐を確認、次第に
農場全体にまん延。肥育豚糞便及び哺乳豚
空腸乳剤からTGEウイルス特異遺伝子を検
出。空腸凍結切片を用いたFAで、空腸粘膜
上皮細胞の細胞質に特異蛍光を確認し、TGE
と診断。5月初旬、A農場近隣の一貫経営B農
場で、育成豚及び種豚の下痢や嘔吐を確認。
糞便及び嘔吐物乳剤からTGEウイルス特異遺
伝子を検出。A農場ではTGEワクチン接種歴
があり、B農場では発生後に緊急ワクチンを
接種。加えて、豚の移動自粛や防疫の強化
等で対応した結果、A農場は5月中旬、B農場
は6月上旬に病勢が沈静化。両農場とも、疫
学については不明な点が多く、侵入経路は
不明。今後、TGEウイルス等の農場への侵入
防止及び地域内へのまん延防止のために、
消毒等の基本的な飼養衛生管理を徹底し、
バイオセキュリティの向上に努めることが
重要。

366.管内における日本脳炎の発生と感染状
況調査：沖縄県中央家保 片桐慶人、仲村
真理ほか

母豚500頭規模の日本脳炎（JE）ワクチン
未接種一貫経営農家で、2012年7月中旬に12
腹の異常産を確認。遺伝子検査において、
胎子の脳乳剤プール・胎子の肺乳剤プール
・母豚の胎盤でJEウイルス（JEV）遺伝子を
検出し、乳のみマウスの脳内接種により脳
乳剤プール材料からJEVを分離。抗体検査で
は、胎子体液ならびに母豚血清よりJEV抗体
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を確認。病理検査では内水頭症、非化膿性
脳炎、大脳の広範な壊死を確認し、免疫組
織化学的染色でもJEV陽性。以上より、本症
例をJEによる異常産と診断。感染状況調査
として、A農場に近接するJEワクチン未接種
のB農場の保存血清58頭、A農場の保存血清1
0頭を用い、JEV抗体検査を実施。2011年度
のA農場、B農場のJEV抗体はB農場の1検体（8
0倍）を除いて全て陰性。と畜場出荷豚のJE
V抗体調査により、JEVに対する高い抗体保
有率を確認したが、近年は流行が小規模で、
今回のような免疫を獲得しない経産豚が増
加していったと推察。本県では、周年でのJ
Eによる感染の可能性があるため、未経産、
経産を問わず定期的なワクチン接種の推奨
が必須。

Ⅱ－２ 細菌性・真菌性疾病

367.県内におけるLawsonia intracellulari
s浸潤状況調査：青森県青森家保 富山美奈
子、岡本清虎

Lawsonia intracellularis(Li)は豚増殖
性腸炎の原因菌で、慢性型は臨床所見に乏
しく生前診断が困難。農場の飼料効率の低
下や発育遅延による経済的損失の一因。県
内の養豚農家30戸120頭の抗体検査(IFA)、9
戸の肥育豚27頭の糞便の遺伝子検査(PCR)、
さらに、遺伝子のシークエンス解析によるL
i浸潤状況を調査。IFAでは全戸が陽性。繁
殖豚、肥育豚ともに90%以上の高い抗体陽性
率。また、感染日齢確認のため高度浸潤を
認めた9戸の PCRでは、4戸で遺伝子検出。
日齢別では91～120日齢で25.0%、121～150
日齢で28.6%の検出率。検出した4戸の遺伝
子のシークエンス解析では、2戸は既報と10
0%、残り2戸は98.5%相同、4戸の疫学的関連
性は無し。以上から、Liは県内全域に浸潤、
県内株は近縁であることを確認。本調査で
は遺伝子検出率が低かったことから今後は
感染日齢別に調査し、飼養衛生管理の徹底
及び抗生剤、ワクチンの適期投与を検討し
生産性向上の一助とする所存。

368.Streptococcus suis2型による豚レンサ
球菌症の病性鑑定成績：青森県青森家保
佐藤尚人、富山美奈子

平成23年11月、県内の母豚310頭を飼養す
る一貫経営農場で40日齢の肥育豚が起立不
能、振戦等を呈したことから病性鑑定を実
施。剖検所見は、脳髄膜の充盈、胸膜の癒
着等を確認。病理組織学的検査では、大脳、
延髄、小脳、脊髄で好中球を主体とした重
度の細胞浸潤により髄膜の肥厚を確認。脳
室辺縁及び脊髄では、好中球の浸潤、囲管
性細胞浸潤を確認。抗Streptococcus suis
（S. suis） 2型兎血清を用いた免疫組織化
学的染色では、肺、扁桃、大脳、脊髄、眼
球において、炎症細胞に一致して陽性反応
を確認。細菌学的検査では、大脳及び扁桃
からS. suis、肺からPasteurella multocid
aを分離。大脳から分離されたS. suisは、

血清型2型、線毛関連遺伝子プロファイリン
グにより、ST1 complexに属する菌株と推定。
以上から本例は、S. suis2型による豚レン
サ球菌症（髄膜炎型）と診断。髄膜炎型で
は比較的稀に認められる大脳及び脊髄実質
への炎症反応を伴う症例。

369.豚増殖性腸炎ワクチンの接種効果の検
証について：岩手県中央家保 平間ちが、
井戸徳子

平成23年11月、繁殖母豚2頭が食欲不振及
び黒色便を呈し1頭が死亡。死亡豚の回腸粘
膜の腺腫様過形成及び同部位からLawsonia
intracellularis(Li)遺伝子が検出され、豚
増殖性腸炎と診断。ステージ毎（2、4、6、
9、16、28週齢及び母豚の各9～10頭）の浸
潤状況調査並びに接種日齢とその効果を検
証。調査の結果、①4週齢で移行抗体が消失、
②6及び9週齢で排菌、③6週齢で8割、9週齢
以降は全頭抗体陽性。結果を踏まえ、接種
を3週齢時に1回実施。更に、豚移動時に豚
房の洗浄・消毒の徹底、作業動線の変更等
を指導。効果を排菌頭数(対象：6及び9週齢)
と品種毎(B種とL・交雑種）の肥育期1日増
体量(DG)及び肥育日数について、昨年と今
年の同時期で比較。排菌頭数の割合はいず
れも減少(70→6.7%と40→23.3%)。DGは増加
(0.71→0.80kｇと1.03→1.17kｇ)、肥育日
数は減少(115→102日と81→70日)。ワクチ
ン接種及び飼養衛生管理強化が生産成績改
善に寄与と推察。

370.離乳豚における浮腫病発生事例とその
対策：宮城県東部家保 江頭宏之、清水ゆ
う子

平成24年9月中旬、繁殖豚120頭規模の一
貫経営農場で、約8週齢の離乳豚が3日間で1
0頭死亡。病性鑑定を実施し、遊泳運動など
の神経症状や顔面浮腫を呈する離乳豚を確
認。オーエスキー病は否定。離乳豚3頭及び
母豚1頭から糞便を採材し、離乳豚全頭から
志賀毒素産生性大腸菌O141(Stx2e、F18線毛
保有)を検出。以上の所見から浮腫病と診断。
離乳豚への発症予防対策として、①感受性
抗生物質の投与、②毒素の吸収を防ぐ目的
で酸化亜鉛の飼料添加、③制限給餌を指導。
畜舎環境対策として、①発生離乳豚舎のオ
ールアウト、②逆性石けんによる洗浄、③
石灰塗布を実施。早期対応により9月の離乳
豚事故率10.4%から10月は1.8%に減少し、10
月以降本病による死亡は沈静化。発症予防
対策を継続していきながら、今後も農場の
清浄化対策として、①定期的な細菌検査に
よるモニタリング、②畜主への検査結果の
還元及び衛生管理意識の向上、③保菌豚の
計画的更新の指導を行い、抗菌剤に頼らな
い飼養管理への移行を目指す。

371.新生期下痢が発生した養豚場への衛生
指導：福島県相双家保 橋本知彦、松本裕
一

繁殖豚120頭飼養規模の一貫経営農場で、
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哺乳豚が下痢を呈し死亡する事例が散発。
発症豚3頭の病性鑑定と母豚5頭の糞便検査
を実施。発症豚の小腸内容と脳からニュー
キノロン系薬剤(NQ)に耐性を示す毒素原性
大腸菌(ETEC)が分離され、新生期下痢と診
断。母豚の糞便からETECは分離されなかっ
たが、NQ耐性大腸菌が分離(耐性率4.6～99.
2%）。新生期下痢対策として、有効な薬剤
による治療、ワクチンの継続、衛生管理の
徹底を指導。耐性菌対策として、NQの使用
を控えるよう指導するとともに、経時的に
母豚、肥育前期、肥育後期各5頭の糞便検査
を実施し、大腸菌のNQ耐性率の変化を調査。
耐性率は漸次減少し、6ヶ月後では母豚0～2.
7%、肥育前期0.2～0.6%、肥育後期0～0.1%。
下痢を呈する哺乳豚は減少、離乳率は77.5%
から88.3%に上昇、1ヶ月当たりの薬剤費は
約10万円削減、薬剤の適正使用への理解な
ど飼養者の意識も向上。

372.管内で発生したPRRSと豚サルモネラ症
の混合感染とその対策：福島県いわき家保
横山浩一、秋元穣

平成23年6月、母豚100頭規模のPRRS陽性
の一貫経営農場で、離乳後の事故率が25%と
増加、離乳豚3頭の病性鑑定を実施。主要臓
器からPRRSウイルス遺伝子検出及びSalmone
lla Choleraesuis(SC)を分離。PRRSを伴う
豚サルモネラ症と診断。浸潤確認検査から、
離乳豚からSCの分離(1/10頭)及びPRRSの検
出(4/10頭)。抗体陽性率は、SCが85.3%、PR
RSが87.1%と高度に浸潤。SCに感受性のある
抗生物質の投与による対策では、事故率の
低下はみられず。飼養環境の改善、消毒の
徹底、母豚へのPRRSワクチンの強化を実施。
平成24年6月以降、事故率が7%に低下、浸潤
確認検査でSCの分離とPRRSの検出は無く、
出荷頭数も上昇。対策の効果が認められた。

373.Mycoplasma hyorhinisの関与が疑われ
た豚のマイコプラズマ肺炎事例：茨城県県
北家保 田邊ひとみ、矢口裕司

母豚130頭飼養の一貫経営農場で、呼吸器
症状を呈している約40日齢の豚2頭(No.1、
No.2）について、病性鑑定を実施。肉眼所
見は、肺の全葉(No.1)、右中葉、副葉の一
部(No.2)で淡褐色肝変化。ウイルス検査はC
PK細胞でウイルスは分離されず、PRRSV及び
PCV2の特異遺伝子も未検出。細菌検査ではN
o.1の肺からM.hyorhinis(Mhr)を105CCU/ml
以上分離、M.hyopneumoniae(Mhp)はPCR陰性。
病理組織所見では、肺でMhpの初期病変(気
管支間質性肺炎)に類似（No.1広範囲、No.2
一部に限局）し、その他No.2で鼻粘膜腺上
皮に好塩基性封入体。免疫染色では、肺病
変部にMhrの陽性反応。検査結果よりNo.1を
豚マイコプラズマ病、No.2を豚マイコプラ
ズマ病、サイトメガロウイルス病と診断。
本事例では肺炎を惹起する他の病原体は検
出されずMhrのみ検出。このためMhrによっ
てMhpと類似する肺炎が起きる可能性確認。
今後も検査を実施し、データを蓄積。

374.豚大腸菌症において分離されたO123及
びO116の性状：千葉県中央家保 松本敦子、
福井聡子

2012年、県内で豚大腸菌症が2月～7月に
かけて複数発生した。このうち、浮腫病4例
及び下痢症4例から分離された大腸菌につい
て、性状等を比較検討した。浮腫病由来株
のO血清型はO139及びO123で、これらは症例
により単独または混在し、病原遺伝子はVT2
e、AIDAⅠ及びF18を共通して保有していた。
下痢症で有意に分離された株の性状は、O14
9:LT,STb,F4、O116:LT,STa,STb,VT2e,F18及
びO116:STa,STb,VT2e,F18であった。薬剤感
受性は、O139、O123及びO149に比べ、O116
は耐性の薬剤が多い傾向にあった。パルス
フィールドゲル電気泳動を実施したところ、
O123は3農場4株がほぼ同一、O116は3農場9
株で極めて類似のパターンを示した。O123
が浮腫病から分離された例は国内では見あ
たらず、下痢症由来株のO116は近年近隣県
で確認されている。O123及びO116が本県で
初めて確認されたことから、県内において
従来とは異なる大腸菌が浸潤していると考
えられた。

375.SpaA-609G769A型豚丹毒菌株感染による
敗血症型豚丹毒の発生事例：千葉県中央家
保 福井聡子、松本敦子

2012年7月30日、2000頭規模の肥育農場A
の1豚舎において、150日齢の肥育豚280頭中
15頭の死亡を確認。また同8月5～6日にかけ
て、800頭規模の肥育農場Bの1豚舎において
も125日齢の肥育豚60頭中14頭が死亡。各農
場2頭、計4頭の病性鑑定を実施し、いずれ
も敗血症型豚丹毒と診断。病理組織学的検
査では4頭全てで化膿性心筋炎が確認された
が、敗血症に特徴的な腎糸球体毛細血管硝
子様血栓は確認されない個体もあった。分
離菌株の血清型は1aでありSpaA遺伝子高度
変異領域の塩基配列を解析したところSpaA-
609G769A型豚丹毒菌株(609G型）と判明。こ
の菌株は2009年以降日本で報告のある新し
い遺伝子型だが、2農場は立地条件も異なり
疫学的にも接点が無いことから、県内での6
09G型の蔓延が示唆される。609G型による豚
丹毒は急性に経過し被害も大きいため発生
予防対策が重要。

376.肥育豚から分離されたStreptococcus s
uisの性状検査・分子疫学的検討：東京都東
京都家保 吉崎浩、磯田可奈子

平成23年12月にA農場でB農場からの導入
豚が相次いで死亡（導入1ヶ月目）。死亡豚
2頭の主要臓器からStreptococcus suis（S.
suis）が純培養的に分離。分離菌株の性状
検査・過去の分離菌株間の関連性を調べる
ため遺伝子解析を実施。1)分離株はS.suis
特異的遺伝子が全株増幅。2) 線毛形成関連
遺伝子プロファイリング：sbp2-、sep1-、s
gp1+、ST28 complex、危険度〔中〕と判定。
病原関連遺伝子：mrp+、 epf-、 sly-（一
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部ofs＋）。3) MLST型別：ST28。4)薬剤感
受性試験：A農場分離株とB農場分離株で一
部の薬剤の感受性が異なる。 5)パルスフィ
ールド電気泳動法（PFGE）：今回分離7株及
びA農場の平成20年分離株は同一パターン。
B農場分離株及びA農場の平成14年分離株は
今回分離株と別パターン。薬剤感受性試験、
遺伝子型別が一致、A農場に導入後、同居豚
や環境から水平感染し、サーコウイルスに
よる免疫力低下でS.suisが体内で増えたと
推察。

377.豚サルモネラ症の発生と衛生対策：神
奈川県県央家保 辻寛子、前田卓也

管内養豚場で繁殖豚の食欲低下、離乳豚
の水様性下痢や発育不良を認め、離乳豚の
下痢便からSalmonella Typhimurium（ST）
を分離、豚サルモネラ症と診断。まん延防
止と清浄化に向け衛生対策を開始。畜舎の
汚染状況とST感染状況の把握のため、発症
豚を含む豚群の直腸便、移動履歴のある豚
房床、飼料の汚染状況調査を実施。結果、
一部豚群と豚房床からSTを分離。汚染豚房
を中心とした豚房の洗浄・消毒・乾燥の徹
底、豚舎毎のオールイン・オールアウト、
ピッグフロー変更による保菌豚群の隔離、S
T分離豚群に有効薬剤による予防的治療を指
導。効果判定のため再度豚群と豚房床を調
査。他の豚群への感染拡大はなかったが、
一部無症状豚群で長期保菌を認めたため、
保菌豚の摘発と有効薬剤を変更し再治療を
指導。2回連続でST不検出、豚サルモネラ症
が終息。飼養衛生管理改善を粘り強く指導、
段階的な対策で農場の衛生意識向上と飼養
管理改善に繋った。

378.管内養豚場で発生した豚の大腸菌症対
策：新潟県中央家保 渡邉章子、里麻啓

管内で豚の大腸菌症を疑う事例が7農場15
5頭と多発。7農場31検体の病性鑑定を実施
し、6農場23検体から病原性大腸菌を分離。
1農場は病原性大腸菌が分離されなかったが
組織学的に小腸の粘膜下組織に水腫と血管
壁の硝子様変性を確認。対策を実施し、5農
場は抗生物質や有機酸等の飼料添加で沈静
化するが、AとBの2農場は発生が継続。A農
場は哺乳及び離乳豚の下痢が多発し、付着
因子及び毒素遺伝子でF4、LT、STとF18、VT
2、LT、STの2種類の株が浸潤。当初感受性
薬剤と生菌剤の飼料添加を子豚に実施。さ
らに子豚への亜鉛添加と分娩舎の保温管理
の徹底、母豚へ抗生剤と生菌剤の飼料添加
を追加し沈静化。B農場は60～90日齢の肥育
豚が神経症状を示して死亡する例がみられ、
F18、VT2を保有する株が浸潤。感受性薬剤
の飼料添加を発生豚房に実施するが安定せ
ず。現在は有機酸等の飼料添加を追加し経
過観察中。今後も農場毎の対策を継続し、
本病の発生防止に努めたい。

379.新潟県下越地域で多発した急性敗血症
型豚丹毒：新潟県下越家保 羽入さち子、

阿部隆司
平成23年12月から平成24年8月にかけて、

管内6養豚場において3～5か月齢の肥育豚が
急死し病性鑑定を実施。全農場に共通して
体表に紫斑、臓器のうっ血を認め、細菌学
的検査で全頭の主要臓器から豚丹毒菌分離。
県内では11年ぶりの敗血症型豚丹毒の発生。
βラクタム系薬剤とエンロフロキサシンに
感受性。組織所見では心筋壊死（11/14）や
腎糸球体の多発性血栓（2/14）などを認め
た。検査結果と対策を迅速に発生農場へ連
絡、関係者へ情報提供し注意喚起。農場へ
防疫不備により侵入、豚群は抗体価低く抗
生剤未使用で易感染状態であり、ストレス
で発症と考察。1農場では敗血症発生半年前
に異常産が多発、母豚ペア血清で抗体価上
昇を確認、豚丹毒関与と推察。対策として
飼養衛生管理基準の遵守を基本に個々の農
場の状況に合わせた対応を提案、ワクチン
接種や抗生物質の投与を実施。発生後直ち
に子豚へ生ワクチンを一斉接種した1農場で
抗体価の良好な上昇を確認し、早期の沈静
化を達成。

380.新しい遺伝子型を示す豚丹毒菌の解析
と農場抗体調査：新潟県中央家保 福留静、
篠川有理

2011年12月～2012年8月にかけ、一家保管
内の養豚場6戸で肥育豚に急性敗血症型豚丹
毒が発生。6農場の分離株は全て血清型1aで、
パルスフィールドゲル電気泳動法で同じ泳
動像を示し、近年全国で多発する敗血症分
離株と同様の遺伝子型SpaA-609G。さらに一
塩基多型解析で、関東を中心に敗血症事例
から分離された株と同様のタイプと判明。
平成12年当県敗血症事例の分離株は血清型
別不能で遺伝子型も全く異なるため、昨年
新たな遺伝子型を示す株が県内に侵入、敗
血症が連続発生したと推察。4農場の発生時
抗体検査では、肥育豚での敗血症発生時す
でに農場全体に感染が拡大、本病の農場侵
入時期は敗血症発生の半年以上前と判明。
非発生16農場の肥育豚抗体価はGM2.9（n=33
7）と汚染レベルは低いが、うち5農場では
感染抗体を検出（33/108頭）。新たな株へ
のまん延防止・感染予防対策が急務。

381.県内で発生した急性敗血症型豚丹毒の
病理組織学的検索：新潟県中央家保 篠川
有理、福留静

平成23年12月から下越家保管内の養豚場
で急性敗血症型豚丹毒が多発。県内での敗
血症型の発生は平成12年以来11年ぶり。平
成23年12月以降の症例から分離された豚丹
毒菌は全て血清型1a、遺伝子配列の一部が
過去の流行株と異なる新しい遺伝子型（新
型）と同定。他県において新型豚丹毒菌に
よる敗血症では心筋壊死が多いとの報告が
あり、平成12年以前の症例3戸5検体(18～20
日齢)と新型豚丹毒菌による症例4戸10検体
(80～150日齢)の病態を比較。新型豚丹毒菌
による症例では炎症反応、心筋線維の変性
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及び壊死が強く、腎糸球体における血栓形
成が少ない傾向(2/10)。一方、平成12年以
前の症例では炎症反応、心筋線維の変性及
び壊死はごく軽度で腎糸球体に多発性の血
栓形成が多く認められる傾向(4/5)。これら
の病態の違いは発症日齢や個体毎の免疫状
態の違いにより敗血症に至る経過が異なる
ためと推察。

382.豚サルモネラ症清浄化にむけた一農場
の取組みと県内発生状況：富山県東部家保
本多秀次、後藤利隆

平成22年3月、A農場でSTによる豚サルモ
ネラ症が発生、その後平成23年6月までの間
に県内の3農場でSTによる豚サルモネラ症が
発生。A及び系列のB農場の浸潤状況調査で、
各ステージの糞便からST分離され、感染源
として分娩舎の環境が疑われた。清浄化対
策として①肥育豚への生菌製剤の飼料添加、
②離乳豚へのコリスチンの飼料添加、③徹
底した豚舎消毒等を指導。糞便からのST分
離は陰性に転じ、環境からの分離率は減少
傾向にあり、清浄化対策を継続中。県内5農
場から分離されたST20株のPFGE法による分
子疫学的解析では、19株で泳動パターンが
一致。1株は泳動パターンから短期間の変異
が考えられ、20株の由来が同一である可能
性が示唆。疫学調査では、肉豚出荷先と飼
料会社が5農場で共通、動薬業者等で複数の
農場と共通。このことから、農場への侵入
ルートとして、機械的伝播の可能性が示唆。
ST侵入防止のため、飼養衛生管理基準の遵
守が重要と考えられる。

383.新しい遺伝子型を示す豚丹毒菌による
急性敗血症型豚丹毒の集団発生事例：福井
県福井県家保 葛城粛仁、笠原香澄

福井県内の一養豚農家において、2012年2
月11日より急死する肥育豚が多発。死亡豚1
6頭について病性鑑定を実施。飼養豚の豚丹
毒ワクチンは未接種もしくは不活化ワクチ
ン1回接種のみ。剖検所見では、全身のチア
ノーゼおよび肺水腫が共通所見。病理組織
学的検査では、肺胞内の漿液の貯留、全臓
器の血管内線維素の析出が共通所見。敗血
症型豚丹毒の特徴である腎糸球体毛細血管
硝子様血栓は3頭にのみ確認。細菌学的検査
では、全死亡豚の脳および主要臓器より豚
丹毒菌（Er）を多数分離。血清型は1ａ。Sp
aA遺伝子高度変異領域の609番目がG、769番
目がAとなっており、新しい遺伝子型を示す
Erであると判明。ウイルス学的検査では、
豚コレラは全て陰性。他のウイルス分離も
全て陰性。以上の結果より本症例は新しい
遺伝子型を示すErによる急性敗血症型豚丹
毒と診断。ペニシリン系抗生物質投与を中
心とした対策により死亡豚は減少したが、
飼養豚の約3割が死亡し、1ヶ月以上の経過
を経て終息。

384.豚サルモネラ症発生事例：山梨県東部
家保 秋山倫子、細田紀子

2012年2月上旬から耳が赤くなり死亡する
豚が散見されると肥育農場より連絡あり。
同年3月、死亡豚（90日齢）1頭の病性鑑定
を実施。剖検では、全身チアノーゼ、腹水
・胸水・心嚢水貯留、肝臓および腎臓脆弱
化・白斑形成。細菌検査で主要5臓器、脳、
リンパ節、胆汁からSalmonella Choleraesu
is（O7：c,1,5）が分離。PCR検査でPRRS陽
性。豚サーコウィルス2型（PCV2）陰性。組
織学的に肝臓で線維素析出が重度な巣状壊
死。小脳髄膜炎。全身で線維素血栓・菌血
栓形成。抗サルモネラO7抗原を用いた免疫
組織化学染色でほぼ全臓器陽性。以上より、
敗血症型豚サルモネラ症と診断。本農場の
環境中、鼻腔スワブのサルモネラ検査を実
施。結果、分離陰性。過去の調査で保菌豚
の存在・常在化を確認。保菌豚の菌量は少
なく、ストレスや感染症など増悪因子によ
って菌量が増加し、感染拡大していると推
察。飼養衛生管理の見直しを指導し、抗生
剤投与を併せて実施し、継続発生なし。

385.管内養豚場の豚丹毒対策：静岡県中部
家保 小柳寿文

平成24年5月、管内1養豚場（母豚70頭一
貫経営）から出荷された肥育豚1頭が、と畜
検査で豚丹毒と診断。継続的な発生があっ
たため、豚丹毒の制御に取り組んだ。農場
の豚丹毒菌浸潤状況調査のため、環境中か
らの豚丹毒菌の分離と、母豚、30日齢、60
日齢、90日齢各5頭の血清を用いて、ラテッ
クス凝集反応（LA）および生菌凝集反応（G
A）を実施。環境中から豚丹毒菌は分離され
ず、母豚の抗体価はLAで25.2倍（幾何平均
（GM））、GAで50.8倍（GM）、30～90日齢の
抗体価はLAで4～8倍（GM）、GAですべて2倍
未満（GM）であった。豚丹毒のまん延防止
対策として、すべての豚にワクチン接種を
行い、ワクチン接種効果検証のためGAによ
る抗体価を測定。その結果、母豚では抗体
上昇が認められたが、肉豚では上昇が認め
られなかった。ワクチン接種以降の出荷豚
で、豚丹毒の発生は現在まで報告されてい
ないが、肉豚におけるワクチン接種方法の
見直しが必要と考えられた。

386.ワクチン接種方法の違いによるMycopla
sma hyopneumoniaeの感染動態の検討：静岡
県中部家保 和久田高志

接種方法選択の一助とするために1回打ち
の農場Aと2回打ちの農場BとCにおいてMhの
動態及びと畜場の肺病変を調査。哺乳豚30
頭、母豚6頭、育成豚4頭の鼻腔スワブを用
いPCRにより農場AとCでは哺乳豚2頭と1頭、
母豚各1頭でMhを検出、農場Bでは未検出。M
hの ELISA抗体検査で陽転日齢及び100%陽性
率は農場Aで60日齢と120日齢、移行抗体を
保有した農場Bは60日齢と90日齢、農場Cは9
0日齢と120日齢。Mhワクチンに影響するPRR
SV浸潤状況は農場AではMhワクチン接種前後
で動いていた。3農場のと畜場での肺病変は
農場Aでスコア0.6と有病率33.3%、農場Bで1.
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5と45.5%、農場Cで1.8と55.6%、農場AとCの
スコアで有意差を認めた。以上から、ワク
チン接種に関わらず哺乳期でMhに感染のた
め早期ワクチン接種が必要。離乳時の検出
率と抗体の陽転時期やと畜場の肺病変に一
定の傾向はなく、農場のMhの影響の把握に
はと畜場検査に加え、生産段階の評価が必
要。

387.養豚場における光合成細菌を活用した
サルモネラ対策：三重県中央家保 中山季
大、伊藤秋久

母豚約200頭規模の一貫経営A養豚農場に
おいて、継続的に農場巡回指導を実施。臭
気抑制と生産性向上のため、豚の下痢の原
因となるサルモネラの清浄化を目指す。平
成16年度より原則月1回の環境サルモネラ検
査を実施。初年度より、夏季には農場内各
所から検出されなくなるが、秋季には再び
検出される状況が続く。平成19年度、畜舎
の臭気抑制や飼養環境改善、in vitroにお
けるサルモネラ増殖抑制の効果が報告され
ている光合成細菌液を導入し、実際の農場
における効果を検証。省力化や豚の生産性
向上を意図し噴霧器による散布から飲水給
与に切り替える、配管の詰まり防止のため
塩素系消毒剤と交互に流すなどの改良を講
じた他、農場で使用する消毒剤の変更や消
石灰散布など消毒の徹底といった基礎的な
衛生対策を積極的に指導。その結果、環境
サルモネラ検査における不検出期間の延長
傾向を認めた他、豚の下痢の減少や臭気の
抑制など、飼養環境の改善効果を上げた。

388.豚鼻腔スワブを用いたActinobacillusp
leuropneumoniae検出の検討：三重県北勢家
保 川瀬聖、佐藤勝哉

2012年7月から10月にかけて、生体23頭お
よび病性鑑定を実施した死亡豚7頭の計30頭
からActinobacillus pleuropneumoniae(Ap
p)検出を試みた。検査材料は、鼻腔および
扁桃表面のスワブ液、肺および扁桃の乳剤
とした。方法は分離培養およびAppに特異的
な外膜リポ蛋白質OmlAの遺伝子型別用PCRを
実施した。分離培養では、生体および胸膜
肺炎以外の死亡豚の鼻腔スワブからAppは分
離できなかったが、胸膜肺炎による死亡豚
では、鼻腔スワブで4頭中1頭、肺で採材し
た3頭すべての検体から分離された。PCRで
は生体および胸膜肺炎以外の死亡豚ではす
べての検体で陰性であったが、胸膜肺炎に
よる死亡豚では鼻腔スワブ、肺乳剤すべて
の検体で陽性となり、omlA遺伝子のRFLPに
より1型または2型と推察された。以上から、
胸膜肺炎による死亡豚では、鼻腔スワブか
らもPCRでAppは検出できるが、生体鼻腔ス
ワブは分離、PCRともに検出には不向きであ
ると考えられた。

389.管内一養豚場で発生した豚連鎖球菌症
：三重県紀州家保 佐藤福太郎、鶴野智美

平成24年10月中旬から下旬にかけて、母

豚950頭飼養農場の育成舎で、約50日齢の育
成豚が神経症状を示し、数日後に死亡とい
う経過をたどる豚が計48頭。10月末、依頼
があり沈鬱状態に陥った豚の病性鑑定を実
施した。剖検所見では、大脳髄膜に血管充
盈が認められたが、その他諸臓器に著変は
認められなかった。病理組織学的検査では、
大脳、小脳、脳幹部および脊髄に化膿性髄
膜炎が認められ、細菌学的検査では脳からS
treptcoccus suisが分離されたことから、
豚連鎖球菌症と診断した。対策として、薬
剤感受性試験で高感受性を示した有効薬剤
の投与と豚舎内の消毒プログラムの変更を
指示した。また、1日の温度差が大きいこと
が要因の1つとして推察されたため、育成舎
に温度計を設置して、温度変化をグラフ化
し、温度管理の再点検など飼養環境の改善
を指導した。

390.豚テシオウイルスの関与を疑うグレー
サー病の発生：大阪府大阪府家保 大橋浩
介、吉本真朗

グレーサー病は若齢期が好発期だが、今
回、約4カ月齢の肥育豚で集団発生がみられ
た。【発生農場概要】発生農場は約3千頭規
模の肥育養豚場で、農場独自の防疫作業書
に基づき衛生管理を実施。【経過・検査結
果】約30頭が神経症状を呈し、死亡豚が増
加。病性鑑定の結果、脳脊髄よりHaemophil
us parasuis(HP)を分離、PCRでHP遺伝子を
検出。また、脳脊髄で化膿性炎症像を認め、
HP免疫染色陽性であったため、グレーサー
病と診断。さらに、脳において豚テシオウ
イルス(PTV)の遺伝子が検出され、PTV-1の
抗体価に上昇がみられたことから、PTVの関
与が疑われた。【考察】本事例は、約4カ月
齢の肥育豚におけるグレーサー病であった
が、PTV感染が疑われ、換気不良や気温変化
等の環境要因の影響も加わり、集団発生し
たと思われた。【対策】今回の発生を受け、
飼養衛生管理をさらに改善するため、農場
の責任者や管理獣医師を交えて検討会を継
続し、今後の疾病発生の予防に努める。

391.豚ローソニア経口生ワクチン投与効果:
奈良県奈良県家保 山田育弘、恵美須裕子

平成24年6月、管内一養豚場でLawsoniain
tracellularis感染による子豚の増殖性腸炎
が発生。同農場においてワクチン投与効果
を検証。供試豚:7月14～21日生まれの44頭
（試験区22頭、対照区22頭）。方法:44～51
日齢豚にワクチンを強制経口投与し、投与
後0日、25日、53日、79日、109日に発育及
び便性状調査を実施。結果: 便性状は試験
区ではほぼ正常便、対照区は試験期間を通
して軟便や下痢が数頭みられた。投与109日
後の平均体重は試験区95.64±7.84㎏、対照
区93.8±12.04㎏。投与後79～109日間の1日
増体量（DG）平均は試験区760.6±186g、対
照区684.1±243g。結論：ワクチン投与によ
りDGが約76g改善された。これにより、1頭
あたり381円のコスト削減が見込まれた。ま
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た、試験区は対照区より発育のバラツキが
少なく、ワクチン使用により出荷群編成等
管理面の負担軽減とともに斉一性のある豚
を生産しやすいと示唆された。

392.リアルタイムPCRによる繁殖豚のLawson
ia intracellularis(Li)排菌状況調査：奈
良県奈良県家保 森山美奈子、前田寛之

平成24年8月、B養豚場の同一豚房で死亡
が相次ぎ、9月13日に約5ヶ月齢の死亡豚を
病性鑑定。Liによる豚増殖性腸炎と診断。
タイロシン製剤投与を指示し、畜主は10月
から開始。県内養豚場の血清抗体調査では1
1戸中10戸が陽性。12月21日、B養豚場の母
豚24検体、種雄豚2検体の糞便を採材し、リ
アルタイムPCRによるLi遺伝子診断実施。糞
便220mgから直接と、糞便10gをPBS(－)で10
倍希釈した上清から200μl採ってDNA抽出。
糞便直接から1検体、糞便上清から8検体、
両方から1検体の計10検体で陽性となり、そ
の内訳は妊娠豚6/19検体、空胎母豚2/2検体、
授乳豚1/3検体、種雄豚1/2検体。しかし検
出Li遺伝子コピー数は全て10

-1
コピー/ウェ

ル以下。病性鑑定豚回腸粘膜では104コピー
/ウェル。糞便採材10日前まで飼料に300g(力
価)/t添加していたタイロシン製剤は排菌量
を抑制していた可能性。現在当該養豚場で
下痢、へい死などの被害報告無し。

393.一養豚農場の豚サルモネラ症の発生と
清浄化対策：鳥取県倉吉家保 高橋希、岩
尾健

平成24年8月末から9月上旬にかけて管内
の一貫経営農場で削痩・下痢を主徴とした
離乳子豚の死亡が相次ぎ病性鑑定を実施。
病性鑑定の結果、S.Typhimuriumによる豚サ
ルモネラ症と診断。後日サルモネラ浸潤状
況を把握するため、離乳豚舎と全母豚の糞
便検査を実施。検査により離乳豚舎12豚房
中6豚房の汚染を確認。また同舎で捕獲した
大型ネズミからサルモネラ菌を分離。抗生
剤・生菌剤の飼料添加とともに、豚房の洗
浄・消毒の徹底、豚舎内のネズミ捕獲など
衛生対策を実施。さらに離乳豚舎の空豚房
に石灰乳塗布を順次実施した結果、下痢・
削痩の症状は改善し離乳豚の死亡率は減少。
しかし現時点で離乳豚舎のサルモネラの清
浄化は出来ておらず、豚舎の洗浄・消毒の
徹底と同時にネズミ駆除の強化等を実施し、
清浄性確認のためのモニタリングを継続し
ていくことが必要。

394.大規模農場で発生した豚サルモネラ症
の清浄化対策：岡山県井笠家保 佐野通、
岡田ひろみ

平成23年11月、大規模農場（約3,500頭飼
養）において子豚が下痢を呈して死亡する
事故が発生。直腸便からSalmonella Typhim
uriumを分離し、豚サルモネラ症と診断。発
生豚舎以外における清浄性の確認後、対策
として、平成23年10月1日付けで改正された
飼養衛生管理基準に基づき発生豚舎（肥育

豚525頭飼養）からの豚の移動自粛（陰性豚
のみ出荷可能）、陽性豚への有効薬剤の反
復投与、専用長靴及び管理スタッフの専属
化、踏込消毒槽の増設等を実施。その結果、
平成24年1月に全頭の陰性を確認後出荷し、
2月にオールアウトを完了。その後、当所指
導の下、農場従業員による入念な豚舎の清
掃及び水洗、逆性石けん及び消石灰等によ
る消毒を実施。4月に全ての消毒作業が終了
後、環境検査を実施したが全て陰性で、そ
の後の続発もない。本症は、一度発生する
と常在化し、清浄化には非常に時間がかか
るとされているが、迅速な対応と徹底した
対策を講じることで速やかに清浄化を達成
した。

395.豚丹毒のと畜場摘発が多発した繁殖・
肥育一貫経営養豚場における不活化ワクチ
ン接種の検証：山口県東部家保 杉本大輝、
弘中由子

H22年3月以降、大規模養豚場で豚丹毒が
生ワクチン（LV）1回接種の肥育豚27頭、ワ
クチン未接種の繁殖豚1頭に継続して発生
（心内膜炎型7件8頭、関節炎型4件4頭、蕁
麻疹型3件12頭）。ワクチン接種プログラム
変更前後の子豚、繁殖豚計135頭のラテック
ス凝集反応の抗体価をもとに接種プログラ
ムを検証。子豚は60日齢のLV接種を49及び7
0日齢の不活化ワクチン（KV）2回接種に変
更。GM値は23.2から33.5、35.9に上昇。ま
た繁殖豚の感染防御のためKVを一斉に2回接
種、以降は繁殖候補豚の導入時と各産次の
離乳時に接種。GM値は18.4から44.2に上昇。
プログラム変更後の子豚、繫殖豚の抗体価
は適正なワクチン接種群の指標とされるGM
値30から60の範囲内となった。また、摘発
頭数はH24年12月末まで5頭と減少傾向。し
かし、プログラム変更後も90日齢豚に抗体
価4倍以下の個体が認められ、引き続き抗体
価を監視し的確なワクチン接種を検討・指
導。

396.本県で分離されたSalmonellaO6,7:C:-
についての考察：徳島県徳島家保 鈴木幹
一郎、大西克彦

届出伝染病に係るSalmonella Choleraesu
is(SC)は血清型別O6,7:C:1,5であるが、本
県で病畜豚等から分離されたSalmonella O
6,7:C:-株（C:-）は硫化水素（H2S)産生、
トレハロース、アラビノース(ARA)非分解よ
りSC var. Kunzendorfと称してきた。しか
し、血清型別上、2相-株は菌種名を決定で
きないとの指摘もある。2000～2012年に分
離、保存したC:- 105株中、各年代の32株に
ついて生化学的性状を簡易同定キット、SIM
培地で、SC特異遺伝子検出をPCRで検討。結
果32株の生化学的性状は軽微な差異を認め
るも全てARA非分解、SCと判定。H 2Sは全株
産生。PCRは全株陽性。C:-株をSCと推察。
疫学調査を目的に管内4養豚場死亡離乳豚由
来C:-10株、1酪農場環境由来C:-2株計5農場
12株をパルスフィールドゲル電気泳動（PFG
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E）、プラスミド、微量液体希釈法による薬
剤感受性試験（薬感）を実施。結果、PFGE
で差異は認めず、プラスミド、薬感でABPC、
CEZ、GM、CPに差があり、さらなる検討が必
要。

397.高齢農家における「協同型」豚サルモ
ネラ対策：福岡県両筑家保 後藤敬一

2011年6月、繁殖雌豚65頭飼養の一貫経営
養豚農家で、3.5ヵ月齢の発育不良豚1頭を
病性鑑定。肝、小腸及び結腸内容からSalmo
nella Typhimuruim (ST)が高率に分離され、
サルモネラ症と診断。全豚舎の環境調査で、
育成豚舎の6/10豚房の敷料と下痢発症豚3頭
の直腸便からSTを分離、他の豚舎は分離陰
性で、汚染は当該豚舎と特定。しかし、畜
主が高齢で人手不足のため、早急な対応が
困難。当面は肥育段階でST感受性薬剤を投
与、休薬期間遵守後の出荷を指導。その後、
巡回を重ね、畜主と対話、約1年後の2012年
春から、家保と協同で、4カ月間をかけて根
本的対策（空豚房から順次、徹底的な清掃、
発泡消毒と消石灰塗布による消毒）を実施。
効果判定で再び3豚房でST分離も、事故率が
対策前27.9%から後4.2%へ激減、上物率が27.
5%から59.7%へ上昇。高齢化が進む現状で、
畜主と対話し協同型で取組む重要性を再認
識。

398.繁殖用雌豚の増殖性出血性腸炎発生事
例：福岡県中央家保 石田剛

平成24年4月、管内一貫経営養豚農場で、
4頭の繁殖用雌豚がタール状血便を排泄して
死亡。成豚全頭へのタイロシン投与の二日
後、5頭目が血便を排泄、病性鑑定を実施。
剖検では、回腸で血液凝固塊の充満と皺壁
形成を伴う粘膜肥厚、盲腸と結腸でタール
状内容物。細菌検査では有意菌分離陰性、5
頭目の回腸及び発生豚舎内で捕獲されたネ
ズミ2匹中1匹の腸管からLawsonia intracel
lularis（Li）に特異的な遺伝子を検出。ウ
イルス検査では、豚サーコウイルス2型の特
異遺伝子が臓器乳剤から検出、回腸からは
不検出。病理組織検査では、回腸で重度の
陰窩上皮細胞過形成、これら細胞質内にWar
thin･Starry染色で弯曲した小桿菌と抗Liの
免疫組織化学的染色で多数の陽性反応を確
認。以上より、Liによる増殖性出血性腸炎
と診断。タイロシンの投与に加え、豚舎消
毒の徹底等により発生は終息。Liの伝播に
ネズミの関与が示唆。予防には、飼養衛生
管理の徹底に加え、ネズミの駆除も重要。

399.と畜検査成績を活用した養豚農家の衛
生対策：佐賀県北部家保 野田由美、鬼塚
哲之

管内の養豚一貫経営農場で平成23年12月
からと畜検査成績における呼吸器病変が急
増し、平成24年1月には出荷豚の9割を超え
た。病変内訳はマイコプラズマ肺炎(SEP)が
多く認められたことから、マイコプラズマ
ワクチン接種、畜舎消毒、密飼防止を指導。

3月、5カ月齢の肥育豚2頭が発咳を呈し死亡。
死亡豚2頭と同居豚10頭について病性鑑定実
施。剖検所見は肺の肝変化、胸膜癒着等。
死亡豚の肺からActinobacillus pleuropneu
moniae、Streptococcus suis、Pasteurella
multocida分離。PCR検査で死亡豚と同居豚

のサーコウイルス2型陽性。以上から豚胸膜
肺炎と診断。有効薬剤の投与、畜舎消毒の
徹底、密飼防止、充分な換気を行うよう指
導。その後、呼吸器症状を呈し死亡する豚
は見られなくなった。上記対策を行った結
果、と畜検査成績のSEPは減少し、出荷日齢
も徐々に短縮。今後もと畜検査成績を有効
活用し、農家指導へ役立てたい。

400.県下で分離された豚由来大腸菌の薬剤
感受性と抗菌性物質の使用状況：長崎県中
央家保 下條憲吾

平成23年4月～24年9月に豚大腸菌症の病
性鑑定豚から分離された大腸菌40株および
外見上健康な豚から分離された大腸菌12株
の薬剤感受性試験を実施。また、平成17～2
3年度に発行された指示書を基に、豚大腸菌
症発生農場および県全体の抗菌性物質の使
用量(g力価/肉豚出荷頭数)を集計。1濃度デ
ィスク法では病性鑑定豚由来38株、健康豚
由来9株で薬剤耐性、Stx2e保有28株は多剤
耐性を示す傾向。微量液体希釈法では9薬剤
で二峰性のMIC分布。抗菌性物質の総使用量
は、17年度は発生農場11.4g力価/頭、県全
体15.2g力価/頭。23年度は発生農場25.6g力
価/頭、県全体21.0g力価/頭で増加傾向。21
年度以降、発生農場の使用量は県全体と比
較し多く、耐性菌発現の選択圧として働い
ている可能性。系統別では、アミノグリコ
シド系およびポリペプタイド系の増加が顕
著。抗菌性物質の使用に際しては、適切な
薬剤選択と薬剤の使用を低減させる対策が
重要。

401.SpaA-609G型豚丹毒菌による敗血症型豚
丹毒：熊本県中央家保 内山由香、高山秀
子

発生状況；管内肥育農場で平成24年1月中旬
から7～8ヶ月齢の肥育豚が食欲減退を示した
後、突然死亡する事例が増加。材料及び方法；
へい死豚3頭（№①②③）について定法による
剖検、細菌学的検査及び病理組織学的検査を実
施。分離された豚丹毒菌（Er）について、SpaA
遺伝子上高度変異領域の増幅及びシークエンス
解析を実施。成績；剖検所見：3頭すべてで体
表全体の赤変、小腸及び大腸全体の充血。細菌
学的検査：№①②③の主要臓器、№①②の腸間
膜リンパ節からErを分離。分離菌は、SpaA-609
G型と判明。病理組織学的検査：№①②ともに
左右心室に心筋壊死、心筋炎が散発、心筋線維
間毛細血管に硝子血栓。№②の腎糸球体毛細血
管にまれに硝子血栓。考察及び対策；以上の成
績から敗血症型豚丹毒と診断。SpaA-609G型
は、県内ではと場発生例も含め初の分離。当該
農家は豚丹毒ワクチン未接種であり、有効な抗
生剤投与、不活化ワクチン接種の他、畜舎内外
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の消毒など飼養衛生管理の徹底を指導、その後
の続発なし。

402.2008年～2012年に分離されたSalmonell
a Choleraesuisの薬剤耐性と薬剤耐性遺伝
子の保有状況：沖縄県中央家保 又吉正直、
沖縄県中央食検 中村正治

Salmonella Choleraesuisについて薬剤耐
性および耐性遺伝子の保有状況および薬剤
耐性遺伝子を特定。供試菌株：2008年5月～
2012年1月までのと畜場由来25農場349株。
薬剤耐性：ABPC（100%）、SM（100%）、GM(9
9.7%)、OTC(99.7%)、ST (99.4%)、NA（40.1
%）、OA(40.1%)、KM（0.3%）、CP（0.3%）。
薬剤耐性遺伝子：ABPC（blaTEM：100%）、S
M（strA、strB：99.4%、aadA1：59.9%、aad
A2：99.7%）、KM（aphA1：100%）、GM（aaaC
2：99.7%）、OTC（tetA：0.3%、tetB：99.4
%）、CP（catA1：100%）、ST（sul1：98.3% 、
sul2：100%、dhfrⅩⅡ・ⅩⅢ：100%）。キ
ノロン耐性決定領域の塩基配列解読：NA、O
A耐性12株はgyrAでは10株（Ser83-Phe）お
よび2株（Asp87-Tyr）、parCでは12株（Thr
57-Ser）で1箇所のアミノ酸置換を確認。①
全供試株は同一のクローン株が県内に伝播
したものと推察。②NA、OAの耐性率が漸増
しつつあり、人医療への影響に敷衍する懸
念。③CPの同系列のフロルフェニコールに
よるモデル農場での投薬プログラムを展開
中。

Ⅱ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

403.アンケート調査を活用した哺乳豚下痢
症の予防指導：岩手県県南家保 昆野雄介、
高橋真紀

アンケート調査を活用してIsospora suis
による哺乳豚のコクシジウム症対策と分割
授乳技術の普及を行った。コクシジウム症
に関するアンケートの回答は52戸中45戸（8
7%）から得られ、高温期に哺乳豚の下痢が2
5戸で発生し、病豚の死亡率は0～4.3%であ
った。病性鑑定を実施した3戸中2戸から10

2

～10
4
OPGのコクシジウムオーシストが検出

され、Isospora属と同定された。トルトラ
ズリル製剤を使用している18戸のうち、オ
ーシストを確認していたのは2戸に留まっ
た。分割授乳に関するアンケートの回答は2
5戸すべてから得られ、同技術は11戸（44%）
で実施されていた。分割授乳の実施効果を1
農場で検証した結果、哺乳豚（2～6日齢時）
の血清IgG濃度（mg/ml）の平均は、未実施
群（6腹61頭）12.8、実施群（6腹54頭）14.
2であった。以上のアンケート調査手法は農
場の疾病発生状況や衛生対策状況および検
査要望の把握に有効と思われた。

Ⅱ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄
養代謝障害

404.管内一養豚場で流産の発生が増加した

事例：千葉県北部家保 塚原涼子
H24年4月、母豚数700頭規模の管内一養豚

繁殖農場で流産の発生が以前の2倍に増加
し、病性鑑定を実施。当該農場は母豚に日
本脳炎・パルボウイルス、オーエスキー病
（AD）、豚サーコウイルス2型感染症、イン
フルエンザウイルス・豚丹毒のワクチン接
種を実施。母豚に異常はなく、母豚血清、
胎子臓器、胎盤の豚繁殖・呼吸障害症候群
（PRRS）ウイルス PCR陰性、PRRS ELISA
陽性、AD ELISA陰性。病理組織学的検査で
は気管支腔や胃に細菌が貯留し、胎子の主
要臓器や胃内容物からActinobacillus ross
iiおよびPasteurella mairiiを分離。9月
以降再び流産発生が増加し、実施した6腹の
病性鑑定では、病理組織学的検査で5腹の肺
や消化管内に細菌の増殖を認め、個体によ
り炎症像も認めた。細菌が関与する流産発
生増加の要因を検討したが、解明には至っ
ていない。

Ⅱ－５ 保健衛生行政

405.農場HACCPの考え方を応用した哺乳豚の
下痢症対策：北海道檜山家保 梅澤直孝、
上垣華穂

平成23年4月に豚約2,000頭を飼養する農
場（A農場）で、哺乳豚に大腸菌性下痢症が
発生。薬剤投与と飼養衛生管理（衛生管理）
の徹底で一時改善したが、7月以降再発し被
害が拡大。衛生管理方法に問題があり、農
場HACCPの一部を応用して改善。危害因子は
哺乳豚の下痢原因となる病原体と設定、離
乳までの作業工程図作成と現場検証実施、
危害分析では分娩房消毒、母豚管理、子豚
管理毎に下痢症発生要因を列挙、特に感染
防止に必要な衛生管理方法を重要管理点と
設定、具体的な改善方法を決定し文書化。
改善では、消毒時のブルーシートを利用し
た汚水飛散防止策、豚房毎の器具の徹底消
毒が感染防止に効果的で下痢症終息。作業
記録の充実は、情報共有や観察力向上、効
率的作業に繋がり、生産性向上。A農場では
衛生管理の重要性を再認識し、農場HACCPへ
の関心が高揚。更なる生産性と付加価値向
上を目指し、A農場に酪農・養鶏場も加わり、
町と当所が支援する地域的な取り組みに発
展。

406.豚飼養衛生管理基準順守に向けての取
組：青森県十和田家保 鈴木慈生、髙橋巧

昨年度改正された家畜伝染病予防法に基
づく定期報告書が提出され、豚飼養農場（農
場）では約6割を占める中小規模農場が地域
の順守率を大きく低下させていることが判
明。初回巡回では、当該農場の飼養衛生管
理基準（管理基準）への関心は薄く、状況
改善には家保による頻回巡回及び管理者の
意識向上を図る創意工夫が不可欠。しかし、
防疫上巡回の回数が制限されるため、より
効率的な取組を検討。農場毎の個別対応と
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して、農場の順守状況を得点化し、得点毎
にステージ区分。記録用紙の配布及び記帳
・保管指導。「衛生管理区域立入禁止看板」
及び「早期発見・早期通報用ステッカー」
を作成し掲示を指導。地域関係者を包括し
た一体的対応として、管理基準確立懇談会
設立、研修会及び検討会開催。結果、生産
者の管理基準への理解が深まり、順守率が
改善し、地域全体のステージ区分が向上。
今後も地域全体の更なる順守率向上を目指
す所存。

407.養豚農家との信頼関係に基づいた生産
性向上への取組事例：青森県十和田家保
栗林一博、牧野仁

母豚200頭規模の一貫経営農家で、豚丹毒
の摘発が相次ぎ、立入指導実施。
当初、農家は豚舎立入や病性検査に消極的
で、家保の提案にも反応なし。豚丹毒ワク
チンの変更や接種方法の指導、と畜検査・
自主検査成績の解説等、巡回指導の繰り返
しによりコミュニケーションが図られ、直
近3年の離乳後事故率が20％以上という状況
判明。事故率上昇の原因と実行可能な対策
を農家と共に模索。哺乳期・離乳後下痢対
策として、分娩・離乳豚房の洗浄消毒徹底、
子豚舎の呼吸器疾病対策として、豚房単位
のオールインオールアウト、発育不良豚の
早期隔離、簡易保温箱設置、給餌・給水器
追加等家保の提案に意欲的に取組む。
対策後約3ヶ月で、哺乳期・離乳後下痢終息、
離乳後子豚の死亡減少傾向（平成24年1月～
10月の月平均153頭→11月106頭、12月89
頭）。頻回の巡回指導で農家と家保の信頼
関係が向上、問題把握や衛生対策の実施へ
と繋がり、効果実感により農家の意欲向上。

408.農場HACCP認証を目指す銘柄豚生産農場
の飼養衛生管理向上の取り組み：神奈川県
湘南家保 柴田淑子、橋村慎二

今年度から、県内銘柄豚生産グループの2
農場で農場HACCP認証に向け取り組み開始。
生産者、管理獣医師、関係団体、県畜産技
術所、家保が一体となり、管理獣医師主導
で農場HACCP認証に向けた構築会議を開催。
(社)中央畜産会は、農場HACCP取り組みを開
始し一定要件を満たす農場を、認証農場前
段階の農場HACCP推進農場に指定。指定申請
書類の飼養衛生管理基準チェックリストで
は、家畜伝染病予防法(家伝法)の飼養衛生
管理基準の項目において確認・記録等の具
体的対応が必要。家保はこのチェックリス
トによる現地確認・指導を実施。取り組み
当初、家伝法の基準は満たすが、確認・記
録等が不十分。生産者と協議し、既存の作
業日報の活用した日々の健康観察・給餌設
備点検等の記録、農場立入表の改訂、定期
的な水質検査の実施等、飼養衛生管理が向
上。今後も定期的な検証により更なる飼養
衛生管理向上を図るとともに、生産者と一
体となり農場HACCP認証に向けて取り組んで
いく。

409.と畜検査情報の共有化によると場出荷
豚の内臓廃棄低減対策事例：富山県西部家
保 米澤史浩、長坂訓

一養豚場において、平成24年8月の出荷豚
の大腸炎による内臓廃棄率が32.6%に急上昇
したことがと畜検査情報により判明。農場
では死亡する肥育豚が見られず、大腸病変
を確認できないため、食肉検査所に廃棄さ
れた大腸炎の肉眼的所見の情報と廃棄部位
の提供を依頼。食肉検査所は当農場の改善
指導の一環として、当所への廃棄部位の提
供を了承。当所で提供された大腸炎廃棄部
位の病理学的検査を実施。結果、豚赤痢を
疑う所見を確認。直ちに農場への立ち入り
調査を実施。肥育豚の下痢便の検査により
豚赤痢菌が検出。対策として、速やかに飼
養衛生管理基準の強化を行う緊急対策実施
を指導。薬剤感受性試験成績に基づき豚赤
痢対策を実施。高感受性を示すOTCを肥育前
期飼料に、高濃度乳酸吸着飼料を肥育前期
・後期飼料に添加を指示。結果、農場で下
痢を呈する肥育豚は見られず、大腸炎によ
る内臓廃棄率は平成24年10月の64.0%をピー
クに、平成25年1月には15日現在で19.1%に
まで減少。

410.と畜検査において大腸炎による処分率
が高い養豚農場に対する指導事例：福岡県
中央家保 龍王浩昭、黨征志郎

H23年7月から管内Xと畜場が重度大腸炎に
対しPCR検査を実施し、Brachyspira hyodys
enteriae（以下Bh）陽性は全部廃棄とする
ことを決定。H24年4月から大腸炎処分率（%）
が高い9戸（H22年度：A40.8、B15.5、C39.9、
D9.6、F6.3、G6.0、H6.5、I6.4、H23年度：
E14.3）で調査指導を実施。指導には、と畜
検査成績加工分析ファイルを開発利用。対
策は、衛生管理強化、投薬プログラム変更
（A、B、G、E）、出荷前抗菌製剤投与（C、
D、E）、フマル酸飼料添加（E、F）で対応、
H、Iは未実施。E農場における糞便検査では、
Bhの分離及びPCRは陰性、と畜場で採材した
腸粘膜では、1頭陽性。H24年度大腸炎の処
分率はA10.5、

411.豚サルモネラ症清浄化対策を通じた養
豚農家の経営再建支援事例：佐賀県西部家
保 葛見敏男、山下信雄

管内の一貫経営養豚農家で、平成24年1月、
火災事故が発生。さらに同年4月、Salmonel
la Typhimurium(ST)による豚サルモネラ症
が発生し経営破綻寸前に陥った。ただちに、
ST浸潤状況調査を実施。その結果を踏まえ、
農家・農業団体と一体となって、「まずで
きることから」を基本に感受性抗生物質の
投与、ネズミ駆除、豚舎の洗浄消毒、石灰
乳塗布、生菌製剤飼料添加等のサルモネラ
対策中心の衛生対策を実施。火災事故によ
り収容豚房が不足する中でのST対策は極め
て困難な状況であったが、徐々にST分離率
及び離乳後の死廃率が減少するにつれて、
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農家も意欲的に衛生対策を講じるようにな
った。今後も、当該農家の経営再建のため、
衛生面からの支援を継続していくとともに、
今回の取り組みを経営状態が悪化し、疾病
対策で苦慮している他の農家の指導に活か
していきたい。

412.大規模養豚場における殺処分のシミュ
レーション：宮崎県都城家保 赤塚裕人

1万頭を超える大規模養豚場で口蹄疫が発
生したと想定し、殺処分に要する時間、人
員について、シミュレーションを実施。殺
処分は、哺乳豚は薬殺法、子豚、肥育豚及
び育成豚はガス殺法、繁殖豚、分娩豚及び
雄豚は電殺法と薬殺法の併用と想定。24時
間以内の殺処分完了との条件下では、42,00
0頭規模養豚場で、殺処分時間15.2時間、動
員者2,342名が必要。16,000頭規模養豚場で、
殺処分時間11.8時間、動員者992名が必要。
殺処分及び輸送に用いる特別装備トラック
が15台との条件下では、42,000頭規模養豚
場で、殺処分時間97.6時間、動員者468名が
必要。16,000頭規模養豚場で、殺処分時間3
8.8時間、動員者294名が必要。結果として、
1万頭を超える大規模養豚場では、24時間以
内の殺処分には、膨大な動員者が必要。特
別装備トラック数を制限すると、動員者は
減少するも、24時間以内の殺処分は困難。
これらの問題解決には、長期的な視野に立
った豚舎の地域内分散や、近隣の十分な埋
却地確保の指導が必要。

413.口蹄疫発生地域における豚の特定疾病
フリー対策：宮崎県宮崎家保 高瀬相 西
村拓也

2010年、本県で発生したFMDにより管内一
部地域（地域）の全飼養豚が殺処分。FMD終
息後同年8月、地域の多くの養豚生産者で構
成される新生養豚プロジェクト協議会（協
議会）が設立。その目的は特定疾病（AD、P
RRS）がない地域の構築等。同年9月、協議
会役員、臨床獣医師、経済連、県で構成さ
れる養豚新生プロジェクトチーム検討会が
設立。その目的は、導入・飼養に関するル
ール策定、事案協議。生産者は適切な導入
元選択、自衛防疫推進協議会（自防）に導
入計画書・導入群陰性証明書等提出、導入
豚着地検査・既存豚モニタリング検査受検。
自防は導入計画書・陰性証明書等の内容を
家保へ報告。採血は臨床獣医師・家保が行
い、検査判定は家保。県は導入経費・採血
技術料補助、検査経費支援。県畜産協会はF
MD発生前・養豚再開後の繁殖・肥育成績の
比較調査。現在、地域全農場がADフリー、
大多数の農場がPRRSフリー。養豚再開後は
繁殖・肥育成績が向上し、特定疾病フリー
の効果が示唆。

414.口蹄疫の発生に伴う日向地区養豚場の
変化について：宮崎県延岡家保 田角隆行

日向地区養豚系統農家は日向市での口蹄
疫発生に伴い、繁殖育成豚の導入を県内の

原種豚場から県外SPF養豚場へ変更。今回、
日向地区A,B農場の口蹄疫発生前後での2年
間の繁殖、肥育（A農場のみ）、と畜検査成
績をもとに分析及び衛生対策アンケートを
実施。結果として母豚1頭当たり正常産子数
が、A農場で11.04頭が11.84頭に、B農場で1
0.77頭が10.84頭にそれぞれ増加。平均肥育
日数はA農場において15.2日短縮。生体農場
要求率もA農場において4.26から3.37に減
少。と畜場内臓廃棄率はA農場が56.6%から4
8.0%、B農場が51.0%から48.9%にそれぞれ低
減。枝肉格落ち事由はうす脂から大貫及び
厚脂に変化。消毒状況は両農場とも回数が
増加。ワクチン使用状況は接種回数及び新
規ワクチン使用の増加。日向地区の系統農
家はSPF母豚の導入及び口蹄疫の発生により
衛生意識が向上したため疾病も低減し、生
産性が向上。

415.北薩家保管内におけるオーエスキー病
清浄化の現状と課題：鹿児島県北薩家保
郡山芳昭

オーエスキー病（AD）の発生以降、清浄
化への取組を継続実施。平成20年「AD対策
要領」改正を受け「鹿児島県AD防疫対策実
施要領」の下5年計画で清浄化対策を実施。
本年は計画最終年度のため過去8年の検査結
果等を検証。延べ355戸8164頭のAD抗体検査
の結果、野外抗体陽性豚を3戸で確認。摘発
後、ワクチン全頭接種、淘汰・更新、徹底
した清掃消毒、清浄度確認検査等を実施、
摘発年度に清浄性を確認。ステータスⅣは、
平成20年13地域から平成24年17地域へ増加。
ワクチン接種頭数は、平成20年約9万頭から、
平成24年約800頭に減少。ステータスⅣ以外
農場へのアンケートの結果，AD侵入防止に
は、地域の清浄化と飼養衛生管理基準遵守
が重要との回答を得た。AD清浄化は達成さ
れつつある事を確認。平成25年には、1地域
以外全てステータスⅣへと変更予定。ただ
し、管外からの導入に伴うAD侵入の危険性
が残る。引き続きAD対策事業を活用した地
域一体での対策が必要。

416.管内のオーエスキー病(AD)清浄化への
取り組み：鹿児島県姶良家保 中島亮太朗、
岡野良一

平成18年以降、管内のAD野外抗体陽性豚
摘発農場(AD陽性農場)は2戸。平成20年の新
AD清浄化対策事業開始時点で、ワクチン接
種農場は21戸、ステータスⅡ:7地域37戸、
Ⅳ:12地域45戸。現在、管内のAD陽性農場は
無く、ワクチン接種農場は12戸、ステータ
スⅡ後期:3地域10戸、Ⅲ:4地域7戸、Ⅳ:11
地域53戸。これまでの取り組みは、①疫学
関連等を考慮し地域区分の見直し、②AD抗
体検査の実施とワクチン接種の中止を検討、
③飼養衛生管理基準の遵守、自農場・導入
元農場のステータスの把握等の指導、④C検
査の補足として、採血にろ紙を用いた検査
を実施。採血は容易で豚への負担が少なく、
多検体・分娩前の採血も可能。管内では、
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大規模農場がADウイルス侵入時のリスクが
大きいことからワクチン接種継続。各農場
で侵入防止意識高揚と飼養衛生管理基準遵
守を推進し、管内の養豚場がステータスⅣ
へ移行できるよう、防疫体制を整備したい。

Ⅱ－６ 畜産技術

417.環境改善を主体とした養豚場の衛生対
策とその成果：北海道石狩家保 戸澤世利
子、上村伸子

一貫経営の養豚場において肥育豚の呼吸
器病が増加。平成22年度から生産性向上対
策事業を活用し、環境改善を主体とした衛
生対策を開始。毎月、農場観察、環境測定
（温度、湿度、CO2及びNH3濃度）、病性鑑定
を実施するとともに、検討会を開催。冬季
は豚舎内のCO 2及びNH 3濃度が許容範囲を超
過し乾燥。換気改善のため、手動によるフ
ァン稼働率の調整や窓の開閉を小まめに実
施。乾燥対策として豚舎に細霧装置を導入。
隙間風対策として豚舎入口にビニールカー
テン、スノコ床にコンパネを設置。NH3発生
源は、豚舎内コンクリート床部分の糞尿の
堆積と考えられ、除糞回数を増やすよう指
導。肥育豚舎は密飼い（CO2濃度の上昇）で
あり、母豚数及び群編成頭数を適正化。検
討会により従事者が成果を実感し、意欲の
向上が見られ、豚舎環境が改善。離乳後事
故率は平成22年の10.6%から平成24年（9月
末）の5.0%まで減少。経済効果を約490万円
と試算。

418.管内養豚場で発生した水質汚濁防止法
の一律排水基準(pH)超過への対応：秋田県
北部家保 相澤健一、山田典子

平成24年7月、母豚420頭飼養の管内一貫
経営養豚場で水質汚濁防止法の一律排水基
準の中で、畜産に係る代表的な7項目の内、
pHのみが8.8と排水基準値(5.8～8.6)を超
過。保健所から改善指導を受け当所に相談。
pHは従来から基準値上限付近で推移し曝気
不足の疑い。特別な費用を掛けず、機器や
既存施設を利用・組換えする対策を指導。
対策①:予備のﾌﾞﾛﾜｰ1基を曝気槽中央へ追加
したがpHに変化なし。この結果から、対策
②:高容量の未利用原尿貯留槽に前処理槽の
ﾌﾞﾛﾜｰ2基を設置して、曝気槽として活用し、
曝気不足解消に努めたところ、pHが8.8→7.
5と基準値内に改善。併せて、対策③：貯水
池に繁茂していたｱｵｺの清掃を実施。排水中
のｱﾝﾓﾆｱ態窒素量を簡易ｷｯﾄで測定。対策前
後で、500mg/L→100mg/Lに減少傾向にあり、
pH上昇の主因は、ｱﾝﾓﾆｱ態窒素であることが
示唆。今後、排水中の硝酸性窒素の基準値
が見直し予定のため、排水を含めた畜産環
境保全指導が必要。

419.一養豚場における臭気対策：大阪府大
阪府家保 虎谷卓哉、服部孝二

長年、周辺住民から臭気の苦情が絶えな

かった管内一養豚場において、その対策に
取り組み成果があった。この養豚場は肥育
豚600頭規模、2階建て開放豚舎、配合飼料
を給与、糞尿は全量下水へ放流している。
平成20年に管轄市が悪臭防止法の検査法を
官能検査に変更して以降、臭気測定で規制
値を超える度に市による指導が行われたが
改善されなかった。平成22年9月、市からの
協力要請に基づき、当所による1回目の現地
調査を実施。豚舎内外の補修や飼養管理の
改善等の対策を実施したが、臭気は減少し
ても苦情は減らなかった。そこで、平成24
年1月以降、関係機関を集めた対策会議と合
同現地調査を繰り返し、豚舎壁面を植物に
よるグリーンカーテン化する等の景観対策
を実施したところ、臭気・苦情とも減少し
た。臭気対策は地域との調和を目指すこと
が重要であることがわかった。

Ⅱ－７ その他

420.震災復旧期における管内養豚場への健
全経営に向けた取り組み奮戦記：宮城県仙
台家保 結城章太郎、大越啓司

H23.3.11東日本大震災により管内養豚農
場4戸被災、壊滅豚舎から脱走した豚の殺処
分に奔走。唯一残った一貫経営養豚場が大
震災を機に経営悪化。金融公庫からの相談
で、当該農場の債務返済滞りが発覚。早急
な経営改善に向け家保、公庫、飼養者の3者
で協議、支援を開始。H20年に経営を継いだ
若き後継者は、養豚知識・経験不足から飼
養衛生管理、繁殖管理等不十分。加えて大
震災により精神的に疲弊。家保は､後継者の
相談役を担うと共に経営者としての意識改
革、飼養衛生管理基準の遵守、繁殖母豚主
体の飼養管理台帳整理を指導。それを基に
繁殖母豚再編と確実な出荷頭数を見込んだ
債務返済計画を策定。結果、出荷頭数は昨
年の520頭から本年12月まで900頭に改善。H
25年の返済に向け後継者の意識・意欲も向
上。今後もこの大震災からの再生にかける
農場後継者の精神的支援を含めた育成と健
全経営を目指して継続的支援・指導を積極
的に展開。

421.指導機関連携による豚肉から放射性セ
シウムが検出された養豚農家への指導：福
島県県中家保 原恵、本多巌

平成24年5月21日、郡山市が実施した食品
衛生法に基づく収去検査で、郡山市産の豚
肉から食品の基準値（100Bq/kg）を超える
放射性セシウムを検出。このため、市や生
産団体（以下、JA）と連携し、現地調査を
実施。その結果、豚舎内に保管していた平
成22年産稲わらの屑や埃、敷料に利用して
いた平成23年産稲わらから断続的に放射性
セシウムを摂取していたことが原因と推察。
そこで、指導機関が連携し、汚染原因とな
った稲わらの除去や畜舎清掃、安全な飼料
・敷料の使用など、適正な飼養管理を指導。
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また、県は血液、JAは豚生体における放射
線測定を実施し、安全確認した豚のみを出
荷するよう指導。さらに、市は当該農家の
枝肉について、流通前に全頭の放射線測定
を実施。取組みの結果、7月以降出荷した84
頭の肉豚は、全頭で基準値を超えた豚肉は
検出されず。

422.「密飼い」が豚の生産性と免疫機能に
与える影響及びストレスマーカーの変動：
栃木県県央家保 藤田慶一郎、髙橋孝志

肥育豚（90～106日齢、LWD）20頭を試験
に供し、過密区（14頭:0.37m

2
/頭）、対照区

（6頭:0.87m2/頭）で、両区とも同一飼料条
件で14日間飼育。一日平均増体量（ADG）、
フィトヘマグルチニン（PHA）及びコンカナ
バリンA（ConA）に対するリンパ球幼若化反
応（LPA）、末梢血単核球（PBMC）のポピュ
レーション（CD4、CD8、CD21、CD14）の構
成比（%）及びCD4/CD8比を測定。さらに唾
液中のコルチゾール、イムノグロブリンA、
インターロイキン18の濃度を測定。ADGは、
0-7、7-14日で、過密区が有意に低値（P<0.
01）となり、密飼いが生産性低下の要因で
あると確認。LPAは、ConAでは14日後で過密
区が有意に高値（P<0.05）。PBMCポピュレ
ーションは、CD8

＋
、CD14

＋
が14日後で過密

区が有意に高値（P<0.05）、CD4/CD8比は14
日後で過密区が有意に低値（P<0.05）。密
飼いが免疫機能に影響を及ぼす可能性を示
唆。

423.後継者が就農した養豚経営農場におけ
る衛生対策指導：新潟県中越家保 竹内智
胤、濱崎尚樹

後継者が就農し、生産性向上に意欲を見
せる養豚一貫経営2農場にて衛生対策指導を
実施。A農場では断続的に発生する増殖性腸
炎(PPE)に対し、平成23年9月から経口生ワ
クチン（Li.vac.)接種を開始。後継者が就
農し、マイコプラズマワクチン接種開始、
分娩舎･子豚舎の洗浄消毒作業を徹底、生産
記録の管理･分析を実施。平成24年4月以降P
PE再発生を確認したためLi.vac.の接種方法
を再指導。離乳後事故率は20％(平成22年)
から14.23%(平成24年4-6月)、6.91%(平成24
年7-9月)へ低下傾向。同年6月に当該農場で
初の豚サーコウイルス関連疾病(PCVAD)発生
を確認したが続発は無く、小康状態。B農場
では平成23年にPPE、PCVAD、PRRSの発生を
確認し、PCV2ワクチン接種および離乳舎に
おける抗菌性物質投与を実施。後継者の就
農によって作業人員が増加し衛生管理の強
化とそれまで不十分であった農場の生産記
録の整備に着手。今後はPRRSのコントロー
ルに主眼を置き指導継続。

424.豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）ウイ
ルスワクチンプログラム効果検討：岐阜県
岐阜家保 棚橋嘉大、古田淳

近年PRRSウイルスワクチンプログラムの
考え方は、繁殖豚群に3ヶ月に1回の割合で

定期的にワクチン接種する方法により、繁
殖豚群の免疫を安定させ、本ウイルスを排
泄しない群を作り出すことが主流。管内養
豚農家で2011年12月より子豚へのワクチン
接種を中止し、繁殖豚群への定期的なワク
チン接種プログラムを開始。そこで本ウイ
ルスのELISA抗体価測定およびウイルス遺伝
子検索によりその効果を検討。ELISA抗体価
測定の結果、肉豚では育成舎移動後に抗体
価が上昇。繁殖豚では抗体価に若干のばら
つきがあり、免疫が不安定。また、ウイル
ス遺伝子検索の結果、肉豚では分娩舎およ
び離乳舎ではウイルス遺伝子は検出されず、
育成舎移動後に検出。繁殖豚ではウイルス
遺伝子は不検出。以上より繁殖豚群ではウ
イルスが排泄されず、肉豚では移行抗体に
より3か月齢まで本ウイルスに未感染。今後、
このプログラムが繁殖成績や生産性に与え
る影響について検討。

425.動物福祉に沿った麻酔方法の一考察：
三重県南勢家保 徳永到、鈴木義久

近年動物福祉について関心が高まり、201
2年にEUでは麻酔・鎮痛を伴わない豚の外科
的去勢を廃止した。養豚農家の問い合わせ
もあり、豚去勢時麻酔方法について検討し
た。子豚2頭をボンベのCO₂を充満させたペ
ール缶に、10秒間、20秒間、30秒間入れ鎮
静麻酔の予備試験を実施。結果、2頭とも20
秒間のCO₂暴露で去勢可能となる60秒間以
上の不動化時間が得られた。30秒間のCO₂
暴露では呼吸停止が認められた。CO₂ボン
ベ、ドライアイスを用いない方法として、9
5Lのペール缶内でクエン酸400ｇ（水2Lに溶
解）に重曹500ｇを加えCO₂を発生充満させ、
子豚をCO₂に暴露させたところ、20秒間の
暴露で60秒間以上の不動化時間が得られた。
今後、養豚農家と協働し実用化を検討する
と共に、農場レベルでの動物福祉意識向上
を図る必要がある。

426.実地訓練のデータに基づく豚の殺処分
計画の検討：京都府中丹家保 宮城信司、
岩間仁志

【はじめに】豚が口蹄疫ウイルスに感染
した場合、その排泄量は牛の千倍以上。口
蹄疫のまん延防止には、迅速な豚の殺処分
が必要。豚の殺処分訓練を行い、そのデー
タを基に養豚場での発生を想定した殺処分
計画を検討。【殺処分訓練】豚4頭を用い、
頸静脈および耳静脈からの薬剤注射法（薬
殺）と、電気殺法を比較。作業性は薬殺が
優れ、薬剤の投与部位は、耳静脈が手技、
安全性、殺処分面積の点で頸静脈より有用。
【殺処分計画】訓練結果を基に、管内3,000
頭規模の養豚場で殺処分計画を検討。豚舎
内への重機の乗り入れが困難なため、殺処
分場所は豚舎外に設定。種豚・育成豚280頭
は、駐車場（60㎡)で薬殺すると作業者65人、
作業時間12.4時間。肥育豚2,000頭及び離乳
豚等700頭は、水密車両荷台でのガス殺とし、
作業者20人、作業時間22.7時間（肥育豚）、
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作業者10人、作業時間23.4時間(離乳豚等）
と試算。【まとめ】実際の殺処分では、養
豚場ごとに事前調査を実施し計画策定が必
要。

427.都市化進行地域における養豚場臭気低
減対策の取り組み（第2報）：愛媛県南予家
保宇和島支所 佐竹康明、藤田成紀

U市内に生産基盤をおくN養豚場周辺は、
宅地化が進み、風向きや気温等の環境条件
により地域住民からの苦情件数が増加。こ
れまで各関係機関との連携により、堆肥舎
における尿処理水の散布中止、乳酸菌等混
合飼料の給与等の改善指導を実施してきた
が、苦情の減少には繋がらず。しかし、依
頼により竹林へ散布した尿処理水が道路へ
流出し苦情が殺到したことを契機に、飼養
頭数を母豚250頭（H23年）から200頭（H24
年）へ削減、浄化槽ブロアの能力アップ等
を図ったことにより、苦情件数が26件（H23
年）から4件（H24年）に減少、原尿槽周辺
の臭気低減等の改善効果が認められた。今
後も、畜主および各関係機関と連携の上、
必要最低限の臭気低減対策に取り組みなが
ら、定期的な巡回指導を実施。

428.血小板減少性紫斑病による哺乳豚の急
死事例：佐賀県西部家保 山口博之、山下
信雄

血小板減少性紫斑病は、初乳から摂取し
た母豚の血小板抗体と新生豚の血小板の不
適合により新生豚の血小板が破壊されるた
めに起こる。今回、本病と診断した症例に
遭遇したのでその概要を報告。1頭の母豚が
15頭を分娩し、これらの子豚に2週齢頃より
全身性紫斑を特徴とする急死例を認めた。
死亡子豚3頭について病性鑑定を実施。同腹
の生存豚3頭の血小板数は84,000、114,000、
15,000/μl。剖検所見で全身皮下に出血、
体表リンパ節は血様、腎臓表面、心臓、脊
髄硬膜に点状出血。病理検査で皮下、脊髄、
心筋、腎臓皮質間質、体表リンパ節に出血。
主要臓器、小腸内容、脳から有意菌分離陰
性。主要臓器、脳を用いたウイルス分離は
陰性。PCR検査で肝臓、腎臓からPCV2遺伝子
を検出。PRRSウイルスは陰性、豚コレラ蛍
光抗体法も陰性。以上の検査成績から本症
例を血小板減少性紫斑病と診断。生存した
発症豚7頭にデキサメタゾン0.5mg/日を1週
間投与したところ、皮膚の紫斑は次第に消
失し、治癒した。

429.養豚経営者の育成及び生産性向上の取
組：長崎県県南家保 寺山好美、山本賢一

ながさき養豚振興計画の中で取り組んで
いる、ピッグドックシステム（養豚経営総
合診断）を活用し、若手養豚経営者の育成
及び生産性向上のため総合的な指導を実施。
農場は、母豚96頭の一貫経営、高い離乳後
事故率と母豚管理の不備が問題。病性鑑定
の結果、豚サーコウイルス関連疾病、胃潰
瘍、浮腫病等が原因と特定。疾病対策とし

てワクチンプログラム、給与飼料の変更、
抗菌製剤の常時飼料添加を実施。繁殖管理
では台帳を整備し、産歴構成を適正化、定
期的な妊娠鑑定を実施。経営改善として記
録徹底、出荷豚の体重測定、ベンチマーキ
ングへの参加等の指導により飼養者の意識
が向上。対策後、事故率は14.7%→5.7%と改
善。繁殖成績は、分娩率83.7%→87.0%、母
豚回転率2.01回→2.41回、農場成績は、母
豚1頭当たり出荷頭数14.7頭→21.8頭へと改
善。後継者とともに農場の問題点を的確に
把握し、改善することで成績向上、農場の
基本対策を確立。

430.管内養豚農家におけるリキッドフィー
ディングを活用したエコフィードの取組み
：愛媛県南予家保 城戸英、高橋由美

飼料価格の高騰に対応しコスト削減を図
るため、様々な形態のエコフィード利用が
進展している。今回、管内Ａ養豚農家でリ
キッドフィーディングを活用した初めての
エコフィード肥育の取組みが行われた。同
農場の飼料は県内の菓子メーカーから排出
される食品及び食堂残さに単味飼料等を混
合、加水し、100℃で2～3時間加熱処理して
製造。飼料の形状から、含有水分が多いた
め、尿量が従来より大幅に増加し、発酵床
が機能せず、豚房が泥濘化。発酵床を改造
し、敷料の堆積高を従来の約半分の50cmに
し、床換えの頻度を増加させた。離乳後出
荷までリキッドのみを給与した豚の1日増体
量は0.75kgであった。出荷豚の上物率は60.
5％で飼料変更前と大差なく、肉質検査では、
保水力が高く、せん断力価が小さくなる等
の傾向が見られた。今後、各種メーカーと
のエコフィード利用の連携について指導し、
さらなる生産費の削減を図りたい。

431.管内で流行したPRRSと生産性向上に向
けた取り組み：沖縄県北部家保 髙木和香
子、杉山明子

平成23年11月から翌年4月まで、異常産や
子豚の事故率上昇を主徴とするPRRSが北部
管内3農場で発生した。家保への病性鑑定依
頼の遅れ、ワクチンプログラム等の飼養衛
生管理の不備、農場管理者や管理獣医師、
指導員等の連携不足等が見受けられ、生産
者および関係機関を参集して発生状況に関
する情報提供・共有ならびに生産性向上対
策の指導を行った。母豚の発熱、食欲低下、
妊娠後期の異常産(白子)、白血球減少、子
豚の事故率上昇が3農場共に見られ、いずれ
もPRRS陽性、ワクチン未接種農場だった。
また、子豚或いは胎子からPRRSウイルスPCR
検査陽性でPRRSと診断した。発生要因とし
て馴致不備母豚が感染し異常産の流行的発
生、子豚事故率上昇が起こったと考えられ
た。養豚密集地域であり連続飼養が主でオ
ールイン･オールアウトが困難な施設構造の
小規模農家、複雑なピッグフローが多い本
県の特徴から、有効な措置としてワクチン
を活用したPRRSコントロールを推奨した。
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Ⅲ 鶏の衛生

Ⅲ－１ ウイルス性疾病

432.肉用鶏飼養農場における伝染性ファブ
リキウス嚢病発生事例：岩手県県北家保
佐々木幸治、金子和華子

連続飼育により肉用鶏26万羽を飼養する1
農場で、35日齢時に元気消失を主徴として
死亡羽数が増加。発症鶏の組織学的検査に
より、線維素化膿性漿膜炎およびF嚢におけ
るリンパ球の著しい減少が観察され、髄質
の上皮性細網細胞ないしマクロファージに
伝染性ファブリキウス嚢病ウイルス（IBDV）
抗原を確認。ウイルス学的検査により、9/1
0羽からワクチン株近縁のIBDV遺伝子を検
出。細菌学的検査により、全身諸臓器から
大腸菌を分離。以上から、IBD及び鶏大腸菌
症の混合感染と診断。対策としてIBDVワク
チン及び消毒プログラムを変更し、効果判
定のためIBDV感染動態調査を実施。結果、I
BDV抗体陽性率は21日齢時まで減少（20%）
後、42日齢時で90%まで増加。ワクチン株あ
るいは近縁のIBDV遺伝子が35日齢時以降に
検出され、同時期に軽度のF嚢病変を確認。
育成率は81.3%から95.3%に明らかに改善し
た。

433.鳥インフルエンザELISAの非特異反応と
その対処法：山形県中央家保 馬渡隆寛

平成24年度から本県の特定家畜伝染病防
疫指針に従った鳥インフルエンザウイルス
(AIV)モニタリング検査は、AIエリーザキッ
ト(IDEXX社)を使用。12月末までに21/1,260
検体 (1.7%)が陽性となり、ゲル内沈降反応
で陰性を確認し、非特異反応と判定。非特
異反応低減を目的に、ELISA陽性血清21検体
を用い、プレートの洗浄回数及びブロッキ
ング剤(スキムミルク及び牛血清アルブミ
ン)処理を検討。洗浄回数変更(4回から6回)
により、陽性が6検体(0.5%)に減少。スキム
ミルク及び牛血清アルブミン処理により、1
検体(0.1%)及び2検体(0.2%)に減少。さらに
非特異反応判定法としてゲル内沈降反応用
抗原を用いた競合ELISAを検討。陽性コント
ロール血清でS/P比の減少率が大きく(95.0
～97.8%)、非特異反応血清で小さかった(-2
8.6～42.1%)。洗浄の重要性が再認識され、
ブロッキング剤は非特異反応減少に有効。
また、競合ELISAは非特異反応判定に有効。

434.特殊肉用鶏のニューカッスル病抗体検
査方法の比較検討：茨城県県北家保 鹿島
悠幹、根本聡実

当所管内特殊肉用鶏のニューカッスル病
(ND)抗体検査法を検討。コマーシャル特殊
肉用鶏(CM特殊肉用鶏)191検体、特殊肉用種
鶏120検体を用いてNDの赤血球凝集抑制試験
(ND-HI)を実施。非特異反応を多数確認。EL
ISA法にて非特異反応を起こした検体にも抗

体を確認。採卵成鶏10検体を加え、ND-HIで
の感作血球を採卵鶏血球(A法)、特殊肉用種
鶏血球(B法)、血清をカオリンで処理(C法)
の3法で比較検討。CM特殊肉用鶏と特殊肉用
種鶏では非特異反応発生率に差がなく、GM
値や日齢には依存せず。A法、B法の比較で
は、異鶏種の血球使用で非特異反応が増加。
C法は陽性対象血清の抗体価が他の検査法の
1/2となり、非特異反応発生率は全ての鶏種
で低下。このため血清のカオリン処理は抗
体価低下の可能性があるが、非特異反応に
より判定可能検体不足時には有効。今回ELI
SA法S/P比とND-HI抗体価の相関係数は0.5を
超え、ELISA法はND-HIの補助的検査として
利用可。今後も正確な抗体価把握を継続実
施。

435.過去4年間の県内渡り鳥鳥インフルエン
ザサーベイランス成績：群馬県家衛研 吉
田真琴、髙梨資子

2008年から県内の渡り鳥飛来地において
鳥インフルエンザウイルス(AIV)サーベイラ
ンスを実施。10月～3月の間、各飛来地で渡
り鳥の糞便を採取。AIV分離の場合には遺伝
子検査でA型の決定および亜型を推定。H5及
びH7亜型の場合、家保が採材地周辺3km内養
鶏農家の異常の有無を確認するとともに県
内農家へ注意喚起。過去4年間の調査は2008
年6カ所194検体、2009年同1,271検体、2010
年同508検体、2011年は5カ所で466検体。AI
V分離は2008、2009年陰性、2010年4検体（H
1N1、H4N6(2株)、H10N7）分離率0.7%、2011
年10検体（H4N6(2株)、H7N1(2株)、H7N3(4
株)、H7N6、H7N9）2.1%で、全14検体中13検
体が12月以降に分離。2011年にH7亜型が多
数分離、遺伝子解析の結果全て低病原性だ
ったが、これは全国的な調査結果と一致。
今後も継続的な調査が重要。本年度は5カ所
の糞便採材に加え、新たに1ヶ所でクロアカ
スワブの採材を実施中。

436.ワクモ常在養鶏場で発生した鶏痘によ
る死亡羽数の増加事例：埼玉県中央家保
中井悠華、河合正子

平成24年10月、管内養鶏場(採卵鶏約1500
0羽、開放鶏舎7棟)から、約400日齢の1群(約
2000羽)の死亡羽数増加の通報があり、病性
鑑定を実施。現地でのHPAI簡易検査は陰性。
発症鶏は顔面・肉冠等に発痘、病理組織検
査で同部位に有棘細胞の腫大及びボリンゲ
ル小体確認。ウイルス検査で発育鶏卵にポ
ック形成確認、RT-PCR検査で鶏痘ウイルス
の特異遺伝子検出、皮膚型鶏痘と診断。1ヶ
月後に終息するまでに204羽が死亡・淘汰。
当該農場ではワクモの濃厚寄生を確認。発
生鶏舎のワクモから鶏痘ウイルスの特異遺
伝子検出し、鶏痘の感染拡大にワクモが関
与していたと推察。また、当該鶏群は導入
元で鶏痘ワクチン(2回)接種していたが、発
症・死亡が増加するなど、病性増悪にワク
モの濃厚寄生が関与した可能性あり。対策
として、鶏舎毎の管理者の限定・衛生管理



- 88 -

の再徹底等を指導。併せて、家保職員が立
会い、発症鶏の早期淘汰及び殺虫剤散布を
実施、発症20日後から死亡羽数は減少。

437.ワクチン接種高齢採卵鶏に発生した皮
膚型鶏痘：千葉県南部家保 末政奈津美、
石原勇人

平成24年6月、626日齢採卵鶏約18,000羽
を飼養するウインドレス鶏舎で元気消失、
貧血、顔面に痘瘡がみられ感染拡大。発生
鶏舎は、照明時間短縮、換気不良で、ワク
モが増加し、累積死亡率は12%。鶏痘ワクチ
ンは2回接種済。14羽を剖検。皮膚病変が重
度な例は顔面から翼部に痘瘡を確認。病理
組織学的検査で痘瘡部に好酸性細胞質内封
入体を確認。ウイルス学的検査で皮膚病変
部乳剤を接種した発育鶏卵漿尿膜にポック
の形成を確認。PCR検査で鶏痘ウイルス（FP
V）特異遺伝子を検出し、分離されたFPV遺
伝子に細網内皮症ウイルス遺伝子の挿入を
確認。細菌学的検査でStaphylococcus（St）
chromogenes及びhyicusを分離。今回の発生
はワクチン接種していたものの、環境の悪
化、重度のワクモ汚染に伴う吸血による衰
弱とストレス、高齢による免疫低下により
野外株が感染し、かつSt属菌の二次感染例
と考えられた。

438.肉用鶏農場に発生した頭部腫脹症候群
：山梨県東部家保 小林洋平、細田紀子

平成24年8月、肉用鶏農場において35日齢
の鶏が顔腫れ症状を呈し病性鑑定を実施、
肺よりトリニューモウイルス(APV）特異遺
伝子を検出、顔面膿瘍スワブよりEscherich
ia coli(E.coli)が分離されたことから、AP
VとE.coliが関与した頭部腫脹症候群(SHS)
と診断。当該農場ではAPVワクチンを投与
（0.5ドース/羽）していたにも関わらずAPV
の関与が認められたため、追加調査として
次ロット導入鶏を用いて2、14、21、30日齢
時に各10羽無作為抽出、APV抗体価の測定及
び気管スワブからのAPV特異遺伝子の検出を
試みた結果、30日齢においてもAPV抗体価に
有意な上昇は確認されず、現状のワクチン
投与量（0.5ドース/羽）では十分な抗体価
が付与されていないことを示唆。また、21、
30日齢の気管スワブよりAPV特異遺伝子を検
出、当農場でのAPV常在の可能性を示唆。今
後、適切量のワクチン投与とAPV抗体価の推
移を継続して調査したい。また、飼養管理
の改善等二次感染防止対策も重要。

439.Avibacterium gallinarumが分離された
採卵鶏の一例：山梨県東部家保 牛山市忠、
細田紀子

平成24年11月、約8,000羽飼育の採卵鶏農
場において、464日齢の成ジュリアのいる鶏
舎で複数羽の死亡を確認。死亡した4羽につ
いて病性鑑定を実施、HPAIは陰性。細菌学
的検査で、4羽中3羽の主要臓器からAvibact
erium gallinarum（以下、A.g）を分離、病
理学的検査でも敗血症や細菌感染像を確認。

農場の給餌器、給水器からはA.gは検出され
ず。病原性の確認検査として、570日齢のボ
リスブラウンに接種試験を実施したが病変
や死亡を確認できず。死亡の4日前には、寒
暖差が10度以上あったこと、死亡した鶏群
は産卵率が平均よりも高い（87.8%）群であ
ったことなどが、ストレス要因として死亡
に関与したものと推測。今後は県内でのA.g
の浸潤状況を調査することや季節の変わり
目など温度差の激しい時期には本菌が増殖
する可能性があることを注意喚起していく。
また、幼齢個体を用いた病原性確認検査も
追加実施していく。

440.沈うつ、産卵率の低下、死亡個体の増
加を主徴とした鶏痘の発生事例：静岡県西
部家保 貞弘真行、服部篤臣

平成23年11月中旬に管内A養鶏場で、411
日齢の採卵鶏に、沈うつ、産卵率の低下、
死亡個体の増加が確認されたため、病性鑑
定を実施。結果、外貌所見では、削痩、貧
血、背部及び顔面の皮膚に痂皮、解剖所見
では、卵墜、盲腸に鶏盲腸虫体を確認。細
菌検査では、主要臓器から有意菌は未分離。
寄生虫検査では、盲腸内容物から鶏盲腸虫
卵、コクシジウム原虫卵を検出。ウイルス
学的検査では、鶏痘ウイルスが気管、肺、
皮膚から分離。伝染性気管支炎ウイルスは
気管、肺からのPCR検査陽性だが、ウイルス
は未分離。産卵低下症候群ウイルス、ニュ
ーカッスル病ウイルスはPCR検査陰性。また、
病理検査では、鶏痘に特徴的な病変が皮膚
で確認。以上のことから鶏痘と診断。今回
の症例では、適切なワクチン接種が実施さ
れていたが、温度変化によるストレスや鶏
盲腸虫寄生により免疫力低下、今回の発生
につながったと推察。

441.管内一雉農場の高病原性鳥インフルエ
ンザおよびニューカッスル病防疫：三重県
紀州家保 富田健介、鶴野智美

食用および放鳥用飼育を行う管内一雉農
場における①高病原性鳥インフルエンザ(HP
AI)および②ニューカッスル病（ND）防疫に
ついて検討。①定点モニタリング農場に選
定、定期検査および放鳥前抽出検査を実施。
防疫指針に従い抗体検査はゲル内沈降反応
により行う。飼養衛生管理は鶏と同様、野
鳥との接触およびウイルスの持ち込み防止
が主体。一方、発生時の殺処分作業におい
ては鶏より飛翔能力が高いことを考慮した
班編成、捕鳥専門職員の配置および逃亡防
止策が必要。②雉は鶏同様NDウイルスに高
い感受性を示すが、ワクチン抗体の持続期
間が短い。当該農場では繁殖用種雉に生ワ
クチン飲水接種を年2回実施。確実な投与の
ためには投与前2日の絶水を要する。雉血清
は鶏血球を凝集させるため、鶏赤血球凝集
抑制試験の実施前に鶏血球による前処理が
必要。2回目接種は抗体上昇のピークを過ぎ
る3週後に行い、抗体価を追跡中。
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442.採卵鶏における腎炎型伝染性気管支炎
及びアデノウイルス性筋胃びらんの発生例
：三重県中央家保 竹馬工、三重県北勢家
保 雷絵理

県内１採卵鶏農場の約15,000羽群ケージ
飼い育成舎において2012年6月下旬より少数
の死亡が発生。87日齢で死亡鶏2羽、発症鶏
１羽について病性鑑定を実施。死亡鶏では
腎臓に白色点状巣や退色がみられ、組織学
的には非化膿性間質性腎炎や尿細管腔に尿
酸塩が貯留。ウイルス分離検査では腎臓・
直腸から伝染性気管支炎（IB）ウイルスを
検出。PCR検査により検出されたS１蛋白遺
伝子は制限酵素切断長多型及びシークエン
ス解析によりJP-Ⅰに一致。本症例は腎炎型
IBと診断し、同タイプのワクチン接種によ
り終息。一方、発症鶏では筋胃に軽度のび
らんがみられ、組織学的に筋胃腺上皮細胞
に好塩基性核内封入体、粘膜固有層に炎症
細胞浸潤等を認めた。免疫組織化学染色に
よりアデノウイルス性筋胃びらんと診断。
採卵鶏におけるアデノウイルス性筋胃びら
んについては発生報告がほとんどないもの
の、発生しながら見逃されている可能性が
あることが示唆された。

443.産卵低下鶏から分離された鶏脳脊髄炎
ウイルスと対策：三重県中央家保 中村諒
子、北勢家保 松本和佳子

鶏脳脊髄炎ウイルス(AEV)は、雛に神経症
状、産卵鶏にV字型の産卵低下を引き起こす。
2011年12月に、県内一採卵鶏農場で産卵低
下が発生。産卵率の低下から回復までの期
間は約1ヵ月。199日齢で病性鑑定実施。AEV
抗体の陽転を認め、AEと診断。AEV遺伝子検
査陽性の臓器乳剤を、6日齢SPF卵に卵黄嚢
内接種。成鶏におけるAEV分離報告は少ない
が、脾臓および卵管病変部を接種したSPF卵
からAEVを分離。分離株をSPF初生雛に脳内
接種したところ、元気消失、発育不良、神
経細胞の中心性色質融解、非化膿性脳脊髄
炎を認めた。農場の育成鶏および成鶏のAEV
抗体保有状況検査で成鶏舎移動後の感染が
示唆されたことから育成期でのAEワクチン
接種を指導。産卵低下期間中の損失額は約1
3万円で、続発は認められないことから、十
分な費用対効果が得られた。

444.直列多段式鶏舎における高病原性鳥イ
ンフルエンザ(HPAI)発生時の捕鳥台車を活
用した防疫措置の検討：京都府南丹家保
黒田鼓、寺石武史

2012年10月、直列多段式鶏舎でのHPAI発
生を想定し、管内10万羽規模の採卵鶏農場
で農場防疫訓練を実施｡また、処分鶏の輸送
・焼却とともに、全庁的な情報伝達、緊急
動員、防護服着脱等の総合訓練を実施。当
所は、上層段ケージの捕鳥作業を迅速・安
全に行うため、ボイド管付き二人乗り用の
捕鳥台車を作成し、有効性及び作業の流れ
を検証。捕鳥台車の下を運搬班が通過でき
るよう設計したことで動線が確保され、有

効性を確認。しかし、運搬作業が迅速に進
んだため、詰め込み作業等の防疫措置後半
で人員が不足。作業班の編制を再検討した
結果、10万羽規模において特定家畜伝染病
防疫指針に示された24時間以内での殺処分
から密封容器への詰め込み作業の完了が可
能であることが示唆。また、管内の10万羽
規模多段式鶏舎を所有する4農場について調
査を実施。高さを調整することにより、い
ずれの農場でも利用できる2種類の捕鳥台車
を作成。1農場でその台車を実地検証し、汎
用性を確認。

445.肉用鶏農家のニューカッスル病ワクチ
ン飲水投与法改善指導：京都府中丹家保
加味根あかり、宮城信司

NDワクチンの効果が十分認められない肉
用鶏農家1戸を対象に、飲水投与法の改善指
導を実施。抗体価が上がらない要因として、
①群全体が均等に飲水できていない可能性、
②ワクチン投与時期の2点に着目。①につい
て、ワクチン溶解水を着色して各個体の飲
水状況を確認し、均等に飲水させる方法を
検討。②について、7または10日齢での1回
投与、及び2回投与（7、21日齢）の3群を設
定し、35日齢時点の平均HI抗体価(GM)を比
較。その結果、抗体価がばらつく原因の1つ
に、水管末端までワクチン水が行き渡って
いない事が判明。改善指導の結果、抗体価8
倍以上を保有する鶏の比率が上昇。また、
ワクチン投与時期の異なる3群全てで十分な
抗体価の上昇を確認（GM：7日齢投与群49.6
倍、10日齢投与群18.4倍、7及び21日齢2回
投与群17.4倍)。今回の結果より、群全体に
均等にワクチン接種すれば、1回投与で十分
なワクチン効果が得られることが示唆され
た。

446.鳥インフルエンザウイルス遺伝子検査
法の検討：京都府中丹家保 天野恵里子、
種子田功
【はじめに】特定家畜伝染病防疫指針記載

の鳥インフルエンザウイルス（AIV）の国産
リアルタイムRT-PCR（rPCR）検査（指針法）
について、模擬検体を作製し、簡易検査と
指針法の結果を比較、検討。また、指針法
のプライマー、プローブを用い、当所の従
来法の反応条件等を変更した1step-rPCR検
査（改変法）についても検討。【材料・方
法】不活化AIV（H5亜型）を試料とし、rPCR
はA型、H5亜型の遺伝子について実施。①簡
易検査とrPCRの比較：階段希釈した各試料
を綿棒に吸収させ模擬検体とし、簡易検査
とrPCR（指針法、改変法）を実施。②検出
感度の比較：10

0
～10

4
倍に希釈した試料を

用い、指針法と改変法を実施。【結果】①
簡易検査陽性の検体でも、指針法では両遺
伝子を検出しなかったが、改変法ではとも
に検出。②両遺伝子ともに指針法で10

2
倍、

改変法で10
4
倍まで検出。【考察】改変法は、

指針法に比べて検出感度が高く、操作も簡
便なことから、AIV遺伝子検出に有用。
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447.高病原性鳥インフルエンザ農場別防疫
対応マニュアルの作成：大阪府大阪府家保
葛西知江

高病原性及び低病原性鳥インフルエンザ
に関する特定家畜伝染病防疫指針改正に伴
い、より迅速な防疫措置が必要。府内家き
ん農場は都市近郊に位置し、防疫作業場所
や動線の確保等が課題。これらから個々の
農場について防疫関連事項の事前把握が不
可欠。そこで、農場とその周辺を再調査、
通行遮断等の情報を記載した農場見取図を
作成。消毒ポイントは、府農と緑の総合事
務所や府土木事務所とともに候補場所を現
地確認。防疫措置の必要人数、患畜等およ
び汚染物品の発生量を算出、環境農林水産
部全体で人員体制を整備。患畜等の処分に
ついては農場所在市町村の焼却施設に加え、
産業廃棄物処理業者とも協力体制を構築。
以上の取り組みにより、1.農場概要2.周辺
地理を含めた農場見取図3.制限区域4.消毒
ポイント5.人員体制 6.必要資材7.タイムス
ケジュールの各項目について農場別にまと
めた防疫対応マニュアルを作成。迅速的確
な防疫対応への備えとすることができた。

448.採卵鶏農家で起きたマレック病を疑っ
た事例：和歌山県紀北家保 髙田由香子、
小松広幸

管内採卵鶏農家（飼養羽数7300羽、開放
鶏舎3棟）で平成24年７月大雛導入直後、隣
接する鶏舎で卵殻色の退色や小卵が増加。
同症状は農場全体に広まり2週間程度で収ま
ったがその後、当該ロットで発育不良（一
部脚弱）が散見。生鶏（褐色卵鶏、226日齢）
3羽（No.1～3）を用い剖検し腹腔内に腫瘤
を多数確認、マレック病（以下MD）ワクチ
ン未接種だったことからMDを疑い検査を実
施。ウイルス学的検査、細菌検査、寄生虫
卵検査、病理学的検査を実施。 No.1脚弱、
No.1～3は発育不良。細菌検査で有意菌の分
離と寄生虫卵は不検出。PCR検査でNo.2の腸
間膜腫瘍 からMDウイルスの特異バンド検
出。MDの病変好発部位である肝臓や脾臓、
坐骨神経に腫瘍細胞の浸潤がなかったこと
から確定に至らなかった。産卵数・異常卵
数・死亡羽数のロット毎の記録や異常卵増
加時に早期届出すること、発育不良の汚染
源になる鶏は早期淘汰する指導も実施。

449.高病原性鳥インフルエンザ対策：鳥取
県西部家保 青萩芳幸、植松亜紀子

高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）は、
現在もアジア各国で発生が認められている
ことから、わが国では野鳥等を介して国内
に進入し、発生する可能性が高い状態にあ
る。このことから、HPAI発生防止対策の実
施及び発生時における速やかな対応が求め
られる。管内ではHPAI発生防止対策として、
養鶏農場に対してHPAIに関する情報の提供、
飼養衛生管理基準遵守調査結果に基づく指
導及び広報を利用したHPAIへの注意呼びか

け等を行い、常に養鶏農場にHPAIに対する
危機意識を持たせるように努めている。ま
た、HPAI発生時対応への準備としては、防
疫作業に従事する関係機関を対象としたHPA
I防疫訓練の実施、養鶏農場毎に防疫計画案
を作成及びHPAI発生時に必要な資材の確保
等を進め、突発的に発生するHPAIに対応す
る体制作りが行われている。

450.ワクチン接種鶏から分離された伝染性
ファブリキウス嚢病ウイルス：岡山県岡山
家保病性鑑定課 萱原佳美

約20万羽を飼養する採卵鶏育雛農場にお
いて、伝染性ファブリキウス嚢病（IBD）ワ
クチン接種済みの47日齢鶏群で衰弱、羽毛
逆立、緑色下痢等を呈する死亡が増加、病
性鑑定を実施。病理検査で全羽のファブリ
キウス嚢（F嚢）に水腫性腫大とF嚢リンパ
小胞の萎縮及び壊死を認め、遺伝子検査（R
T-PCR法）により全羽のF嚢乳剤からIBDウイ
ルス(IBDV）VP2遺伝子が検出。全羽のF嚢乳
剤を発育鶏卵及び株化細胞に接種し初代～5
継代目でIBDVを分離。分離ウイルスについ
て遺伝子型検討のためIBDV VP2遺伝子を増
幅、7種類の制限酵素（TaqⅠ,SspⅠ,AccⅠ,
HinfⅠ,NaeⅠ,BcnⅠ,BstpⅠ)用いて制限酵
素断片長多型（RFLP）を実施、分離株は従
来型の野外株であることが示唆。また、IBD
抗体は病性鑑定実施時ELISA値平均0.15、17
日後のELISA値平均1.92と抗体上昇を認め
た。このことから本症例は適切にワクチン
免疫が賦与されていなかった為発症したも
のと推察された。

451.肉用鶏農場の伝染性喉頭気管炎（ILT）
発生事例：広島県東部家保 部屋智子、佐
々木栄美子

平成24年6月初旬、肉用鶏農場の1棟（48
日齢・雌）で奇声及び発咳が見られ死亡羽
数が増加。約10日後、他の鶏舎3棟（40、44、
48日齢・雌）へ拡大。当初は40日齢以上の
雌群に発症。その後、全ての鶏舎へまん延。
発症鶏は気管内に血様滲出物を貯留、気管
粘膜に合胞体及び核内封入体を確認。PCR検
査で7羽中6羽からILTｳｲﾙｽに特異的な遺伝子
を検出。うち3羽からILTｳｲﾙｽが分離されRFL
P解析でﾜｸﾁﾝ株と異なる株と判明。細菌検査
では有意菌分離陰性。以上から野外株によ
るILTと診断。まん延防止を図るため発生農
場へ飼養衛生管理基準の遵守を指導、①敷
地内及び出荷後の鶏舎の消毒の徹底、②飼
養者を増員し管理する鶏舎を固定化、③鶏
舎ごとに専用の衣服、長靴を設置、④出荷
時に健康状態の確認を徹底し、食鳥処理場
への搬入は他農場の処理後に搬入措置等。I
LTｳｲﾙｽの農場内への侵入経路は不明である
が６月下旬以降に導入のロットではILTの発
生は見られず再発防止に成功。

452.広島県内で発生した伝染性喉頭気管炎
（ILT）：広島県西部家保 藤田敦子、桑山
勝
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県内の２養鶏場でILTが発生。ILTと診断
したA農場の採卵鶏5羽、B農場の肉用鶏7羽
の検査結果から検査法を検討。気管の肉眼
病変を12羽中11羽に認め、気管粘膜塗抹検
査で5羽中2羽に核内封入体を確認。病理組
織学的検査で、全羽の喉頭、気管、肺、鼻
腔、結膜のいずれかに合胞体形成及び核内
封入体を確認。喉頭、気管の病変は比較的
早期に慢性化し、肺、結膜、鼻腔に核内封
入体を含む新しい病変を認める傾向。ILT遺
伝子検査は12羽中11羽陽性で、6羽からILT
ウイルスを分離。両農場の分離株の制限酵
素断片長多型解析の切断パターンは同一で、
野外株と判明。細菌検査を実施した8羽は有
意菌分離陰性。ILT遺伝子検査結果は気管の
肉眼病変と完全に一致し、肉眼病変を認め
た気管の塗抹検査は迅速診断に有意義。病
理組織検査では結膜、鼻腔も合わせて検査
し、ウイルス分離に肺の材料を加えると診
断に有効。飼養衛生管理基準の遵守による
外部からのILTウイルス侵入防止が重要。

453.採卵鶏飼養農場で発生した伝染性喉頭
気管炎（ILT）：広島県北部家保 五反田桃
子、上川真希佳
【発生概要】高床式無窓鶏舎、約182千羽

飼養。①5月30日、一鶏舎（141日齢）で死
亡羽数増加。②6月14日、別鶏舎（615日齢）
で異常呼吸音及び死亡羽数増加。導入元農
場でILTワクチン接種済。【成績】現地解剖
後、病変部を携帯電話で撮影、画像をメー
ル送信。①気管粘膜に血様滲出物等付着。
粘膜上皮細胞の合胞体形成と核内封入体を
伴う粘液膿性カタル性出血性喉頭気管炎。
気管乳剤からILTウイルス（ILTV）遺伝子検
出。3羽からILTV分離。RFLP解析により野外
株と判明。②1羽の気管粘膜に赤～黄白色偽
膜様物。合胞体形成と核内封入体を伴う出
血性化膿性喉頭気管炎。気管乳剤からILTV
遺伝子検出。対策：農場及び鶏舎への出入
消毒徹底。6月中旬に飼養鶏全羽にILTワク
チンを接種。【まとめ】ILTと診断。分離ウ
イルスは野外株と判明。農場内への侵入原
因究明には至らず。携帯電話を活用した現
地情報共有は病性鑑定に有用。対策後、関
連農場でのILT発生を防止。その後発生を認
めず。

454.肉用鶏農場において発生した伝染性気
管支炎：山口県東部家保 廣中智希、森田
正浩

平成24年１月17日、肉用鶏農場から死亡
羽数増加の通報を受け、緊急立入調査と病
性鑑定を実施。発生鶏群は10日齢、死亡率3.
13%、鶏群は無症状、導入後のワクチンは未
接種、また他鶏舎に比べ入雛翌日から死亡
率がやや高い状況。病性鑑定は、死亡鶏、
鑑定殺鶏各5羽で実施。剖検で、胸筋の煮肉
様変化7/10羽を確認。病理組織所見で、軽
度の間質性腎炎6/10羽、気管炎4/10羽、心
筋炎8/10羽、筋胃びらん5/10羽、肝臓の炎
症細胞巣状浸潤6/10羽を確認。ウイルス学

的検査で、腎臓と気管、クロアカスワブか
ら伝染性気管支炎ウイルスを分離し本病と
診断。制限酵素断片長多型解析及び分子系
統樹解析により、Mass型の野外株と判明。
細菌学的検査で、各検体の主要臓器から複
数の細菌が分離されたが、統一性がなく関
与は薄いと推察。管理改善、飼養衛生管理
基準の再徹底を指導し死亡率は低下。入雛
後の管理失宜による鶏へのストレスが発生
要因と推察。今後も継続して飼養衛生管理
を指導。

455.高病原性鳥インフルエンザ発生に備え
た事前対応強化：徳島県徳島家保 丸谷永
一、阿部敏晃

平成23年の家畜伝染病予防法改正、特定
家畜伝染病防疫指針見直しで、高病原性鳥
インフルエンザ発生時の防疫対応が迅速化。
迅速・的確な防疫措置の実施は、家保が現
地調査に基づき作成する防疫作業計画の発
信が起点となることから、病性判定までの
初動対応に重点をおいて防疫体制を再点検。
まず初動調査段階の効率化を目指し、管内3
4戸38養鶏場ごとに農場概要、制限区域内農
場や消毒ポイント設置箇所等を集約整理、
初動防疫必要人員や殺処分等作業手順を具
体的に想定。次に現地対策本部構成班ごと
実効性向上に向けて、行動指標を示した発
生時アクションカードを検討。更なる実効
性の確保には、法に基づく立入巡回等での
情報蓄積による防疫作業計画の定期的な更
新とこれを検証する関係機関との実地演習
の積み重ねが重要。

456.鶏伝染性気管支炎ウイルスが分離され
た病性鑑定事例：香川県東部家保 山本英
次

鶏伝染性気管支炎（IB）は、養鶏業界に
影響を与え続ける疾病で、検出されるIBウ
イルス（以下IBV）の疫学解析は、IBコント
ロールに重要。平成21年度以降に実施した
鶏病性鑑定検査7事例でIBV8株を分離。これ
らについて、以下の3点を実施。①S-1遺伝
子の遺伝子型別検査と分子系統樹解析、②
接種ワクチンと分離ウイルスのS-1遺伝子型
の比較、③各事例の臨床症状、最終診断結
果と分離IBVの関係を考察。結果、①分離IB
V8株のS-1遺伝子型は4種（JP-Ⅰ、JP-Ⅱ、J
P-Ⅲ、JP-Ⅳ）に分類。近年報告されたJP-
Ⅳも含まれた。分子系統樹解析で、香川県
検出株は各クラスター内で互いに近縁。②
接種ワクチンのS-1遺伝子型は分離IBVのも
のと一致しない、もしくは同一遺伝子型ワ
クチン接種前の発症。③鶏の最終診断がIB
でない3羽から分離されたIBVは、不顕性感
染していたと考察。

457.強毒株の感染が疑われたマレック病発
生事例：福岡県筑後家保 廣松理希

平成24年4月、採卵鶏農場で育成舎から成
鶏舎へ移動後、発育不良、脚弱による淘汰
羽数が増加。病性鑑定成績は、剖検所見で
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肝臓の腫大や白色結節（7/10羽）、脾臓の
腫大（5/10羽）、腎臓の腫大（2/10羽）、卵
巣の発育不全（10/10羽）、腺胃の肥厚（3/
10羽）。病理所見は心臓、肝臓、腎臓、脾
臓、肺、腺胃、大脳などに抗CD3抗体陽性の
リンパ様細胞の腫瘍性増殖。細菌学的検査
は有意菌分離陰性、ウイルス学的検査はRT-
PCR法によりMDVのmeq遺伝子陽性。以上の検
査結果よりマレック病と診断。初生時にマ
レック病ワクチン（HVT、CVI）を接種済み
で、発症についてはワクチンブレークの可
能性あり。meq遺伝子解析の結果、超強毒株
（vvMDV）であるMD-5とのアミノ酸配列は97.
7%の相同性を示し、また重要なアミノ酸部
位の比較を行った結果、強毒株（vMDV）に
近縁なウイルスと推察。現在、中雛導入へ
の変更、育成舎の清掃や消毒方法、ワクチ
ン接種の再検討等を行い清浄化対策を実施
中。

458.鶏伝染性気管支炎（IB）発生農場の衛
生対策：佐賀県北部家保 田中徹、原口信
江

平成23年11月に肉用鶏農場の1鶏舎で、呼
吸器症状を呈し死亡する鶏が増加したため
病性鑑定を実施。JP-1遺伝子型のIBVと大腸
菌を分離。また、C78株タイプの野外株感染
を疑う抗体価上昇を確認。これらから、IB
及び大腸菌症の混合感染症と診断。さらに、
農場全体の抗体調査を実施したところ、C78
株及び練馬株タイプの野外株浸潤を確認。
そこで、抗菌剤の投与、出荷後の鶏舎消毒、
ワクチンの変更（MA5→C78、L2→練馬）を
指導。その後平成24年1月入雛の別鶏舎の鶏
群において、大腸菌症とブドウ球菌症が発
生し、IBV（JP-1、Mass遺伝子型）が分離さ
れ、C78及び練馬株タイプの野外株感染を疑
う抗体価上昇を確認。抗体調査及び管理獣
医師等からの聞き取りを基に、ワクチンの
飲水投与方法に問題があり、効果が十分に
表れていなかったと推測し、ワクチン投与
方法の基本的事項を再度徹底するよう指導。
以降IBの発生は起きておらず、指導後の育
成率に改善が見られた。

459.若齢肉用鶏で発生した鶏封入体肝炎：
長崎県県北家保 二ノ宮奈緒子

平成24年3月、肉用鶏約90,000羽飼育農場
（8鶏舎）の入雛元の異なる3鶏群（3日齢）
で、死亡・淘汰羽数の増加がみられ病性鑑
定を実施。細菌学的検査の結果、鶏大腸菌
症と診断し感受性薬剤を投与するも、1鶏群
のみ改善が認められず、8日齢時に再度病性
鑑定実施。剖検所見では、肝臓の退色・点
状出血を確認（5/5羽）。病理組織所見では、
肝細胞および膵臓の腺房細胞に好塩基性～
両染性核内封入体形成を伴う高度び漫性の
変性・壊死を確認（2/2羽）。各臓器からの
有意菌分離陰性（4/4羽）。ウイルス学的検
査では、鶏アデノウイルス（FAV）を肝臓・
腎臓・脾臓より分離（4/4羽）。分離株はPC
R-RFLP法による型別で2型に分類。なお、3

日齢の肝臓からはFAVの特異遺伝子は未検
出。以上の検査結果から、FAVには4日齢以
降感染したと推察。ビタミン剤の添加、飼
養衛生管理の再徹底および出荷後の鶏舎の
水洗・乾燥・消毒の徹底を指導した結果、
当鶏群のみで終息。

460.本県の高病原性鳥インフルエンザ野外
株に対する抗原検出法の比較検討：大分県
大分家保 壁村光恵、首藤洋三

高病原性鳥インフルエンザに関する抗原
検出法の検査結果は殺処分を開始する上で
重要。2011年県内発生時に実施した異なる
抗原検出法の検出感度を比較検討。鶏11羽
(死亡鶏6羽・同居鶏5羽)の気管・クロアカ
スワブ計22検体を供試し簡易検査、遺伝子
検査（RT-PCR）、ウイルス分離（発育鶏卵
尿膜腔内接種）を実施。簡易検査陽性、H5
亜型遺伝子検査陽性、ウイルス分離陽性
（「＋＋＋」）10検体、「－＋＋」3検体、「－
－＋」3検体、「＋－＋」1検体、「－－－」
5検体。遺伝子解析の結果、使用プライマー
と本野外株プライマー結合部位の塩基配列
は100％一致。遺伝子検査陰性、ウイルス分
離陽性の4検体はアニーリング温度低下です
べて遺伝子検査陽性となった。殺処分開始
は抗原検出法の検査結果により判断される
ため、簡易検査、遺伝子検査、ウイルス分
離による総合的かつ慎重な判定が重要。

461.管内で発生した皮膚型鶏痘について：
鹿児島県南薩家保 北原尚英、保正明

35,000羽を飼養する採卵鶏農場で、死亡
鶏が増加したため、病性鑑定を実施。剖検
所見で、頭部から胸部の皮膚に発痘や痂皮
を確認。組織学的検査では、有棘細胞の風
船様変性、増生による肥厚、好酸性細胞質
内封入体(ボリンゲル小体)を確認。さらに、
電子顕微鏡下でボリンゲル小体内にポック
スウイルス粒子を確認。ウイルス学的検査
では、発育鶏卵漿尿膜上において、漿尿膜
の肥厚、ポック形成、漿尿膜上皮細胞にボ
リンゲル小体を確認。鶏舎内で捕集したニ
ワトリヌカカとワクモから、PCR法により鶏
痘ウイルスの特異遺伝子を検出。各種検査
成績より、本病を皮膚型鶏痘と診断。感染
要因は衛生害虫によるウイルス伝播と推察。
農場に対し、適切な鶏痘ワクチンの接種、
衛生害虫の駆除、鶏舎消毒の徹底等を指導
し、続発はない。

Ⅲ－２ 細菌性・真菌性疾病

462.管内で発生した鶏真菌症3事例：岩手県
県北家保 金子和華子、佐々木幸治

2012年5月、管内肉用鶏飼養3農場(A～C農
場)で発生。発生鶏舎の死亡率はA農場で3.1
%、B農場で5.9%、C農場で4.5%まで増加。何
れも病理学的検査で真菌を伴う化膿性気管
支肺炎を確認。A農場では、特定の孵卵場か
らの導入雛のみで発生、導入前の汚染が疑
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われた。B農場は、古い敷料を使用、当該敷
料から真菌が分離されたことから、汚染敷
料が感染源と推察。C農場は、主因は大腸菌
症と診断されたが、真菌感染が増悪因子と
して関与したと推察。A農場は7日齢までに
死亡率は低下、育成率は91.8%。B及びC農場
は死亡率が長期間高率に推移、発育不良等
による淘汰も含め、育成率は各64.8%及び42.
6%と低値。感染源、暴露量及び他疾病の併
発が育成率に大きく影響。各農場に対し、
関連施設の衛生管理徹底、敷料の適正管理
と応急的消毒の実施、ストレス軽減等によ
る免疫強化及び空舎後施設の消毒徹底を指
導、次ロット以降異状は認められず。

463.3日齢肉用鶏におけるClostridium perf
ringens感染症の発生：群馬県中部家保 栁
澤佳希

平成24年4月9日～10日にかけて、3日齢肉
用鶏の死亡率が1.5%となり病性鑑定を実施。
インフルエンザ簡易検査及びウイルス分離
陰性、肝臓からClostridium perfringens(C
p)A型を分離。病理組織学的検査では大桿菌
の菌塊を伴った肝臓の多発性巣状壊死が認
められたが、小腸病変は認められなかった。
分離されたCpのPCRによる毒素検査ではαお
よびnetB毒素特異遺伝子を確認。さらにNet
B毒素の活性も認められた。今回3日齢の発
生であることから、ふ化場あるいは農場内
で病原性の高いCpに感染し、寒冷感作や換
気不良などのストレスにより発症したと推
察。農場管理者に対して発生鶏舎の管理を
最後とし、他の鶏群の観察・管理を強化す
ることを指導。また、今後の飼養衛生対策
として出荷後の鶏舎の水洗・乾燥・消毒、
入すう後の鶏舎内温度・換気管理を徹底す
ることを指導。

464.肉用鶏農場の鶏大腸菌症発生事例：千
葉県東部家保 土肥世生 青木ふき乃

平成24年9月、肉用鶏35,000羽飼養農場で
25日齢以降出荷まで呼吸器症状、削瘦、脚
弱を呈し死亡鶏が増加し農場事故率は8.3%、
食鳥検査での廃棄率は5.7%に上った。発症
鶏6羽を病性鑑定した結果、肝及び脾臓に線
維素析出、化膿性関節炎及び皮下膿瘍を認
め、病変部から大腸菌(078)が分離されたた
め鶏大腸菌症と診断した。分離6株の薬剤感
受性試験の結果はいずれもAMPC、CEZ、KM、
EM、LCM、OTCに耐性を示した。出荷直後の
鶏舎環境中からCEZを除く5剤耐性、NFLX耐
性を示すO78が各1株分離されたが消毒後は
検出されなかった。しかし消毒後も給水器
からO78以外の大腸菌が検出され消毒・乾燥
が不十分な箇所が明らかになった。事故率
急増には畜主の着衣・靴交換の不徹底、作
業フロー不備による菌の鶏舎間伝播と暑熱
による飼養環境の悪化が関与したと考えら
れた。以上より消毒方法及び鶏舎毎の靴・
着衣の交換等の衛生管理の改善とワクチン
接種を指導している。

465.集卵所からSalmonella Braenderupが分
離された農場に対する衛生指導：新潟県中
越家保 佐藤香代子、須貝寛子

管内一採卵養鶏場の衛生検査で集卵所床
および集卵トレーの2検体からSalmonella B
raenderup（以下、SB）を分離。逆性石鹸に
よる床面消毒とネズミ駆除を実施。再検査
では、集卵所13検体、鶏舎25検体と詳細に
検査を実施し、全38検体SB分離陰性。農場
内のサルモネラ浸潤度合いは低いと判断。
あわせてSB侵入経路把握のため、聞き取り
調査を実施。当該農場は、複数の農場が利
用するGPセンターや卵加工業者へ出荷して
いるが、卵出荷時に使用する集卵トレーの
中には農場所有以外のものや、汚れが付着
したまま返却される場合もあることが判明。
汚染された集卵トレーがＳＢ分離の原因と
推察し、農場へのサルモネラ侵入を防止す
るため、逆性石鹸による定期的な集卵所の
床面消毒の徹底、集卵所と鶏舎の履き物の
区別を指導。また、集卵トレーの洗浄・消
毒方法について農場と検討。

466.採卵鶏農家におけるハエ発生に関する
苦情対応：山梨県東部家保 菊島孝、横山
紅子

採卵鶏農家（12,000羽飼養、ケージ飼い）
におけるハエ発生に伴う苦情を近年受理。
今回、農家は省力的な防除策を試行的に実
施した。5月中旬に最初の苦情を受けた後、
5月下旬までに除糞完了。その後、ケージ下
の環境と殺虫剤の使用について3パターンを
設定した。7月中旬にイエバエが羽化し始め、
その後、例年にないくらいのイエバエの大
量発生が認められた。堆積糞の除去と各種
殺虫剤使用に努めたものの、7月下旬までハ
エ成虫の発生を抑えることはできなかった。
一般に、「ヒメイエバエはイエバエに比べ
て、水分の多いものよりも乾燥し始めたも
のから発生する」とされている。本年は5月
に除糞を行ったので、7月中旬までの鶏舎内
環境が例年と異なり、それぞれのハエの繁
殖にとって一時的でも好条件となったこと
が各成虫の大量発生を招いてしまったので
ないかと考えられた。冬期間の適正管理が
来春以降の発生防除につながるので、鶏糞
除去と殺虫剤の適正使用に努めるよう指導
中。

467.採卵鶏農場における定期検査を活かし
たサルモネラ早期発見・清浄化への取り組
み：三重県北勢家保 松本和佳子、巽俊彰

管内には1996年に三重県養鶏協会専門部
会であるHACCPグループが結成され、自主的
な衛生対策が行われてきた。サルモネラ対
策が主で、導入雛は年2回、鶏舎環境は年3
回の定期検査を実施している。2012年の鶏
舎環境の定期検査においてサルモネラが分
離された2農場(A,B)に対して立入を行い、
清浄化に向けた取り組みを行った。まず1回
目の再検査としてサルモネラが分離された
鶏舎において採材場所を細分化し、サルモ
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ネラの存在する場所を特定する。その後、
特定場所を重点的に消毒することで、鶏存
在下の鶏舎での消毒作業の効率化を図る。
消毒終了後、2回目の再検査を実施し、陰性
が確認された場合には、次の定期検査で再
度確認することとしている。A農場は、上記
方法により1か月、B農場は5か月以内で清浄
化に成功した。サルモネラが農場内に浸潤
すると清浄化までに時間を要することから、
鶏舎内に限局している段階で発見し、早期
対策を行うことが重要であると考えられた。

468.ブロイラー農場における鶏舎環境改善
の取り組み：鳥取県倉吉家保 岩井歩

管内のブロイラーA農場は12万羽飼養する
農場で、鶏大腸菌症による死亡淘汰率が高
い状態であった。平成23年4月から平成24年
12月までにA農場から病性鑑定依頼のあった
30件227羽のうち27件140羽から大腸菌を分
離。薬剤感受性試験（OFLX、NFLX、ERFX、O
XA、ST、ABPC、KM、OTC、TP、CL）を実施し
た結果A農場で使用されるOFLX、NFLX、STは
日齢が進むと耐性化。また平成24年7月から
敷料としておがくずの使用を再開したため
併せて鶏舎環境の検査を実施。大腸菌数と、
敷料については水分含有量も計測し、対照
として管内の出荷成績のよいブロイラーB農
場の敷料検査を実施し比較。飲水は常に大
腸菌数が多く、こまめな入れ替えを指示。
おがくず使用後は未使用時と比較すると鶏
大腸菌症、趾底炎ともにやや減少したがB農
場と比較するとおがくずの大腸菌数、水分
含有量が高く、多発の一つの要因と推察。
敷料の消毒や乾燥を指導し育成率は上昇。
他の要因も検討し衛生指導を継続中。

469.顔面腫脹を呈した採卵鶏の一症例：鳥
取県西部家保 長千恵、植松亜紀子

管内の採卵鶏農場1戸（10棟55,000羽規模、
開放鶏舎）から、平成24年8月下旬に、1棟
において、顔腫れが発生し、元気消失した
鳥が増加したと相談があった。該当鶏は1棟
8列のうち、左端1列に多く認められ、かた
まらず列全体に散見された。病性鑑定を実
施。肉眼所見として、頬部にコブ状腫瘤、
眼瞼の腫脹が認められた。剖検所見では、
頬の腫瘤にチーズ様物が貯留。腫瘤が嘴か
ら眼窩に及び、腫瘤と口腔が貫通した個体
もあった。細菌検査およびウイルス検査、
病理組織学的検査を実施。細菌検査の結果、
Pasteurella gallinarum（P.ｇ）を分離。
病理組織学的検査では、腫瘤周囲、頭部の
皮膚について、鶏痘（FPV）に特徴的な所見
はなく、ウイルス検査でもFPV非分離のため、
P. g単独感染のよるものと診断。採卵鶏の
ため、投薬せず、衛生対策による改善を指
導。産卵率、経過を随時観察。その後顔腫
れの鶏は増加したが、およそ三ヶ月後には
症状が終息した。

470.顔腫れが続発した採卵鶏農場での衛生
対策：徳島県西部家保 森本実奈子、小倉

朋和
管内採卵鶏農家で平成24年2月上旬から、

顔腫れと採卵低下を呈し死亡する例が続発。
死亡羽数は、70羽。インフルエンザ簡易抗
原検査は、陰性。顔腫れ、沈鬱、斜頸等が
認められた4羽について、微生物学的検査と
病理学的検査を実施。伝染性コリーザとマ
イコプラズマ感染症も疑われたが、眼窩拭
い液からの分離は全羽陰性。トリニューモ
ウイルスについては未検査。神経症状の見
られた個体も、病理組織学的所見で脳神経
系に病変はなく、抗体検査でもニューカッ
スル病等は否定された。臓器の細菌培養で
は、1羽の心臓、肝臓、腎臓からPasteurell
a multocidaを分離。血清型は3：A。今回の
症例は、「鶏パスツレラ症」と診断。本病
の発生には、飼養環境中のストレスも影響
したと考えられた。当該農場では、以前よ
りワクモの大量発生が問題となっており、
本症例の対策については、ワクモ忌避も考
慮した石灰塗料の使用を指導。その後、本
病の発生はない。

471.Pasteurella gallinarumとPasteurella
multocidaが分離された採卵鶏の顔面腫脹

の一例：宮崎県宮崎家保 松川浩子、丸田
哲也

県内の採卵鶏農場で120日齢のボリスブラ
ウン1万2千羽に顔面腫脹が散発的に発生。
症状を示す4羽について病性鑑定を実施。剖
検所見では顔面の片方が著しく腫脹、同部
皮下および眼窩洞にチーズ様物または膠様
物貯留。病理組織学的検査では腫脹部皮下
に偽好酸球･細胞頽廃物からなる膿瘍および
皮下織の境界部では肉芽組織増生を確認。
細菌学的検査では眼球周囲内容物よりPaste
urella gallinarum（以下P.g）とP.multoci
da(以下P.m)を分離。P.mはPCR検査により莢
膜抗原がA型と同定。ウイルス学的検査はト
リニューモウイルス特異遺伝子陰性。3日齢
レイヤーを用いた分離P.gとP.mの接種試験
では真皮から眼窩洞の肉芽腫性炎と膿瘍形
成がP.g群で2/4羽、P.m群で3/4羽、P.gとP.
m混合群で4/4羽に確認。生食群は著変無し。
以上のことより本症例はP.mとP.gの混合感
染による慢性型の鶏パスツレラ症と診断。
接種試験の結果から、P.gとP.mの混合感染
は症状を重篤化する可能性が示唆。

472.ブロイラーにおける鶏ボツリヌス症の
発生事例：沖縄県家畜衛生試験場 中尾聡
子、荒木美穂

2012年7月に沖縄県本島北部のブロイラー
農場において、45日齢前後の死亡羽数が増
加し、約1300羽が死亡。当該農場は開放式
平飼い鶏舎で、ブロイラー約10万羽を飼養。
死亡羽数の増加が見られたのは24鶏舎中2鶏
舎のみで、多い日には1日100羽以上が死亡。
主症状として脚・翼・頸の麻痺、頸を垂れ
て嗜眠、背部の脱毛が見られ、死亡鶏は農
場に散在。剖検所見では腸管の充出血腫大
とガスの貯留が見られ、主要臓器に異常な
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し。病理組織学的検査で特記所見は認めら
れなかった。鶏ボツリヌス症を疑い、血清7
検体を用いて毒素検査を実施したところ全
て陽性、毒素中和検査ではC型毒素を確認。
分離培養では小腸2検体、盲腸2検体からCD
キメラ型毒素を検出し、盲腸1検体からボツ
リヌス菌を分離。薬剤感受性試験の結果ベ
ニシリン系薬剤に高感受性を示した。

Ⅲ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

473.管内平飼い養鶏農場の飼養管理状況：
茨城県県南家保 藤井勇紀

管内での鶏コクシジウム病の発生をきっ
かけに、飼養羽数1,000羽以下の平飼い採卵
養鶏農場を対象に衛生管理調査及び平飼い
養鶏で発生の多い疾病のアンケート調査を
実施。衛生管理調査結果（対象21戸）：自
然に近い環境での飼養にこだわり、医薬品
の使用に抵抗感を持つ飼養者が多く（導入
後ワクチン接種は7戸、日常的な消毒薬の使
用13戸）、最低限必要なワクチン接種と、
定期的な消毒を確実に実施するよう指導。
平飼い養鶏で発生の多い疾病のアンケート
調査結果（対象13戸）：鶏コクシジウム病
の疾病名はほとんどの飼養者が認識（11
戸）。主要症状を認識していた飼養者は半
数以下（6戸）。また十分量の敷料を敷く（8
戸）、敷料の定期交換を行う（6戸）など感
染防止対策が不十分な農場があり、今後の
発生を危惧。ヒストモナス病においても十
分な知識を有していない。ケージ飼養と比
較して、敷料の重要性、伝染性疾病対策な
どの指導が必要。今後も適切な衛生管理の
指導に努める。

474.段ボールを利用したワクモ対策：栃木
県県央家保 福田沙矢加、青木亜紀子

管内100羽以上飼養農場を対象とした、ア
ンケートを実施。結果、ワクモ被害は採卵
鶏で65%（37戸）。年間ワクモ対策薬剤費は
平均13万円。約半数の農家は期待した効果
出ず。薬剤不使用かつ低コストの新たな駆
除法として段ボールを用いた方法(段ボール
法)を検討。開放鶏舎2段ケージの採卵鶏農
場で試験。段ボール片(15×40cm、5mm厚)を
上段ケージ天面に1週間設置後回収、重量測
定を反復。無処置段ボール片と色・アロマ
オイル等塗布したダンボール片での内容物
回収量を比較し誘引効果を検討。レモング
ラス精油塗布でワクモの誘因が有意に増加
(P<0.05)。黒色塗装やだしの素塗布でも増
加傾向。また、段ボール法試験区とダンボ
ール法を用いない対照区で毎週水曜に1晩、
効果検証用ダンボール片(15cm四方、5mm厚)
を設置。試験区で回収量が有意に低下（P<0.
05）、段ボール法によるワクモ生息数減少
が示唆。さらに試験区で対照区に比べ産卵
率低下を抑制。

475.採卵鶏農場に発生したロイコチトゾー

ン病：千葉県東部家保 野口美穂子、青木
ふき乃

2012年7月、採卵鶏6群85,000羽飼養農場
で開放鶏舎の450日齢鶏が貧血を呈し死亡羽
数が急増。肝臓・腎臓の点状出血、脾臓の
腫大、主要臓器・卵巣・卵管及び骨髄に原
虫の第2代シゾントを認め、本病をロイコチ
トゾーン病と診断。同居の貧血鶏の血液塗
抹標本でⅤ期ガメトサイトが確認されたた
め感染時期を立入り日の約23日前と推定し
た。当該鶏群の発症前後で平均死亡率は2.2
%上昇、産卵率は6%低下、隣接鶏舎の315日
齢群も同様症状を呈し被害は甚大であった。
本病による貧血や死亡はニワトリヌカカに
よる吸血・感染の約15日後から認められる
が、本事例では推定感染日の15日後に舎内
温度が35℃に達したため暑熱ストレスが重
なり症状が重篤化したと推察。6月中旬以降
舎内最低温度が20℃を超え、ヌカカ体内で
感染スポロゾイトが短期間に増加したと考
えられたため、来夏は6月までに草刈り、送
風機設置等のヌカカ防除対策を実施するよ
う指導した。

476.鶏コクシジウム浸潤状況調査とその一
考察：長野県飯田家保 加藤雅樹

平成24年8～9月管内養鶏場において急死
または沈うつ、血便の後に衰弱死する事例
が相次いで発生し、病性鑑定の結果、鶏コ
クシジウム症と診断された。そこで100羽以
上の平飼い養鶏場16戸を対象にコクシジウ
ム浸潤状況を調査した。マックマスター法
により新鮮便中の1ｇあたりオーシスト数（O
PG）を算出した結果4戸で発症リスクが高い
とされる平均1,000以上を示した。あわせて
調査した衛生管理状況の良否と各養鶏場のO
PGを比較したところ、両者は関連が低いと
推察された。そこで高OPGの原因を検索する
ため、一養鶏場において鶏舎内の複数箇所
の敷料を採材しオーシストの汚染状況を調
査した。その結果、特に飲水器周辺の湿潤
した敷料が高度に汚染されており、鶏群へ
の伝播源であると推察された。以上から鶏
コクシジウムのまん延防止、発症リスク低
減には、本症の普及啓発とともに定期的な
検査及び伝播源を特定した上での重点的な
対策等が重要と考えられた。

477.一養鶏場における衛生指導について：
三重県南勢家保 國永絵美、鈴木義久

一養鶏農場でワクモとSalmonella Anatum
（以下S. Anatum）が確認され定期的衛生指
導を実施。鶏舎の埃を用いたワクモの生息
調査では6月に対策を実施後、9月上旬まで
発生は認められず下旬から発生を確認。鶏
舎の構造上風通しが悪く老鶏飼養列に発生
があった。鶏舎の埃を採材し、密閉袋で室
温放置し観察する方法では卵から孵化した
幼ダニの発生を確認でき、吸血ダニが認め
られない鶏舎でも検出が可能で、現在モニ
タリングに利用。サルモネラの検査ではワ
クモのいない育雛舎の床面でS. Anatumが分
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離され成鶏舎では分離されなかった。育雛
舎では逆性石鹸で消毒されていたが同菌が
検出されていたので再度、塩素系消毒剤で
消毒しモニタリングを継続中。

478.一採卵鶏農場でのトリサシダニ対策と
衛生指導：三重県北勢家保 雷絵理、巽俊
彰

高床開放鶏舎1棟に8鶏群飼育する一採卵
鶏農場において、数年前からトリサシダニ
の寄生がありフルメトリン製剤のみで駆除
してきたが、その効果が低下してきたため、
トリサシダニの危害が拡大した。また、産
卵成績も低下してきたことから2012年4月に
相談があった。5月にトリサシダニ寄生鶏を
対象に薬剤感受性試験で最も効果のあった
トリクロルホン製剤に変更して投与方法を
検討した。その結果から薬浴処理による対
策を講じた結果、寄生状況は改善できた。
しかし、産卵成績の著しい改善にはつなが
らなかったことから、畜主とともに他の要
因を洗い出し、認識を促すことで、産卵成
績の改善に向けた鶏舎環境改善等の衛生指
導を実施している。

479.管内で発生したロイコチトゾーン症と
その浸潤状況調査：滋賀県滋賀県家保 山
中美佳、宮坂光徳

鶏のロイコチトゾーン症はニワトリヌカ
カによって伝播される原虫病で、夏期に流
行し、はじめて夏を迎える鶏に大きな被害
を与える。管内においてロイコチトゾーン
症が関与していた事例があり病性鑑定を実
施。事例１、6月～7月にかけて軟卵増加・
産卵量減少を呈し、末梢血液塗末標本にガ
メトサイトを確認。事例2、鶏群に発育不良
・脚弱を呈しマレック病と診断。病理組織
学的検査にて肺・脾臓に大型シゾントを確
認。養鶏農家に対して情報提供および注意
喚起を行った。管内15養鶏場でのロイコチ
トゾーン症抗体保有調査を実施。ロイコチ
トゾーンは県内に広く分布しているが、地
域の汚染濃度は決して高くない。ロイコチ
トゾーンは感染する数が多くなると症状が
重くなる。ロイコチトゾーンの被害を出さ
ないために、感染媒介となるニワトリヌカ
カの数を増やさないことが重要。農場周辺
の環境整備等、ニワトリヌカカが生育しづ
らい環境を整えるためには、飼養衛生管理
基準の遵守が大事。

480.採 卵 鶏 農 場 に 発 生 し たClostr
idium perfringens(C.p)と鶏コクシジウム
の混合感染と衛生指導：愛媛県南予家保宇
和島支所 大本敦子、是澤通花

管内大規模採卵鶏農場において直立多段
ケージ飼養の1鶏舎(23，300羽)で死亡羽数
が増加、平成24年8月に病性鑑定を実施。剖
検所見では、小腸の偽膜形成。細菌検査で
は、小腸内容から0～10

6
CFU/g以上のC.pを

分離。寄生虫検査では、10２～104OPG/g以上
のコクシジウムオーシスト(オーシスト)を

検出。病理組織学的検査では、小腸粘膜の
広範囲な壊死や小腸・盲腸にコクシジウム
寄生を確認。C.pと鶏コクシジウムの混合感
染と診断。対策は、C.p感受性薬剤の投与、
集糞ベルトの回転数の変更(半回から1回
へ)、寒冷紗の設置、枯草菌やビタミン剤の
投与を指導。追跡調査では、病性鑑定後11
日目に有意なC.pの分離なし、48日目に鶏舎
全体のオーシスト数が減少。早期発見・通
報、農家と家畜保健衛生所が連携し迅速な
対応を行った結果、死亡羽数の減少、産卵
率の回復を確認。

481.管内採卵養鶏場におけるワクモ被害の
現状と対策：長崎県中央家保 井上大輔、
元村泰彦

平成24年5～8月、100羽以上飼養採卵鶏農
場34戸でワクモの発生状況調査と発生リス
ク要因分析を実施し、6農場で市販薬剤に対
する感受性試験、有効薬剤（A農場）や環境
衛生資材（B農場）での対策と効果を検証。
ワクモの発生を23戸で確認、うち8戸で大量
発生、多くの農場で通年存在、3～9月に増
殖傾向。被害は、人の不快感等、産卵低下、
汚卵発生、貧血、死亡。「成鶏1,000羽以上
飼養」「飼育鶏舎6棟以上」「ケージ飼育」
が発生の危険因子、「600日齢以上で廃鶏」
が発生増加の危険因子。各農場で使用され
た39薬剤中9薬剤で耐性化が示唆。感受性試
験ではカルバリルとトリクロルホンが比較
的有効で、複数の薬剤の同時使用で有効性
が上昇。A農場では有効薬剤による対策でワ
クモが減少、貧血、産卵率、汚卵、人の不
快感等が改善。B農場では、環境衛生資材で
ワクモの増殖抑制に成功。両対策とも高い
費用対効果。今後も、有効薬剤の選定、耐
性化し難い方法での使用が重要。

Ⅲ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄
養代謝障害

482.鶏における血液生化学検査の活用：三
重県中央家保 山根知子、山出太陽

血液生化学検査は最も基本的な臨床検査
の一つだが、家禽では正常値となる資料が
限られており、また、品種や日齢、飼育状
況による違いも考慮が必要なため、臨床現
場ではあまり活用されていない。今回、疾
病発生時の正常対照としての利用の可能性
を探るとともに、生産性向上および疾病予
防への活用を検討するため、養鶏農場にて
通常飼養されている成鶏舎移動後の一採卵
鶏群を対象に、126から525日齢の間、概ね
１ヶ月毎に原則各10羽の血液生化学検査を
実施し、データを集積。GGT、ALP、CPK、HD
L-C、GLUは個体変動が大きかった。TG、Ca
は家畜に比べ非常に高い値を示したため正
確な測定ができず、今後の課題として残っ
た。AST、ALT、AMYL、TCHO、UAは調査期間
を通じて一定の値、CREは概ね一定の値、TP、
IPは育成期からの移行期を除いて概ね一定
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の値を示したため、今後はその臨床的意義
について考察を深め、また疾病との関連や
他農場、他品種での検討を実施したい。

483.種鶏で発生した低酸素濃度を原因と疑
った死廃の増加：鳥取県倉吉家保 森本一
隆、岩井歩

種鶏農場で1月下旬から死亡鶏の増加が目
立ち、原因究明のため病性鑑定を実施。死
亡淘汰は雌のみであり、換気不良の鶏舎の
奥側で目立った。共通する主な解剖所見は
心嚢の拡張、心嚢水の増量、心筋の弛緩、
血液の暗色化。検査の結果、ウイルス性疾
病、細菌性疾病、寄生虫性疾病については
否定。一部の鶏では血液臨床及び生化学検
査を実施したが、やや低蛋白以外に共通所
見はなかった。病理組織学的検査において
も、ほとんどが非特異的または生理的変化。
これらから、換気不良を原因と疑い、死亡
鶏増加鶏舎内の酸素及び二酸化炭素濃度を
測定。酸素及び二酸化炭素濃度は、鶏舎入
り口ではそれぞれ 23%、0.25%であったが、
奥側はそれぞれ20%、0.4%であり、鶏舎奥が
低酸素傾向。この結果に基づき、鶏舎の換
気量を増やすよう指導したところ、死亡鶏
の発生は終息。以上により、当種鶏場にお
ける死亡鶏増加の原因は換気不良による低
酸素状態が惹き起こした呼吸不全と推察。

484.有色鶏卵の卵殻退色例における改善対
策の検討：岡山県高梁家保 串田規子、橋
本尚美

採卵鶏農場1戸で有色卵（赤玉、ピンク卵）
の著しい卵殻退色が度々発生するため原因
と対策について検討した。H24年1月に224日
齢及び336日齢で、11月に176日齢で発生。
卵殻色の著しい退色の他に卵殻厚、卵殻比
重、ハウユニットの減少傾向が見られたが、
産卵率、卵重に減少は認められなかった。
血中Ca及びP濃度に異常なし。卵殻退色の一
因となるニューカッスル病、鶏伝染性気管
支炎、産卵低下症候群-1976の抗体上昇なし。
1～3月にMycoplasma gallisepticum（MG）
の抗体陽転。以降、MG生ワクチンを育成期
に追加したが、11月にMG生ワクチン接種鶏
群で発生。1月、11月ともに3日間の総合ビ
タミン添加（ビタミンC含まない）により2
～3日で改善。バナジウム飼料混入も原因と
して知られるが、卵殻厚減少など発生状況
に加え、ビタミンC以外のビタミン剤で改善
されたことから否定的。負担の大きい産卵
ピーク期に、なんらかのストレスが卵管機
能を低下させたと推定された。

485.若齢特産肉用鶏の筋胃病変を伴う症例
の発生事例：徳島県徳島家保 井口陽香、
永田雅士

2012年8月から9月にかけ、管内特産肉用
鶏農場4戸において同一孵化場から導入した
若齢鶏（14日～21日齢）で死亡羽数増加（A
農場:4%、B農場:4.5%、C農場:1.5%、D農場:
1.5%）。剖検所見から筋胃ケラチン層の黒

色化、剥離、びらん等が共通して観察され
たため、鶏アデノウイルス（以下FAV)感染
症を疑い検査を実施。筋胃からのウイルス
分離は陰性、病理組織学的検査では細菌性
筋胃炎がみられ、核内封入体等の所見はな
いことからFAV関与を否定。その他、共通し
て骨髄の軽度～中等度脂肪化、ファブリキ
ウス嚢のリンパ球減少を確認。細菌学的検
査ではB・D農場で、一部主要臓器から大腸
菌、緑膿菌を分離。飼料中の魚粉使用、飼
料の切り替え、内容の変更はなし。その後、
同様の症例の発生はなく、終息。死亡原因
として、暑熱や畜舎配置等の環境性ストレ
スによる免疫低下、日和見感染による全身
状態の悪化、種鶏ロットの差等複数の要因
の関与が示唆された。

Ⅲ－５ 保健衛生行政

486.実践的防疫訓練を通じた高病原性鳥イ
ンフルエンザ（HPAI）防疫体制強化：北海
道網走家保 羽生英樹、横田高志

管内のHPAI防疫体制の更なる強化のため、
これまでの防疫演習を踏まえた実践的防疫
訓練を実施。廃業養鶏場の鶏舎、生鶏を使
用し、実際の発生現場を完全再現。併せて、
管内6カ所の一般廃棄物焼却施設（焼却施設）
の現地調査を行い、うち1カ所で死体焼却作
業の実証展示を実施。当日、参加者は集合
場所で健康確認後にバスで農場会場へ移動。
バスは経路上の消毒ポイントを通過。農場
会場では防護服着用、捕鳥、殺処分、死体
の密閉梱包等、一連の作業を体験。死体は
実際に焼却施設に搬入し、焼却。事後アン
ケートでは内容に対し高い評価。一方、医
療部局からは作業従事者の感染防止対策に
ついて問題点の指摘あり。これらの課題に
ついて保健師等と協議。改善策を机上演習
で還元するとともに、管内対応マニュアル
に反映。今後も訓練の動画を使用した作業
内容解説DVDの配布、継続した防疫訓練の実
施により、管内のHPAI防疫体制の維持向上
に努める。

487.所管区域が異なる地域防疫体制の検証
と対応：青森県むつ家保 長谷部加奈、中
村紀文

Y町は県内有数の養鶏地域であると共に、
地域県民局（県民局）と家保の所管が異な
っているため、迅速な防疫措置には両県民
局の連携が重要。平成23年10月に高病原性
鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフル
エンザに関する特定家畜伝染病防疫指針（指
針）が改正。今回、新たな指針に基づき防
疫演習を実施し、Y町における県民局の連携
等の防疫体制を検証。演習は各班で演習カ
ードの課題（消毒ポイント、防疫資材準備、
健康診査等）を具体的に検討。その結果、
両県民局の連携体制、初動防疫手順、役割
分担を再確認。一方、消毒ポイントでの初
動時の役割分担、詳細な防疫資材リストの
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必要性等の課題が浮上。演習後、両県民局
で検討会を開催、各担当からの意見を集約
した現地版マニュアル作成等、ルール作り
の必要性を再確認。今後は防疫演習の検証
結果を県マニュアルに提言し、さらに具体
的な防疫演習を積み重ね、県民局間で連携
した事前対応型の防疫体制を推進していく
所存。

488.高病原性鳥インフルエンザ発生に備え
た事前対応-埋却地確保に関する取組-：青
森県青森家保 須藤隆史、千葉和義

高病原性鳥インフルエンザは、家畜伝染
病予防法の一部改正等により初動防疫対応
に期限が設定。対応を検討するため県民局
内にプロジェクトチームを設置。管内最大
規模の40万羽飼養の系列2農場における発生
を想定。殺処分鶏の迅速処理に不可欠な埋
却地の事前選定・確保に取組。平成19年、
農場敷地内２か所を試掘。地下水が湧出し
不適と判断。家保と村が協議し農場に隣接
する公共牧場(国有地)を埋却候補地とし、
国有地を借受けている村が森林管理署（国）
と埋却利用の可否を協議。長期に亘る働き
かけを継続。今回、予定場所が当初と異な
る状況になったことから、国有地内に別の
候補地を選定し、国へ変更の問合せ。農水
省策定の防疫作業マニュアルに基づき、各
候補地の埋却地の要件について精査。試掘
により、全要件を満たす候補地と確認。近
日中に国と村の使用協定を締結予定。今後
は防疫資材の備蓄等を進めるとともに実践
的な防疫演習を継続し、一層強固な防疫体
制を構築。

489.組織力を活かす実践的な高病原性鳥イ
ンフルエンザの防疫演習：岩手県中央家保
髙安麻央、藤原洋

本県で高病原性鳥インフルエンザが発生
した際、所管振興局に広域又は地方支部を
設置、各部署が防疫措置を支援。また、310
名の県職員を防疫作業支援班員として予め
指名、発生現地へ急行する体制。平成24年1
1月、盛岡局管内での発生を想定した初動3
日間の行動計画の机上演習と実動演習を実
施。実動演習では、参加者全員(203名)を防
疫作業支援班員と仮定した集合施設の設置
運営、現地拠点施設への輸送、うち30名の
実演者の検診、防護衣着脱、殺・埋却処分
及び消毒ポイント作業の実動演習を実施。
特に、本県マニュアルで定める実寸大の埋
却溝を掘削したのは本県初。成果は①各部
署が役割分担を再確認、②参加者が殺処分、
埋却処分及び消毒ポイント作業を体感的に
理解、③県建設業協会との協定により、5社
の重機オペレーターが協調した掘削作業を
実施。各部署・業者が円滑に役割を果たす
ため、今後も実践的な演習の反復が必要。

490.空白だった発生から疑似患畜決定まで
の防疫演習～ＨＰＡＩ疑似患畜決定までの
リミット１０時間の動き～：秋田県中央家

保 菅原豪介、山口恭代
従来の防疫演習は疑似患畜決定後の消毒

ポイントや殺処分について実施してきた。
しかし、現地対策本部である地域振興局が
疑似患畜決定までにとるべき行動について
は演習を実施していなかったことから、発
生時には迅速な初動対応が危惧された。今
回は高病原性鳥インフルエンザ簡易検査陽
性から疑似患畜決定までの10時間に的を絞
り、地域振興局が行うべき手順について確
認することを目的に防疫演習を実施した。
演習は作業班毎に専用プロジェクターを用
い、マニュアルにない部分を含めた手順を
時系列でリレー式に解説した。職員の理解
を深めるために、後日改めて地域振興局と
意見交換を行った。各部から手順に沿って
県警・建設業界・物品調達先に対する具体
的な質問が挙がり、準備段階での職員の気
構えが備わり、さらに各部の連携が強化さ
れた。この演習が報道されたことにより、
他の地域振興局からも反響があった。今後
は、地域振興局主導の実践的な防疫演習に
取り組みたい。

491.「やまがた地鶏」振興に向けた取り組
み～養鶏未経験者への飼養衛生管理指導～
：山形県最上家保 水戸部麻子、髙橋馨

やまがた地鶏の管内飼養が平成17年に大
蔵村で試験的に開始。年間飼養羽数は17年
度1村3戸40羽から24年度は4町村11戸2,500
羽に増加。県関係機関と連携した振興支援
の中で、家保は飼養管理技術や衛生指導を
担当。飼養者は養鶏未経験の新規参入者が
多く、「やまがた地鶏の飼養管理マニュア
ル」だけでなく、現地での丁寧な指導が必
要。飼養管理技術指導は①飼養場所の選定
②鶏舎設備改善など。衛生指導は①入雛前
の鶏舎消毒②ニューカッスルワクチン接種
方法の改善③飼養衛生管理基準の遵守④疾
病発生時の対策など。振興支援全体では販
路拡大などの問題はあるが、衛生面ではコ
クシジウムの発生はあったものの指導後速
やかに終息、再発もなく育成率も高い状況。
今後も関係機関と連携し、経験年数や飼養
羽数変化など各飼養者の状況に応じた個別
指導を継続予定。特に23年度新規参入の1戸
が、24年度から管内最大羽数となる750羽を
初生雛で導入したことから、綿密な指導を
実施中。

492.国内初の農場HACCP認証取得養鶏場に対
する衛生指導：埼玉県熊谷家保 田代卓也、
斉藤良幸

平成24年4月、管内一養鶏場(採卵鶏約20
万羽飼育、GPセンター併設)が国内初の農場
HACCP認証を取得。平成14年度から取組みを
開始し、平成16年度から始まった埼玉県独
自の「埼玉県優良生産管理農場認証」(以下
「県認証」)を県内で初めて取得。認証にあ
たり当該養鶏場に対しサルモネラ検査や卵
の保管温度調査を行い危害要因を分析。こ
の結果、CCPとして導入、飼養管理、集卵及
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び卵の保管の4点を設定。また一般的衛生管
理は管理区分毎に数項目の基準を設定。家
保は一般的衛生管理状況やCCP検証のため定
期的に立入りし確認、指導を実施。また当
該養鶏場は家保の指導の下、国が進める農
場HACCP導入に向けHACCPチームを編成し検
討。県認証制度により確立した衛生管理手
法をベースとして平成21年度に公表された
農場HACCP認証基準に適合するシステムを構
築。平成24年度に開始された農場HACCP認証
を当該養鶏場は国内初取得。今後も指導を
継続し、安全安心な鶏卵生産を支援する。

493.都内養鶏場における飼養衛生管理状況
の実態：東京都東京都家保 寺島陽子、南
波ともみ

高病原性鳥インフルエンザ等の防疫対策
強化を目的とし、100羽以上の家きん飼養農
場に立ち入り、飼養衛生管理状況を確認し
ている。今年度調査を実施した36農場のう
ち、農林水産省が示す飼養衛生管理基準（チ
ェックリスト47項目）を全て遵守している
農場は0戸であり、半数以上農場で遵守され
ていない項目は、「家きん舎ごとの専用長
靴の設置」等の3項目であった。また、「定
期の報告」と立入調査結果における飼養衛
生管理状況（チェックリスト16項目）を比
較したところ、差異が認められた。本調査
より、都内養鶏場の飼養衛生管理状況は未
だ国が求めるレベルからは遠く、今後も多
くの改善指導を必要とすることが示唆され
た。また、本調査のような飼養衛生管理状
況の確認業務は、調査方法の問題点等から
農場の実態を正確に結果に反映させること
は困難であるが、飼養者への継続的な周知
・指導といった意味合いでは重要性が高い
と考えられる。

494.「出張形式講習会」導入による高病原
性鳥インフルエンザ等防疫演習の検討：東
京都東京都家保 林朋弘、南波ともみ
「高病原性鳥インフルエンザに関する防疫

作業マニュアル」に則した形で変更した作
業手順周知の必要に加え、過去の防疫演習
（演習）で「出張形式」による講習会実施
の要望により、今年度の演習は各事業所に
出向く防疫対策講習会（講習会）と実技を
行なう実地訓練の2本立てで実施。講習会に
先駆け防護服着脱方法などを記した資料を
配布、各要員が事前に内容を把握している
ことを前提に前半は体制や作業行程など要
点のみを説明することで時間を短縮、後半
の実技時間確保のため工夫。実地訓練は講
習会と過去の演習成果確認のため、事前説
明なしに各要員がどれだけ動けるかを目的
に実施。参加要員は概ね講習内容を実地訓
練でも活かせたが、防護服着脱でかなり時
間を要することが判明。今後は支援人員の
増員・育成も含めた防護服着脱の効率化検
討、当所職員の不足を補いうるリーダー人
員の育成、区市町村を対象とした演習実施
が必要。

495.採卵養鶏組合における高病原性鳥イン
フルエンザ防疫強化への取組：神奈川県県
央家保 米持修、前田 卓也

管内一養鶏組合（15事業所・70鶏舎・採
卵用成鶏約60万羽飼養）は、①車両消毒ゲ
ートの設置、②エッグトレイ等洗浄消毒設
備の整備、③外来者窓口の一元化、④早期
通報体制の整備等、防疫対策を講じてきた。
今般、家畜伝染病予防法（家伝法）等の改
正、飼養衛生管理基準（基準）の見直しに
基づき、養鶏組合の更なる防疫対策の強化
を図るため、当該養鶏組合の管理獣医師（2
名）と連携し、①家伝法等改正勉強会、②
衛生管理区域等の設定、③基準遵守状況の
確認、④改善講習会、⑤改善後の状況確認
を行った。 その結果、防疫強化取組への
決意表明をはじめ、各農場の取組状況の共
有化、意見交換及び工夫改善事例の波及等
の効果もあり、鶏舎出入り時の手指消毒、
鶏舎毎の専用靴使用及び防鳥ネット隙間等、
計41項目あった改善指導箇所のうち、29箇
所（70.7%）が改善。今後は、当該養鶏組合
が行っている取り組み方法を普及し、各地
域の防疫レベルの向上を図りたい。

496.管内養鶏場の飼養衛生管理基準遵守状
況と今後の指導：神奈川県湘南家保 阿部
美樹、松尾綾子

飼養衛生管理基準（基準）は平成16年9月
に制定、23年10月に改正。鶏については19
年度以降国の通達による飼養衛生管理チェ
ック表（チェック表）に基づき、遵守状況
を確認。家きんに対する基準は他の家畜よ
り詳細な項目があり、チェック表は基準よ
り厳格な内容。24年の遵守状況は、衛生意
識に関わる項目は多くの農場で遵守。経済
的負担を伴う項目は、対応不十分な農場も
あるが徐々に改善。規模別や後継者の有無
別の比較では、百から千羽未満飼養の小規
模養農場や後継者のいる農場で遵守項目が
多い傾向。多様な経営形態の農場に対し、
画一的に基準やチェック表の項目を適用す
るのは難しく、指導に苦慮。しかし、各農
場はその実態に見合った飼養衛生管理に努
めている。今後も各農場の実態に応じて優
先順位を定め、効果的な指導を進めると共
に、疾病の発生予防だけでなく、生産性の
向上や食品の安全性確保にもつながるよう
飼養衛生管理の向上を目指す。

497.農業高校のHACCP方式導入の取組と新た
な波及効果：新潟県中央家保 山家菜摘美、
村山修吾

農業高校より教育方針の一環でHACCP取組
の要望あり、説明会を開催。HACCP方式を導
入した畜産安心ブランド認定を目標に採卵
鶏で取組を開始。飼養衛生管理基準に基づ
く農場管理、鶏卵包装作業手順マニュアル
作成やサルモネラ検査による鶏卵衛生、HAC
CP方式の記録作成・保管等を指導。また、
生産物の直売イベント参加を提案・支援。
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衛生管理区域の設定、防鳥ネット追加、GP
室整備、鶏卵消毒方法等が改善され、記録
類も整備し、認定を取得。結果、生徒は衛
生管理の重要性を再認識、衛生意識や取組
意識のさらなる向上、生産物への自信と自
発性の向上及び畜産関係の職業に興味を持
つ等の効果が認められ、学校側の教育効果
も大きかった。現在、豚・肉用牛でHACCP方
式の取組も開始。今後、取組を継続するこ
とで、HACCP方式を理解する多くの人材を育
成、畜産従事者の確保、畜産農家や一般消
費者への情報発信により地域の活性化が期
待される。

498.肉用鶏飼養農家における農場HACCPへの
取り組み（第2報）：山梨県東部家保 藤岡
洋子、横山紅子

昨年より農場HACCPへの取り組みを開始し
た肉用鶏飼養農家において、素ビナの生産
を開始。肉用鶏の飼養管理に加えて、新た
に種鶏の飼養管理についても農場HACCPの取
り組みを始めた。昨年同様、農家と家保職
員による研修会を定期的に実施。農場HACCP
の前提となる一般的衛生管理プログラムの
確立を目指し、農場の作業マニュアルの作
成や各種記録の整備を進めた。取り組み1年
目となる種鶏の飼養管理については、工程
毎に作業内容の文書化に着手。取り組み2年
目の肉用鶏飼養管理では、文書化の継続と
内容の検討を進めた。文書化により日常的
な作業全般が整理され、作業全体の確認が
できた。今後も文書化作業を継続し、農場
の実態に即した作業マニュアルの確立を目
指すとともに、農場HACCPによって目指す具
体的な管理目標や、その達成に必要な衛生
管理を検討するなど、農家にとってより具
体的な取り組みを進めていく。

499.採卵鶏農家におけるハエ発生に関する
苦情対応：山梨県東部家保 菊島孝、横山
紅子

採卵鶏農家（12,000羽飼養、ケージ飼い）
におけるハエ発生に伴う苦情を近年受理。
今回、農家は省力的な防除策を試行的に実
施した。5月中旬に最初の苦情を受けた後、
5月下旬までに除糞完了。その後、ケージ下
の環境と殺虫剤の使用について3パターンを
設定した。7月中旬にイエバエが羽化し始め、
その後、例年にないくらいのイエバエの大
量発生が認められた。堆積糞の除去と各種
殺虫剤使用に努めたものの、7月下旬までハ
エ成虫の発生を抑えることはできなかった。
一般に、「ヒメイエバエはイエバエに比べ
て、水分の多いものよりも乾燥し始めたも
のから発生する」とされている。本年は5月
に除糞を行ったので、7月中旬までの鶏舎内
環境が例年と異なり、それぞれのハエの繁
殖にとって一時的でも好条件となったこと
が各成虫の大量発生を招いてしまったので
ないかと考えられた。冬期間の適正管理が
来春以降の発生防除につながるので、鶏糞
除去と殺虫剤の適正使用に努めるよう指導

中。

500.鳥インフルエンザの発生に備えた事前
整備の取組状況と課題：愛知県西部家保尾
張支所 美濃口直和、加古奈緒美

平成23年4月家畜伝染病予防法の改正等に
より、迅速かつ的確な初動防疫対応や発生
に備えた事前準備が明確化。平成23年度か
ら2年間管内44戸53農場に対する9項目(①～
⑨)の事前準備を県農林水産事務所と連携し
て実施。結果、①基本農家情報、②制限区
域内家きん農家等のリストアップ及び③交
通遮断場所の選定は、全て整備することが
できた。④消毒ポイントのリストアップは、
市町村の協力で新たに20か所を追加。⑤現
地詰所候補地の選定は、一部で選定場所が
道路等課題もあるが、全ての農家で選定。
⑥埋却候補地の選定は、地下水位が高い等
により選定割合は16%。⑦焼却施設への協力
依頼は、9か所の焼却施設と県農林水産事務
所が焼却業務の協定締結に向けて推進中。
⑧関係機関への協力依頼は、8回の防疫訓練
で具体的に実施。⑨発生農場シミュレ－シ
ョンは、4戸で作成。発生に備えた事前整備
は、各機関との協力関係と信頼関係を第一
に進めることが重要。

501.全員で鳥インフルエンザに備えよう―
防疫訓練の新しいカタチ―：愛知県東部家
保 加地恭子

東三河地域鳥インフルエンザ防疫対策部
会（以下、部会）の平成24年度の防疫訓練
は、実習による防疫作業実務の把握を目的
とする班別研修会と、初動防疫時の情報伝
達・指揮命令等の本部活動を中心とした全
体訓練の2部構成とし、昨年度までとは視点
を変えた全員参加型防疫訓練を実施。班別
研修会は愛知県鳥インフルエンザ対策実施
要綱に基づく防疫手順の確認、必要書類や
作業工程表の作成、屋外で実地演習など各
班が趣向を凝らした研修を実施。全体訓練
は、実在する農場での鳥インフルエンザ発
生を想定し、初動防疫活動を実施。本部で
は各班からの迅速な情報伝達により全体状
況を把握、本部からの的確な指示により円
滑な初動防疫活動が実現。その結果、班員
の問題意識向上に繋がり、訓練後は課題等
の活発な意見交換がなされた。中でも、情
報連絡方法の改善に対する必要性が高まり、
新たに防疫部会専用の情報連絡体制を構築。
その他の課題についても改善に取り組んだ。

502.高病原性鳥インフルエンザ発生に備え
た防疫資材備蓄の取り組み：三重県中央家
保 小夫家英樹、古野優

一昨年度、国内において9県24農場で高病
原性鳥インフルエンザ（以下本病）の発生
を確認。本県でも同時期に２農場で本病が
発生。防疫作業時に資材不足、追加物品調
達の遅れなどの問題点が浮上。それら課題
を踏まえ、今後の本病発生に備えた危機管
理体制の一環として、初動防疫作業に必要
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な資材の備蓄について検討。20万羽飼養規
模農場で約5日間の防疫作業に必要な資材を
備蓄品と緊急調達品に分類して各必要数を
算出。備蓄専用倉庫として迅速に設置でき、
低コストな海上コンテナを中央家保敷地内
に15棟設置。防護服、マスク、動力噴霧機、
投光機などを格納。財源は平成22年度県単
予算で対応。また発生時に各関係機関が情
報共有を行うための伝達網システムの構築
や作業派遣予定者に対する各種備蓄資材の
操作演習を実施。今後、飼養羽数規模別の
備蓄資材搬出マニュアル策定等を行い、本
病発生時の迅速な初動防疫作業遂行に備え
たい。

503.学校等の家きん飼養状況と高病原性鳥
インフルエンザ発生予防対策：京都府山城
家保 岡田めぐみ、森田誠

管内には家きんを飼養する小学校、幼稚
園及び保育園（以下学校等）が多く、養鶏
場での高病原性鳥インフルエンザの発生を
防止するためには学校等でも予防対策が必
要。そこで教育委員会等関係機関の協力を
得て学校等の家きん飼養状況の把握と本病
発生予防対策の確認・指導を実施。平成22
年の学校等の家きん飼養状況調査では、800
施設中121施設で鶏・アヒルなど平均3.2羽
を飼養。また平成23年の家畜伝染病予防法
改正に伴う飼養衛生管理基準の周知及び定
期報告の収集も関係機関の協力により効率
よく実施。今年度は学校等58施設を巡回。
防鳥対策、野生動物対策及び飲用水対策の
実施率は概ね良好。反面、鳥小屋周辺や出
入口の消毒実施率は低いため、専用長靴の
使用及び管理・ふれあい前後の手指の洗浄
又は消毒実施を重点的に指導。学校等の飼
養状況調査及び発生予防対策指導は、今後
も関係機関と協力・連携して実施するとと
もに、学校獣医師制度等、獣医師会との連
携も必要。

504.高病原性鳥インフルエンザの発生に備
えた実践型防疫訓練：兵庫県和田山家保
佐織德彦、北垣貴央

高及び低病原性鳥インフルエンザ（AI）
の防疫作業員の対応力不足、AI未経験の家
保職員の増加等から、実践型防疫訓練を実
施。関係機関・団体を参集し、当所職員の
指揮のもと消毒ポイントでの車両消毒作業、
採卵鶏舎で事前説明から殺処分まで一連の
作業を実施。家保職員の訓練を目的に、県
家保防疫作業マニュアル（マニュアル）に
基づき生鳥の殺処分を行いその有用性を検
証し、意見交換会を開催。訓練により家保
職員が役割を再認識し、参加者が作業内容
への理解を深めた。また、マニュアルの有
用性を確認し、効率的な殺処分のための知
見を得た。人や資材の積算に大幅な時間と
労力を要し、迅速に積算可能な汎用性のあ
る表計算システムを作成。県職員対象防疫
作業員説明会で殺処分の動画を用い、作業
内容を説明し高い研修効果。今回の訓練で

具体的な作業内容を理解し実践的な技術を
習得。今後も定期的に訓練を実施し、防疫
体制の維持向上を図る。

505.伝染性喉頭気管炎発生農場における防
疫対応と飼養衛生管理基準の遵守指導：兵
庫県姫路家保 瀧麻香、中条正樹

平成24年5月、肉用鶏団地（鶏舎数15棟、
飼養規模30,000羽）の2鶏舎4,200羽で血痰
を伴う呼吸器症状、死亡羽数の増加を確認。
病性鑑定の結果、伝染性喉頭気管炎（ILT）
ウイルスを分離。発生鶏舎の徹底消毒と敷
地内での鶏糞発酵処理を指示。ILT発生防止
対策として、20日齢の雛導入時にILTワクチ
ンを点眼接種するワクチンプログラムに変
更。その後の抗体検査により、変更後のプ
ログラムの有効性を確認。また、消毒後の
拭き取り試験による鶏舎消毒プログラムの
検討結果に基づき、より効果の高い消毒方
法を指示。さらに、飼養衛生管理基準の遵
守状況を確認し、外部からの病原体侵入防
止対策の徹底を、講習会等を通じて指導。
その後ILTの発生はなく、発生団地の出荷成
績は前年同時期と比較して改善。伝染病の
侵入・まん延防止のためには、飼養衛生管
理基準の遵守と適切な衛生管理の徹底が重
要である。

506.ブロイラー農場HACCP意向調査と今後の
取り組み：兵庫県和田山家保 岡野康行、
荒木亮二

平成23年末に農場HACCP認証制度（認証）
が開始され、ブロイラー農場（農場）に意
向調査を実施。農場の実情を把握している
ブロイラー生産団体（インテ）8社に、農場
HACCP（HACCP）取り組み状況、認証の認知、
当所への希望を調査。HACCP取り組み中は1
インテで今までの指導内容が定着、また2イ
ンテが今後予定。導入や実施上の問題点は
「自社では取り組み方がわからない」、「手
間かけて導入しても効果不明」。認証審査
開始は5インテが知らず、受けたいのは3イ
ンテで「安全性のアピール」「ブランド・
差別化」により優位に販売したい意向。認
証の問題点は「認証、継続にコストかかる」。
5インテで当所が実施中の内容により複数の
農場で取り組みを希望。インテと協働し勉
強会等の開催でHACCPの理解と啓発を図り、
農場の状態を確認後、自発的に取り組む農
場を育成。一般衛生管理農場のレベル向上
によりHACCP方式レベルを拡大。衛生管理レ
ベルの高い農場は認証を視野に支援を実施。

507.鳥インフルエンザ発生時の家きん卵早
期出荷に向けての取り組み：和歌山県紀北
家保 黒田順史、豊吉久美

鳥インフルエンザ発生時、移動制限区域
内の採卵鶏農場は卵出荷が出来ないが、制
限の対象外で要件を満たしたGPセンターへ
出荷は可能。管内採卵鶏農場のほとんどは、
農場に併設するGP（農場GP）からの出荷と
思われる。平成23年2月本県での発生時、農
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場GP再開に向けた対応に手間取ったので、
農場GPを把握し、発生時に迅速対応できる
よう取り組んだ。管内採卵鶏農場36戸を立
入調査。その結果を受け、関係機関と協議
し、資料作成。ほとんどの農場に農場GPが
存在。洗卵機の有無など農場GP毎に様々。
「再開の要件」を完全に満たす農場GPはほ
とんど無かったため、資料配付し、早期の
卵出荷に必要なことを説明し、啓発。工夫
により原卵と製品が接触しない作業動線に
することは可能。管内農場GPを把握でき、
発生時の混乱も軽減できると思われた。100
羽未満の農場については農場GPを把握して
いない所もあり、今後も継続的に調査。引
き続き「再開の要件」にあてはまるように
啓発していく。

508.現地防疫対策本部構成員等の危機管理
能力向上を目的とした総合的防疫演習の概
要：島根県松江家保 永海妃砂美、平野一
恵

平成23年度より本部構成員主体の防疫演
習を机上、実働併せて年2回実施。24年度は
家畜防疫作業マニュアル(HPAI・LPAI)及び
当所が提示した発生想定農場防疫計画案に
基づき、机上(6月)・実働(11月)両演習を関
連付け総合的に実施。担当業務への理解を
より深めるため、机上演習では本部各班(係)
が初動段階で作成する防疫作業計画等につ
いてヒアリング形式で重点的に検証し、業
務イメージを定着。実働訓練では、防疫作
業の習熟及び一連の流れの確認のため、よ
り実際の現場(各班・係)に近い状況を演習
会場及び周辺に再現。防疫作業従事者を2交
代で動かして防疫作業内容、作業者入替時
のサポート、交代時の連携・引継ぎ、現場
と本部間の連絡等について訓練を実施。ア
ンケート調査結果からも、演習参加者の危
機管理能力向上に一定の成果が得られたと
考える。危機管理能力の維持及び更なる向
上には、今後も段階的且つ総合的演習の継
続実施が必要。

509.HPAI所内防疫演習の成果と課題：岡山
県津山家保 西川真琴、廣瀬友理

HPAI発生時の迅速な対応を図るため、異
常鶏通報時の初動防疫演習と殺処分演習を
実施。実際に管内4戸の養鶏農場の協力を得
て実施したことにより、机上演習にない成
果を得ることができた。初動防疫演習では、
現地防疫員が発生農場における立入検査（臨
床症状等の確認）と膨大な疫学等調査の優
先順位に迷ったこと、所内での書類作成で
は、システムの動作が鈍い、様式が探しに
くいなど多くの課題が浮上した。殺処分演
習では、安全性及び作業性を考慮して6パタ
ーンの運搬方法を検証。市販台車＋密閉容
器＋鶏ビニール袋詰めの方法が最も作業性
が良く、鶏をビニール袋に詰めない方法は
安全性に問題があった。今後は、これらの
経験を生かして県マニュアルの見直しを行
っていくとともに、万が一の発生にも迅速

で的確な初動防疫が実施できるようさらに
検討を続けていきたい。

510.管内の肉用鶏専門農協を対象とした高
病原性鳥インフルエンザ防疫演習：山口県
西部家保 村田希、石川豊

管内の肉用鶏専門農協(以下、養鶏農協)
に対し、防疫意識向上、問題点抽出と改善
策協議を目的とした高病原性鳥インフルエ
ンザ防疫演習開催を誘導。養鶏農協職員と
の事前協議後、①養鶏農協役員や施設管理
者に対し、発生時の指示系統確立、各部署
の役割分担及び対応策確認のための研修会
開催、②養鶏農協組合員及び関係業者に対
し初動防疫に重点を置いた防疫演習開催、
③各施設の防疫対策上の問題点確認及び改
善策検討を実施。その結果、養鶏農協と家
保との危機意識共有、各施設の問題点確認
と改善策検討、施設職員の危機意識醸成、
組合員へ初動防疫及び緊急連絡体制の重要
性、定期消毒や飼養管理記録等日常の防疫
対策の必要性を周知。緊急連絡体制の整備、
早期通報手段の確立及び健康福祉センター
と連携を強化。一方、各施設の課題も明確
化。今後、これらの課題の整理及び改善策
検討や実行と同時に組合員に対する指導の
継続と地域全体の防疫意識の維持向上が重
要。

511.小豆管内におけるHPAI対策の取組につ
いて：香川県東部家保 渡邉朋子

管内の養鶏農家は小規模1戸のみである
が、毎年千羽程度のオシドリ飛来池がある
こと、自家採卵用等として鶏や烏骨鶏等が
多く飼育されていること、家伝法改正後、
羽数に関わらず定期報告の提出が必要とな
ったことから、町職員と連携して飼育者を
確認し立入検査を実施。また、小豆総合事
務所において毎月開催される公衆衛生企画
調整会議ではHPAI発生情報、死亡野鳥に関
する情報交換や発生時に動員される県職員
への研修会等の開催を実施。その結果、管
内には86戸で1,184羽飼育されており、10羽
以下が61.6%と半数以上を占めていた。導入
は自家産を含む島内産、県内養鶏場が多く、
県外からの購入も３戸あった。管内は離島
であり大規模な養鶏農家は無いが、HPAIが
発生した場合には、県内養鶏産業への影響
は少なからずあることから今後も定期的な
立入によりHPAI発生予防に努めたい。

512.放し飼い地鶏農場に対する防疫体制へ
の一考：高知県西部家保 石井圭子

県特産鶏土佐ジローは放飼が特徴。管内
農場の大半が小規模で、中山間地域に点在。
農場位置や飼養状況等の防疫関連情報を把
握しづらく、飼養者の高齢化や経済的事情
等から飼養衛生管理上の取組不十分。これ
ら課題の解決が、鳥インフルエンザ等の防
疫体制強化を図る上で重要。そこで今回、
管内土佐ジロー（一部会員）の「農場ナビ」
を作成。①農場までの経路②飼養状況③卵
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出荷先等の疫学情報等を記載。紙媒体で保
管でき、持ち出しと追記が容易なハンドブ
ック形式とした（家畜防疫情報システムを
補完）。農場ナビにより、記憶に頼らず農
場へ立入可。また、防鳥ネットに使用済み
漁網を、放飼場フェンスに竹を利用等、身
近な資材で防疫対策に取り組む優良事例を
農場ナビに記録。他農場へ情報提供、飼養
衛生管理基準遵守指導に活用。農場の飼養
状況等の記録、有用情報の収集と提供、継
続した指導は、特に小規模農場の防疫への
取組意欲を促し、防疫体制強化に繋がると
考える。

513.特定症状が認められたブロイラー農場
に対する防疫対応：福岡県中央家保 金子
和典、香月智弘

平成23年10月19日、3万羽飼養規模のブロ
イラー農場で41日齢の鶏群が、呼吸器症状、
脚弱を呈し、死亡率増加（0.07%→1.22%）。
高病原性鳥インフルエンザの特定症状に該
当。移動自粛等の指導を行い、農林水産省
（農水）へ報告。簡易検査及び遺伝子検査
陰性を確認。農水から新指針に基づく対応
指示があったが、風評被害等の恐れがある
ことから、農水と協議により、家畜保健衛
生所内部のみで可能な準備に変更。ウイル
ス分離2代継代で陰性を確認。本事例は、家
畜伝染病予防法第13条の2の届出として、法
改正後、全国初の事例。病性鑑定成績から
鶏大腸菌症と診断。法第13条の2の第5項に
よる判定を農水から受けるまで、届出から5
日間を要し、この間、移動制限措置を実施。
当該農場では過去2年間に鶏大腸菌症と診断
された事例が5例あり、死亡羽数の増加状況
は改正された法の特定症状に該当。特定症
状の判定には国内での発生の有無、過去の
病性鑑定成績等の考慮を望む。

514.教育現場への高病原性鳥インフルエン
ザ防疫出前講座実施：長崎県県南家保 溝
口泰正、小林貞仁

平成23年度夏季より、小学校を訪問し教
職員を対象に高病原性鳥インフルエンザ（H
PAI）対策の出前講座を実施。鳥類を飼育す
る管内の31校から15校を選定。飼育担当教
職員と教頭に対し、HPAIの基本的な情報と
鳥類飼育上の注意点等を説明。同時にHPAI
の発生防止上必要な対策実施の有無をチェ
ックリストを用いて飼育施設を確認し指導。
その後も再訪問し改善効果確認と指導を継
続。管内の鳥類飼育小学校に注意喚起のリ
ーフレットを年2回配布。指導後、施設専用
長靴の整備小学校は4校（33%）→14校（93%）、
施設が網目2cm以下のネットで覆われていな
い、ネットの破損箇所の補修未実施の小学
校がそれぞれ、2校（13%）、3校（20%）→1
校（7%）、0校（0%）と改善。全小学校で餌
は密閉容器保管で、野生動物の保管容器内
侵入を防止。HPAIの正確な情報の提供のた
めにも、小学校への訪問指導は効果的取組
みであり、継続の必要がある。

515.地域機関との連携強化による学校飼育
動物指導体制の確立：熊本県天草家保 崎
村武司、杉晋二

天草家保では、動物由来感染症監視体制
整備事業(教育現場型)により、地域獣医師
会、教育委員会(教委)と連携、学校飼育動
物の保健衛生向上と防疫指導を実施。各学
校の飼育状況把握、衛生検査等を平成12年
度から行っていたが、平成18年度から民間
獣医師の協力で、学校飼育鶏のND生ワクチ
ン年2回投与を開始。しかしワクチンに係る
経費、免疫賦与効果、関係機関の事務負担
軽減並びに家伝法改正に伴う周知と定期報
告実施等の課題が浮上。NDワクチン関係は、
教委による接種代金予算化、獣医師会を通
じた協力依頼及び接種方法変更、教委主催
会議も含めた複数回の説明等で対応。家伝
法改正関係は講習会等の場で周知・説明、
年度当初の飼育状況調査とあわせて定期報
告を行う体制とした。結果、①家保、教委、
獣医師会3者による連携体制、②鶏飼育全学
校へのワクチン接種と良好な免疫賦与が可
能なND自衛防疫体制、③鶏飼育全学校にお
ける定期報告実施が可能な体制の3体制が確
立。

516.大分県特定家畜伝染病防疫演習の実施
と検証：大分県宇佐家保 本多祥宏、尾形
長彦

2011年より本県防疫演習はより実践的な
方法として、演習当日早朝に対象農場を発
表､実際の動員者を召集、備蓄防疫資材の運
搬並びにレンタル資材の発注、初動防疫に
必要な各作業所の設営及び運営という形式
で実施。2012年、当家保管内の養鶏農場が
対象となり、昨年の防疫演習等で課題とな
った事項について以下の対策を講じ本県防
疫演習を実施。第一に備蓄資材を行き先別
に色分け保管、第二に窓口を統一した連絡
体制整備、第三に各作業場責任者の事前連
絡会議及び動員者の研修実施。以上の対策
について時間経過及び動員者のアンケート
を基に検証。検証の結果、速やかな積卸し
が行われ搬送時間が短縮、連絡が一元化さ
れ適切に情報管理、各作業場の責任者が初
動防疫に対する共通認識を持ち演習に臨み
速やかな設営及び運営が行われ成果を確認。
多くの演習参加者が防疫作業の流れを把握
し、発生時の対応への意識向上。これらの
対策は、実際に発生した場合の防疫対応に
も有効と示唆。

517.管内での高病原性鳥インフルエンザ（H
PAI）発生時における初動防疫体制の整備：
大分県大分家保 渡邉春香、安部行倫

平成23年、本県含むHPAIの全国的な発生
を受け、速やかな初動防疫体制整備をより
重要視し、4月に家伝法が改正され新たな飼
養衛生管理基準が定められたことからその
充実を図った。管内家きん飼養25農場を巡
回指導し、場内の衛生管理区域を設定。さ
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らに埋却候補地の調査・選定を実施後再度
巡回し、埋却可能羽数、土質等を考慮し、
埋却地としての適正を判断。結果、埋却候
補地については全て適正と判断。また本県
が新たに策定した防疫ガイドラインに基づ
き、農場クリーンゾーン候補地の選定およ
び防疫演習を実施し、再度初動防疫体制の
確認を実施。各項目における調査・選定の
過程では種々の問題があり、容易ではなか
ったが、県の機関と職員で連携することで、
管内の全農場で衛生管理区域、適正な埋却
候補地、農場クリーンゾーン候補地を選定
することができた。本調査で得られた情報
を家畜防疫マップシステムに追加・整備す
ることで、速やかな初動防疫体制づくりを
前進させていきたい。

518.高病原性鳥インフルエンザ発生時の動
員者安全確保並びに埋却予定地ランク分け
評価：大分県宇佐家保 加藤洋平、本多祥
宏

2011年2月の本県高病原性鳥インフルエン
ザ発生農場の防疫作業中、動員者にけが人
が発生。これを受け、当家保管内94養鶏農
場に対し、動員者への安全確保を目的とし
た情報提供のための農場詳細情報調査を実
施。併せて、埋却予定地のランク分け評価
を実施。農場詳細情報調査では、農場配置
図、鶏舎内構造及び危険地帯について調査
し図面化して整理。本資料は、2012年本県
防疫演習内で動員者への農場説明に活用。
埋却予定地のランク分け評価結果は以下の
とおり。埋却可能61農場（65%）、埋却処分
量に対する面積不足16農場（17%）、埋却不
可能17農場（18%）。面積不足並びに埋却不
可能農場については、新たに使用可能な埋
却予定地を確保するよう指導するとともに、
本病発生時の公有地の使用や運搬経路につ
いて検討。以上の調査及び評価結果を農場
毎に整理することは、動員者の安全確保だ
けでなく、より迅速な初動防疫計画作成や
防疫対応につながると示唆。

519.平成24年度管内の鶏全戸巡回の取組み
：宮崎県宮崎家保 弓削耕一郎、野村真知
子

一層の防疫体制の強化とその維持を図る
ことを目的に、昨年度に引き続き、管内の
全養鶏場を対象に巡回を実施。管内372農場
を対象に6月から10月にかけて昨年度の調査
データを基に「飼養衛生管理基準｣未遵守事
項を重点的に指導、調査を実施。肉用鶏は
空舎期間に鶏舎内外を、採卵鶏、種鶏等は
鶏舎周囲から目視確認。個人経営以外の農
場については、農場主に加えて技術指導員
の立会いのもと防衛意識の認識を共有。昨
年度と比較し、巡回した農場では、飼養衛
生管理基準を満たさない農場数が減少。中
には独自の工夫を凝らす等、明らかに農家
の意識が向上。埋却地未確保農場も徐々に
減少。また、系列会社の技術指導員等の協
力を得て、防疫対策を共有することにより

速やかな改善報告を得ることができた。今
後、飼養衛生管理に不備がある農場につい
ては、引き続き改善指導を継続。

520.管内みやざき地頭鶏農場における指導
体制の強化：宮崎県延岡家保 山下裕之

管内JA日向傘下のみやざき地頭鶏農場に
おいて鶏コクシジウム病（コクシ）が相次
いで発生したため、関係機関による指導体
制の見直しを行い、コクシ対策を講じた。
指導体制の強化のため、関係機関（JA、振
興局、普及センター、家保）に管理獣医師
を加え指導内容の役割を明確化。JAが生産
農場の統括、振興局は行政的支援、普及セ
ンターは飼養管理指導、家保は検査と衛生
指導、管理獣医師は予防・治療等とし、農
場立入時は、原則チームで対応。コクシ対
策として飼養管理指導、病性鑑定結果に基
づく投薬治療、鶏舎床の客土及び生石灰消
毒等を実施。これまで疾病対策等は家保主
体で個別に対応していたが、指導チームの
体制を見直し、チームが一体となって農場
対策に取り組むことで、現場の情報をチー
ム全体で共有出来るとともに、飼養管理指
導、衛生指導、疾病対策の指導を迅速かつ
総合的に実施できるようになった。

Ⅲ－６ 畜産技術

521.管内肉用鶏農場における生産性向上へ
の取り組み：鳥取県西部家保 植松亜紀子、
長千恵

管内肉用鶏農場（ウィンドレス鶏舎、2.5
万羽規模）において週1回の定期的巡回指導
を実施した。継続的に鶏舎内環境チェック、
体測、抗体検査、随時病性鑑定を行い、飼
養管理の改善を図った。指導前に比べ育成
率、飼料要求率、プロダクションスコアが
上昇し、生産性向上につながった。一方で2
～3週齢に大腸菌症による死廃率が増加する
傾向があることが判明。空舎期間における
消毒徹底、舎内湿度対策のための鶏舎環境
整備、ワクチン投与前後のビタミン補給等
を行ったところ、次回ロットでは大腸菌症
による死廃率は減少した。

522.養鶏場のハエ対策における毎月点検指
導の成果：岡山県高梁家保 橋本尚美、串
田規子

養鶏場のハエ対策は、畜産環境問題に加
えて近年、伝染病発生予防や蔓延防止の観
点から重要度が増している。このため全戸
を対象とした啓発資料配布及び前年度ハエ
苦情のあった管内2養鶏場を対象に毎月点検
と指導を実施した。指導方針は幼虫対策を
基本に、成虫への毒餌を補助的に併用し、
成虫への薬剤散布は実施しないこととした。
A農場（高床鶏舎）では幼虫発育阻害剤（IG
R剤）の飼料添加タイプを継続使用し、ハエ
増加初期の4月に毒餌を追加、6月ハエ増加
時にIGR剤添加機の不具合を確認し改善し
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た。8月にハエが増加し薬剤耐性が疑われた
が、ニクバエ中心であったため耐性による
ものでないと判断し、変更や追加はしない
こととした。B農場（低床鶏舎）ではIGR剤
を鶏糞へ定期散布し、4月ハエ増加時に発生
源へ薬剤の集中散布、6月に除糞とIGR剤変
更、9月にIGR散布増量を行った。2農場とも
毎月の点検と指導でハエの発生数は一定レ
ベルで推移した。

523.換気に重点をおいた防鳥ネットの設置
指導：岡山県井笠家保 馬場彩、守屋吉英

家伝法の改正に伴い平成23年10月に飼養
衛生管理基準の見直しが行われ、防鳥ネッ
トの網目が2cm以下とされたが、目詰まりに
よる換気不良から鶏病発生を危惧する農家
が少なくない。そこで管内農場の低床鶏舎1
棟で実証展示を兼ねて防鳥ネット設置研修
を実施。使用ネットはモノフィラメント素
材で、目詰まりが少なく風の抵抗も受けに
くいことが期待された。設置作業は、作業
性と安全性を考慮して2台の脚立にバタ板を
渡して足場とし、その上で屋根の軒に建築
用ホッチキスでネットを固定。換気対策と
して、風雨により自然に目詰まりが防止さ
れるよう、軒より外側に斜めに張り出して
設置。設置から半年以上経過したが、軒か
ら先の一部に埃が付着しているものの全体
的に付着は認められず。また、強風にもあ
おられず破損も生じなかった。資材も比較
的安価で設置角度の工夫により換気の問題
も解消されるため、低床で自力での施行が
可能な設置方法として今後の普及を図って
いきたい。

524.採卵鶏における水産系未利用資材を用
いた卵殻質改善試験：愛媛県養鶏研究所
谷修

採卵鶏は、加齢やストレスなどにより卵
殻質が劣化することから、飼料中へのカル
シウム源添加が一般化している。そこで、
県内真珠養殖場から生じる水産系未利用資
材（真珠貝殻）給与による卵殻質の改善効
果について検討した。試験は、市販配合飼
料に真珠貝殻、カキ殻（共に中目）の1.5％
添加区を設定し、それぞれ高齢区480～564
日齢白色卵鶏種、若齢区201日齢～（6か月
間予定）白色卵鶏種・褐色卵鶏種に給与し
た。 産卵率、卵重、飼料消費量について
は各区間で大きな差は見られなかった。卵
殻厚、卵殻強度については、真珠貝殻添加
区において高齢区、若齢区共に添加後高く
なる傾向を示し、カキ殻添加と同程度の効
果が示唆された。なお、鶏種における効果
においては現在のところ特に大きな差は見
られていない。

525.媛っこ地鶏母鶏の能力検定：愛媛県養
鶏研究所 岸本勇気、難波江祐介

媛っこ地鶏の雛を安定かつ効率的な生産
のためには、媛っこ地鶏の基礎となる二元
交配種(母鶏)の産卵能力等を把握し原種鶏

の改良方針について検討が必要。そこで、
母鶏の能力を調査するため国から母鶏と同
じ二元交配種(有色卵鶏)である3鶏種(卵肉
兼用種1・卵用種2)を導入し合計4鶏種（各
鶏種250羽）の比較調査を実施。過去3年間
について、期間を各年448日間(5月～翌年8
月)調査し、調査項目は育成率・生存率・体
重・産卵率・飼料消費量・飼料要求率・卵
質。【結果】母鶏は他の３鶏種と比較して
産卵率、50％初産日齢、卵殻強度及び卵殻
厚が劣る成績。【改良方針】産卵率の低下
は50％初産日齢の遅延と深く関係しており、
50％初産日齢の短縮により産卵能力の改良
と、良質な種卵確保には卵殻強度及び卵殻
厚の改良も必要。これらの結果から国の卵
肉兼用種と同等の能力を持つ母鶏作出を目
標に、種鶏改良事業により原種鶏を改良し、
媛っこ地鶏の雛の安定供給及びブランド力
の向上を図る。

526.簡易鶏舎による黒さつま鶏飼養：鹿児
島県姶良家保 岡田大輔、藤岡康浩

ビニルハウスを再利用した簡易鶏舎での
黒さつま鶏（薩摩鶏と黄斑プリマスロック
の一代交雑鶏）飼養を報告。飼養衛生管理
改善のため、農場入口に車両消毒マット、
簡易鶏舎毎に踏込み消毒槽・専用長靴等を
設置。床面は清掃・消毒の簡易化のため、
農機具により安価で簡易に舗装できる「し
らすセメント」を試験的に一部施工。簡易
鶏舎内温度は8-9月で最高39.1度、平均27.3
度であったが、各部屋への扇風機設置や飼
養密度の低さ等により、心配された熱死は
発生しなかった。鶏コクシジウム病発生を
うけ、ワクチン投与と抗コクシ飼料給与の
重複を無薬飼料へ切り替え、発症鶏への獣
医師の下での治療を指導。その後発症は収
まり、死亡率が改善。雌は出荷目安体重2,7
00gに目標日齢で達する良好なロットもあっ
たが、一方で雄は目標日齢より延長する傾
向であった。今後も課題に取り組み、さら
なる生産性向上に努めたい。

Ⅲ－７ その他

527.企業養鶏場における生産阻害要因の究
明：青森県八戸家保 仲佐友身、角田公子

管内の肉用鶏飼養農場は県内6割の57農場
で大半は企業系列農場。A企業生産部及び生
産者の要望から6農場(a～f)の鶏舎環境調
査、とう汰鶏病性鑑定及び分離大腸菌の薬
剤耐性獲得状況調査で生産阻害要因を分析。
結果、鶏舎消毒後の一般細菌数はニップル
やホッパーで高い傾向。敷料一般細菌数は2
0日齢時に109CFU/g以上。病性鑑定ではa,b,
d農場で大腸菌症様内臓病変、c農場で肺病
変が多発。全農場で小腸粘膜の充出血を認
めコクシジウム感染の疑い。a,b,d農場の20
日齢時点敷料大腸菌群数は他農場より多い
傾向。b農場で7日齢時に大腸菌症による死
廃率が上昇し、抗血清混合1凝集多剤耐性大
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腸菌を分離したが30日齢時分離大腸菌は血
清型不明。今回の調査で管理プログラム上
ストレスが集中する20日齢頃と敷料一般細
菌数が急増する鶏舎内環境悪化時期が一致。
鶏大腸菌症は生産阻害の一大要因で飼養初
期段階の環境対策が重要であることが判明。

528.シートを用いた簡易プールによる鶏の
殺処分方法の検討：福島県県南家保 松田
与絵、山本みどり

特定家畜伝染病防疫指針により、高病原
性鳥インフルエンザの病性判定後24時間以
内のと殺完了が求められる。今回、殺処分
に係る作業時間の短縮を目的に、シートで
作成した簡易プールに鶏を収容し炭酸ガス
を満たすことで一度に大量の鶏をと殺する
方法について検討。屋内試験では、市販の
ブルーシートとドライアイスペレット（2kg
/㎡）を用いることで、プール内の炭酸ガス
濃度は緩やかに上昇、OIEが定める必要濃度
40%以上を190分以上維持。空き採卵鶏舎を
利用した検証でも同様の結果。鶏の捕鳥・
運搬及び逸走阻止・羽ばたきによるガス拡
散防止には市販のタマネギ包装用ネットが
有用。簡易プール法は新たな構造物を必要
としないことから設置が容易であり、ドラ
イアイス及びネット袋の利用と併せて作業
員及び作業時間の大幅な削減が見込まれ、
本法の実用性が示唆。

529.高病原性鳥インフルエンザ発生時の死
体焼却処理の検討：埼玉県熊谷家保 田嶋
径佳、馬場未帆

市町村等が設置している管内全ての一般
廃棄物焼却処理施設（一廃施設）9か所及び
民間の産業廃棄物焼却処理施設（産廃施設）
3か所に現地立入し、聞き取り調査及び死体
等の搬入から焼却までの作業動線を確認。
一廃施設では、施設構造や処理能力、炉の
老朽化などにより、受入条件が異なった。
また、全施設で、ホッパ室内の炉投入口に
死体を人力で投入する必要があり、一般ゴ
ミと区分された搬入経路の確保や投入作業
員の確保、安全な作業環境の構築等に課題。
感染性廃棄物を処理する産廃施設では、感
染性廃棄物用密閉容器に鶏死体を密閉して
収集・運搬し、人の手を介さない完全自動
化ライン等で炉に直接投入。このためウイ
ルスの飛散防止や投入作業員が不要になる
などの利点。管内最大規模農場の鶏死体を7
2時間以内に焼却するためには、密閉容器の
備蓄や新たな産廃施設の確保、複数の一廃
施設における分散処理等が必要。

530.関係機関と連携した飼料用米の利用推
進事例：埼玉県中央家保 中里有子、木下
明子

現在の畜産は輸入飼料に依存した経営と
なっており、県では、県産飼料の生産・利
用拡大を基盤とした安定的な畜産経営の確
立を図るため、水田を利用した耕畜連携に
よる飼料生産・利用を推進している。この

ような中で、管内養鶏農家15戸、養豚農家2
1戸に飼料用米利用希望調査を実施したとこ
ろ、養鶏で1戸、養豚農家4戸が条件が整え
ば利用を希望するとの回答があった。今回、
養鶏農家1戸において、県畜産研究所の協力
を得て給与実証を行った。給与実証は、成
鶏166羽に対し、配合飼料の約12%を飼料用
米で代替した。産卵率、卵黄色カラーファ
ン値、食味等を対照群と比較したところ、
いずれも差は認められなかった。今後の利
用に向け、消費者アンケート結果を参考に、
鶏卵の付加価値販売等を視野に入れ、関係
機関と連携し指導していく。

531.千葉県高病原性鳥インフルエンザ防疫
演習の検証：千葉県東部家保 猪熊道仁、
島田純

口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ（HPA
I）が相次いで発生したことから、本県では
急性悪性家畜伝染病対策本部設置要綱及び
対応マニュアルを作成し、その内容を踏ま
えたHPAIの防疫演習を実施した。演習に先
立ち、作業部会を設置し演習内容の検討を
行った。演習テーマとして「HPAI発生農場
対策班の班長、リーダー及びサブリーダー
の育成」に重点を置くとともに、発生時を
想定して実施した。内容は①HPAIの知識②
防疫服の着脱方法③鶏のケージからの取り
出し④動力噴霧器の使用方法を説明と実地
に分けて行った。演習後に参加者から、サ
ブリーダーとして発生時の作業の流れがわ
かった、鶏を初めて触り貴重な経験となっ
た等の実地に対する評価が得られた一方で、
防疫服の着脱方法がわかりにくい、作業へ
の指示が聞き取りづらい等の意見もあった。
今後はこれらの点を改善し、発生時に迅速
かつ的確な対応がとれるよう防疫体制の整
備、向上を図っていきたい。

532.西濃地域高病原性鳥インフルエンザ防
疫対応～労働衛生からの作業条件の検討～
：岐阜県西濃家保 村瀨舞子、長谷川幹治

高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発生
時、関係機関協力の下、人員を動員し防疫
対応をするが、他県での過去の事例に防疫
従事者の労働衛生に関するデータ公表はな
い。万一の発生に備え、西濃保健所と連携
し、労働衛生に配慮した作業マニュアルに
資するよう夏場及び冬場に作業条件を検討
した。防疫従事者が養鶏場にて発生時と同
様の装備、類似の作業を行い作業前後に健
康検査を実施。作業中体温1.2℃、脈拍数32
回/分上昇した。寒冷時は60分作業継続でき
たが、同作業を続けるのは身体的負担が大
きかった。暑熱時は15分以上継続作業が困
難であった。今回の作業より、地域・季節
・作業内容を加味して作業条件設定が必要
と感じた。HPAI発生後、原則24時間以内の
と殺、72時間以内の焼埋却が原則で、心理
的負担も加わりより厳しい条件内での作業
となるので、適切な健康管理ができるよう
検討結果を関係機関と連携し、生かしてい
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きたい。

533.鳥インフルエンザ防疫演習に基づいた
課題の検討：静岡県中部家保 曽布川亜弓、
土屋守

平成24年度の県鳥インフルエンザ防疫対
策マニュアルの改正により、現地対策本部
組織の危機管理体制が強化された。これを
機に、防疫演習を従前の家保主導の防疫作
業の説明等を中心とした内容に加え、各班
要員が発生シミュレーションに基づいて自
発的に課題を洗い出して討議する方法で実
施。その結果、土木専門家から埋却工法の
改善、一般要員からは輸送手段確保の困難
性や具体的な現場イメージが浮かばない等
の意見が得られた。これらの課題を解決す
るため、具体例として施工可能な埋却レイ
アウトの作成、民間運送業者との協議、農
場や消毒ポイントについての詳細情報を充
実、図表化して全要員の共通認識を図る等
の改善策を実施。残された課題についても、
部局横断的に畜産以外の専門分野の技術者
等との連携を強化し、具体的な解決策を模
索する。

534.養鶏場における野生動物実態調査：京
都府中丹家保 島村優理、矢野小夜子

高病原性鳥インフルエンザの発生予防で
野生動物対策は重要。養鶏場の実態を把握
し対策の基礎資料とするため、1,000羽以上
の養鶏場18戸（採卵鶏9戸､肉用鶏9戸）を対
象に野生動物侵入状況、被害の有無、対策
等を聞き取り調査。また、モニター農場1戸
に赤外線センサーカメラを設置し、野生動
物侵入状況を確認。過去2年間、敷地内での
野生動物の目撃あるいは足跡等を認めた農
場は16戸で、イノシシ、シカが最も多かっ
た。被害農場は9戸で、季節や地域による差
は認められず、被害内訳は鶏の圧死(肉用鶏）
や捕食(採卵鶏）、施設の損壊などであり、
動物種はイノシシ、イタチ及びテンが主体。
再発防止策では侵入路の閉鎖、電気柵や鶏
舎間の柵が有効。モニター農場では、鶏舎
周辺でイタチやネズミを、農場敷地内でシ
カ、キツネの侵入を認め、カメラ設置は活
動時間帯や侵入路の把握に有効。今後、担
当部局の助言を得て、農場の実態にあわせ
た野生動物侵入防止対策の強化を図りたい。

535.淡路地域の鳥インフルエンザ（AI）対
策：兵庫県洲本家保 大原信弥、加登岳史

平成23年に家畜伝染病予防法（家伝法）
及び特定家畜伝染病防疫指針（指針）が改
正。改正家伝法及び指針に対応するため、
対策の改善を実施。①平成20年に淡路地域
の全農場について、農場別防疫計画書（計
画書）を作成していたが、更に迅速な初動
防疫のため、新たな情報を追加した計画書
の見直しを実施。②改正家伝法及び指針に
対応した「所内の机上演習」、「動員者説明
会」、「消毒ポイントにおける実動演習」の
計3回の防疫演習を実施。③淡路地域では、

平成18年に3焼却施設がAI発生時の相互応援
に関する協定を締結。今回、3焼却施設での
焼却スケジュールを見直したところ、大規
模農場で発生があった場合には、改正指針
で定める72時間以内での焼却処分が困難で
あり、埋却や3施設以外での処理が必要。計
画書の見直しや防疫演習の開催により、変
更された初動防疫の対応を確認でき、関係
者の役割の自覚や認識が高まった。

536.管内養鶏場における臭気対策と官能試
験：奈良県奈良県家保 松本紘美

管内養鶏場において長年臭気の苦情があ
り、対策として鶏糞に混ぜていたA剤(主成
分:硫化鉄)に代わる資材と添加方法を検討。
資材はA剤、茶葉製造残渣（以下、茶）、他
4種。各資材を鶏糞に5%（A剤0.1%）「覆う」
または「混ぜる」で添加し、北川式ガス検
知管によりNH3濃度を測定。結果、「鶏糞の
み」のNH3濃度を100%とした場合、1時間後
は「茶覆う」が30%、24時間後は「茶混ぜる」
が52.9%となり、茶の使用で最も効果がみら
れた。次に、鶏糞に対する茶の添加濃度(1%、
2.5%、5%)を検討したところ、24時間後では
「茶混ぜる5%」で37.5%となり最も効果があ
った。さらに、三点比較式臭袋法を用いた
官能試験を実施。1時間後の臭気濃度が「鶏
糞のみ」で412、「茶混ぜる2.5%+茶覆う2.5
%」で138、「茶混ぜる5%」で69、72時間後
では「鶏糞のみ」で174、「茶混ぜる2.5%+
茶覆う2.5%」で41、「茶混ぜる5%」で73と
なり、茶の使用により官能的にも効果があ
る可能性が示唆された。

537.採卵鶏農場のアジュバント肉芽腫発生
と対策：和歌山県紀南家保 山本敦司、吉
川克郎

平成24年6月、1600羽飼養農場からの通報
があり、育成鶏舎520羽中約100羽に顕著な
顔面腫脹を認めたため、病性鑑定を実施。9
8日齢の発症鶏3羽、血清・気管スワブ・ク
ロアカスワブ各10検体を材料に、細菌・ウ
イルス・病理組織学的検査を実施。78日齢
にND･IB･ICのオイルアジュバントワクチン
接種済。剖検で両側の顔面腫脹部皮下に粟
粒大の黄白色結節を認めた。病原体関与は
なかった。病理組織学的検査でHE染色では
顔面腫脹部に肉芽腫を形成、脂肪染色では
肉芽腫中心部壊死巣にズダンⅢ陽性顆粒を
認めた。腫脹部以外で特異所見はなかった
ため、ワクチン接種によるアジュバント肉
芽腫と診断。再現試験により頚部背側皮下
の頭側にアジュバントワクチンを接種した
試験鶏全羽に顔面腫脹が認められ、病性鑑
定でも野外事例と同様の結果を得た。以上
より頚部背側皮下の中央部から肩部までの
接種では顔面腫脹は発症しにくいと判断。
今後も、適切なワクチン接種方法を指導し
ていきたい。

538.高病原性鳥インフルエンザ実地防疫演
習の実施：鳥取県倉吉家保 岩尾健、岩井
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歩
平成24年11月、廃業した採卵鶏農場を高

病原性鳥インフルエンザ発生農場と想定し
て実地防疫演習を実施。集合施設において
初動防疫計画提示及び現地総合対策チーム
各班による現況説明（想定）の机上演習並
びに防疫作業従事者への健康調査、診察を
行った。その後、消毒ポイントを経由して3.
5Km離れた農場にバスで移動。農場では鶏20
0羽の殺処分（模擬）、汚染物品処理及び鶏
舎消毒等の実地演習を実施。防疫作業参加
者は、普段は鶏を扱うことのない動員予定
者（総合事務所職員及び市町村職員）を主
体とした。当家保ではこれまで、机上演習、
防疫服脱着等の実演演習及び埋却実地演習
を実施してきたが、今回実際の農場で生き
た鶏を利用したことで、動員予定者が防疫
作業に対してより理解を深めることができ
た。

539.福祉施設における採卵鶏の飼養衛生管
理改善の継続指導：佐賀県中部家保 平野
和子、陣内孝臣

平成23年、福祉施設経営の採卵鶏農場に
おいて産卵率低下の原因調査と改善指導を
報告。一定の成果は得られたが、課題が残
り継続指導を実施。平成24年1月、オールイ
ンオールアウトにより大雛1,200羽を入雛。
前年指導の①畜舎内換気と光量調整②ワク
モ駆除③業務記録の記帳等の継続に加え、
課題であった飼養密度等の不均衡による尻
つつき防止対策として、鶏舎内間仕切りを
従前の2群から4群に区分し、止まり木設置
等による飼養密度の軽減を指導。また、ワ
クモ発生時の早期駆除と血液抗体検査と寄
生虫検査を実施。飼養密度は、間仕切り増
設等で1鶏群12.5/坪となり尻つつきも減少。
6月にワクモが発生し、火炎バーナーによる
駆除によりその後の発生は見られず、衛生
検査においても異常は認められなかった。
今回の指導と前年の指導事項も適切に実践
され、産卵率の低下は認められず、前回飼
養羽数の8割でほぼ同程度の生産個数が得ら
れ経営は改善。

540.北部地域における高病原性鳥インフル
エンザに対する初動防疫体制の確立：沖縄
県北部家保 金城将哉

管内の主要産地での初動防疫体制の確立
を目的に防疫実働演習を実施。ロールプレ
イング方式で発生農場及び周辺農場での初
動防疫措置、実技方式で消毒ポイントの設
置・運営、食鳥処理場等での事業再開のた
めの要件確認、福祉保健所による防疫作業
者の感染防御とバイオセキュリティ確保に
ついて実施。周辺農場での初動防疫措置は、
飼養戸数が多い家きん農家への緊急連絡・
報告徴求等について自治体との連絡体制を
確認。ウイルス拡散防止のための農場周辺
の消毒ポイントは、肉用鶏主要産地の自治
体が連携して設置・運営を実施。事業再開
のための要件確認では、県が食鳥処理場・G

Pセンター・ふ卵場に立入り要件への該当確
認と改善指導を実施し早期流通再開体制を
構築。防疫作業者の感染防御とバイオセキ
ュリティ確保については福祉保健所が主体
となり、市町村・関係団体から動員された
防疫作業者の健康管理と防疫作業服着脱指
導を実技場所で実施。これらにより、主要
産地等が迅速に対応できる初動防疫体制の
確立において大きな成果を得た。

541.高病原性鳥インフルエンザの発生を想
定した防疫措置の試行と検証－殺処分から
運搬・焼却まで－：沖縄県中央家保服部洋
祐、貝賀眞俊

殺処分鶏を埋却処分するにあたり、硬い
岩盤や、掘削時に発見される可能性のある
不発弾処理等により、迅速な埋却ができず、
防疫措置に支障がでる恐れがある。HPAIが
発生した場合を想定し、殺処分から運搬、
焼却処分方法等の防疫対応を試行・検証。
ポリバケツに10羽入れ、5秒注入したところ
1分10秒で全羽死亡を確認。フレコンバック
では50羽入れ、20秒注入したところ１分15
秒で全羽死亡を確認。2kgの鶏10羽を入れる
のには40ℓのペール缶が最適。 殺処分鶏の
みを焼却炉に投入した場合は、規定の温度
には達することができず、補助バーナーに
より温度保つ時間が長くなった。他の廃棄
物と混焼することが燃焼温度の確保及び燃
料の使用量の点からも得策。今後は各農場
から焼却施設までの移動ルートの確認とそ
れに係る関係市町村や焼却施設所有自治体
の理解を得ながら、迅速な防疫措置ができ
るような体制を構築していく。
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Ⅳ 馬の衛生

Ⅳ－１ ウイルス性疾病

542.日高管内における馬鼻肺炎多発要因の
疫学的考察：北海道日高家保 山本敦子、
笹野憲吾

【はじめに】平成23年12月から平成24年5
月にウマヘルペスウイルス1（EHV1）による
馬鼻肺炎（流産・生後直死）が多発（23戸3
4頭）、要因を調査。【発生概要】約半数が
継続発生（4戸15頭）。5戸13頭と発生が集
中したX地区のA牧場では妊娠馬の8割が継続
発生。【材料と方法】気象データ、衛生管
理状況、流産胎子等由来EHV1遺伝子、発症
馬等の抗体を調査。【結果】1～2月の平均
最低気温は例年より1～2℃低く、発生は2～
4月に集中。ワクチン接種率は発生牧場と管
内で大差なし。X地区は繁殖馬と育成馬が同
居する牧場が密集。A牧場も同様の飼養形態
で初発時に妊娠馬全頭が好発胎齢。遺伝子
解析で新たな株の流行はなし。継続発生牧
場では初発後に飼養馬の抗体価有意上昇。
【まとめ】寒冷ストレスによる管内全域で
の発生増加、牧場密集地域での水平伝播、
牧場内流行による継続発生が多発要因と推
察。対策として総合的な飼養衛生管理の徹
底が重要。

Ⅳ－２ 細菌性・真菌性疾病

543.馬パラチフス多発地域における清浄化
への歩み：北海道釧路家保 鈴木雅美、前
田友起子

管内ではS52 ～H17年に馬パラチフスが43
4頭発生。第1回流行期（S52～53）は5市町
村168頭、第2回流行期（H9～10）は7市町村
100頭が発生。公共牧場から一般農場への保
菌馬の分散により流行。飼養者の防疫意識
向上及び地域特有の飼養方法の改善等、課
題が表面化。直近（H16～17）では1町13頭
で発生。野生動物の媒介による感染拡大と
推測。S52年以降、馬パラチフス血清注射事
業、公共牧場入牧馬等を対象とした抗体検
査及び流産馬等の病性鑑定により、感染リ
スクの高い個体の摘発及びまん延防止対策
を継続。また、馬の飼養衛生管理基準によ
り、適正な衛生管理の啓発・指導を実施。
現在、早期摘発及びまん延防止対策により
本病は清浄性を維持。継続的な防疫対策推
進のため、検査にかかる助成事業の検討が
必要。今後も、地元関係機関と連携し、飼
養衛生管理水準の向上や伝染性疾病のまん
延防止対策に努めるよう指導・啓発を推進。

544.Clostridium difficileの関与が疑われ
た競走馬のX-大腸炎：石川県南部家保 沖
尚子、高井光

X-大腸炎は甚急性で致死性の高い馬の急
性出血性下痢症で、近年、原因としてClost
ridium difficile（C.d）の感染例の報告あ

り。本菌の関与が疑われたX-大腸炎の一症
例を報告。県内トレーニング施設にて、競
走馬が水様性下痢、沈鬱、虚脱症状を呈し
抗生物質を投与後、同日、水様性暗赤色下
痢便、血液濃縮を認め、甚急性の経過を辿
り死亡。盲・結腸粘膜面は全域で充出血し、
結腸内容物は暗赤色水様で流動性が高く、
回腸から結腸において粘膜上皮細胞から粘
膜固有層の壊死と剥離、粘膜下組織の水腫
性肥厚、盲腸から直腸の粘膜固有層にリン
パ球浸潤と出血、血管壁の粗鬆化を確認。
有意な菌は分離されなかったが、抗C.d Tox
inB抗体による免疫組織化学染色にて病変部
に陽性シグナルを観察。以上より、出血性
壊死性大腸炎、いわゆる「X-大腸炎」と診
断。本症例はストレスの関与とともに、C.d
の関連性を疑う。X-大腸炎は本菌の可能性
も考慮に入れた早期診断、治療が必要と考
えられた。

Ⅳ－３ 一般病・中毒・繁殖障害・栄
養代謝障害

545.馬の皮膚と上部気道のアミロイドーシ
ス：千葉県中央家保 萩原妙子、関口真樹

2007年ごろから体表と上部気道に多発性
結節を生じ、生検でアミロイド沈着とされ
ていた19才の乗馬が、2011年8月に死亡、病
性鑑定。剖検では、結節は硬結感を有し、
結合組織に区画され、割面は黄から赤褐色
を呈していた。乳房は水腫状、乳房リンパ
節（LN）と内腸骨LN腫大。病理組織学的検
査では、結節は皮下組織、上部気道粘膜固
有層と周囲結合組織に主座、高度のリンパ
球、多核巨細胞浸潤を伴い塊状からび慢性
にアミロイドが沈着。乳房、乳房LN等にグ
ラム陽性球菌塊を伴う壊死性化膿性炎を認
めた。細菌学的検査では、腎、肺、肝、脾、
乳房LNからStaphylococcus aureus（SA）分
離。以上から、皮膚と上部気道のアミロイ
ドーシス、SAによる敗血症と診断。アミロ
イド高度沈着による皮膚バリア機能の低下
が敗血症を誘起したと推察。アミロイドは
免疫組織化学でアミロイドA陰性、ヒト免疫
グロブリンL鎖λに弱陽性で、L鎖由来（AL）
の可能性。

546.皮下腫瘤形成と眼窩内浸潤がみられた
馬の悪性リンパ腫：福井県福井県家保 田
中知未、葛城粛仁

乗用馬として飼養されていた19歳の雄
のサラブレッド種1頭が、全身皮下の腫瘤
形成と自壊、体表リンパ節の腫大、眼球
突出、削痩を呈し、1年半の経過後死亡。
剖検の結果、腫瘤は皮下組織から筋層に
かけて認められ、肋骨内側では胸腔内に
隆起するように形成。病理組織学的検査
の結果、皮下腫瘤では、好酸性細胞質の
豊富な大型細胞と細胞質の乏しい小型細
胞が線維性細網組織中に浸潤増殖。大型
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細胞には細胞異型がみられ、有糸分裂像
が散見。免疫組織化学的検査の結果、大
型細胞はCD79a抗体に、小型細胞はCD3抗
体に陽性を示し、T-cell-rich B-cell Ly
mphomaの形態的特徴と一致。胸腔内腫瘤
に同様の腫瘍病変を認めた他、リンパ組
織および眼窩内に腫瘍細胞の浸潤を確認。
これらの結果、本症例を馬の悪性リンパ
腫と診断。皮下に発生したリンパ腫が病
性の進行に伴い、胸腔内、リンパ組織に
浸潤、さらには眼窩内へ浸潤したものと
推察。馬では稀な症例。

547.乗馬クラブで集団発生したエンドファ
イト中毒：岡山県岡山家保 藤原裕士、北
村直起

平成24年10月に管内乗馬クラブで飼育馬3
1頭のうち16頭が体幹、四肢の麻痺、歩様異
常、起立困難等の症状を呈する事例が発生
した。血液検査では発症馬のうち検査した1
0頭全頭でCPKの上昇が見られた。発症馬の
みに給与されていた乾草はペレニアルライ
グラスストローであり、ローズベンガル染
色によりエンドファイト菌糸を確認した。
エンドファイト産生毒素であるロリトレムB
は輸入時の証明書では992ppbであったが、
給与乾草は2,949ppbの高濃度であった。類
症鑑別および疫学調査により本症をエンド
ファイト中毒と診断した。原因と思われる
乾草給与の中止および利尿剤を含む補液の
治療で症状は回復した。また、同一ロット
の飼料を供給された管内畜産農家等を調査
した結果、家畜の異常は認められなかった。
今後は関係機関に対して情報提供を徹底す
るよう指導する必要がある。

548.対州馬にみられたエンドファイト中毒
を疑う症例：長崎県対馬家保 山﨑邦隆、
横山竜太

日本在来馬の対州馬3頭と褐毛和種繁殖牛
3頭を飼養する農場で、平成24年2月に新た
に購入した輸入乾草を給与したところ、対
州馬2頭が振戦、歩様そうろうを呈す。発症
馬2頭を他の飼養施設へ輸送し、当該農場で
給与されていた輸入乾草の給与を中止した
ところ3日後には2頭とも回復。血液生化学
検査では、重症の1頭がGOT及びCPKの高値を
示し、軽症の1頭はCPKのみ高値を示す。給
与されていた輸入乾草はペレニアルライグ
ラスと判明し、種子中にエンドファイト菌
糸を確認。乾草中のロリトレムB濃度は米国
の毒性許容値（1,800ppb）に近い1,600ppb。
発生状況及び検査成績から輸入乾草による
エンドファイト中毒と推察。対州馬関係者
の他、管内牛飼養農家に対しても単味での
給与をしないよう注意喚起を行い、その後
の中毒発生は無かった。馬でのエンドファ
イト中毒の報告は少ないが、給与飼料に注
意を払う必要がある。

Ⅳ－４ その他

549.2012ぎふ清流国体の馬事衛生対策：岐
阜県岐阜家保 高井尚治、古田淳

本県での国体馬術競技会は47年ぶり2回目
で、全都道府県から173頭の馬と276名の選
手が参加し、山県市特設馬術競技場で開催。
馬術は唯一家畜伝染病予防法に規定される
競技馬が全国から搬入されるため、県畜産
課、笠松競馬支援室及び家畜保健衛生所の
職員を主体に馬事衛生本部を設置、ぎふ清
流国体馬事衛生対策要項に基づき業務を遂
行。本大会成功に向け、県及び市本部員の
スキルアップを目的に本年5月15日馬事衛生
業務研修会を開催後、6月9～10日リハーサ
ル大会に臨んだ。それを受けて6月26日馬事
衛生業務検討会を開催、90項目以上の課題
や改善点が挙げられた。この課題に対し、
市・県馬術連盟と共に整理・対応に努めた。
主な改善点は、ボランティアの増員、一次
待機所の再検討、退厩補助班の設置のほか、
参加申込チェックシート作成、入退厩時役
割分担の明確化及び担当マニュアルの追加。
結果、台風の襲来はあったものの、皆の自
らが行動し、団結する力により競技会は無
事終了。
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Ⅴ 山羊・めん羊の衛生

Ⅴ－１ 細菌性・真菌性疾病

550.羊の仮性結核症の発生事例：広島県西
部家保 久保由美子、田村和穂

めん羊約60頭飼養の一貫経営農家で、平
成24年9月上旬、31ヶ月齢、自家産サフォー
ク種繁殖雌羊1頭が突然起立不能、翌朝死亡。
胸腔及び肺実質に膿瘍を多数形成、Coryneb
acterium pseudotuberculosis（C.P）を分
離、本県で初めて羊の仮性結核症と診断。
慢性の呼吸器不全にストレス等が加わり、
呼吸困難で死亡したと判断。平成24年食肉
市場へ出荷した12ヶ月齢未満の7頭は病変な
し。年１回繁殖用羊の毛刈り、1頭毎の器具
消毒や順番の考慮なし。創傷が必発し、消
毒にヨード剤使用。患畜は死亡までに２回
毛刈りを経験。繁殖用羊は1.5haの放牧地に
初夏から秋の間昼夜放牧。出入口附近の日
除けのない盛り土部分に常時密集、土壌が
泥濘化。C.P保菌の初代導入羊から器具や土
壌の汚染を介し感染したと判断。環境浄化
や毛刈り時の順番の考慮、器具の消毒、創
傷への注意、ヨード剤による消毒徹底等を
指導。C.Pは馬や牛にも感染する為、今後病
性鑑定時は本菌について留意する必要があ
る。

551.県内の山羊の伝染性無乳症：沖縄県家
畜衛生試験場 荒木美穂、中尾聡子

届出伝染病である伝染性無乳症は、国内
では沖縄県でのみ発生。2012年4月から6月、
肉用山羊農場2戸で新たに発生。A農場は飼
養規模22頭、3週齢と1ヶ月齢の子山羊各1頭
が起立不能を呈した。肺のモザイク様肝変
化、左前後肢関節腫脹等がみられ、組織で
化膿性線維素性関節炎。肺と関節よりMycop
alsma mycoides subsp.capri（Mmc）を分離。
免疫組織化学的染色（IHC）で関節内にMmc
抗原陽性。B農場は12頭飼養の小規模農場、
2ヵ月齢山羊1頭が下痢等で衰弱、死亡。外
貌は発育不良顕著で右眼球白濁、剖検で肺
前中葉肝変化と白色結節散在、多発性漿膜
炎を認め、組織で膿瘍を伴う化膿性気管支
肺炎と化膿性角膜炎。肺よりMmc、Biberste
inia trehalosi他を分離。IHCで肺膿瘍辺縁
部と角膜表層にMmc抗原陽性、肺で広汎にB.
trehalosi抗原陽性。本県における伝染性無
乳症全5件について、飼養規模に無関係に10
～90日齢で発生、化膿性線維素性関節炎を
最も頻繁に確認、病態に多様性がみられた。

Ⅴ－２ 原虫性・寄生虫性疾病

552.肉用めん羊繁殖農場で発生した脳脊髄
糸状虫症：福島県県中家保 山本伸治、壁
谷昌彦

平成24年10月初旬、サフォーク種肉用繁
殖農場において、起立不能、後躯麻痺等の
神経症状を示す羊が2頭続発、病性鑑定を実

施。臨床症状は、症例1で両後肢及び右前肢
脱力、起立不能、右眼球の運動異常。症例2
で軽度の後躯麻痺のみ。剖検所見では、両
症例とも脳、脊髄神経に著変を認めず。病
理組織学的検査において、症例1は頸部脊髄
の灰白質に壊死巣、脳幹部に壊死性肉芽腫
性炎、中脳及び小脳に好酸球を主体の囲管
性細胞浸潤を認め、寄生虫感染が示唆。症
例2で頸部脊髄の神経節付近及び腎臓に糸状
虫類と思われる虫体を確認。胸部脊髄白質
に虫道を確認。類症鑑別で、リステリア症、
TSEを否定。以上より本症例を脳脊髄糸状虫
症と診断。疫学調査の結果、農場近くに牛
舎があり、羊への予防的駆虫剤投与が未実
施であることが判明。

553.県内緬山羊の肝蛭保有状況調査および
防疫意識向上のための立入：奈良県奈良県
家保 中島岳人、武平有理子

県畜産技術センターの牛で肝蛭症による
肝廃棄事例が発生。肝蛭は奈良公園の鹿で
感染環が維持。緬山羊の肝蛭に対する感受
性は高いと言われているが、県内の感染実
態は不明。緬山羊は愛玩用、草刈用として
飼育する人が増加しているものの、家保で
の把握は進んでいない。そこで肝蛭及び他
の内部寄生虫の保有状況の調査のため23件
の飼養者に立入し、糞便検査（時計皿法、
浮遊法）及び聞き取り調査を実施。さらに
口蹄疫の注意喚起や定期報告書の説明等を
実施。糞便48検体のうち、1検体で肝蛭卵を
検出。一般線虫卵は9割強、コクシジウムオ
ーシストは7割弱で保有。希望があれば駆虫
を実施。聞き取りにより、飼養者同士のつ
ながり、緬山羊の獲得ルートが徐々に判明。
口蹄疫自体は全飼養者が知っていたが、緬
山羊のみの少頭数飼養者では、口蹄疫の対
象家畜、症状及び感染した場合とられる措
置について知っている人は、順に6割、4割、
2割にとどまった。飼養衛生管理の指導が必
要。

Ⅴ－３ 一般病・中毒・繁殖障害・栄
養代謝障害

554.ヤギの事故防止と八丈島における飼養
管理の実態調査：東京都東京都家保 木村
麻奈、片岡辰一朗

八丈島で飼養されているヤギは、都内飼
養頭数の35%を占める。島の行事にはヤギが
かかわる事も多く、島民によく親しまれて
いる動物。少数飼養者に対しても定期の報
告が義務化され、ヤギ飼養者と家保の距離
が近づくよい機会となった。平成23年に、
ヤギ数頭が硝酸塩中毒により死亡。原因は
野菜くずの給与にあることが示唆され、ヤ
ギ農家への周知を実施。その後、給与前に
野菜くずの硝酸塩濃度の測定依頼があり、
高濃度の硝酸態窒素を検出したため給与を
中止し、未然に事故発生を防ぐことができ
た。家保ではヤギ飼養者に対して飼養状況
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に関するアンケートを作成し、夏季の暑熱
対策指導と併せて巡回を実施。飼養目的は
堆肥用が過半数で最多、餌は野草を給与す
る農家が68%で半数以上、86%の農家が畜舎
に水槽を未設置。今年は熱中症と診断され
るヤギが多く、死亡例も見られたため、重
点的に指導を実施。今後も継続して指導に
努め、事故の減少と飼養衛生の向上を目指
す。

555.管内一農場で集団発生した羊の銅中毒
：福島県県中家保 木野内久美、壁谷昌彦

平成24年1月、羊（サフォーク種）12頭飼
養農家で繁殖雌羊1頭急死。病性鑑定の結果、
肝臓の黄疸、血中及び肝臓中銅濃度の高値
（433ppm、407ppm）を認め、銅中毒と診断。
同居羊の血液検査を実施し、全頭でGOT、LD
H、GGTの高値を確認。給与飼料調査の結果、
原発事故以降放牧できず、舎飼いで濃厚飼
料（銅40ppm含有）を通常より多給（600g/
日）していたことによる、銅の過剰摂取と
判明。これより農場全体が慢性的な銅中毒
状態にあると推察。対策として、銅の摂取
量を低減するため給与飼料の変更、銅吸収
阻害作用のあるモリブデンの飼料添加を指
導。さらに経時的な血中肝酵素モニタリン
グを実施。その結果、肝機能は回復傾向に
あったが、散発的に繁殖雌羊3頭、子羊2頭
死亡。繁殖雌羊は分娩や泌乳ストレスが、
子羊は母乳からの銅摂取が発症要因と推察。
以上より、肝臓に蓄積された銅の排泄は困
難であり、その影響は長期に及ぶことが判
明。

556.自家配合飼料給与の山羊に発生した原
発性銅欠乏症:鹿児島県鹿児島中央家保 小
西佐知

成山羊20頭、子山羊18頭を飼養し、粗飼
料主体の自家配合飼料を給与する農場で、
成山羊、子山羊各1頭に起立不能の症状を認
め、同居山羊に元気消失、被毛粗剛の症状
が散見。給与飼料乾物中の銅濃度は2.3～6.
5mg/kgとNRC推奨値より低く、血清銅濃度が
適正値より低い個体が13頭中13頭(100%)で
あった。また、HGB、Htが適正値より低い個
体は14頭中それぞれ12頭(86%)、4頭(29%)で
あった。硫酸銅投与の治療後、血清銅濃度、
HGB、Htが低い個体数はそれぞれ9頭(69%)、
5頭(36%)、2頭(14%)に減少し、起立不能、
被毛粗剛等の症状が改善。山羊関節炎・脳
脊髄炎ウイルス抗体は起立不能山羊2頭中1
頭で陽性であったが、硫酸銅投与で症状改
善が確認され、本症例との関連は低いと判
断。以上から、当該山羊を原発性銅欠乏症
と診断。

Ⅴ－４ 畜産技術

557.管内一めん羊飼養農場の生産性向上へ
の取り組み：北海道釧路家保 山城淳、後
藤潤

めん羊は生産物の単価が安く、コスト低
減は重要な課題。一めん羊飼養農場におい
て、H19年度から規模拡大による飼養頭数の
増加に伴い寄生虫病が増加。と畜場出荷め
ん羊で寄生虫性肝炎(寄肝)と判定された個
体はH20年度は10.2%であったが、H23年度は
25.9%に急増。畜舎の清掃・消毒を強化し、
H24年度は13.3%に減少。また、消化管内線
虫駆虫薬の効果についてイベルメクチン製
剤による線虫駆虫効果が低い個体に対して
は、レバミゾール製剤が有用。さらにフェ
ンベンダゾール製剤の線虫への効果を確認、
適切な駆虫プログラムを構築。費用便益比
は寄肝対策で5.3、駆虫プログラム検討で1.
5と効果を確認。家保、臨床獣医師及び飼養
者が連携を密にし、飼養管理の徹底を徹底
し、家畜伝染病発生予防のみならず、生産
性が向上し、経営面で大きな成果。薬剤に
よるコントロールから飼養管理の改善に変
化へと飼養者の意識改革が図られた。

Ⅴ－５ その他

558.原子力事故に伴うめん羊飼養農家への
対応：福島県県北家保 稲見健司、篠木忠

県内めん羊飼養数は375頭、管内26戸261
頭で二本松市に集中。原子力事故に伴い平
成23年7月飼養管理状況調査を実施、大半で
放牧やあぜ草給与が判明、移動自粛や給与
飼料制限、屋外飼養中止を指導。めん羊セ
リ市場中止。体内セシウム濃度(Cs)が高い
と推測、と畜等ができず生産農家は窮した。
8月二本松緬山羊研究会が市と県に経営安定
対策を要望。市は地域JAの協力で実施した
意向調査の全農家飼養断念、一括管理希望
を受け、集畜飼い直し方針を12月説明。JA
全農福島は東京電力と賠償協議及び集畜場
確保に取り組み、24年6月最終合意。当所は
24戸258頭の衛生検査（ブルセラ病、サルモ
ネラ感染症、ヨーネ病）実施、ヨーネ病患
畜1戸1頭摘発、他23戸207頭は7月から移動。
11月41頭試験検査、筋肉中Csは検出限界値
以下（ND)。子羊23頭の血中CsはND、羊肉中
CsもND。今後は成羊と場出荷に向け血中Cs
検査予定。

559.多臓器に転移のみられた山羊の肝内胆
管癌の免疫組織化学的検討：埼玉県中央家
保 油井武

2010年6月、県内の学校で飼育されてい
た約11歳の雌の山羊1頭が死亡。剖検では、
肝臓の実質に結節を認めた。組織学的に、
結節は、主に腺状構造をつくる腫瘍細胞か
ら構成され、腫瘍細胞の形態は、立方状ま
たは円柱状であった。腫瘍細胞は、心臓、
肺、横隔膜、大網、卵管、リンパ節にもみ
られた。腫瘍の原発部位を特定するため、
中間系フィラメントのcytokeratin subtype
（CKs）を用いた免疫組織化学的検査（IHC）
を実施。人の正常胆管はcytokeratin （CK）
7、CK18、CK19に陽性反応、胆管癌はCK7、C
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K19、CK20に陽性反応を示す一方、肝細胞癌
は反応しにくい。肺腺癌はCK20に反応しに
くい。本例の各臓器の腫瘍細胞は、CK7とCK
18に強陽性反応、CK19とCK20に弱陽性反応
を示し、胆管上皮由来の胆管癌であった。
本例は、多臓器に転移を起こした肝内胆管
癌と診断。本例でCK19を用いたIHCによる胆
管癌を診断した初めての報告例。
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Ⅵ みつばちの衛生

Ⅵ－１ 細菌性・真菌性疾病

560.ヨーロッパ腐蛆病菌（Melissococcus p
lutonius）典型株・非典型株識別用Duplex
PCR法の開発：埼玉県中央家保 荒井理恵

M. plutoniusには世界各国で分離される
典型的な性状の株（典型株）に加え、日本
でのみ分離される特殊な性状の株（非典型
株）が存在することを演者らは2012年に報
告。今回、典型株・非典型株識別用Duplex
PCR法を開発。典型株および非典型株ゲノム
の比較解析により各タイプの特異遺伝子を
抽出、プライマーを設計し、最適PCR条件の
検討、特異性・感度の検証、野外発症幼虫
を用いた検証を実施。典型株はNa+/H+ anti
porter遺伝子、非典型株はFur family tran
scriptional regulator遺伝子を標的として
プライマーを設計。最適条件でPCRを行った
結果、供試した全ての典型株・非典型株で
それぞれに特異的な増幅産物のみが得られ、
M. plutonius以外の菌株ではいかなる非特
異増幅も確認されず。感度は100 fg/reacti
onであり、M. plutoniusが分離された野外
発症幼虫由来DNAからも典型株・非典型株を
特異的に検出可能。本法はヨーロッパ腐蛆
病の診断・疫学調査に非常に有用。

561.ミルクテスト陰性を示したアメリカ腐
蛆病：神奈川県県央家保 小菅千恵子、前
田卓也

腐蛆病（FB）の初期診断ではミルクテス
ト（テスト）陽性でアメリカFBが、陰性で
ヨーロッパFBが疑われる。確定診断は菌の
同定にPCR検査が利用でき、当所は早期診断
のため実施。2012年10月、1蜂場の2群で臨
床所見とテスト陰性からヨーロッパFBを疑
ったが、分離菌でPaenibacillus larvae(P.
larvae)特異遺伝子を確認しアメリカFBと診
断。今後の診断に向け、テスト・PCR検査の
有用性を検討し、本県周辺の1都7県の確定
診断法等を調査。結果、分離菌はテスト陰
性だったがゼラチン・カゼインテスト陽性
により蛋白分解酵素の保有を確認。16SrRNA
遺伝子を標的としたPCR検査でP.
larvae特異遺伝子を確認、16SrRNA遺伝子解
析によりP.larvae基準株との相同性99.933%
でP.larvaeと同定。PCR検査の有用性を再確
認。各都県の確定診断法に違いがみられた。
以上、テスト陰性でアメリカFBを否定でき
ず診断には注意が必要。確定診断は安定し
た成績と早期診断ができるPCR検査が有用。

562.腐蛆病への初動防疫等対策の強化と発
生事例の考察：山梨県西部家保 穴澤光伊、
丸山稔

管内蜜蜂飼養状況は平成23年度71戸806群
と県内の78.0%。このうち70.4%が10群以下
とほとんどが小規模な養蜂家。蜂場の分布
に偏りがあり、限られた地域に集中。さら

に経験の少ない養蜂家の増加から、腐蛆病
が発生した際の感染拡大のリスクが高まる
と想定。また腐蛆病が平成16年度以降毎年
発生し、今年度は延べ9戸38群と大幅に増加。
今年度の腐蛆病に対する対策と発生要因を
検討。防疫対策として担当者以外での対応
を可能にするために所内の防疫対応チェッ
ク表を整備。オンライン地図情報サービス
の利用による防疫マップの随時更新。予防
対策として家保たよりによる情報提供を実
施。これらにより腐蛆病発生時の迅速かつ
的確な対応ができた。また養蜂家の飼養衛
生管理意識が向上。例年に比べ腐蛆病発生
数が増加した要因として2つの要因を想定。
①越冬期の気象条件が群の増殖（抵抗力）
に影響、②過去発生蜂場付近に発生傾向。
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Ⅶ その他の家畜の衛生

Ⅶ－１ ウイルス性疾病

563.異常行動を示したハトのニューカッス
ル病を疑う事例：東京都東京都家保 藤森
英雄、小山朗子

平成24年1月、「異常行動のハトが牛舎内
にいる。」と連絡があり、現地調査で牛舎
屋根換気口に約30羽、床に異常行動（飛翔
困難、斜頸、旋回運動等）を示す4羽のハト
を確認。外見に異常なし。解剖ではそ嚢、
筋胃に牛飼料が充満、3羽の腺胃に粟粒状黒
色結節が認められたが、その他著変無し。4
羽中2羽のウイルス検査実施。ウイルス分離
陰性、ニューカッスル病（ND）ウイルスのP
CR検査陰性。ND-HI抗体価は80倍（GM値）。
有意菌なし。ホルマリン固定後の腎表面に、
白色小結節の散見する個体あり。組織学的
検査では、4羽共通に腎尿細管の変性、腎間
質にびまん性・結節性にリンパ球の浸潤、
大脳の軽度囲管性細胞浸潤が確認。腺胃結
節はテトラメレスの寄生。1羽の腎において
ND免疫染色、切片のND・PCR検査とも陽性。
同年2月にも飛翔困難なハトが1羽確認され
たが、糞便からのNDウイルス分離陰性。野
生鳥獣の侵入防止等によるNDの発生・まん
延防止対策の必要性を再認識。

564.管内動物園の家きん以外の鳥種での高
病原性鳥インフルエンザ防疫体制の構築：
富山県東部家保 藤井晃太郎、池上良

これまでは動物園における家きん以外の
鳥種での高病原性鳥インフルエンザ防疫に
おいて家保の役割は不明確。動物園では家
きんを含めた鳥種の飼育、不特定多数の出
入り、発生時でも他の動物飼育などの業務
があり、園内外の家きんへの感染拡大リス
クが大きい。管内動物園(ファミリーパーク
：FP)の要請のもと、家きん以外でも当所が
防疫活動全般に協力できるよう、関係各所
と連携を協議、確認。FP作成の防疫マニュ
アルへの助言として、発生時のウイルス伝
播防止のため複数鳥種の重複担当回避を提
案。FPの初動防疫体制整備のために合同防
疫演習を開催。演習ではFP防疫対策本部を
設置し、他動物区や共用施設(堆肥舎)を含
めた発生区域の迅速封鎖(｢封鎖区域｣の設
定)、他業務再開に向けた措置(｢防疫区域」
の設定)を実施。動物園の初動防疫整備の必
要性、その具体的内容についての共有を図
った。

565.アイガモに対するニューカッスル病ワ
クチン接種法の検討：長野県松本家保 袴
田由美

近年、食の安全に関する気運の高まりか
ら一部水稲栽培にアイガモを用いた農法が
取り入れられている。管内S地区でもH23・H
24年は、13戸で各々245羽、217羽飼養。ア
イガモを飼育している同地区の半径3km圏内

に100羽以上の鶏飼養農場が7戸あり、鶏は
ニューカッスル病（ND）ワクチン接種を実
施していたが、アイガモでは未実施だった
ため、H23年からNDワクチン接種について家
保が指導。当初、既報にある4回点鼻法を推
奨したが、手間がかかるといったことから
担当獣医師の提案により、各1回の点鼻・筋
注を組み合わせた方法を実施。H23年は4回
点鼻（対照）及び点鼻・筋注（試験1）を実
施、H24年は試験1の接種時期を1週齢早めた
（試験2）。その結果、放鳥終了時のNDHI試
験のGM価は各々26倍、26倍及び10倍であり、
鶏における感染防御に必要と思われる抗体
価を保持しており、試験1、2ともに放鳥期
間中のワクチン接種法として有効と考えら
れた。

566.越冬カモ類糞便からの鳥インフルエン
ザウイルス分離状況：滋賀県滋賀県家保
中西幸司、平澤康伸

琵琶湖で越冬するカモ類の鳥インフルエ
ンザウイルス（AIV）保有状況を調査。平成
18年1月から24年3月まで、7年度に渡る越冬
シーズン（原則10月～3月、一部9月と4月に
採材）に、琵琶湖岸で新鮮なカモの糞を1,0
11～1,592検体、計7,982検体採取。抗生物
質入りPBSを加えて攪拌、遠心分離した上清
を接種材料。9～11日齢発育鶏卵に接種、4
日間培養、尿膜腔液のHA性を判定、陽性検
体について、簡易抗原検査キットでA型AIV
を判定。分離AIVを動物衛生研究所に送付し、
HA及びNA亜型の判定とゲノム解析による病
原性の判定を依頼。調査期間中に32株のAIV
を分離。年度別分離率は0～0.97%。月別分
離率は10月2.62%、11月0.29%、12月0%、1月
0.13%、2月0.16%、3月0%。分離AIVのHA亜型
はH1～H4、H6、H7、H12、NA亜型はN1～N8。
H7亜型は平成19年2月と平成24年2月にH7N7
亜型を1株ずつ分離、HAゲノム解析からいず
れも低病原性AIVと推定。

567.ダチョウの衛生検査及びダチョウ腎細
胞の鶏由来ウイルスに対する感受性：佐賀
県中部家保 渋谷浩

ダチョウを飼養する1農場の衛生検査及び
ダチョウ腎（OK）細胞の鶏由来ウイルスに
対する感受性調査を実施。衛生検査はロイ
コチトゾーン症、マイコプラズマ病、ニュ
ーカッスル病(ND)、鶏伝染性気管炎(IB)、
伝染性ファブリキウス嚢病、鶏脳脊髄炎、
産卵低下症候群、トリニューモウイルス感
染症(AP)、HPAI及び糞便検査を実施したが、
すべて陰性。OK細胞作製後、NDV(野外、B1)、
IBV(C78、TM86、練馬)、FAV(SR48、TR59)、
APV(MM-1)の4ウイルス8株に対する感受性を
調査。その結果、OK細胞はNDVのみでCPEを
示し、野外株の感染価は107.5TCID50/0.1mlで
CK細胞と同等。B1株はやや遅れてCPEを示し
たが、著しく低い感受性。NDV野外株に対し
てOK細胞が高い感受性を示したことから、
感染リスクは非常に高いと推測。今後とも
清浄性を維持・確認するために定期的な検
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査を実施し、病性鑑定時には必要に応じ、C
K細胞とOK細胞を併用することも検討。

Ⅶ－２ 細菌性・真菌性疾病

568.低病原性鳥インフルエンザウイルスH7N
1が検出されたカルガモのアスペルギルス症
：岩手県中央家保 大山貴行、佐藤裕夫

平成24年2月、県内で発見された死亡カル
ガモ2羽の病性鑑定を実施し、1羽のクロア
カスワブからH7N1亜型の鳥インフルエンザ
ウイルス（AIV）を分離。2羽に共通し、肺
気管支・傍気管支等に壊死性化膿性肉芽腫
性炎がみられ、壊死部に観察された隔壁を
有するY字状分岐菌糸に一致してAspergillu
s属菌（Asp）抗原を確認、パラフィン包埋
材料から本菌特異遺伝子を検出、主要臓器
からAspを分離。その他、肺から大腸菌を分
離し、食道への線虫寄生を確認。AIV検出簡
易キットは陰性。直接材料では英国製のA型
AIVを検出するリアルタイムPCRでのみかろ
うじて検出。免疫組織化学的に主要臓器及
び消化管からAIV抗原は不検出。以上から、
死亡原因としてAspの日和見感染と考えら
れ、体内のAIV量も少量と判断。鳥インフル
エンザ防疫対応に資するため、野鳥のAIV監
視においても病原、病態学的な総合判断の
重要性を再認識。

569.管内野生イノシシにおけるレプトスピ
ラ保有状況調査：千葉県南部家保 佐藤隆
裕、瀧口由貴

レプトスピラ症は4類感染症で、2004年以
降国内で計200人以上の届出患者が出ている
公衆衛生上も重要な人獣共通感染症である。
レプトスピラは国内外の野生イノシシから
も確認されており、感染拡大の原因のひと
つとも考えられている。県内で捕獲・駆除
される野生イノシシは年々増加し、土壌や
水系の汚染が懸念される。そこで、管内に
おいて平成23年に駆除されたイノシシの血
清109検体について、顕微鏡下凝集試験（MA
T）を用いて、抗体保有状況および血清型を
調査した。その結果、109検体中14検体（13
%）が抗体陽性を示した。すべてLepsospira
interrogansであり、血清型はAutumnalis

が3検体、Hebdomadisが13検体、Icterohaem
orrhagiaeが3検体（混合感染も含む）であ
った。これらは管内野生イノシシへのレプ
トスピラの浸潤を示唆しており、今後の注
意が必要である。

570.キジ農場におけるボツリヌス症発生事
例：長野県佐久家保 大井真矢、森野なつ
樹

平成24年8月放鳥用キジ飼養農場(種キジ
約120羽、育成キジ約1500羽)から死亡キジ
増加のため病性鑑定依頼・立入検査実施。
症状は翼・脚麻痺、頸部弛緩(リンバーネッ
ク様症状)を主徴。終息までに9区画中4区画
で育成キジ435羽が死亡。区画毎の死亡率は

約52～94%。飲用水は水道水の溜置きで糞便
の汚染が著しく、死亡キジは区画内に浅く
埋却され、露出死体に蛆が発生。ウイルス
検査で鳥インフルエンザ、ニューカッスル
病は否定。解剖・病理組織・一般細菌検査
では有意な所見は無し。遺伝子検査で飲用
水及び死体埋却土壌からボツリヌスC型毒素
遺伝子を確認。マウス接種試験により同C型
毒素を確認。死亡個体からの毒素証明には
至らなかったが環境材料からの毒素検出、
特徴的臨床症状及び発生状況から本症例をC
型毒素産生菌によるボツリヌス症と診断。
給水器を汚染しにくいサイフォン式に交換、
飲用水に抗菌剤添加、死体を埋却した育成
区画の閉鎖を指示。以後の発生は無い。

571.イノシシ由来Salmonella Choleraesuis
の性状解析及び浸潤状況調査：山口県中部
家保 大石大樹

平成24年6月、県内イノシシ飼養農場で国
内初のイノシシのSalmonella Choleraesui
s(SC)感染症を確認。死亡イノシシの病性鑑
定、分離SC11株の性状解析及び県内野生イ
ノシシのSC浸潤状況を調査。病性鑑定：主
要臓器で短桿菌の集塊確認し、全身組織で
サルモネラO7抗原確認。胃内に顎口虫寄生。
主要臓器、扁桃及び結腸からSCを分離。サ
ルモネラ症及び顎口虫症と診断。性状解析
：11株全て硫化水素産生性の生物型Kunzend
orf。薬剤感受性試験では11/12薬剤で感受
性。PFGE型別ではKunzendorfの標準株及び
国内豚由来株と違いは認められず。浸潤状
況調査：野生イノシシ血清は6/178検体陽性
(陽性率3.4%)。死亡イノシシは敗血症の病
態であり、顎口虫寄生等の免疫低下により
発症、死亡したと推察。豚とイノシシでは
同じ遺伝的背景を有する株が浸潤している
可能性が示唆。県内野生イノシシのSC保菌
率は低いと推察。保菌イノシシは豚への感
染源となる可能性があり注意が必要。

Ⅶ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

572.キジ飼養農場で発生したコクシジウム
病及び壊死性腸炎：山口県中部家保 友好
将也、大石大樹

約110羽の繁殖用キジを飼養し、放鳥用の
雛を生産する農場。24日齢雛128羽が、元気
消失、沈鬱、3日間で30羽死亡したため病性
鑑定実施。供試全6羽で小腸粘膜面に白色結
節散発、3羽で盲腸に白色に変性、腫大。病
理組織学的検査で腸管及びファブリキウス
嚢にコクシジウムの高度寄生、壊死性空回
腸炎及び盲腸炎を認めた。小腸内容から、C
lostridium perfringens(Cp)を105～7cfu/g
検出。分離Cpは全株α毒素のみ陽性、マウ
ス接種試験で死亡を確認。腸管内容からコ
クシジウムオーシストを検出。平均OPGは小
腸で1.94×10 5、盲腸で1.97×106。検出し
たコクシジウムの同定を目的に主要な鶏コ
クシジウム5種の遺伝子検査を実施したが、
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全て陰性。本症例を、コクシジウム病及び
壊死性腸炎と診断。コクシジウムの高度寄
生により腸粘膜が傷害され、Cp増殖が誘発
されたと推察。検出コクシジウムはキジに
特異的な種と推察。敷料交換、畜舎消毒、
サルファ剤投与等により、沈静化。

Ⅶ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄
養代謝障害

573.フランス鴨のアミロイド症発生報告：
宮城県大河原家保 加藤里子、橋本和広

フランス鴨飼養農家において59日齢1群で
片側性脚弱が発生。1日当たり数羽ずつ死亡
し、15日間で43羽(14.3%)死亡。病性鑑定の
結果、アミロイド症と診断。更に39日齢1群
で両側性脚麻痺が発生。同様に20日間で120
羽(38.5%)死亡。病性鑑定の結果、アミロイ
ド症とPasteurella multocidaによる全身感
染と診断。脚弱以外の臨床症状が認められ
なかったため、発症の主要因はアミロイド
沈着によるものと推察。アミロイド症は、
炎症や脂肪肝に続発することから、疫学調
査を実施。1例目は肥育前・中期にブロイラ
ー肥育用飼料(代謝エネルギー(ME)3,050kca
l/kg以上)を使用し、粗蛋白質含量(CP)はそ
れぞれ23%・18%、後期は自家配合飼料に変
更し、CP18.3%で飼養。2例目は肥育前期給
与期間を10日間延長し、更に中期もCP19.5%
の飼料に変更。高CP・高ME飼料がアミロイ
ド沈着を促進と推察。このため、各期の飼
料内容と給与期間の変更を指導。以後の入
雛群では発症を認めず。

574.アイガモ農法におけるサルモネラ汚染
と清浄化事例：
富山県西部家保 野田基子、長坂訓

アイガモ農法を実践しているA農場で、平
成24年5月22日に導入したアイガモ33羽のう
ち、7月13、15日に、各1羽死亡。病性鑑定
より、死因は熱射病と診断。しかし、13日
死亡個体の肝臓より、Salmonella Typhimu
riumを分離。農場内の汚染状況確認検査で、
クロアカスワブ、ビニルハウス内環境、水
田環境において高率にサルモネラを分離。
現地調査で、水田は完全に野生動物の侵入
を阻止するには不十分と推測。また、飼養
衛生管理基準の遵守について不備を確認。
飼養衛生管理基準の遵守を含め、清浄化対
策の指導を徹底したところ、農場飼養者は
①専用の衣服及び靴の設置・手洗い②ビニ
ルハウス・水田の徹底的な消毒③アイガモ
への生菌剤の投与④ネズミの侵入防止対策
⑤熱射病対策を実施。確認検査を、9月10日、
10月22日に実施。10月22日では、全検体の
サルモネラ陰性を確認。アイガモは11月4日
に無事出荷。今後は、サルモネラの侵入防
止を重視し、指導を継続していきたい。

575.イノシシのSalmonella Choleraesuis感
染症と農場清浄化への取組：山口県北部家

保 宮本和之、松延義弘
平成24年6月、イノシシを飼養する農場に

おいて国内初のSalmonella Choleraesuis
（以下、SC）感染症によるイノシシのサル
モネラ症を確認。家保は、直ちに農場に対
し緊急消毒と投薬指導を行い、併せてサル
モネラの浸潤状況調査(床8検体、飲水4検体、
糞便8検体、鼻腔スワブ1検体)を実施。結果、
イノシシ1頭の鼻腔スワブからSCを分離（7
月2日付けでサルモネラ症2例目を届出）し、
農場内のSC浸潤が示唆。農場と清浄化に向
けた協議を実施し、畜舎の清掃・消毒と投
薬及び畜舎周囲の環境整備等、衛生対策の
徹底を決定。また、衛生対策実施毎にモニ
タリング検査(第1回；床8検体、飲水4検体、
糞便8検体、鼻腔スワブ1検体、第2回；床8
検体、第3回；床8検体)を実施。第1回モニ
タリング検査で床3箇所からSCを分離した
が、第2、3回検査でサルモネラは全て陰性。
農場では、その後サルモネラ症の発生はな
く、清浄性が保たれイノシシの活力も向上。

576.管内きじ飼養農家に対する生産性及び
飼養衛生対策向上への取組：栃木県県北家
保 小菅博康、阿部祥次

管内一きじ農家では、オオタカ等の野生
鳥獣による被害が甚大。当県では平成22年
度に死亡オオタカから高病原性鳥インフル
エンザH5亜型ウイルスが検出されており、
当該農家へ生産性及び飼養衛生対策向上を
目的とした取組を実施。きじは、オオタカ
のホバリング等でストレスを受け、畜舎柱
等への衝突が多発。オオタカ等の飛来防止
対策として、畜舎上に防鳥糸を平行かつ立
体的に設置。カラスには顕著な効果を示し
たが、未実施区域でオオタカ被害が拡大。
そこで、オオタカの止まり木に向け、飛来
が確認される時間帯に農場内からLEDライト
を自動照射。防鳥糸とLEDライトの併用時か
ら、オオタカの被害は確認されず。さらに、
飼養衛生管理基準に基づき畜舎ネットの網
目補強、消石灰散布区域を拡大することで
イタチ等による被害も減少。対策実施後、
畜主は衛生管理が経営改善に重要と認識。
飼養衛生管理基準の遵守指導には、生産性
向上対策を組み合わせた取組が効果的。

577.獣医事相談等の対応事例：神奈川県県
央家保 田村みず穂、前田卓也

本県の飼育動物診療施設（診療施設）数
は1,000件以上で推移。平成21年度の家畜保
健衛生所再編以降は約8割の診療施設が当所
管内にあり、診療施設に関する相談等の件
数は増加。これらのうち従来見られなかっ
た3事例を紹介。①休日2日間以上を使って
開催しているイベント会場の診療施設につ
いて、イベント開催の都度開設・廃止届の
提出と事前の連絡を指導。今年度はイベン
ト当日に巡回指導を実施。②歯科医師によ
る犬の歯科治療の記載のあるホームページ
を作成した診療施設の開設者及び管理者に
獣医師法第17条遵守の徹底等について指導。
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③往診専門の診療施設がブリーダーを顧客
に動物用医薬品を処方していたため、獣医
師法第18条等の遵守を指導。これらの事例
を受け、診療施設に対しては開設届出時及
び巡回時に事例を掲載したリーフレットの
配布や口頭で注意喚起を実施。当所職員へ
は指導用マニュアルやQ＆Aの作成により指
導対応の統一化を図った。
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Ⅷ 共通一般

Ⅷ－１ 細菌性・真菌性疾病

578.病性鑑定および健康畜由来細菌の薬剤
耐性比較：岐阜県岐阜家保 大津桂子、古
田淳

わが国では毎年全国的な薬剤耐性菌発現
状況調査を実施。結果を抗菌性物質のリス
ク評価及び管理に活用。これらは動物医薬
品検査所のホームページから誰でも閲覧可
能。一方、病性鑑定(病鑑)材料由来細菌の
薬剤耐性状況のデータベース化は遅れてお
り、診療獣医師は細菌性疾患が疑われる場
合、第一選択薬での治療と同時に病鑑材料
を検査機関へ搬入し、有効薬剤の結果を元
に診療方針を決定。今回、平成22年からの
分離菌株の薬剤耐性状況をリスト化、所内
共有化し、迅速な過去のデータ閲覧を実現。
また、これら病鑑および健康畜由来細菌の
耐性状況を比較。結果、健康畜より病鑑由
来細菌で耐性率高く、特にアンピシリン及
びカナマイシンで顕著。畜種別では、豚と
鶏で耐性率高い傾向。病鑑由来菌種別では、
大腸菌などのグラム陰性桿菌で多剤耐性傾
向あり。今後データを集積し、全県的に閲
覧可能とし、農場内の適正な薬剤使用と耐
性菌発現防止の一助とする。

579.大阪府で分離されたStreptococcus sui
sの疾病リスクの識別と性状：大阪府大阪府
家保 大塚宏美

効果的な感染症対策を行うため、線毛関
連遺伝子プロファイリング法（PAGP法）に
より、当所で分離されたStreptococcus sui
s（S.suis）の疾病リスクを識別し、同時に
他の性状について比較検討。【材料と方法】
平成12年から平成24年までにS.suisと同定
された19株を用い、PAGP法を実施。さらに、
PCRによりS.suisであることの確認、血清型
別、病原性関連遺伝子の保有状況を検索。
また、ディスク法により6薬剤について薬剤
感受性試験を実施。【結果】19株中18株がP
CRによりS.suisと確認。その18株中、2株が
ST1complex、9株がST28complexに属してい
た。ST1complexの2株については、3つの病
原性関連遺伝子を全て保有。全ての株でア
ンピシリンに感受性、テトラサイクリン系、
アミノグリコシド系薬剤に高い耐性。【考
察】本府において疾病リスクの高いS.suis
の分離を確認。今後、PAGP法をS.suisの農
場モニタリングに用い、効果的な感染症対
策に活用していきたい。

580.主要サルモネラ属菌のH型別試験におけ
る振盪培養の応用と検討：福岡県中央家保
深水大

主要なサルモネラ属菌のH型別試験におい
て、振盪培養を応用した試験期間の短縮が
可能か検証。血清型Typhimurium(ST)、Chor
elaesuis(SC)、Infantis(SI)、Enteritidis

(SE)、Dublin(SD)の5株を供試。37℃、24時
間静置培養し、OD600で計測した平均値（培
養基準値）はST：0.361、SC：0.277、SI：0.
380、SE：0.357、SD：0.368。静置または振
盪培養(角度15度、往復振盪100rpm)により、
菌液濃度が培養基準値に到達した時間は、S
T：振盪培養3.2時間(静置培養7.0時間)、以
下同様にSC：4.4時間(6.4時間)、SI：2.9時
間(4.0時間)、SE：3.2時間(5.6時間)、SD：
3.4時間(4.9時間)。振盪培養菌液を用いてH
型別試験を実施した結果、供試した全ての
血清型で静置培養菌液と同等、もしくはそ
れ以上の凝集塊を確認。振盪培養では、約3
～5時間でH型別試験に十分な菌液が得られ、
従来の試験期間を最大2日短縮可能。

Ⅷ－２ 生理・生化学・薬理

581.スキャナーと画像解析ソフトを使用し
た血清蛋白分画像解析の検討：長野県松本
家保 橋本淳一

血清蛋白分画を測定する各家保所有のデ
ンシトメトリー（常法）の老朽化が進んで
いるため、白色LEDスキャナーとフリー画像
解析ソフト(image J）使用による代用法を
検討。検討項目はセルロースアセテート膜
（セア膜）の透明化の有無、スキャン方式
及びスキャナーへのセア膜の設置方法。標
準血清（富士フィルムQP-H）分画像を用い
た検討の結果、セア膜を透明化し、スライ
ドガラス2枚で挟みこんだものを透過原稿方
式でスキャンする方法が、常法のアルブミ
ン(alb)値に最も近似(87.9±2.7%：n=10)。
更にimage Jでスキャン画像をOD値へ変換(O
D値=-log(透過率)）したところ、常法alb値
の98.8±2.5%(R

2
=0.85：n=17)と向上。この

方法で牛血清を検査したところ、常法alb値
の100.2±3.31%(R

2
=0.89：n=18)となり、本

法は安価に血清蛋白分画を測定する簡易法
として有用と考察。

582.近赤外分光法による血液生化学検査の
検討：香川県東部家保 北本英司、野崎宏

血液生化学検査は代謝プロファイルテス
ト（MPT）等で必要とされているが試薬経費
が高いことが難点。そこで、ランニングコ
ストが安価な近赤外分光法（NIR）を用いた
血液生化学検査の有用性を検討。平成23年1
2月から1年間に病性鑑定又はMPTを実施した
牛の余剰血清89検体を使用し、MPTで一般に
測定する11項目につき反射法による測定を
実施。①病性鑑定・MPT両方の検体を測定し
た場合、検量線の相関係数（r）＞0.8は3項
目。②MPTの検体のみの場合、同6項目。③
既存の装置は検体の必要量が5mlと多いこと
から、MPTの検体を10倍希釈して測定した場
合、同7項目。④検量線の信頼性を確認した
ところ、10倍希釈検体の方が化学分析値と
の乖離が小。以上より、MPTでNIRは有用と
推察。全てを化学分析で実施した場合のMPT
費用は1,546円/検体だが、7項目（TP・TC・
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IP・NEFA・BUN・Glu・Mg）をNIRに置き換え
た場合、471円/検体と試算され、コスト削
減効果は大。

Ⅷ－３ 保健衛生行政

583.口蹄疫の地域防疫と実践的協力体制構
築：北海道宗谷家保 末永敬徳、黒澤篤

平成22年の国内口蹄疫発生以降、管内各
市町村では独自に防疫体制を構築。そこで
その防疫体制を確認し、課題について対応
を行い、防疫体制の向上を図った。偶蹄類
家畜を飼養する全7市町村を訪問し、迅速な
初動防疫を実施するため重要となる、緊急
時連絡体制、防疫作業従事者数、防疫資材
確保、防疫地図による制限区域設定及び埋
却地確保について確認し、数値としてグラ
フ化。この結果から防疫作業従事者数及び
防疫資材確保が管内共通の課題と確認。ま
た市町村担当者らは、防疫作業が未経験で
あることへの対応を要望。人員・資材不足
は、近隣市町村から不足数を派遣・支援す
る協力体制を構築。未経験の防疫作業は消
毒ポイントの防疫実地演習を開催。事後ア
ンケートで、埋却等の実地演習開催を要望
された。今後、様々な実地演習開催、災害
協定をモデルとした協力体制の確立を予定。

584.2011家畜伝染病総合防疫訓練実施の成
果と課題－危機管理体制の強化推進－：北
海道十勝家保 宮根和弘、竹田博

口蹄疫等の発生に備え家畜伝染病防疫体
制の強化を図るため、各家畜伝染病発生時
に共通の防疫作業を実地･体験形の「2011家
畜伝染病総合防疫訓練」として実施。その
成果と課題を検討。訓練内容は、発生時に
市町村対策本部で行う机上作業、発生農場
で行う防疫作業及び制限区域内の消毒ポイ
ントで行う防疫作業。成果は関係機関と防
疫作業イメージの共有等。成果を維持する
ため防疫演習を継続実施中。課題は地域毎
で異なる事項対応と家畜防疫員の資質向上
を確認。課題改善のため地域間の協力体制
構築を目的に地域単位で防疫演習、家畜防
疫員の資質向上を目的に家保職員の訓練を
実施。より実践に近い実地･体験形の訓練を
行い、従来の防疫演習では判明しない課題
が明確化。今後も課題改善に取り組み、危
機管理体制の強化を推進。

585.重要家畜伝染病現地対策本部構成員の
主体的な取組による防疫体制強化：青森県
十和田家保 関合哲、川畑清香

口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ（HPA
I）等の重要家畜伝染病発生時には家畜保健
衛生所以外の現地対策本部構成員の主体的
対応必須。管内野鳥からのHPAIウイルス検
出や家畜伝染病予防法改正に係る演習で構
成員は緊急性を実感し事前準備の重要性を
再認識。主要防疫対応を担当構成員と検討。
現地対策本部運営では事前準備と情報共有

のため上北地域重要家畜伝染病情報連絡会
議を新たに設置。事務局担当の畜産課主体
で動員予定者対象の実働演習を企画調整。
緊急消毒ポイント運営では家保の事前訓練
を受けた農業普及振興室が演習を実施。健
康診査では保健総室が作業計画書を作成、
防護服の着脱では訓練を連携して指導。埋
却では水利防災課が現地確認しHPAI埋却工
事施工計画書を作成、家保が上北農村整備
建設協会の担当者に講習と防護服の着脱訓
練。これらの取組で家畜衛生と関連が希薄
な部署も防疫の重要性を理解、自らの責務
を認識し主体的に取組み始め地域の防疫体
制が強化。

586.三八地域における消毒体制強化作戦：
青森県八戸家保 水島亮、中里雅臣

三八地域は県内養鶏の52%及び偶蹄家畜の
25%が飼養される畜産地帯であり、北東北最
大の配合飼料供給基地が立地。重要家畜伝
染病対策の更なる充実のため、これまでの
防疫体制整備に加え地域及び個別農場の消
毒体制強化を実施。地域の消毒体制強化は、
重要家畜伝染病が発生した際の的確な初動
防疫対応のため、事前設定消毒ポイントを1
00か所以上に増設し、業界との業務協定等
資材調達体制の更なる整備のほか、発生直
後の円滑な消毒ポイント運営のため地域県
民局職員による地域緊急消毒隊の結成と消
毒機器の操作訓練を実施。個別農場の消毒
体制強化は、踏込消毒槽設置の重点指導に
加え、地域自衛防疫組織が導入した石灰乳
塗布機による消毒実施普及のため、町営周
年預託施設や農家で実演指導。これら消毒
強化対策により、重要家畜伝染病等の発生
予防とまん延防止に対する地域及び個別農
場の意識が更に向上。

587.海外悪性伝染病に対する危機管理体制
構築への取り組み：宮城県北部家保 阿部
洋平、日野正浩

海外悪性伝染病発生時の初動体制強化を
目的として､平成21年度に高病原性鳥インフ
ルエンザ（HPAI）現地支部防疫作業マニュ
アルを整備､机上演習にて各部署の責任と役
割を明確化。以降､作業マニュアルの内容を
確認､検討しながら､県と地元自治体が連携
した防疫演習を毎年開催。22年度は県と地
元自治体が一体となった県内初となるロー
ルプレイング方式の口蹄疫防疫演習の開催
と口蹄疫対策現地支部ガイドラインを作成
し､態勢を強化。23年度は防疫従事者の健康
診断､防護服の着脱､殺処分の模擬体験を通
じた実演参加型のHPAI防疫演習を実施。24
年度は国内最大規模の養鶏場を抱える自治
体と県が連携し､HPAI防疫演習を開催。家伝
法の改正に沿った机上演習と車両消毒ポイ
ント設置運営の模擬体験を実施。演習は危
機意識の向上､役割分担の再確認､問題点の
抽出､関係機関との連携強化に貢献。継続的
な取り組みにより､綿密で強固な危機管理体
制の構築を推進。
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588.茨城県家畜防疫マップシステムの現状
と課題：茨城県県西家保 大芦隆広、佐藤
則子

本県で独自に整備している家畜防疫マッ
プシステムの改良を平成24年度に実施。飼
養衛生管理基準の遵守状況や埋却用地の確
保状況を登録する機能を追加。農場平面図
は航空写真上に畜舎等を図示して電子化。
緊急時に制限区域内の畜産農家に一斉に情
報を発信する機能を追加。システムにより
畜種毎の飼養戸数や飼養衛生管理基準の項
目別遵守状況、埋却用地の確保状況等の帳
票が迅速かつ省力的に集計可能。グラフ化
した集計結果は市町との地域防疫計画を作
成するための資料として活用。システムの
情報発信機能により管内の偶蹄類農家へ中
国の口蹄疫発生情報を電子メールにより配
信した結果、農家から好評。今後は農場平
面図の一層の情報集積も必要。また、情報
発信機能の更なる迅速性や利便性の向上の
ため、畜産農家のメールアドレスの保有率
向上を目指す。さらに市町毎に多くの消毒
ポイントや公有の埋却候補地を事前に選定
し、システムへ登録する等危機管理体制の
充実を目指す。

589.管内の家畜飼養者への飼養衛生管理基
準遵守指導状況：茨城県県北家保 西野弘
人、作田敦

牛、豚、鶏飼養者への飼養衛生管理基準
（管理基準）巡回指導過程で若干の知見あ
り。当所管内の北部山間地には肉用牛繁殖
農場が約400農場集中し、肉用牛の年1回巡
回指導は困難。そのため巡回農場の約3割は
他事業と併せて巡回し効率化。さらに市町
村や農協等の多くの機関と連携する事が本
事業推進には効率的かつ効果的。管理基準
指導件数と定期報告書遵守率を比較した結
果、全ての畜種で記録の作成・保存の指導
件数が多く、遵守率の低い状況は、重点指
導項目と確認。その他、家畜飼養者が遵守
できていないと判断した項目は各家畜飼養
者の衣服等における海外使用歴確認や渡航
歴の確認、豚での食品循環資源を使用する
場合の加熱処理、鶏での飲用不適水の塩素
消毒。これらの項目は巡回し把握した農場
実態からは該当事例が希。管理基準の理解
を深めていく必要がある一方で定期報告書
の文章については改善の余地あり。管理基
準の理解と定着には継続した指導が必要。

590.管内家畜飼養者に対する情報発信手段
としてのメール配信の利用：栃木県県南家
保 谷本朱紀、星純一

家畜衛生情報の発信について、発信数の
増加に効率よく対応するため、試験的に携
帯電話メールの配信を実施。メール配信に
同意した養牛農家14戸、養豚農家16戸、養
鶏農家17戸、馬飼養者2戸に9回（延べ180戸）
配信。従来のインターネットファックス（i
FAX）配信に比べ準備時間が4分の1に短縮。

iFAXでは経費が1万円（対象400戸）程度か
かる一方、メール配信では県庁内グループ
ウェアシステムを利用するため無料。メー
ル配信した農家へのアンケート調査の結果、
iFAXとメール配信の両方を希望する農家を
含めると半数以上がメール配信に肯定的。
画像や図表の添付は半数の農家が希望。メ
ール配信での問題点は、文字数を400字程度
に制限しなければならず、画像などの添付
ができないこと。解決策として県庁ホーム
ページの携帯電話対応ページを検討。今後
は獣医師等を含め、より多くの関係者に配
信できるよう周知・啓発を継続していくこ
とが課題。

591.口蹄疫診断用画像転送システムの整備
：栃木県県北家保 金沢真紀、山口修

平成23年10月口蹄疫に関する特定家畜伝染
病防疫指針改訂後に実施した防疫演習では、
鮮明な画像が少なく、画像転送に時間を要す
る等の問題点が挙がった。そこで、新たにデ
ジタル一眼レフカメラ、携帯通信端末及びモ
バイルパソコンを導入し、無線LANと携帯電
話通信網を利用した無線接続の画像転送シス
テムを整備。まず、農場で支障なく操作可能
か検証。また、管内山間部の畜産農家の通信
状況を確認し、通信困難農家では、通信可能
ポイントを選定。その結果、撮影した画像を
瞬時にパソコンの画面上で確認後、縮小して
多数の鮮明な画像を送信することで、カメラ
→モバイルパソコン→家保と容易かつ迅速に
画像転送が可能。家保での病変部位の早期検
討に有用。通信困難農家の最寄りの通信可能
ポイントは農場から20m～1kmの範囲にあり、
ほとんどの農場で転送可能を確認。今後、現
場対応マニュアル作成し技術向上を図る。

592.管内における飼養衛生管理基準遵守状
況と課題：群馬県中部家保 鹿沼由香理

当所は、平成23年の飼養衛生管理基準改
正の新たな義務化事項を、広報及び11回の
地域研修会で周知。衛生管理区域への立入
り制限措置実施は看板56%、ロープ17%、コ
ーン8%、未実施33%。消毒施設の実施は踏込
み消毒槽56%、消石灰帯39%、消毒マット10%、
動力噴霧機4%、未実施20%。衛生意識は豚飼
養者(豚)、鶏飼養者(鶏)で高く、牛飼養者
(牛)で低い。埋却予定地は牛、豚とも約3割
が未確保。理由は土地取得が困難、近隣が
住宅地、地下水位が高い等。確保できてい
ても、標準的面積に満たない事例が豚で16%
と牛の4%に比べ多く、実際に埋却できない
時の対応の検討も必要。感染ルート早期特
定のための記録作成、保管は全畜種の実施
が約4割と低く、酪農家は生乳生産管理チェ
ックシート、その他農家にはカレンダー等
の利用を指導。今後は、有事の際の速やか
な初動対応のため、書類の不備や未実施事
項のある農家への早急な指導と、防疫対策
意識向上のため、全戸立入調査を実施。
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593.特定家畜伝染病防疫演習の実施と検証
：群馬県西部家保 小野祥平

特定家畜伝染病発生時の迅速かつ的確な
初動防疫体制の強化を図るため、高崎市と
合同で採卵鶏2万羽飼養農場での高病原性鳥
インフルエンザの発生を想定した防疫演習
を実施し､問題等を検証した。特定家畜伝染
病防疫従事登録者から64名を1次動員として
班編制。市体育館を現地事務所とし、従事
者全員を健診した結果、9名が作業不適とな
り、2名が欠席、53名で組織を再編成。従事
者全員が個人防護具（PPE）の着脱演習。体
育館駐車場を使用し、農場併設テントの設
置・運営、農場内での捕鳥・箱詰め等の班
別防疫作業、作業終了後の感染防止措置演
習を行った。演習内容を検証し、実際の防
疫作業に活かすため演習参加者221名にアン
ケート調査を実施し、104名から回答。健康
面での不安、PPEセットの違い・不具合によ
る混乱、実際の発生時の対処に疑問との回
答もあり、改善が必要。各作業の説明や運
営は概ね良好。演習の経験および検証結果
を活かし、初動防疫体制の一層の強化を図
りたい。

594.実演型口蹄疫防疫演習の評価と課題：
群馬県吾妻家保 山田真

口蹄疫発生時の迅速な防疫対応について、
関係者間での作業手順を確認するため、埋
却作業に従事する建設業者及び現地対策本
部構成員等を対象に、牛農場での発生を想
定した実演型防疫演習（実演型）を実施。
終了後、演習内容の検証のため参加者への
アンケート調査と検討会を開催。その結果、
防疫対応のスライド説明等の講演型演習に
比べ、発生農場入退場時の消毒、防護服の
着脱、埋却溝掘削を含む防疫措置などの実
演型の方が理解できたと評価する回答が多
く、実演型の定期的な開催の要望が多い。
防疫作業従事にあたっての不安な点は体力、
作業内容とする回答が多く、一部は家畜の
扱いと回答。課題として、指揮系統の明確
化、防疫従事者間の共通認識の確立、より
一層分かり易いマニュアルの整備とその周
知等が指摘された。事前対応型防疫確立の
ため、今回の検証を基に、より充実した実
演型を継続的に実施し、有事の際の迅速な
初動防疫に活かしたい。

595.防疫演習による口蹄疫対策の課題とそ
の対応：群馬県東部家保 宮田希和子

口蹄疫発生時の防疫対策では、迅速な防
疫措置が最も重要。そのためには、マニュ
アル整備や資材の備蓄等による準備と防疫
演習による初動作業の確認が必要。平成24
年9月に東部農業事務所、管内市町、関係団
体と協力し、埋却防疫演習を開催。消石灰
散布、遮水シート布設、汚染物品埋却作業
について重機オペレータを含む25名の防疫
作業者が実施。参加者約150名への作業イメ
ージの付与は、目的どおり達成。埋却演習
の作業時間は、演習地が土質条件の良い埋

却地であったため想定時間内で終了したも
のの、掘削3.5mで地下水が湧出。演習後に
農村整備建設業会を交えた検討会を開催。
検討結果を基に、県内公共事業による柱状
図を用いて貫入試験（N値）と孔内水位によ
り土質と湧水の状況を確認中。「72時間以
内の防疫措置完了」はハードルの高い目標
であるが、目標に近づけるために人員、資
機材の整備に加え、埋却候補地の事前調査
を実施しておくことが重要。

596.定期報告からみた家畜飼養衛生管理状
況と埋却地確保状況：埼玉県川越家保森田
梢、加島恭美

平成23年4月、家畜伝染病予防法の改正に
より、家畜の所有者による飼養家畜の頭羽
数と飼養衛生管理状況の都道府県知事への
報告が義務化。管内畜産農家から提出の報
告について飼養衛生管理基準の遵守状況と、
埋却地の確保状況を取りまとめた。遵守状
況は、全畜種で衛生管理区域への病原体の
持ち込み防止、立入者や家畜の導入・出荷
等の記録が不十分な農家が多かった。埋却
予定地については、約8割が「確保している」
と申告。その大部分は農場の近くに確保。
一方、1km以上離れている予定地も存在。埋
却予定地の実態把握の一環として、管内の
農家の所有地を試掘したところ、掘削溝の
側面や底面からの漏水を確認。管内では降
水量や地下水脈、河川からの距離等の地理
的状況により、埋却困難な土地が存在。今
後も埋却地確保についての検討が必要。

597.口蹄疫発生時の初動防疫の計画策定：
千葉県北部家保 平野亨、鈴木秋彦

当所では平成22年度家畜保健衛生業績発
表会にて、口蹄疫の発生時および続発時シ
ミュレーションを行うことで被害の甚大さ
と初動防疫の重要性について報告。今回、
千葉県急性悪性家畜伝染病マニュアルに基
づき、管内偶蹄類飼養農場431戸について口
蹄疫発生時の初動防疫計画を策定。策定計
画では消毒ポイント及びサブステーション
を洗い出すとともに、周辺農場の立地状況
などを把握した。さらに防疫作業の必要人
員数や重機数も試算。今後は家保内の防疫
計画のみならず、関係機関や農家に対し、
口蹄疫発生時の対応策を自発的に検討して
いけるよう防疫意識の啓発を継続していく。

598.防疫作業等に供するゴーグルに関する
検討：千葉県中央家保 西川潤、大橋健

防疫作業等に供するゴーグルは従事者の
健康被害を防ぐことを目的に着用が求めら
れている一方、内部の曇りで作業効率や安
全性が低下する問題が残されている。所内
備蓄ゴーグル6種と市販の除曇剤ほか8種を
用い、N95マスク等の防疫装備をした年齢性
別の異なる職員をモニターに運動負荷試験
等で性能を比較検討した。供試ゴーグルは
いずれも着用者の鼻梁上部等に隙間が生じ、
併用するマスクの形状によっては隙間を縮
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小できるが、ウイルス侵入の完全防止は難
しいと考えられた。また、曇りによる視野
減少は着用者側の状況や製品ごとに差があ
ること、一部の製品や特定の防曇剤の使用
で防止できることが分かった。防疫作業は
作業の種別によって運動量や危害因子が異
なるため、あらゆる作業現場においても十
分な視野が確保できる製品や防曇剤を事前
に選定し、具体的な作業内容や条件に応じ
てゴーグル着用の是非を判断することが、
従事者の安全性を確保するために最も重要
である。

599.横浜・川崎地域の牛・豚の埋却地実態
調査：神奈川県県央家保 田中嘉州、前田
卓也

家畜伝染病予防法改正により、飼養衛生
管理基準（基準）に埋却地の確保等が規定。
そこで、都市化の進んだ横浜・川崎地域に
おける牛及び豚の飼養農家の基準の定期報
告を基に実態調査を実施。地域内38戸の牛
（27戸）・豚（11戸）飼養農家のうち、埋
却地を確保しているのは25戸（牛18戸、豚7
戸）で、その全てが飼養頭数に見合った面
積以上を確保。牛の農家の多くが、農場に
近い場所に埋却地を確保。埋却地の現在の
状況は、多くが畑。隣接する畑の地権者及
び近隣住民への説明を行っている農家はな
し。現地調査では、人家が隣接もしくは容
易に目視できる、埋却地までの公道が狭い、
周辺環境への影響が大きいと思われるなど、
実際の埋却へのハードルの高さを確認。ま
た、多くの農家が、県に対して埋却以外の
処理方法の検討を要望。今後、共同埋却地
の検討並びに埋却地の条件に合った埋却方
法を検討する一方、埋却が難しい農家での
口蹄疫の発生を想定し、他の色々な方法を
検討。

600.口蹄疫・鳥インフルエンザ防疫体制構
築の取り組み：石川県北部家保 伊藤美加、
向野逸郎

口蹄疫及び鳥インフルエンザ発生時に備
え、各種取り組みを実施。迅速で的確な初
動対応のため、管内農場偶蹄類111戸、100
羽以上の家きん25戸を対象に、戸別に農場
概要、疫学関連施設、家畜の処分方法、防
疫作業必要人員、消毒ポイント等をまとめ
た防疫カルテを作成。さらに消毒ポイント
については奥能登39か所、中能登33か所を
選定、管理者の了解を得て、各ポイントの
道路地図及び写真等をデータファイル化。
また、平成24年度の防疫訓練は、実際の発
生を想定し、家保以外の組織も各部所の担
当を忠実に再現した形で、各係、担当を編
成し、農場への入退場、鶏の殺処分を体験
訓練。当県では県防疫対策マニュアルを基
に、発生時の対応について検討を重ねてき
たが、現地対策本部で中心的役割を担う農
林総合事務所との情報共有が課題。今回、
農家別防疫カルテ、消毒ポイントデータフ
ァイルを農林総合事務所にも配備したこと

で職員への理解が深まり、より全庁的な対
応が可能と推察。

601.家保における鳥インフルエンザ防疫体
制強化：福井県福井県家保 朝倉利江、竹
内隆泰

平成23年に家伝法が改正された。これ
に伴い家保では鳥インフルエンザ防疫体
制の強化に更に取組んだ。法51条に基づ
く立入検査用の衛生検査台帳に定期報告
の項目を追加。堆肥処理施設について調
査を行い、発酵消毒に活用可能な処理能
力・容積なども盛り込み、防疫台帳とし
て強化。家畜防疫マップシステム（マッ
プ）の稼働をうけ、マップを的確に対応
できる職員を複数にした。マップより搬
出制限および移動制限区域内にある家き
ん関連施設一覧を防疫台帳へ追加。所内
対策として、異常家きん発生の通報時に
統一した検査・連絡体制をとるため共用
サーバを設置し、職員間の情報共有を図
り、「家保職員初動対応マニュアル」を作
成した。異常家きん発生農場への立入時
準備として聞き取り様式、カウンターな
どの現地調査班用セットを作成。これら
により人事異動などによる職員の変更後
もスムーズな移行が可能。

602.口蹄疫を疑う家畜の写真撮影と送信方
法の検討：福井県福井県家保 吉田靖、竹
内隆泰

家畜防疫員が口蹄疫を疑う立入検査をし
た場合、異常家畜の病変を鮮明に写した画
像を、農林水産省へ家保に戻らず迅速に送
信する必要がある。今回管内の農家を対象
に適切な写真撮影と送信方法を検討。撮影
は光源でハロゲンライト・内蔵フラッシュ
・ＬＥＤ懐中電灯の3種、撮影機器では一眼
レフデジタルカメラ・コンパクトデジタル
カメラ・スマートフォン内蔵カメラの3種を
用い画像の鮮明さと利便性を比較。送信で
は最寄りの県事務所へ移動後送信した場合
と農場でスマホのインターネット機能で送
信した場合でかかる時間を比較。撮影では
一眼レフでピント合わせが早く画像も鮮明。
ハロゲンとの組み合わせでより鮮明となる
が、電源の確保・増員が必要で利便性は悪
い。送信では7割の農家で移動だけで15分以
上要したのに対し、スマホは移動0分送信10
分以内で完了できスマホの方が迅速。

603.近年の畜産環境苦情の傾向と対策：山
梨県西部家保 深澤映生、渡邉聡尚

畜産環境問題は経営の存続を脅かす大き
な要因の一つであり、環境苦情への的確な
対応が求められている。
管内で発生した過去11年129件の環境問題の
傾向を分析した結果、乳牛では悪臭と野積
み、肉牛は悪臭、養豚は悪臭、採卵鶏は悪
臭とハエ、肉用鶏は悪臭の苦情が最も多い。
同じ農家が数年に亘り苦情源となる事例が
複数あり、環境苦情が誘因となりやむなく
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廃業に至った事例も2例ある。環境苦情への
効果的な対応事例としては、苦情発生を未
然に防ぐため立地条件を考慮した生産計画
の検討、周辺住民や指導機関による監視体
制の構築、苦情発生が慢性化する中、周辺
集落に鶏の出荷や鶏糞搬出作業の計画を事
前に情報提供することで合意形成を図り、
苦情発生を未然に防いでいる事例がある。
家保の環境苦情対応として、関係機関と連
携した迅速かつ公平な現地確認と情報収集、
発生原因の分析による改善策の指導や、苦
情主への迅速な情報提供と関係機関での情
報の共有による連携強化が重要。

604.畜産農家への農場HACCP推進・普及の取
り組み：山梨県西部家保 吉野恵子、渡辺
聡尚

平成23年12月に中央畜産会が国内初の農
場HACCP認証機関に認定され、畜産分野にお
ける農場HACCP認証が本格的に始まった。当
所では、平成22年度から管内採卵鶏農場（A
農場）に対し農場HACCPの導入を推進してお
り、平成24年度には、管内酪農農場（B農場）
に対し導入啓発の指導を行った。A農場では、
勉強会での取り組みを通して作業マニュア
ルやフローダイヤグラム等の作成を経て、
平成24年3月に農場HACCP推進農場指定を受
けることができた。今年度は、作成済みの
作業マニュアルをより分かりやすく更新し
たほか、HACCP計画の再確認と必要な見直し
を行っている。B農場では、農場HACCPの意
義と手法の概要について研修会を開催し、
農場の意欲的な取り組みがスタートした。
今後も認証取得を目標として勉強会を開催
していく。

605.口蹄疫初動防疫のための業務手引書（素
案）作成：山梨県東部家保 大町雅則、小
泉伊津夫

平成23年10月「口蹄疫に関する特定家畜
伝染病防疫指針」改訂、農水省「防疫作業
マニュアル」策定。これらに沿った的確か
つ迅速な対応には作業の単純化が重要。業
務を整理し「フローチャート」を作成。想
定しうる必要書類は事前に「様式」を作成。
「フローチャート」から詳細業務の「様式」、
「マニュアル」、農家毎の台帳・畜舎見取
図等「必要な情報」にリンク、短時間で必
要な情報を取り出せるよう工夫。既存様式
に項目・別紙を追加し、新指針等へ遺漏な
く対応。職員緊急召集のため携帯電話メー
ルを活用。今後、①農家毎に発生を想定し、
消毒ポイントマップ＆リスト、防疫作業人
員表等「防疫措置計画」立案に必要な資料
の事前作成②カリキュラムに沿った計画的
な研修に取り組む。本県初動防疫態勢の課
題は、備蓄資材の定期的な更新と新指針等
へ沿った県マニュアルの改正。県対策本部
・現地対策本部の一本化も含めた効率的な
初動防疫体制についても再検討すべき。

606.平成24年度口蹄疫等家畜伝染病防疫演

習：長野県園芸畜産課 稲葉真
11月13日、県内の家畜飼養施設(施設)、

関係団体等(団体)を対象とした情報伝達訓
練を実施。想定外のトラブルに対応するた
め、市町村及び県担当者101名が県庁に参集
し、県対策本部事務局（県事務局）、各地
域対策本部事務局（地域事務局）を庁内に
設置。FAXによる情報提供を希望する施設・
団体には一斉FAX送信サービスで県事務局か
ら、E-mail又は電話を希望する施設・団体
へは地域事務局から想定家畜伝染病発生情
報（情報）を発信。情報を受信した施設は
家畜の異常の有無を、団体は情報を受理し
た旨を地域事務局に報告。報告のない施設
及び団体には12時以降電話で再確認。10時4
5分から情報提供を開始し、15時の時点で施
設1,618戸中1,531戸(95%)、団体は364ヵ所
全て(100%)で報告を確認。また、FAXで情報
提供したうち、12時までに48%の施設・団体
からFAXで報告を受理。短時間で情報を伝達
するには、FAXと電話等複数の伝達方法を併
用することが必要。

607.スマートフォンを活用した家畜防疫業
務の効率化：長野県長野家保 青木一郎、
神田章

家畜伝染病発生時における画像診断、防
疫資材の管理、家畜伝染病予防法改正に伴
う家畜飼養者からの定期報告事務の効率化
を図るため、多機能携帯電話（スマートフ
ォン：SP）の通信機能およびバーコードリ
ーダー機能に着目した。家畜伝染病の画像
診断では、無線LAN内蔵SDカード、デジタル
カメラ、SPの組み合わせにより、高画質の
多量の画像を短時間で現場から送信し、家
畜保健衛生所、県庁などの関係機関がリア
ルタイムで共有できるようにした。SPのバ
ーコードリーダーの活用としては、①防護
服、消毒薬等の防疫資材にバーコードを付
加し、SPで正確・効率的な在庫管理を可能
とした。②定期報告では、報告様式は、農
場コードのバーコードを印字したものとし、
畜種および飼養衛生管理基準の遵守状況を
バーコード化したものをSPで読み取り、SP
から直接畜産農家データベースに取り込む
ことで、作業の迅速・効率化を図った。

608.飛騨地域における飼養衛生管理基準の
遵守徹底への取り組み：岐阜県飛騨家保
舩木大志、米山英雄

平成23年4月の家畜伝染病予防法の改正に
伴い、これまで継続してきた衛生指導に加
え、見直された飼養衛生管理基準等の周知
及び確実な実行を促すための指導を行った。
主な改正点である衛生管理区域の設定、消
毒設備の設置及び飼養状況の報告に重点を
置き、農家への巡回指導、説明会の実施、
広報の送付及び子牛市場等でのパネル展示
による周知を行い、理解を得るように努め、
管内の全農家（全353戸）から報告を受理し
た。提出された定期報告書から飼養衛生管
理基準の遵守状況を確認したところ、どの
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畜種においても、農家への入場者記録の遵
守率が他の項目に比べ低かったため、未実
施の農家へ入場者記録用紙を配布すると伴
に、記入方法及び記録の重要性について指
導した。法改正をきっかけとし、再度、飼
養衛生管理基準の遵守徹底への啓発を行っ
た事が、地域全体の衛生意識の更なる向上
に繋がった。今後も繰り返し農家の意識改
革を図り、家畜伝染病の予防に繋げたい。

609.滋賀県の飼養衛生管理基準の遵守状況
：滋賀県滋賀県家保 藤井賢一、加藤真由
子

飼養衛生管理基準（基準）の改正に伴い、
「家畜衛生情報」の発行や巡回の実施を通
じて、基準の改正のポイントやその概略等
について周知。遵守状況の確認は、鶏の飼
養者に対しては定期巡回時に、肉用牛・乳
用牛・豚の飼養者に対しては改正内容等の
周知の巡回時に実施。鶏の飼養者について
は、全般的に他畜種の飼養者に比較して遵
守率は高く、平成24年度の3回にわたる巡回
の結果、多くの項目で遵守率が上昇。しか
し、修繕・補修などが伴う対策については、
わずかながら遵守率が低下。肉用牛・乳用
牛・豚の飼養者については、衛生管理区域
への病原体の持ち込み防止、感染ルート等
の早期特定のための記録の作成及び保管に
ついて低い遵守率にとどまる。これらの項
目について、指導の徹底を図る必要がある。
また、養鶏では、複数回の巡回時の指導に
より遵守率の向上が認められていることか
ら、他畜種でも継続的な確認・指導を行い、
遵守率の向上を図る必要がある。

610.農場HACCP方式を活用した飼養衛生管理
基準遵守に向けた取組：鳥取県西部家保
河本悟、山本路子

平成23年、家畜伝染病予防法の改正に伴
い飼養衛生管理基準が従来の10項目から22
項目（牛）へ強化。それに伴い、農場内へ
の関係者以外の立入制限、看板・消毒設備
設置、野生動物対策及び来場者記録など新
たな取組が必要。一方で、平成23年4月から
県内酪農協において農場HACCPに関する取組
が開始。この中で、法改正にあわせその土
台となる飼養衛生管理基準の各項目の遵守
に向けて、指導・啓発方法を継続的に検討。
平成24年度から管内モデル農場において検
討内容を実践。取組当初22項目中9項目が未
対応。各項目について「農場で可能な対応」
について月一回の検討。6ヶ月後に未対応2
項目にまで進展。取組の中で前年検討した
内容よりも、「各農場の実情に合わせた対
応」を農場主と共に考える必要性を痛感。

611.家保の「美味しまね認証」取得農場へ
の対応：島根県益田家保 濱村圭一郎、益
田邦郎
「美味しまね認証」は、県内産農産物で、

「高い安全性」と「優れた品質」を兼ね備
えた産品を生産する生産者・生産方法を、

知事が認証する制度。畜産物は飼養衛生管
理基準や一般衛生管理マニュアルをベース
にHACCP方式の考えを導入し、鶏卵、肥育牛、
肉用鶏及び肉用豚に基準策定。今回、肥育
農場（A農場）とブロイラー農場（B農場）
の認証取得（取得）に、準備から対応。A農
場は平成22年10月に取得準備を開始、各種
記録簿や消毒等の衛生対策を改善。平成23
年3月22日に取得。1年目監査で、「衛生対
策強化のため常設消毒装置設置を望む」と
の意見から、本年度ゲート式消毒器を設置。
B農場は平成23年から家保と飼養衛生管理対
策を共同構築。飼養衛生管理対策や出荷成
績等の検討会を継続実施、飼養管理技術向
上を図り、各種管理記録簿を整備。本年度、
取得のためトレサビレティ等に関する内容
を整理し、12月26日に取得。両農場とも、
販売戦略にも本制度を活用。

612.動物薬事業務の実態報告：岡山県岡山
家保 出石節子

家保における動物薬事業務は、主に動物
用医薬品販売業（以下、医薬品販売業）に
対する監視・許認可業務であるが、当所で
は、県全体の約55%に相当する医薬品販売業
93件及び動物用医療機器販売業・賃貸業（以
下、医療機器販売業等）46件（平成24年11
月末現在）を所管している。薬事法関連の
改正により、平成17年度に医療機器販売業
等の監視・許認可業務が加わり、平成21年
度に登録販売者制度が導入されるとともに、
平成24年5月末までの猶予期間を設けた医薬
品販売業の業態整理が行われた。今回、上
記の法改正前後の許可件数及び事務処理内
容をまとめたので報告する。また、本県で
は、従前から「動物薬事事務処理の手引き」
(以下、手引き）により適正な事務処理に努
めてきたが、近年、インターネット通信販
売を行う店舗販売業、医薬品のサンプルの
みを取り扱う卸売販売業など手引きに記載
のない特異な形態をとる業者から許可申請
があったのでその対応を紹介する。

613.長門管内における担い手確保及び育成
：山口県西部家保 白尾大司、中原宗博

近年、農業就業人口の減少と高齢化によ
る後継者不足が問題となっており、新規担
い手の確保とその育成を図ることが大きな
課題。家保は、担い手対策として関係機関
と連携して担い手候補者を把握。各種研修
制度を利用し、知識、技術の向上を図り、
各種事業を活用して円滑な就農開始を誘導。
また農業法人や継承希望農家と担い手を仲
介することで、就農先の確保を図った。就
農後も定期的に関係機関と巡回を行い、技
術指導することで経営安定を支援。取組の
結果、平成19年度から平成24年度の6年間に
毎年1名以上、肉用牛繁殖経営5名、肉用鶏
経営2名、計7名の担い手が新規に就農。さ
らに平成25年度に肉用鶏経営2名、平成26年
度に肉用牛繁殖経営1名が就農予定。今後も、
担い手の確保と就農への取組を継続し、就
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農後も関係機関と連携して指導、支援する
ことで、就農意欲の維持、技術向上を図り、
経営の安定化、規模拡大に繋げていきたい。

614.農場実践型防疫演習の実施：徳島県西
部家保 岩田裕美、小倉朋和

毎年、県では家畜伝染病防疫対策の一環
として、防疫演習を実施している。今年の
県防疫演習は養鶏の盛んな西部地域での発
生を想定し、西部総合県民局、美馬市、隣
接県の香川県等各組織と連携して実施した。
また実践型式の防疫演習として、防疫作業
に不慣れな一般県職員を対象に、農場を使
用し立入検査から防護服着脱、農場内消毒
まで行った。その結果、一般県職員の防疫
意識が高まり、各部署の役割を流れに沿っ
て確認できた。特に保健所の健康調査では、
動員者の1/3が高血圧のため、作業制限又は
作業不可となった。また、防疫作業を行っ
た2/3の人が約30分の作業でも疲労を感じた
等、新たな問題点も浮上した。現在、この
演習をもとに防疫マニュアル、防疫対策に
ついて検討を重ねている。今後も有事の際
に防疫作業を担う一般県職員に対し、より
具体的な内容を企画し、組織間の連携を強
化することが重要だと実感した。

615.迅速な消毒ポイント設置に向けた危機
管理体制強化の取組み：香川県西部家保
三好里美、笹田裕司

迅速な消毒ポイント設置には、事前に適
切な候補地の選定、管理者との調整、消毒
ポイント設置担当者に詳細な情報の提供や
演習の実施、候補地ごとの必要資材の把握
や備蓄等が重要。管内の消毒ポイント候補
地は、市町所有施設を中心に33カ所。市町
担当者と現地を調査。施設管理者に協力を
要請し、管理者立会のもと、消毒・看板設
置場所、車両誘導ルートの検討、水・電源
・照明等の施設設備や所有機材等も確認。
結果、進入路や消毒のスペース不足等によ
り12カ所を候補地から削除。また、主な畜
産関係者へ運行ルートを聞き取り、不足す
る地区や高速道路インターチェンジ等新た
に25カ所を追加。候補地の現地調査結果を
データベース化し、それぞれの看板設置場
所や機材等の設置見取図を記したマニュア
ルを作成。また、設置担当者である県土木
事務所で出前演習を実施。さらに、必要資
材を備蓄。今後は、農場ごとに各制限区域
で候補地を確保、マニュアル化と出前演習
は県内全域へ拡大。

616.口蹄疫の特定症状画像診断用データ送
信の検証：福岡県筑後家保 横山敦史

口蹄疫診断時の画像送信用機器の整備を
行い、県域の「送信方法マニュアル」を作
成、今回通信環境を検証。1通信環境の検証
：管内偶蹄類飼養農場を通信会社のサービ
スエリアにより分類。エリア外及び境界に1
3農場を確認したが、送信に45秒～31分要す
るものの、通信は可能（30～224kbps）。2

不通信時の検証：パソコンの故障時や通信
不具合時、データは最寄の県機関から送信
することを想定。選定した8ヶ所の県機関ま
で5km以上、10km以上の農場はそれぞれ18戸
及び1戸。移動時間は10km未満で25分以内、
10km以上で30分。3検討：送信に31分を要し
た農場について送信場所を検討、確実かつ
迅速な送信の対策を行った。4まとめ：通信
環境の検証を効率的に行い、管内全偶蹄類
飼養農場で通信可能であることが判明、発
生時の迅速で的確な対応が可能となった。
現在「送信方法マニュアル」の充実を図っ
ており、的確な初動防疫の対応が行えるよ
う防疫体制の強化に努めたい。

617.特定家畜伝染病初動防疫の障壁となる3
つの境界：福岡県筑後家保 緒方雅彦

特定家畜伝染病防疫指針等の見直しで初
動防疫が厳格化し現地対策本部が家保から
農林に移管。防疫上の問題点を整理・検証
し、対策。1.3つの境界：1)県―制限区域が
広範、県外まで波及。各県防疫指針に相違
点。迅速な県境消毒ポイント設置。2)字―
市町村合併で自治体広域、畜産担当者減。H
23導入の県防疫マップは大字単位のため、
詳細な制限区域調整不可能。防疫マップ専
用パソコン不備。3)人―防疫作業に多数人
員が必要。畜産職以外は、理解協力に温度
差。2.取り組み内容1)県境防疫会議の開催
：県境付近道路、農場、施設を協議、消毒
ポイント運営法検討。2)管内全偶蹄類(97
戸)、鶏飼養者(47戸)の制限区域図紙面作成。
区域調整を要す大字を事前検討。3)個人名
で動員表作成。頻々の防疫演習開催により、
作業従事者の意識向上。3.今後の課題1)特
定家畜伝染病未発生県が他県エリアで消毒
することの可否。2)防疫マップの小字表記
とシステム操作習熟。3)人事異動毎の動員
表作成。

618.飼養衛生管理基準の遵守状況調査に係
る取組み：長崎県県北家保 和田彬美、下
村辰人

管内全農家に対し、飼養衛生管理基準の
遵守状況調査・指導を実施。平成23年度は
偶蹄類飼養農家1,261戸、平成24年度（10月
末時点）は1,219戸について実施。調査時に
不十分であった項目については、再度改善
指導を実施中。遵守率は前年度より改善さ
れているが、管内の大多数を占める肉用牛
飼養農家において、靴底消毒や車両消毒の
実施が約7割、記録の実施が約6割と低く、
繁殖雌牛10頭未満の小規模農家で特に低い。
防疫意識の向上を目的に、調査時のリーフ
レット配布に加え、各種総会や研修会の際
に、説明会を実施（平成23年度計35回延べ1,
130名、平成24年度計27回延べ771名）。ま
た、全戸調査と並行して農家情報の整理を
行い、管内の中核農家計119戸についてファ
イル化が終了。調査時の情報も含め随時更
新を実施。優良取組み事例の紹介等を行い
ながら、今後も繰り返し効果的な指導を実
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施し、関係者と連携の上、自衛防疫意識の
向上を図る。

619.家畜伝染病が疑われる異常の通報に対
する迅速な初動態勢の検討：長崎県中央家
保 浦川了、松森洋一

平成22年度～24年9月に口蹄疫5件、鳥イ
ンフルエンザ14件の異常通報を受け臨床検
査を実施。全ての事例で当該疾病は否定。
それぞれの事例ごとに対応を検証し問題を
抽出。防疫資材の点検・準備、農家詳細情
報の整備、カーナビゲーションの整備、写
真の送付方法を検討。防疫資材の毎月の点
検により、出発時の点検作業が省略でき、
出発に要する時間を短縮。農家詳細情報の
整備により疑い事例通報があった時のスム
ーズな対応が可能。カーナビゲーションの
整備により、全職員が最短時間で農場へ直
行可能。農場到着予定時刻も把握。写真送
付方法は、県庁内ネットワークの共有フォ
ルダと携帯通信機器による送付を検討。従
来の公用車で写真データを持ち帰る場合よ
りも大幅に送付時間は短縮。写真サイズは
送付時間、写真の鮮明さを考慮し、1枚あた
り300KBを目安に撮影。今後も工夫を凝らし
てさらなる迅速かつ的確な初動防疫体制を
整備。

620.家畜伝染病予防法改正に伴う五島家保
の取り組み：長崎県五島家保 重国由起子、
中島大

家畜伝染病予防法の改正に伴い、家保業
務に新たに加わった年1回以上の全農家巡回
指導と定期報告の収受について、効率的か
つ円滑に実施するための取り組みを実施。
定期報告様式は、岩手県の公開様式を畜産
課経由で利用許可を得た上で、当所で修正
した様式を県下統一様式として使用。飼養
衛生管理基準遵守状況チェック表は、定期
報告に準じた県下統一様式を作成、農場指
導に活用。農場への立入禁止看板を設置し
ていない農家には、看板を作成し配布。巡
回時不在農家には、立入通知表により飼養
衛生管理基準の遵守を指導。巡回の効率化
のためカーナビゲーションを導入、全農家
を登録。これらを実施した結果、肉用牛農
家で大幅な飼養衛生管理が改善。カーナビ
の導入により、家保単独で即座に全農場へ
行くことが可能となった。今後も、更なる
効率化を図るとともに、遵守率向上と口蹄
疫等海外悪性伝染病の侵入防止に努めたい。

621.家畜伝染病予防法改正に伴う防疫体制
の強化：熊本県城北家保 村田典久、白石
隆

家畜伝染病予防法(以下、法)の一部改正(H
23.4)以降、伝染病の発生予防・まん延防止
のため、改正内容の周知、実態調査、発生
に備えた初動体制の構築及び緊急病性鑑定
等を実施。全飼養者の戸別立入による飼養
衛生管理基準の遵守状況確認・啓発、埋却
地の再確認及び不備事項の現地指導等を実

施(H24年度:12月末現在の立入戸数/対象戸
数:1021戸/1077戸)。その結果、衛生管理区
域内の消毒励行や踏込槽設置等の防疫意識
が向上、埋却地確保率の上昇(確保率:牛87
→97%、豚91→96%、鶏:64→95%)及び早期発
見・早期通報に関する飼養者をはじめ関係
者の意識が向上。全農場データベース化を
行い、情報の共有により通報から2時間以内
の全農場立入態勢を構築。防疫体制強化を
当所の最重点課題と位置づけ、多くの人員
と時間を費やし、飼養者をはじめ関係者の
防疫意識が向上。今後、改訂した県防疫マ
ニュアルに基づき関係機関との連携強化を
図り、更なる防疫体制の強化に努める。

622.地理情報システムを活用した防疫情報
蓄積と共有体制整備の取組：熊本県中央家
保 龍田あゆみ、坂本崇

家畜防疫マップシステムのデータベース
を核として、家保が所有している様々な農
家情報を整理すると共に、南九州三県合同
防疫演習で検討した農家情報項目を追加し
て、農家情報データベース（DB）を再構築。
さらに、データ更新のため、立入台帳等の
様式をDBから作成。また、汎用型地理情報
システム「くまもとGPMap」に防疫マップの
情報と農家が所有する埋却予定地に関する
情報を登録。地図データを活用し、各市町
に対し農家位置情報の共有と更新を依頼、
各地域振興局とも情報を共有化。「くまも
とGPMap」は、農場の建物の配置が確認でき、
また、距離や面積等も計算できることから、
伝染病発生時の現場事務所のレイアウトや
埋却地までの輸送ルートの検討等初動防疫
への活用が可能。今後は、「くまもとGPMap」
の特性を活用、さらに、初動防疫が迅速化
できるよう、情報の更新と新たな情報の蓄
積を推進。

623.南九州三県合同防疫演習とその課題：
鹿児島県姶良家保 猪俣生輝、渡邊洋一郎

県境域での口蹄疫発生を想定した南九州
三県合同防疫演習の概要を報告する。熊本、
宮崎、鹿児島（以下、「三県」）での迅速な
防疫連携の検証及び強化を目的とし、三県
同時進行の机上演習と合同検討会を実施。
設定は、宮崎県内（三県県境）の肥育牛農
家で口蹄疫疑いが2頭発生し、移動・搬出制
限区域に三県を含み、本県内には、疫学関
連農場3戸とした。演習の結果、情報共有、
制限区域設定、消毒ポイント設置は、事前
協議及び発生農場の位置情報（緯度・経度
WGS84系）共有により迅速な協議設定が可能
となった。家畜防疫員は、今回本県人員で
充足したが、畜産密集地帯の発生では不足
が想定され、国への派遣要請、受入体制等
の検討が必要。また、指針に規定のない制
限区域外の家畜市場の取扱いは、疾病拡大
防止の観点から慎重な対応が必要。隣県と
の事前協議と演習及びその検証は迅速な防
疫連携に有用だった。
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624.地域一体となった参加型口蹄疫防疫演
習の取り組み：鹿児島県曽於家保 有川恵
理、福重哲也

平成24年11月20日本県曽於市で、関係機
関と連携し地域一体となった参加型口蹄疫
防疫演習を実施。肥育牛400頭飼養規模農場
での発生を想定。前年度の演習アンケート
を踏まえ「参加型演習」として午前中に「机
上演習」「実務演習」を、午後から「実地
訓練」を実施。全実演者55名のうち21名は
発生時防疫作業に従事する可能性がある市
町、JA、建設業協会、振興局等関係機関・
団体から参加し、昨年度より7名7団体増加。
演習終了後に出席者及び開催者・実演者を
対象としたアンケートを実施、今後の課題
について検証。演習は510名が参加、うち8
割以上が「良かった」と回答。また、開催
者・実演者の98.8%が「家保以外の実地訓練
実演者数は今年度程度もしくは今年度以上
の人数が適当」と回答、参加型演習の重要
性を再認識。今後も関係機関と連携をとり
地域一体となって演習を実施し飼養者や関
係者の危機管理意識を高く維持することが
重要。

Ⅷ－４ 畜産技術

625.ニオイセンサ活用による臭気指数目標
の設定：秋田県中央家保 田中宜久、佐藤
行

現場で臭気問題の対策・助言を行う場合、
嗅覚で感じる臭気を臭気指数相当値（以下
指数値）として数値化できるニオイセンサ
の活用が有効。しかし、問題発生時、臭気
指数が悪臭防止法の規制を準用した臭気指
数値「10」より高い場合、それを目標とし
た対策・助言が可能となるが、低い場合は
目標がなく対策・助言が困難。そこで、目
標設定のため管内家排法遵守農家の指数値
を測定。牛・豚飼養農家を経営体別に4～5
戸(計23戸)を選定し、各4回(6～12月)、敷
地境界線3箇所で風速3.3m/s以下を条件に指
数値・気温・湿度を測定(n=273)。結果、指
数値の目標を「７以下」に設定。この中で
気温25℃未満で指数値が低くなる傾向が見
られたため、25℃未満ではさらに「4以下」
と設定。なお、畜種・経営体別で指数値に
差はなし。結果を基に、問題発生農家に対
し、対策・助言を実施。改善目標を示した
ことで農家の臭気発生に対する理解が進み
臭気低減に一定の効果。

626.サーモグラフィの家畜衛生現場への応
用：静岡県西部家保 飯田正、村田結佳

サーモグラフィの畜産分野での応用、報
告は少ない。今回、農場内で発熱した家畜
の効率的な発見を目的とし、サーモグラフ
ィによる体温の推定及び発熱家畜のスクリ
ーニングを検討。対象家畜は牛及び豚とし、
牛では、眼、肩、肛門周囲、乳房等、豚で
は耳、肩、背、腰等の各部位の最高温度を

測定。直腸温の測定も同時に実施。その結
果、体表の温度は、牛では眼及び肛門周囲、
豚では耳及びその周囲の温度が高い傾向を
確認。体温は、直腸温と撮影画像の最高温
度より求めた補正値を用い推定体温の把握
が可能。発熱家畜のスクリーニングは、複
数の家畜を同時に撮影し推定体温40℃以上
の個体の発見を試み、現場で簡易的なスク
リーニングが可能であることを確認。サー
モグラフィは家畜に接触せず瞬時に体温の
推定ができるため、豚コレラ等の発熱を伴
う疾病の検査時には、汚染の拡大防止と異
常畜の効率的な発見に有効。

627.石炭灰（クリンカアッシュ）の畜産分
野での応用：岡山県岡山家保 遠藤広行

家畜伝染病の発生を予防するため、消石
灰が頻繁に使用され、農場出入口や畜舎周
辺に散布された白い消石灰で、「口蹄疫が
発生した」との風評被害に遭う農家も現れ
た。そこで、石炭火力発電所から産出され
るクリンカアッシュ（以下、石炭灰）の性
質（黒色、pH9～10）を利用して、消費者の
誤解を招かないようにするため、消石灰と
混合し色調を変え、畜産分野での消毒資材
としての活用方法を検討した。石炭灰と消
石灰を混合するとpH12.5前後の強アルカリ
性を示し、混合割合によって濃淡の異なる
灰色を呈し、散布場所に応じて目立たない
色調にすることができた。今回はアスファ
ルト上での使用を想定して石炭灰70：消石
灰30の割合で混合し、消石灰と消毒効果を
比較検討したところ、同等の消毒効果があ
ることを確認した。石炭灰は、公共事業等
で軽量盛土材や埋め戻し材のリサイクル資
材として活用される一方、畜産分野での消
毒資材としての応用も可能であると思われ
た。

628.クエン酸の性状と殺菌効果：岡山県津
山家保 牧野俊英、梯洋介

クエン酸は、畜産分野は口蹄疫ウイルス
の不活化等に利用されており、食品添加物
として使用できるほど安全性が高いことか
ら、その他にも有効な利用が期待できる。
今回、0.2%クエン酸（以下クエン酸）の効
果を確認するために、その性状と消毒効果
を4%炭酸ナトリウム、1000倍塩素系消毒剤、
逆性石鹸と比較検討。衣類、金属を30日間
各溶液に浸漬し、脱色、腐食の程度を調査
した結果、他の消毒剤に比べ、脱色、腐食
とも、対象物に深刻な影響を与えなかった。
消毒効果は、家畜由来の大腸菌、黄色ブド
ウ球菌、緑膿菌、サルモネラ菌について、
各菌液をクエン酸の他、上記消毒剤溶液に1
0分、30分、60分間反応させ、消毒効果を調
査。クエン酸では、他の消毒剤に比べ、各
菌に対して消毒効果は弱いものの、時間の
経過と共に菌数の減少が認められた。これ
らのことから、脱色や金属を腐食させにく
く安全性の高い消毒剤として使用できる可
能性が示唆された。
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629.採卵鶏農場における農場HACCP導入に向
けての取り組み：徳島県西部家保 山田み
ちる、東城孝良

畜産物に対する消費者の信頼確保の観点
から、畜産農場における衛生管理手法であ
る農場HACCP（以下、HACCP）の普及・定着
が推進されている。HACCP導入に向けての指
導は、農場指導員が行うこととなっている。
採卵鶏農家1戸がHACCP推進農場指定に向け
て取り組むこととなり、農場、畜産協会、
家保の各担当者が農場指導員研修を受講。
当該農家は無窓4鶏舎で成鶏60,000羽、育成
鶏15,000羽を飼育。HACCPは農場における衛
生管理の向上が目的であることから、鶏卵
衛生管理体制整備事業を活用し衛生状態を
調査。GPセンター（2回、44検体）、育成鶏
2鶏舎（4回、136検体）、成鶏1鶏舎（2回、
48検体）を採材。計228検体中81検体からサ
ルモネラを分離。HACCP取得にあたっては飼
養衛生管理基準（以下、基準）の遵守が基
本となるため、結果を基に衛生管理を指導。
消毒薬の変更や基準遵守の指導により衛生
状態は改善傾向にある。今後も三者が連携
をとり、HACCP導入に向けて助言・指導を行
う。

Ⅷ－５ その他

630.管内における原発事故後稲わらの対応
について：宮城県北部地方振興事務所栗原
地域事務所 千葉将彦、加藤伸悦

原発事故により、管内で収集した稲わら
の放射性物質測定を実施した結果、暫定許
容値を上回った。飼料及び敷料としての利
用状況を管内全養牛農家1,041戸、稲わら業
者3戸について実施。149戸927tの汚染稲わ
ら保管が判明。平成23年8月に稲わらの一時
保管に向けて国、県、市有地を調査。当初、
栗原市営深山牧野に耐雪型パイプハウス13
棟を設置して1箇所での集中管理を検討。10
月に区長説明会を実施。風評被害、水質汚
染への懸念、各地域で分散保管するべきと
の意見強く断念。次に鶯沢細倉を一時保管
候補地に選定。放射能への不安や風評被害
の懸念等の意見が相次ぎ、1箇所での集中管
理を断念、分散管理の検討開始。築館、志
波姫、若柳、栗駒の4箇所を候補地に選定。
平成24年1～3月に各地域で住民説明会を実
施。志波姫、若柳は不調。金成を加えて5箇
所での保管に変更し、志波姫、若柳、金成
で9月に住民説明会を実施、了承を得る。今
後の課題として事故後一時保管稲わらの最
終処分が未確定。

631.仙台管内における牧草地の放射能汚染
と除染指導に向けた取組み：宮城県仙台家
保 菅原賢一

原発事故影響により、牧草から暫定許容
値超の放射性セシウムが検出され、牧草利
用を自粛。利用に向けた除染対策の推進が

急務。管内の牧草地数十カ所で表層(5cm)と
作土層(15cm)の放射性セシウム濃度をNaIシ
ンチレーションで測定し、汚染状況を確認
すると、表層は航空機モニタリングマップ
と同様に高い地域は平均で1300Bq/kgと高
値、低い地域は平均で190Bq/kgと低値を示
す汚染度合であったが、管内北部ではやや
高い地域(600～1000Bq/kg)が散見。作土層
ではほぼ100Bq/kg以下。以上の結果に基づ
き除染指導を実施した所、プラウ耕による
表層の除染ではほぼ100Bq/kg以下となり、
放射性セシウム濃度は約90%低減され表層の
汚染改善。また、ロータリ耕では、放射性
セシウム汚染度合と除染効果との関連デー
タが少ないことから本法による指導は未実
施。今後は資材（塩化カリ、ゼオライト）
の適切な投入による放射性セシウムの吸収
抑制効果についても検証し、放射能による
牧草地汚染の一刻も早い克服を図りたい。

632.酪農ガールズに対する家保の支援活動
：宮城県大河原家保 橋桐子、加藤里子

女性酪農家は交流の場や知識・技術を得
る機会が少ない傾向あり。平成22年11月に2
0～30歳代の女性酪農家により「酪農ガール
ズ」が活動開始。月1回の繁殖台帳管理と併
せ、外部講師による飼養衛生管理等の講習
会12回、農場看板作成やフラワーアレンジ
メント等の女子力アップ活動6回、農場視察
研修5回開催。家保は、家畜疾病で2回の講
習会を実施。平成24年度からは、家保も活
動に参加。メンバーから子牛下痢の継続発
生について相談を受け、病性鑑定及び対策
を実施。メンバー参加型の講習会で下痢対
策や予防方法と合わせて本事例を報告。活
動を支援するためにアンケート調査を実施
し、目標を明確化。同世代や同業者以外と
の交流強化（39%）、知識や技術の向上（32
%）、酪農のイメージ改善（18%）が上げら
れた。今後も関係機関と連携し、目標が達
成できる自立した組織とするために、活動
を支援していく。

633.タブレットPCとWi-Fi機能付カメラの口
蹄疫初動防疫への応用：山形県中央家保
大河原博貴

平成23年度の口蹄疫防疫指針改定により、
初動防疫時に臨床症状の画像データを国へ
送付する事が必要。また、口蹄疫防疫演習
にて、鮮明な画像撮影とデータ送付の迅速
化という課題が提示された。今回、県情報
企画課のタブレットPC貸与事業と当所保有
のWi-Fi機能付カメラを活用し、初動防疫対
応の迅速化を検討。タブレットPCにiPad（W
i-Fi＋3G移動通信、16GB、Apple社）、Wi-F
i機能付カメラにCyber-shot DSC-HX30V（1,
820万画素、転送距離20m（実測値）、SONY
社）を使用し、初動防疫を想定した運用試
験を実施。従来の方法（①撮影、②データ
媒体の消毒・直接受渡、③搬送、④最寄り
公所から送信）と比較し、①撮影、②タブ
レットPCへデータ転送、③現地でデータ送
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付と容易な手順で迅速なデータ送付が可能。
また、双方向的な情報共有により、きめ細
かい現場対応が期待される。整備・運用に
向けて、運用手順の標準化、セキュリティ
対策、運用コスト等の課題解消が必要。

634.飼養衛生管理基準遵守にむけた取り組
み：福島県会津家保 三瓶佳代子

改正家畜伝染病予防法では、畜産農家は
飼養衛生管理基準(以下、基準)の遵守、毎
年の定期報告が義務化。そこで、市町村・
畜産団体と連携し、家保が説明会の開催及
び立入巡回を行い改正内容及び定期報告書
の記入方法等について周知し、平成24年も
周知活動を継続。平成24年定期報告では全
家畜で立入者の記録作成が低率、衛生管理
区域について認識不足であることを確認。
そこで、全農家対象に立入を実施し、立入
記録の作成や衛生管理区域の設定意義及び
区域に関する説明、埋却地の確保を中心に
指導。併せて伝染病発生に備え埋却地情報
や農場周辺状況を加えた台帳を整備。また、
立入禁止標識を各農家に配布指導すること
で衛生管理区域立入制限の意識付けを図っ
た。指導の結果、基準の遵守農家が増加。
今後も継続した立入指導を実施し、定期報
告の自主的な報告定着を図るとともに、農
家の衛生意識向上にむけて取り組んでいき
たい。

635.家畜伝染病予防法改正に伴う定期報告
への取り組み：福島県県北家保 太田大河、
佐藤良江

家畜伝染病予防法が改正され、平成23年1
0月1日より飼養衛生管理基準の遵守状況の
毎年の報告が義務化。市町村や畜産関係団
体、開業獣医師向けに説明会を開催し、牛
飼養施設は各生産者団体、小規模養鶏施設
は市町村、その他は家保が、周知並びに報
告書集約を担当。管内には約1,400の家畜飼
養施設があり県全体の27%。平成24年6月時
点の報告農場数は978。管内の小規模養鶏施
設は578で報告数は278と少ない。要因とし
て、小規模養鶏場は大半が愛玩用のため、
報告義務の周知徹底不足が考えられた。肉
用牛飼育農場では添付書類の提出が22%と低
い傾向。遵守状況のチェックは、衛生意識
の高い農場ほど自己評価が厳しく、報告と
実情が合っていない例も散見。回収率向上
を図るため、放射能対応や監視伝染病防疫
対策等の際、戸別訪問による回収、畜種毎
に分かり易い報告書様式の作成等の対策を
実施。今後小規模養鶏場を中心に周知を更
に徹底し、定期報告の定着を目指す。

636.誘導結合プラズマ発光分光（ICP-AES）
と連動したマイクロウェーブ酸分解法の検
討：東京都東京都家保 佐々木幸夫

ICP-AESとMWを連動させるために、湿式分
解の障害である有機マトリツクスの抑制を
有機質系試料により分解条件を検討。検討
内容は、①多元素同時分解の常態化②分解

処理効率の迅速化及び分解操作の簡素化③
分解精度の均一化が目的。有機マトリツク
スと共存する多元素を区別なく湿式分解を
行う手法として、MWの密封、短時間及び少
量の特性を活かした分解条件の確立のため
に、①酸抽出は王水の塩化ニトロシルを利
用②MWの温度と時間の配分③回収試験（添
加元素：Cd）で分解条件を評価、以上の方
法で分解条件の効果を計る。回収率は、濃
度別の許容範囲内であり、総平均が2.5ppm
：89.7%、25ppmm：93.9%で良好。干渉抑制
の効力が発揮され湿式分解が可能。期待が
見込まれる効果は、①密閉のため揮発性元
素が同時分解②人・物の省力化③操作時間
の短縮化④防爆構造なので人に安心・安全。
以上のことから、MWの最大の特性である密
閉方式による多元素の湿式分解が可能。

637.新たな農家台帳作成への取組：東京都
東京都家保 三宅結子、鈴木博

農家台帳は従前より作成されていたが、
担当者に一任されており他所員には扱いに
くかった。また、防疫指針改正、農水省主
催の防疫演習で短時間に資料提出を求めら
れる機会があった。このため、有事に速や
かに誰でも扱える新たな台帳作成に取り組
んだ。使用ソフトはExcelとし、パソコンの
サーバー上と印刷物の両方で保存。印刷物
は農家毎にフォルダーで保存。作成対象者
数は牛84、馬39、豚10、めん山羊3、家きん
37、その他及び複数種18の計191戸。内容は
基本情報及び防疫情報の2区分とし、基本情
報は1.住所、飼養状況等の概要、2.近隣の
状況もわかる周辺図、3.面積、通路幅等農
場平面図、4.農家の様子がわかる写真。ま
た、フォルダーには飼養衛生管理状況の確
認表追加。防疫情報は、1.作業計画表、動
員数、必要機材一覧等の防疫措置基本計画、
2.防疫作業図、3.制限区域に関する情報、4.
最終処分方法及び場所、5.消毒ポイントを
作成。

638.家畜防疫員の病性鑑定技術向上を目的
とした参加型研修会の開催：新潟県中央家
保 会田恒彦、福留静

近年、国内での鳥インフルエンザや口蹄
疫等の発生に伴い、家畜防疫員に求められ
る病性鑑定（病鑑）技術水準は高度化。病
鑑課は年2～3回、県内5家保の家畜防疫員を
中心にした研修会を開催。研修効果を高め
るため、平成21年度から｢参加型実習｣を企
画検討。解剖技術等の病鑑技術水準の底上
げや口蹄疫等に対する判断力強化を図った。
解剖から診断に至る検査手技、類症鑑別及
び文書作成の実習として、｢豚の大腸菌症｣
及び｢牛の流涎発生｣の仮想病鑑事例検討、
鶏及び豚を用いた解剖～細菌検査～調書並
びに成績書作成を実施。口蹄疫病鑑実習と
して、成牛を用いた農場採材を2回、病変確
認部位の撮影と画像送信を実施。鳥インフ
ルエンザ対応は防疫指針の内容及び採材方



- 131 -

法を確認。参加者は事前に採材準備や課題
を検討、研修会ではグループ別に実技、検
討課題発表、成績書提出等を実施。参加型
実習はアンケートで好評で、家畜防疫員の
病鑑技術及び判断力向上に寄与。

639.口蹄疫防疫従事者アンケートをもとに
した防疫体制の検討：静岡県東部家保 小
熊亜津子、柴田正志

平成22年、宮崎県で発生した口蹄疫に対
し、本県から延23名の家畜防疫員を派遣。
これら防疫員の経験から、県内発生時の防
疫体制整備について情報を得るため、アン
ケート調査を実施。結果、派遣前で17人が、
｢従来業務への影響｣、｢体力的問題｣及び｢作
業着の確保｣等の不安を感じていた。派遣期
間中、派遣後でも多くが身体的異常や精神
的負担を感じ、うち2人は現在でも当時を思
い出すと強いストレスを感じると回答。ま
た、殺処分現場の作業効率は、班が統制さ
れているかが大きいとする回答が多く、統
制にはリーダーの素質のみならず、班員の
モチベーションや協調性も影響。作業員が
安心して作業に専念し、能力を発揮するに
は情報が提供されることが必要と推察。今
後、他部局との連携も含めたメンタルケア
の体制整備の検討、現場を統率できる人材
の育成、職員のコミュニケーションスキル
向上のための対策、情報提供体制の整備が
求められる。

640.病性鑑定における新たな農家指導方法
への取組：静岡県西部家保 手塚喜代美、
黒田博通

平成24年8月、管内繁殖経営農場で離乳後
子豚が下痢と神経症状を示し死亡、病性鑑
定の結果、浮腫病と診断。立入検査、病性
鑑定中間結果、聞き取り調査で浮腫病を疑
い、管理獣医師と相談の上、抗生物質投与
中止と長期的生菌剤投与等を農家指導。抗
生物質投与により病状悪化及び終息に長期
間要する事が理解不能の農家は豚の死亡継
続が精神的、経済的に苦痛。家保指導に不
信感を抱き、受入拒否状態。病性鑑定結果
判明まで、疾病の口頭説明に加え、文書説
明及び電話悩み相談を行い適切な病性鑑定
を継続遂行。清浄化対策は、家保が中心的
役割を担い管理獣医師と飼料会社獣医師と
情報共有し、対策方針を決定、実施。平成2
4年9月、発生終息。未体験事例に農家が遭
遇した場合、混乱し、家保に不信感、防疫
対応に支障を来たす事が判明。日頃から、
各種臨床獣医師と情報共有し、農家にわか
り易い疾病情報提供し疾病対策理解が必要。
これは特定家畜伝染病への迅速な防疫対応
へ応用が可能。

641.薬事法省令改正に向けた指示書の活用
調査：静岡県西部家保 武田美和、手塚喜
代美

今般、薬事法省令改正により、一部医薬
品の食用動物への使用制限が強化される予

定。現段階で獣医師が特例使用できる医薬
品も、成分により制限や禁止対象となり、
違反した場合は使用者又は使用を指示した
者が罰則対象。動物用医薬品の適性使用指
導のために静岡県動物薬事事務実施要領に
基づき提出された動物用医薬品指示書（指
示書）に着目・検証。要指示医薬品の使用
状況を、養豚農家対象のアンケート及び巡
回カルテと、獣医師から提出された指示書
との整合性を調査。家保へ指示書を提出し
ている診療施設は8ヶ所。うち6ヶ所は管内
養豚農家に指示書を発行。一方、養豚農家
からの申告では、前述6ヶ所を含め14ヶ所の
診療施設が要指示医薬品を処方していたが、
うち8ヶ所の診療施設は未提出。未提出施設
中5ヶ所は管内施設のため、事実確認後、必
要に応じて提出等を指導。指示書の検証は
医薬品の適正使用監視及び畜産物の安全や
安心の確保に有用。

642.大腸菌等の薬剤耐性獲得状況調査結果
：静岡県中部家保 鈴木一歩、川嶋和晴

健康家畜由来大腸菌の薬剤感受性試験成
績をポジティブリスト(PL)制度施行前後(H1
2-15:500株、H20-23：497株)で比較。薬剤
の耐性率は、H12-15では、OTC:41.8%、ABPC
:28.2%、SM:28.0%、H20-23では、OTC:41.2%、
ABPC:24.9%、SM:24.9%とPL制度前後で同様
の傾向。KM、ERFXの耐性率は、22.6%から8.
2％、9.8%から6.0%と有意に減少(P<0.05)。
このことからPL制度が抗菌性物質適正使用
に繋がっていることが示唆。また、病性鑑
定の患畜由来大腸菌株(H8-24：92株)の薬剤
感受性試験では、OTC、ABPC、SM、ERFXの耐
性率が54.0、65.0、32.1、37.2%と、健康畜
と比較し患畜由来株の方が高く、症例毎の
薬剤感受性試験が重要。一方、カンピロバ
クターの薬剤感受性試験(H18-22：44株)で
は、OTC、ABPC、SM、ERFXの耐性率は37.5、
9.1、41.7、16.7%と大腸菌とは異なる傾向
であり、また全国成績と比較し、EM耐性率
が15.9%と高く、今後の耐性動向に注視。

643.地域的サーベイランスで現場の声に応
えよう！：愛知県中央家保 島本真理

愛知県では、家保職員で構成する検討チ
ームにより地域的サーベイランス事業（地
域サーベイ）の計画を作成し、県内におけ
る監視伝染病の状況等を把握している。最
近、PRRS清浄化の機運が高まっており、平
成25年度の地域サーベイによりPRRS清浄化
に向けた生産者支援を行うこととし、その
内容を検討。県の次年度予算編成作業は、
概ね7月から始まるため、6月末までの約3か
月間で事業計画を作成する必要があった。
平成25年度の家畜伝染病予防事業全体の検
査体制を考慮する必要があるため、まず企
画調整・特定伝染病グループから事業計画
案を提示し、各家保での事前検討を実施し
た上で、第1回検討会(5月)で方針を決定。
その後、各家保において生産者の意向確認
を行い、第2回検討会(6月)で具体的な検査
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対象頭数等を決定。予算編成の日程や結論
までのスピードを意識しつつ、現場からの
声を事業に反映させ、生産者も家保職員も
満足できる事業計画を策定できた。

644.病性鑑定業務効率化の試み：愛知県中
央家保 高橋良治

1．病理解剖手引きDVDの作製【方法】豚
の病理解剖を動画撮影しDVDを作製。DVDは
新規採用職員研修の予習教材として活用、
理解度測定のアンケートを実施。【効果】
アンケートでは事前視聴で当日の解剖理解
度上昇と回答。【考察】動画で解剖手順や
採材が一目瞭然、病理解剖の適切な実施に
寄与。事前視聴で効率的に研修を進行でき、
理解度上昇。今後、牛や鶏も同様に作製、
病理解剖技術高度平準化を進める。2．業務
の共有化【はじめに】近年、検査依頼件数
増加で業務負担の偏り、回答遅延の懸念。H
PAI、豚コレラ及び炭疽等の重要疾病の初動
検査技術の共有化を考慮。【方法】ウイル
ス、細菌担当の各2名を微生物担当4名に再
編。また、病性鑑定グループ全員が重要疾
病の初動検査を習得。【効果】迅速な回答
や対応が可能。【考察】検査業務の共有化
で病性鑑定サービス向上、また、職員間コ
ミュニケーション向上。今後も共有業務を
増やし、効率化をさらに進める。

645.防疫資材の運搬シミュレーション：愛
知県中央家保 佐藤明彦

愛知県では高病原性鳥インフルエンザ等
の防疫作業に必要となる防疫資材を備蓄し
ている。これらの防疫資材を迅速かつ円滑
に現地に運搬する方法を検討するため実働
演習を実施。演習の主目的は愛知県立農業
大学校及び愛知県畜産総合センター内に保
管している防疫資材の運搬に必要な車両台
数、作業員数及び所要時間の検証。初動に
必要となる防疫資材の運搬委託を検討して
いる民間業者にトラックと作業員の派遣を
依頼し、資材の積込み、運搬、積出しを行
った。結果、作業員4名で4ｔトラックに資
材を満載するのに約1時間を要することが判
明。また、従来は資材の体積のみを目安に
運搬車両を想定していたが、重量にも配慮
する必要がある等、想定外の問題点が明ら
かになり、4ｔトラック1台では不十分であ
ることも判明。今後は本演習で得られた知
見を活かすべく、更なる危機管理体制の充
実に取り組んでいく。

646.速やかな防疫作業を目指して（リーダ
ー養成研修の企画）：愛知県中央家保 兼
子明美

平成23年の愛知県での高病原性鳥インフ
ルエンザの発生経験を踏まえ、防疫作業に
従事した職員を対象にアンケートを実施。3
46名から回答があり、農場作業の指揮命令
系統の改善要望に関する指摘が57件あった。
このため、防疫作業現場で適時的確な指揮
が執れる防疫作業のリーダー（指揮者）要

請を目的として、家保職員を対象に「リー
ダー養成研修」を企画。研修は、「①通常
では経験することが少ない指揮の手法を学
ぶ。②普段の業務でも家保間で簡単に応援
と依頼ができる仕組みを作る。」ことを目
的に開催。平成24年11月末までに、13名の
リーダー養成研修受講者が、ヨーネ病の清
浄化検査等の通常業務において応援者派遣
を他家保に要請、事前の作業説明資料の作
成及び当日の作業を指示し指揮能力の向上
を図った。今後も研修を継続し、発生農場
で臨機応変に的確な防疫活動の指揮が執れ
る防疫作業指揮者をより多く養成していき
たい。

647.今後の家畜保健衛生所のあり方：愛知
県中央家保 中山萌

家畜保健衛生所（家保）の業務は、家畜
保健衛生所法の目的である「家畜衛生の向
上を図り、もって畜産の振興に資する」を
達成するための家畜伝染性疾病の発生予防
及びまん延防止並びに技術指導事業が主体
である。平成22年度の口蹄疫や高病原性鳥
インフルエンザの発生をうけて家畜伝染病
予防法が改正され、特定伝染病対策のウェ
ートが大きくなったが、一方では、予算や
人員の合理化が行われており、効率的な家
保運営が必要となっている。そこで家保職
員による「家保業務の検討会」を実施した
結果、業務の実施方法や意義、家保組織等
について様々な意見が出された。更に全家
保職員へアンケート（回収率46%）を実施し
た結果、家保を変える必要があると88%が回
答した。その他の回答からも、今後は生産
者ニーズに的確に応えつつ、行政組織の合
理化に対応していく必要があると考えられ
た。

648.飼養衛生管理基準遵守農家の事例を活
用した啓発指導による遵守率向上：京都府
南丹家保 山内昭、上村浩一

【はじめに】平成23年に家畜伝染病予防
法が改正され、飼養衛生管理基準（管理基
準）の内容も大幅に見直されたため、畜産
農家等に対し、延べ15回の説明会を開催、
周知を図った。家きん飼養者に比べ偶蹄類
飼養者の管理基準遵守率は低かったため、
写真でとりまとめた遵守農家の事例を活用
し遵守率向上に取り組んだ。【実施方法】
偶蹄類飼養者73戸について、①衛生管理区
域境界の設定②区域内の消毒設備設置③来
場者記録の3項目に絞って指導。指導には遵
守農家の存在を意識させるため、管内遵守
農家の実施事例の写真を農家ごとにまとめ
た事例集を作成、指導資料に活用。【結果】
3項目の遵守率は、事例集をみることで意識
が向上し、②では33%から66%に、③では8%
から84%に向上したが、①では境界設定に必
要なコーン等の設置が進まなかったため45%
と低率。JAや酪農部会と対応を協議、地域
全体での取り組みが重要であるとの理解を
得、遵守に必要なコーン等の資材設置支援
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につながった。

649.GISを活用した防疫体制の確立：広島県
北部家保 萬城守郎、尾崎充彦

地理情報システム (GIS) を活用すること
により、「家畜防疫マップシステム」を補
完し、重大な動物感染症発生時の防疫体制
を整備。グーグル社グーグルマップ、国土
地理院提供電子国土Ver2及びMicrosoft EXC
EL2002を用いて、①発生農家等の緯度、経
度の確認及び埋却地等面積の測定マップ②
防疫作業人員輸送に係る道程確認マップ③
情報共有用及びウェブサイト掲載用消毒ポ
イントマップを作成。発生農場及び消毒ポ
イント等の緯度経度情報の確定並びに埋却
予定地の面積の推定等が容易となり、家畜
伝染病発生時に使用する防疫措置のための
地図（防疫マップ）の精度が向上し、効率
的な防疫作業計画の策定が可能。発生現地、
中継基地及び消毒ポイント等へ移動する防
疫作業従事者運搬車両及び畜産関係車両等
の最も効率的な道程（ルート）を容易に作
成。重大な動物感染症発生時の消毒ポイン
トの決定が容易となり、関係機関との情報
の共有化と県民への情報公開を行う体制を
構築。

650.畜産公害苦情の事例紹介：香川県東部
家保 梶野昌伯

8月3日、悪臭について苦情申立。8月6日、
市役所と家保で調査・指導を実施。酪農場4
ヶ所と養鶏場1ヶ所を調査、結果、発生源を
養鶏場と判断し改善指導を実施。8月7日、2
回目の苦情申立。8月8日、養鶏場と改善計
画について再度協議し指導。8月9日、3回目
の苦情申立。8月10日、現地調査を実施。結
果、養鶏場から臭いがあり、養鶏場に改善
指導。8月17日、市役所へ悪臭・水質汚濁の
苦情申立。酪農場6ヶ所の調査を実施。結果、
発生源は不明。8月21日、4回目の苦情申立。
同日、現地調査を実施。結果、養鶏場付近
の畑に野菜農家がブロイラー生鶏糞を散布
中で悪臭あり。今までの発生源はここと断
定し、農家へ助言を行った。昨年も同時期
に同内容の申立があり、調査をしているが、
発生源は不明だったが、ここであると推察。
今後、このような事例のように生糞を利用
する耕種農家の対応に苦慮すると思われる。

651.管内農家における6次産業化の現状と課
題：愛媛県東予家保 石丸由佳、真鍋フミ
カ

畜産農家の一部では、古くから生肉や生
卵を自家販売しているが、更なる所得向上
を目指す農家は、県単独の「新たな畜産経
営チャレンジ事業」(以下チャレンジ事業)
の活用や国の6次産業化事業の導入を検討。
管内では、平成21～23年に6戸の農家がチャ
レンジ事業に取り組み、事業の成果が現れ
始めている。この様な背景の中、今後の課
題を検討するため、チャレンジ事業実施農
家の現況並びに6次産業化に対する農家の意

向を調査。結果、すでに6次産業化に取り組
む農家は、営業活動が重要であると認識し
ており、販路拡大を図る広告費の補助を期
待する声が多かった。取り組みのない農家
は加工販売に興味はないが、農家の所得向
上のために、地域に根ざした更なる販売の
拡大を希望。今後の課題として地域行事、
商談会及びコンテストといった情報発信等、
生産物の販売を含めた営業・販売活動に対
する支援を検討する必要がある。

652.家畜伝染病発生地図表示システム（防
疫マップ）を活用した制限区域内地名の確
定方法：長崎県壱岐家保
伊勢喬太、森田光太郎

口蹄疫等家畜伝染病発生時、迅速な初動
防疫を実施するためには、移動および搬出
制限区域の地名（告示の際に想定される最
小区域）の早期確定および告示が重要。現
行の防疫マップは、発生農場からの距離だ
けで農場を抽出するが、地名の確定機能は
ない。そこで、防疫マップを活用した制限
区域内地名の確定方法を検討。方法は、農
場登録方法と同様に、防疫マップ上の地名
の四隅に点を登録。農場抽出方法と同様に、
発生農場からの任意の距離で地名の点を抽
出。地名一覧のExcelファイルを作成。4点
全てが抽出された地名は制限区域内、1～3
点が抽出された地名は制限区域の辺縁部に
該当。辺縁は、防疫マップ画面を確認しな
がら区域の内外を確定。この作業を、移動
制限区域および搬出制限区域毎に実施。本
方法を用いれば、地名の抽出洩れがなく、
地域の地理に詳しくなくても、簡単かつ迅
速に制限区域内地名の確定が可能。

653.管内の病性鑑定の状況：鳥取県西部家
保 山本路子、河本悟

平成21年度から23年度の管内病性鑑定依
頼数は毎年700件前後で推移。畜種別では乳
用牛、鶏、肉用牛、豚の順で多く、検査項
目では細菌、病理、生化学の順で多い。病
性鑑定による原因特定は疾病等による被害
軽減の面から、依頼から回答までのスピー
ドが重要。そのため当家保では乳房炎、血
液、糞便検査など早急な対応が必要な依頼
は、所内での見える化等により検査の進行
状況を管理。家畜疾病の早期発見、蔓延防
止のためにも家保の病性鑑定は重要な業務
の1つであり、その技術レベルの維持、向上
も責務のひとつ。

654.ウェルポイント工法による埋却溝掘削
の検討：島根県出雲家保 安部哲朗、若槻
義弘

家畜伝染病発生時の埋却地確保の一助と
するため高地下水位の土木工事現場で広く
行われているウェルポイント工法（WP法）
による埋却溝掘削の有効性を検討。WP法と
は、ウェルポイントという濾過網をもった
吸水管を地盤に多数打ち込み、ポンプで強
力に吸水することにより、必要な区域の地
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下水位を低下させる方法として土木作業の
現場で広く普及している工法。今回のWP法
による埋却溝の掘削は、地表面が海面下で
あるという厳しい条件下であったにもかか
わらず一定の効果が確認され、休耕田等の
一般的な埋却予定地においては有効な工法
の一つと考えられた。今後は埋戻し後の地
下水位再上昇に伴う、埋却物の状態変化の
検証や対策が必要と思われる。また、今回
の検討を契機に広く他の分野の技術が応用
され、より簡易かつ確実な埋却溝掘削の工
法が確立されることを期待する。

655.家畜伝染病発生に備えた移動通信手段
の検討：島根県江津家保 荒川泰卓

家畜伝染病発生時に、現地から家保への
迅速な情報伝達を目的にノートパソコンと
携帯電話のテザリング機能を用いた移動通
信手段を検証。管内17農場から家保へ複数
の画像を添付したメールを送信した結果、
全戸から支障なく送受信可能。口蹄疫の病
変部位撮影訓練の検証で、現在の、清浄区
域の搬送者にデジタルカメラやデータカー
ドを受け渡し最寄りの庁舎から家保へ画像
を送信する方法と比べ、時間短縮が可能。H
PAIの初動防疫訓練の検証で、画像のJPEGフ
ァイル、農場内の発生場所を図示したパワ
ーポイントファイル、疫学情報の文書ファ
イルの送受信が可能。かつ現地との確認が
必要な事項は双方向性の情報確認が可能。
本法は初動防疫で、農場から家保へ、疫学
情報を伝達する際に時間短縮が可能な点、
電話やFAXと比較し、正確な情報伝達が可能
な点で、有効な手段と思われた。

656.特例店舗販売業の現状と問題点：鹿児
島県肝属家保 裾分久仁子

管内の一部の特例店舗販売業者の店舗に
おいて分割販売が確認され、当所において
指導を実施､改善された。分割販売されてい
た品目は、包装量が多くて小規模農家では
使い切れない､また、分割販売にならない販
売包装単位がどこまでか見極めが難しい、
といった販売する特例店舗販売業者からの
意見あり。特例店舗販売業者の利用状況実
態調査のため管内肉用牛繁殖農家にアンケ
ート調査を実施したところ、農家は高率で
特例店舗販売業者を利用し、特に小規模で
高齢な農家でのニーズが高い傾向。以上よ
り、管内で必要とされている特例店舗販売
業者が、法令遵守しつつ農家に適正に動物
用医薬品を提供するためには、内容量の少
ない販売包装単位の動物用医薬品が必要と
されていることを関係機関に伝える必要が
あると考察。今後も分割販売は違法である
ことを管内の特例店舗販売業者に継続・指
導していく。
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